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本研究では研究分担者に加え、九州大学病院
メディカルインフォメーションセンター 高田敦史、
医薬品安全使用調査研究機構 設立準備室 
土屋文人、東京医療保健大学 折井孝男、国
立がん研究センター東病院 医療情報部 秋
田賢宏、オーストラリア シドニー大学 藤田健
二、ドイツ セントラル薬局 アッセンハイマー慶
子、国際医療福祉大学 山田治美が研究協力
者として参画した。 
 
B に示す分担研究課題 １,３ については本 
総合研究報告書に分担研究者分も含めて記載
した。また、分担研究課題 ２.については別途分
担研究報告書を作成した。 

 
Ａ．研究目的 

電子処方箋の仕組みの創設およびその内
容を含む改正医薬品医療機器等法が2022年
5月20日に公布され、2023年1月26日に電子
処方箋管理サービスの運用が開始された。厚
生労働省は、これまで「新たな日常にも対応し
たデータヘルスの集中改革プラン」を策定する
等、医療分野のDXを強力に推進しており、こ
の電子処方箋のシステムをその柱の一つとし
て位置づけている。 

厚生労働省は、重複投薬や併用禁忌のチ
ェックを行うことができること等から、電子処方
箋システムが普及拡大することにより、より国民
に対する質の高い医療サービスの提供するこ
とを目指している。また、新しい資本主義のグ
ランドデザインおよび実行計画のフォローアッ
プ（令和4年6月7日新しい資本主義実現本部
決定・閣議決定）で「2023年１月からの電子処
方箋の運用開始に向けて、安全かつ正確な運

研究要旨 
 医療 DX の推進として、本邦では 2023 年 1 月より電子処方箋管理サービスが全国で展開

されている。この電子処方箋は、患者の利便性の向上や重複投薬のチェック等による安全

な薬物治療の提供などが期待されている一方でその普及は伸び悩んでいる。 

 そこで今回の研究では、電子処方箋の普及が進む国々を中心に各国および地域の電子

処方箋の制度および実態を把握することとした。調査対象国は、スウェーデン、エストニア、

デンマーク、オランダ、ノルウェーの北欧の諸国とともに北米地域としてアメリカ、カナダ、ア

ジア諸国および地域として韓国、台湾などとした。調査は文献並びに Web の調査を中心

に、北欧およびアジアについては訪問調査も併せて行った。 

 調査の結果、各国および地域と本邦との医療制度の違いがあるものの、北欧諸国では既

に電子処方箋の運用は成熟期に入っていた。さらに北米においても電子化が進んでおり、

アジアにおいても台湾では電子処方箋の運用は進んでいないものの医療情報の共有は実

施されていた。いずれも国民の社会保障や医療保険に関する番号制度を有しており、医療

の情報化が進んでいる。これらの調査結果を踏まえ、１．電子処方箋管理サービス、２．国

民・医療者の普及促進、３．データ活用基盤、４．医療ＤＸの推進等について具体的な提言

を示した。 

本邦においても、国民や医療従事者への周知のほか、技術面や資金面の補助などを進

めるべきと思われる。さらに、本来の医療 DX を実現するためには、医療専用の ID や医療

従事者の認証の考え方、処方箋ならびに調剤情報のあり方の検討、電子情報を効率的に

活用することを主眼にした法制度等、抜本的に見直す必要があると考える。 
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用のための環境整備を行うとともに、2025年3
月を目指してオンライン資格確認を導入した
概ね全ての医療機関および薬局での電子処
方箋システムの導入を支援する」と目標を掲げ
ている。しかしながら、運用が開始された直後
の令和５年２月12日時点においては、電子処
方箋の普及率は高くなく（オンライン資格確認
を導入している施設229,736のうち、電子処方
箋を運用開始している施設は564で0.24%)、電
子処方箋の普及拡大方策を検討することが喫
緊の課題となっている。 

本研究を計画する時点で、電子処方箋に関
しては、これまでの医療の情報化における世
界的動向の調査においてエストニアや韓国、
台湾、欧米の概要は判明してきている。しかし、
各国および地域の医療制度や医療情報基盤
の違いの中でどのように電子処方箋を社会実
装してきたのか、社会実装に至った経緯、運
用、取り扱う情報などについての詳細な内容
は取りまとめられていない。今後、我が国での
普及拡大の方策を検討するためには、実際に
各国および地域で行われている電子処方箋
の取組み状況について広く収集し、実態を把
握することが必要である。 

したがって、本研究では、各国および地域
における電子処方箋の制度（主に①導入効
果・重複投薬の削減効果、②普及のための取
組方策、③電子処方箋サービスの仕様や制
度面の違い、④導入当初の普及状況の4点を
基本とする）や医療DXの実態に関する情報を
収集・分析することにより、本邦における電子
処方箋ひいては医療DXの普及拡大に関する
方策を検討することを目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
 本研究では、各国および地域の電子処方箋
に関連する情報を収集し、電子処方箋の普及
が進む国々を中心に各国および地域の電子
処方箋の制度および実態を把握することを目
的に以下の分担研究課題を設定して研究を行
った。なお、課題研究２については別途分担研
究報告書を作成し、各国および地域の状況に
ついては付録として作成している。 
 
研究課題１：文献およびヒアリングによる各国
および地域の電子処方箋に関する制度と実施
状況の調査 
 今回の調査では、令和4年3月10日の第２回
薬局薬剤師の業務および薬局の機能に関わ
るワーキンググループにおいて、９つの国と地
域（エストニア、韓国、台湾、カナダ、英国、フィ
ンランド、デンマーク、スウェーデン、米国）で
電子処方箋又は処方情報等の共有がされて
いる旨が報告されている。それらの各国および
地域を中心に「A研究目的」で示した内容に関
して、インターネットなどを用いた文献収集およ
び関係者からのヒアリングし整理した。 

 
研究課題２：現地視察による状況の調査 
 現在、各国および地域における医療制度の
概略、医療情報基盤の運営主体、電子処方箋
の実施有無（処方チェックの有無）は明らかに
なっているが、今回の研究の目的である、①導
入効果・重複投薬の削減効果、②普及のため
の取組方策、③電子処方箋サービスの仕様や
制度面の違いは明らかになっていない。各国
および地域の電子処方箋実装状況をインター
ネットなど用いた文献資料により調査するが、
インターネット上の資料には十分な情報が公
開されているとはいえない。 
 特に、今回の調査のような各国および地域で
の社会背景や医療制度、それらに関連する情
報のやり取りなどの運用上の資料については、
各国および地域において十分に整理されたも
のは報告されていない。そこで特に先進的な
取り組みを行っている国および地域である欧
州（エストニア・オランダ・スウェーデン・デンマ
ーク）およびアジア（台湾）については、現地視
察を行い電子処方箋に関する運用を直接確
認すること（電子処方箋のシステムをより詳細
に理解するには、訪問して実際にシステムの
運用を確認する必要がある。また、電子処方箋
システムには個人情報が多々含まれていること
からオンライン上での確認には限界があるため
現地視察することが必要である。）でより詳細な
内容を調査し整理を行った。 
 
研究課題３：文献調査およびヒアリングならび
に現地視察を踏まえた本邦における電子処方
箋に関する改善の提言および医療DXの普及
拡大に関する方策の検討 
 本邦での電子処方箋の運用は全国展開され
たばかりである。したがって今後の医療DXを見
据え、電子処方箋管理サービスの機能、その
運用・管理、さらには個々の医療機関・薬局の
対応として改修・改善すべき点が発生すると思
われる。そこで今回調査した海外の事例を参
考に、研究課題１及び研究課題２の調査をもと
に、本邦での電子処方箋に関する改善すべき
事案があればその内容を提言として取りまとめ
た。なお提言にあたっては幅広い有識者から
意見を聞き対応し医療DXの普及拡大に関す
る方策を検討することとする。 
 
（倫理面への配慮） 

本研究は、既に公開されているWeb資料を
含む文献調査やヒアリング調査および訪問調
査をもとに実施し得ている。そのため人を対象
とする生命科学・医学系研究に関する倫理指
針には該当しない。なお、ヒアリング調査や訪
問調査時には、本研究趣旨を説明し同意を得
たうえで協力いただいた。 
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Ｃ．研究結果 
研究課題１：文献およびヒアリングによる各国お
よび地域の電子処方箋に関する制度と実施状
況の調査 
１．文献調査 

調査対象の９つの国と地域（スウェーデン、
エストニア、デンマーク、フィンランド、英国、米
国、カナダ、台湾、韓国）を中心に文献および
Webサイトより各国および地域の状況を調査し
た。文献調査として、PubMedにて「electronic 
prescription」をキーワードに論文数を調査した。
2000年前後から報告されてきた関連する論文
は、2010年ごろより増加し、2015年までに６倍
程度となるものの2020年ごろには年間500本と
ピークとなり論文数は現在減少傾向にある。今
回は、近年の各国および地域の状況を調査す
るため2018年から2023年の文献を調査した。
テキストワードに「electronic prescription」、
「effect」、「operation」を含む論文は、232本あ
った。本研究では、電子処方箋の利活用の実
態や課題等を調査することを目的としている。
そのため、抽出された論文から電子処方箋サ
ービスからの情報を用いて実施された治療評
価や電子処方箋関連システムを用いた電子的
な治療プロトコルの作成などは調査の対象外
とし選別した。結果、45本の論文を調査の対
象としその中から各国および地域の状況を比
較したレビューを中心に調査した。また、アイ
ルランドではHealth Information and Quality 
Authorityよ り2012年 に 「EPrescribing and 
Electronic Transfer of Prescriptions: an 
International Review」 １ ） が 、2018年 に は
「ePrescribing: An International Review」2）が発
行されている。特に今回は、「ePrescribing: An 
International Review」の資料を参考に調査した。
なお調査対象の「電子処方箋」は、国や地域
によりその概念が「医療機関と当該医療機関
以外の薬局とを電子的につなぐもの」から「医
療機関内の処方箋情報の送受信するもの」ま
で幅広い。今回の調査で「電子処方箋」とは
【施設間を越えて連携する処方箋に関する情
報】とし、その送信方法として【電話やFAX、単
なるメールシステムではなく、統一的な仕組み
により情報が集約されネットワークを介して伝
送されるもの】を原則として定義し調査を行っ
た。 

電子処方箋の仕組みは世界的に早くから導
入が試みられている。フィンランドでは、1994
年から償還された調剤の情報を処方箋登録簿
(FPR)として収集しており、2010 年には電子処
方箋を導入、段階的に拡大された後、2017 年
にすべての医療機関・薬局で電子処方箋が義
務付けられ、電子的に発行・調剤された処方
箋は、全国のカンタデータベースの処方箋セ
ンターに保管とある 3）。ドイツでは、患者が印
刷物またはアプリを介して処方箋を受け取り、
薬局で QR コードを提示し医薬品に引き換える

仕組みを提供している 4）。スウェーデンでは、
処方者は EMR システムの処方モジュールを通
じて薬を処方することができる。処方箋はその
後、全国の処方箋保管所に転送され、そこで
有効期間中保管され、薬を受け取ることができ
る。さらに患者はデジタル認証を利用して、モ
バイルアプリケーションやウェブサイトから電子
処方箋を閲覧することができる 5）。なお、スウェ
ーデンでは薬局で受け取られた医薬品は先の
システムにより共有されるが、病院で投与され
た医薬品は共有されないことが示されている。
（図１） 

その他、ポーランドでも電子処方箋が導入さ
れており、2020 年 1 月には全国的に開始され
ている 6）。スペインでは、電子処方箋管理シス
テムを導入しているもののその導入は自治体
単位で行われており、電子処方箋システムが
地域により異なるとされている 7）。加えて、アメリ
カでは電子処方箋に関する先進的な取り組み
としてブロックチェーン技術の利用に関する研
究も報告されている 8)。また、オーストラリアで
は 2019 年以来、医薬品データのための国家
医療情報交換 (HIE) システムが運用されてお
り、外来医療提供者からのすべての処方箋と
薬局でのすべての調剤は、CDA 標準に基づ
いて構造化された形式で運用されている。オ
ーストリア国民 900 万人のうち約 97％が HIE 
システムに参加し、毎月約 1,000 万件の薬の
処方箋と調剤がシステムに登録されているとあ
る 9）。なお EU では、MyHealth@EU と呼ばれる
プログラムを通じて国境を越えた医療サービス
の提供を実施している。このサービスの１つは
電子処方箋であり、もう一つは患者概要の共
有である 10）。電子処方箋のサービスとしては、
この論文の報告時点でエストニアとフィンランド
でのみ実施可能とあった（現状は Web 調査で
示す。） 

 特にフィンランドでは、My KANTA として国
民向けのポータルサイトが準備されている。こ
の使用状況として、2010 年 5 月から 2022 年
12 月にかけて、成人の Kanta サービスの利用
が増加し、持続していることを示す成果指標が
示されている。成人の利用者は、ウェブベース
の My Kanta にアクセスし、医療機関に電子処
方箋の更新依頼を送信し、介護者や親が子供
に代わって行動している。さらに、成人ユーザ
ーは、同意、同意制限、臓器提供の意思表示、
リビング・ウィルを記録している。この登録調査
では、2021 年に My Kanta ポータルを利用し
たことがあるのは、若年層（18 歳未満）では
11％、現役世代では 90％以上であったが、66
～75 歳では 74％、76 歳以上では 44％であっ
たと報告している 11)。 
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さらに電子処方箋のメリットや評価として、ノ
ルウェーでの GP（家庭医）に対するヒアリング
調査では、電子処方箋により GP の電話応対
が減少し業務が効率化、患者の待合室での待
機プレッシャーから解放されたとあった。さらに
電子的な相談も有用とあり電子化のメリットが
示されている 12）。ドイツの薬剤師を対象とした
横断的研究結果では、調査に参加した 523 名
の薬剤師のうち、半数以上が電子処方箋シス
テムへの参加に前向きであった。電子処方箋
のシステムの開始について決定要因が検討さ
れたこともあり、薬局の自由な選択が確保され
ることが最も重要な点であることが確認されたと
あった。次いで、電子処方箋の修正機能の可
能性（再課税や投薬ミスの回避など）、電子処
方箋が既存の薬局の IT システムに統合される
こと、通信販売の薬局との直接契約が法的に
禁止されることなどが挙げられた。一方で、時
間の節約によるコスト低減の可能性は、導入
意識の改善に関連性が低いと評価されていた
13)。 

フィンランドの薬局におけるデジタル化の推
進と電子処方箋に関する論文では、電子処方
箋により「従来の調剤モデル」では、ワークフロ
ーに複数の薬剤師やテクニシャンが関与して
いる。一方「直接調剤モデル」では、患者は IT
システムを通して処方箋を扱う一人の薬剤師
によって中断のない作業が行われ、一貫した
サービスを受けることができる。この「直接調剤
モデル」は、紙の処方箋を使用するモデルで
も可能であるが、旧来のモデルでは、紙の処
方箋の情報は薬局の IT システムに入力され、

調剤のためのデータを収集、その文書の管理、
償還計算のための計算などを行う必要がある。
電子処方箋を使用する場合には薬剤師は、窓
口に来た患者のすべての処方箋を見ることが
でき、患者が複数の処方箋と長期間の処方箋
データを持っている場合でも、すぐに正しい処
方箋を見つけることができる。加えて、処方箋
はすでに電子化されているため、薬剤師は薬
局の IT システムにデータを再入力する必要が
ないとされている 14)。（図 2）  

ベルギーの電子処方箋に関する調査では、
地域薬剤師は概ね、電子処方箋のソフトウェ
アパッケージに対して、中程度の満足結果で
あった。薬剤師の電子処方箋に対する満足度
は、電子処方箋のレスポンス悪さ、ソフトウェア
の仕様、薬剤師の電子処方箋への理解と関連
しているとあった 15）。 

他方でデメリットやリスクとして、スウェーデン
では、電子処方箋システムに起因したインシ
デントとして、ソフトウェアに関するもの、機器
に関連するもの、人的または使用に関するも
のがあげられており、内容は、インターフェイス
の違い、ソフトウェアの機能に関するもの、デ
ータバックアップ、ネットワークなどに関するも
のであった。これらに対しては、ワークフローに
あったシステム設計や相互運用性の確保が必
要とされていた5）。また、フィンランドでは、課題
として、薬剤リストが最新でなく、重要性が低い
もしくは不要な相互作用アラートが発生してい
る点16）、アメリカでは、外来電子処方箋におけ
る国家医薬品コード（NDC）の分析により、代
表的でないNDC(廃止、再包装、単位投与量、

図１：スウェーデンの電子処方箋システムの概要 文献 5）より引用 
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またはプライベートラベル)で構成された医薬
品名称によるリスクが示されていた。（サンプル
の電子処方箋1,000件のうち2件以上に、NDC
が異なる医薬品を示す医薬品説明が行われ
ていた）17)。 

さらにスペインの論文では、電子処方箋の
患者へのメリットとして、患者の薬物治療履歴
に簡単にアクセスでき、処方補助を提供する

点、処方と調剤の専門家間の情報伝達プロセ
スを改善し、処方と調剤の両方におけるミスの
リスクを低減する点、アラートとリマインダーに
よりテクノロジーが投薬ミスを減らし、患者の安
全性を向上させるのに役立つ点を示している1

8）。さらに電子処方箋の長所と短所として表１
を示している。 

患者向け  

利点 欠点 

不必要な外出を避けることができる。 

難民の場合、州により ER の特徴が異なるため、特

定の治療へのアクセスに問題が生じることがあ

る。 

より簡単に薬を入手することができる。 
一部の自治州では、対面での診察でないと処方を

受けられない場合がある。 

医療機関に行く必要がない。   

国内のどこでも利用可能。   
  
医療従事者向け  

利点 欠点 

事務的負担を軽減できる。 
不適切な処方や誤った処方をそのまま更新する可

能性がある。 

異なる医師により処方された医薬品を表示す

ることができる。 

異なる医師が同時に処方や修正を行うことができ

るため、重複処方や相互作用の発生などにつなが

る可能性がある。 

処方支援ツールの組み込みが可能：相互作

用、重複などに関する警告や注意喚起 

異なる医療機関で処方されるため、互いの薬物治

療に関連する作業負荷が増加する。 

患者の治療アドヒアランスに関する情報提供

が可能になる。 
  

定期的なレビューを行うことで、投与量、レ

ジメン、治療期間の誤り、不適切な処方の修

正などの発見につながる。 

  

  
薬剤師向け  

利点 欠点 

表１：スペインにおける電子処方箋（ER）のメリットとデメリット 
文献 18）より引用 著者訳 

図２：フィンランドにおける調剤プロセスモデルの変化 文献 14)より引用 著者訳 
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処方内容の判読ミスが減少する。 
薬剤師による患者への介入に関するデータを記録

することができない。 

処方箋や患者データ、治療に関する医師の指

示へのリモートアクセスが可能になる。 

臨床データや患者情報（アレルギー、副作用、相

互作用、妊娠、授乳、腎不全、肝不全など）への

アクセスができない。 

治療へのアドヒアランスを向上させるための

モニタリングや介入の可能性が高まる。 

薬局で発見されたインシデントの伝達や原因究明

が困難：不明確な指示や投与量・投与期間・指示

の誤りなど。 

医療サービスの請求プロセスが容易になる。   
  

医療システム  

利点 欠点 

請求書の発行プロセスが簡素化できる。 
完全な相互運用性の確保ができず管理体制も不十

分である。 

処理コストを削減できる。 

誤った処方や不適切な処方が継続し有害事象を発

生させる。その結果、医療安全や経済的な損害を

もたらすリスクが増大する。 

家庭内での不必要な医薬品の保管が避けら

れ、服薬ミスを減らすことで、継続的に管理

された調剤が可能になる。 

保守、管理、改善の実施に伴うコストが発生す

る。 

薬物療法の評価と医薬品開発が容易になる。   

臨床実践ガイドラインに基づいた診断によ

り、医療の質の確保および臨床指標の作成を

容易にする。 

  

また、電子処方箋の情報利活用として、フィン
ランドでは、経口抗凝固薬(DOAC)の処方と調
剤を例に薬剤疫学研究のデータソースとして、
フィンランド全土の電子処方箋データベースを
利用した報告や3）、ポーランドでの電子処方箋
を導入し得られた情報の解析を行い、電子処
方箋の未調剤率から一次ノンアドヒアランス率
（20.8％）を算出し、薬剤分類ごとのノンアドヒ
アランス率なども計算した報告などがある6）。 

さらに、チェコ共和国でも電子処方箋による
情報を服薬状況のエビデンス評価に用いる調
査を行っており、電子処方箋システムは、この
種の研究を行うための貴重なツールであること
が判明したと報告されている19）。 

 Hackett C, Brennan K, Smith Fowler H, 
Leaver C.らは、電子処方箋システムを正しく、
正確かつ完全に導入するための前提条件とし
て、既存の電子処方箋システムは様々な機能
的・技術的能力を有しており、それらが適切に
特定され活用されることで、サービス提供者、
医薬品販売業者、患者、保険機関を含むすべ
てのシステム関係者に大きな利益をもたらすと
述べている。さらに、電子処方箋システムを設
計する際には、その品質と安全性を確保する
ために、これらのニーズをそれぞれ注意深く考
慮することが勧められるとされている20）。（表2） 

  

表２：電子処方システムを改善するための推奨事項 文献 20）より引用 著者訳 

⚫ 正しい患者の識別する機能 
⚫ 正しい薬剤の選択する機能 
⚫ 転記を無くすためのデータ転送を行う機能 
⚫ 適切な処方医へのアラート機能（過剰なアラートはユーザーの注意を低下させる） 
⚫ コンピュータの投薬支援（投与量の計算）機能 
⚫ ユーザー教育、患者教育などのトレーニング教材などの情報提供 
⚫ セキュリティ管理およびプライバシーの保護機能 
⚫ 処方時のリマインド、フィードバック、処方提案などの機能 
⚫ 正確な患者の投薬履歴の確認機能 
⚫ 診療の意思決定支援機能 
⚫ 情報システムの透明性と説明責任ができること 
⚫ 保険償還可能な薬品を事前承認できる機能 
⚫ 相互運用性の確保と標準規格の採用 



7 

 

２．Web調査 
 Web調査では、最新の各国および地域の状
況として行政機関を中心に関連団体を含めイ
ンターネットのWebサイトを調査し情報を収集
した。各国および地域の概要を以下に示す。
なお、それら詳細については別添資料としてま
とめているため参照されたい。調査対象の国
および地域は以下の通りである。 

（１）スウェーデン 
（２）デンマーク 
（３）エストニア 
（４）オランダ 
（５）ノルウェー 
（６）イギリス 
（７）ドイツ 
（８）EU 
（９）アメリカ 
（１０）カナダ 
（１１）オーストラリア 
（１２）韓国 
（１３）台湾 

 
（１）スウェーデン 

スウェーデンの医療政策は、国が大きな方

針として医療法制度を策定しており、実際の給

付などは地方政府である 21 の地域と 290 の地

方自治体で運営・管理されている。そのため各

地域により、住民が受けるサービスは異なる 2１）。

原則として国民への医療は家庭医（GP）と薬

局により提供されており、原則としてGPの紹介

なしに病院の受診はできない（救急などは除

く）。国内の病院数は約 70程度とされている 21）。

一方、地域薬局の数は、1,407 軒あり、7 のオ

ンライン薬局があり、毎日 330,000 件を超える

患者の来局と 250,000 件の処方箋を調剤して

いる 22）。 

スウェーデンの e ヘルス庁 HP では、「最初

の電子処方箋は、1980 年代にヨンショーピン

グの地元の取り組みとして送られた。電子処方

箋は 2000 年にスウェーデンで広く導入され始

めた。2005 年には法律が改正され、処方箋を

電子的に保存して何度も引き出すことができる

ようになった。利用は徐々に増え、今ではスウ

ェーデンの全処方箋の 99％が電子処方箋で

ある。スウェーデンは現在、電子処方箋の利用

で世界をリードしている。」23）とある。 

 2022 年 5 月以降、電子処方箋を原則とする

法律が施行されており 24）、併せて動物への処

方箋も規制されている。 

 これら電子処方箋に関する情報は、e ヘルス

庁から発信されており、スウェーデン国民はこ

れら Web サイトから情報を確認、入手している

ようである 25）。以下、e ヘルス庁 Web サイトの

状況を示す。 

 これらサイトには、国民用のプライベートサイ

トと医療専門職向けのプロフェッショナルサイト

が準備されている。医療専門職向けサイトで

は、委任状に関する情報、システムの稼働状

況、統計情報のほか、電子処方箋の入力方法

や処方チェックシステムの説明なども示されて

いる。 

 電子処方箋発行に関する医療従事者向け

マニュアルでは、システムへのログインから患

者の選択方法、医薬品の検索や投与量の指

示の方法など詳細に動画付きで説明されてい

る 26）（図 3）。医薬品の処方として、医薬品を

検索する際は 4 文字以上入力することやこれ

ら医薬品は ATC コードで管理されていること、

重複投与、相互作用、高齢者への投与禁忌な

どの警告が発せられることなどが示されてい

る。さらに、治療の詳細として医薬品の処方理

由の入力の上、投与指示として用量と用法を

入力に進む。用量は基本的に 1 回の使用量

を、用法は 1 日の回数の入力であり、本邦の

ような食事に関連した詳細な服用指示は見受

けられず、必要な場合にはコメントで記載して

いるようである。また必要に応じて、投与方法

や経路、投与部位、使用開始日、使用終了日

などが入力されている。なお、一包化を行う医

薬品の処方については、別途入力が必要な

項目もあるようである。なお、処方箋の入力は

1 薬品ごとに行われており、薬品ごとに 1 行の

処方箋となっている。 

処方箋入力のステップ 

ステップ 1：医薬品を検索・選択・確認 

ステップ 2：治療理由と治療目的を入力する 

図 3：Ehalsomyndigheten 医療従事
者用画面のトップページ 



8 

 

ステップ 3: 投与量の指示を作成する 

ステップ 4: 配送の詳細を入力 

ステップ 5: 特記条件を入力し詳細を確認 

ステップ 6: 処方箋をプレビューし送信する 

 この処方入力時には、医療専門職向けの電

子サポートシステム(EES：Elektroniskt 

expertstöd)による処方チェックが行われるとあ

る。ここではそのトレーニングサイトからの情報

を示す 27）。処方チェックは、以下の項目で実

施されており、そのチェック対象も項目ごとに

異なる。 

・高用量 

・小児 

・高齢者 

・重複投薬 

・相互作用 など 

高用量、小児、高齢者についてはこれから処

方される医薬品に対し警告を発し、重複投薬、

相互作用については原則として全国医薬品リ

スト（NLL：Nationella läkemedelslistan）に登録

されている医薬品を対象に警告を発する。な

お、重複投薬については ATC コードの重複

確認を、相互作用については Janusmed 

interactions が提供するマスタにより、またその

他の情報（高齢者への投与をはじめ処方理由

などを含む）は Swedish Information Services 

for Pharmaceuticals(SIL)により提供されてい

る。なお、Janusmed interactions は、ストックホ

ルム地域の保健医療サービス局より提供され

ており、この情報コンテンツは、カロリンスカ大

学病院の医療管理局と臨床薬理学講座で共

同開発されている 28）。SIL は、さまざまな情報

源からの医薬品に関する最新の情報を提供し

ており、医師やその他の処方者が電子処方箋

を作成や、知識サポートとして利用している
29）。このようにスウェーデンの電子処方箋は、e

ヘルス庁が提供する Web サイトから入力可能

である。 

 一方で e ヘルス庁からの国民向け画面で

は、電子処方箋の確認のほか、医薬品の使用

金額の確認、医薬品受け取りの委任状の発行

や医療従事者への個人情報へのアクセス許

諾の登録などが実施できる（図 4）。 

これら医療従事者向けサイトでの処方入力

や国民向けサイトでの処方や調剤状況の確認

には、厳密な個人のログインが必要になる。そ

の基盤を支えるために必要な国民 ID と個

人認証の基盤がある。スウェーデンでは、

「BankID」30）と呼ばれるデジタル ID が

国民に広く普及しており、電子上での個人

認証に利用されている。この「BankID」

は、スウェーデンのパスポートまたは国民 

ID カードを携帯電話でスキャンすること

で本人確認を行うことができ、これにより

電子上で本人の情報を正確に届けることが

可能となる。成人のスウェーデン人はほぼ

全員が BankID を持っており、何千もの企

業や政府が使用しており、2023 年には

BankID が 67 億回使用されたとの報告も

ある。 
 このように発行された電子処方箋は、薬局に
て調剤されるが、薬局では 1 枚の電子処方箋
の引き出し（1 薬品ごとに 1 枚の処方箋）にあ
たり、2.7 スウェーデンクローネ（約 40 円）の手
数料を支払っている。 
※2024 年度より 3.2 スウェーデンクローネ（約
45 円）へ値上げ 

このように収集されている国民の医薬品の
使用に関する情報は、国や地方政府の医療
関連の施策資料のほか、e ヘルス庁からの医
薬品使用統計として医薬品区分ごとの使用量
の公開などが行われている。さらにオープンデ
ータとして公開されている資料を用い、薬局協
会などでも分析するなど、幅広く利活用されて
いる。 

 
 

（２）デンマーク 
 デンマークでは主に 5つの地域より医療
サービスが提供されている。医療費は原則
税金で賄われるため無料であり、15 歳以
上の住民は、あらかじめ家庭医を選定して
家庭医の受診を経て診察を受けるタイプ
と、家庭医を定めず診療の都度、医師を選
択して受診するタイプがある。いずれも保
険償還の対象となるが、後者は治療費の一
部を自己支弁しなければならない。なお、
病院は「地域」によって運営されており、
専門的な治療が必要な患者への医療が提供

図 4：Ehalsomyndigheten 患者用画
面のトップページ 
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されている。家庭医の紹介なしでは、救急
を除き病院での診察してもらえない 31）。ま
たデンマークでは、医薬分業体制で家庭医
からの処方箋は薬局で調剤される。薬局の
数と配置は国が決めており、薬局の開業に
は国の認可が必要となる。医薬品費は、個
人の薬負担額に応じて決定され、例えば慢
性病などの場合には、補助対象となる薬剤
もある。また、薬価は国が定めており、価
格はデンマークでの価格と欧州の平均的な
価格の安い方が利用されている 31）。 

デンマーク医薬品庁のサイトでは薬局の
状況として、 

・デンマークの薬局は、処方箋医薬品を
消費者に販売する独占権を持っており、
多くの市販薬も薬局でのみ販売されてい
る。 
・薬局の開設には、デンマーク医薬品庁
（Danish Medicines Agency）の許可が
必要で特定の場所で薬局を運営する認可
を受けた薬剤師により運営されている。 
・約 180 薬局と約 340 の支店の 520 の薬
局店舗がデンマークでは営業している 
・多くの薬局がオンラインで医薬品を販
売し、オンライン専門の薬局も 2店舗あ
る 

と示されている。さらに、薬局には薬剤師
とテクニシャンが常駐し、医薬品を販売す
るだけでなく、医薬品や医薬品の使用、償
還に関する質問に回答することができる。
薬局では、一般的なカウンセリングや医薬
品の販売に加え、以下のようなサービスも
提供している： 

・慢性疾患患者への服薬相談 
・薬を服用しやすいような包装（調剤）
へのサポート 
・市民へのシェンゲン証明書（ピル・パ
スポート）の発行 
・市民からの残薬や未使用薬の受け取り 

薬局は毎年、デンマーク医薬品庁に薬局会
計の報告が必要で、デンマークの薬剤師
は、デンマーク医薬品庁に手数料を支払う
義務がある一方で、薬局は提供するサービ
スに対して償還を受けることができる 32)。 

デンマークでも以前より処方箋の電子化
に向け取り組んでいる。デンマークでは、
州、地域、地方自治体が資金提供する公的
機関である MedCom が中心に医療に関連す
る情報の連携を進めるため、デジタル標準
を開発、テスト、認証し、実装を支援して
いる 33）。MedCom は、1994 年に創立され設
立以来、2～4年の期間限定プロジェクトに
取り組んでいる。当初より電子処方箋に関
する取り組みなどを実施しており、その他
医薬品に関連するプロジェクトとして一般
開業医とその他の医療部門の間で最も頻繁
に使用されるメッセージ (退院通知、検査

結果、処方箋など) に関する全国規模の 
EDI 通信標準を開発や、共通の医療カード
（FMK）の開発・普及に関するプロジェク
トも実施された。 
 一方、デンマーク国内の制度として、
2017 年 10 月 1日、医薬品の処方箋および
用量調剤に関する新しい大統領令が発令さ
れ、医師は原則として、電子的に薬を処方
しなければならないこととなり、電子処方
箋の発行が義務付けられた 34）。なお、この
処方箋と調剤に関するする法令には、電子
処方箋での取り扱いのほか、処方箋への記
載事項として発行日や社会保障番号、医薬
品の名称・剤型・力価、数量、適応症のほ
か、処方箋の有効期間が 2年であること、
特定の看護師や薬剤師も条件付きで処方箋
を発行できることなどが示されている 35）。 
 デンマークでは国民が自身の医療情報を
確認するためのポータルサイトとして
sundhed.dk を運用している。このサイト
では、医療システムへのデジタル入口とし
て、国が収集した健康データを国民自身の
健康と病気の概要を簡単に把握できるよう
にしている。また、sundhed.dk を使用し
て、開業医を検索したり、健康や病気に関
する情報を検索したり、患者の権利などに
ついて読んだりすることもできる。
sundhed.dk では、国民用のサイトととも
に医療従事者用のサイトも準備されている
36）。 
 国民用のサイトでは、MitID でログイン
することで、公的機関が登録した国民の健
康データが表示される。健康記録には、治
療、投薬、薬物アレルギー、検査結果など
に関して登録された最新情報が表示、さら
に、臓器提供に関する自分の意志の登録や
コロナに関する記録、健康データの取り扱
いについての同意の管理、記録のログの閲
覧もできる（図 5）。 
 健康記録では、医療機関や薬局が登録し
た健康データを確認できる。その内容は、

図５：患者向けのサポートサイトの画面 
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病院からの医療記録、検査結果、紹介状、
お薬カード、医師・専門医・歯科医などを
いつ訪問したかの概要も確認できる。病院
からの医療記録では、デンマークの公立病
院からの医療記録を見ることができ、記録
情報は、病院の電子患者記録および管理シ
ステムから取得（データは 1 日に 1 回転送）
されるとある。 
 医薬品の投薬に関する情報は「共通医薬品
カード（Common Medicine Card ）」としてま
とめられている 37）。共通医薬品カードの主
な目的は投薬ミスを防ぐことであり、医療
従事者や患者自身が医薬品や予防接種に関
する情報にアクセスできるようにしている。
これにより、医療従事者は現在使用してい
る医薬品を確認することができ、結果投薬
ミスを防止できる。さらに患者自身は薬の
概要や処方箋の状況などが確認でき、医師
への処方箋の更新依頼なども可能となる。 

共通医薬品カードには、現在および完了
した薬の処方箋の概要が示される。処方箋
と残りの調剤数を確認でき、医師に処方箋
の更新をリクエストすることもできる。デ
ンマークでの処方箋の有効期限は最長 2 年
間で、処方箋発行後 2 年を経過する前に治
療が終了した場合、処方箋の有効期限は治
療終了後 1 ヶ月となる。この情報には、国
民自身に加え、治療に関連する場合は一般
開業医、専門医、病院の医師などがアクセ
スできる。なお、ログで、自身の共通医薬
品カードを誰が閲覧したかを確認できる。
さらにお薬カードアプリもあり、スマート
フォンでこれら情報を閲覧することも可能
である。また国民は個人の医療記録の閲覧
ログを確認でき、sundhed.dk 経由で、病
院の記録、検査結果、共通医薬品カードに
どの記録が行われたかを確認できる。また、
誰がジャーナルにアクセスしたかも確認可
能でそれらを 2年前に遡って表示できる。 
 一方、医療従事者向けのサポートのサイ
トでは、診療システムに関する情報として
健康記録へのリンクや診療システムから
sundhed.dkへのリンクなどや医療従事者へ
の医療に関する情報や教育のサイト、
sundhed.dk に関する患者向けリーフレッ

トなどを示すサイトなどが準備されている。
このサイトでは、患者の健康データの閲覧
方法や表示項目など様々な内容が Q&A とし
て示されている（図 6）。 
 これらを提供する FMK に関する運営は、
デンマーク保健データ局にある Joint 
Medicine Card プログラムによって行われ
ている。FMK ガバナンスを確保するため運
営委員会が構成されており、地域、国地方
自治体協会、デンマーク地域、一般開業医
組織、MedCom、デンマーク薬剤師協会、
Sundhed.dk の代表者で構成されている。 
この FMK は、前述のデンマーク医療ポータ
ルサイト（sundhed.dk）にも連動し国民の
医薬品関連情報の確認に役立っている（図
７）。 

 なお、これらポータルサイトへのログイ
ンには正確な本人の認証が必要であり、デ
ンマークでは、個人のデジタル ID として、
MitID が準備されている 38）。MitID は、オン
ラインバンキングでの送金や、skat.dk、
borger.dk、sundhed.dk などの公共のセルフ
サービス ソリューションへのログインなど、さ
まざまな目的に使用できるデジタル ID であ
る。MitID は最新の国際セキュリティ標準に
準拠しており、スマートフォン向け MitID ア
プリでは２段階認証で本人確認を行うことが
できる。 
 なお、デンマークでは、行政への医薬品の
使用実績等の報告として、医薬品管理登録
簿 
(Lægemiddeladministrationsregisteret(L
AR)）39）や医薬品統計登録
（Lægemiddelstatistikregisteret 
(LSR)）40）さらに病院医療登録への報告 41）

などがある。 
医薬品統計登録（LSR）には、医薬品の

販売と納入に関するすべての情報が登録さ
れており、薬局や店舗で販売された医薬
品、病院で調剤された医薬品も含まれてい
る。すなわち医薬品が販売されるたびに、
その販売に関する情報が LSR に登録され、
処方箋医薬品と一般用医薬品、小売店で販

図７：FMK のガバナンス構成 

図６：医療従事者向けのサポートサイト
の画面 
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売される医薬品、医師や病院に販売される
医薬品の両方に適用されている。LSR は、
医薬品の消費を監視する目的で 1994 年に
設立され、デンマーク保健データ局
（Danish Health Data Authority）は、医
薬品の消費に関する統計や分析で使用して
いる。特にこの情報は、償還の再評価や償
還変更に関する決定、議会での質問、予算
交渉、医薬品の使用に関するガイドライン
が遵守されているかどうかの評価など医薬
品に関する保健当局の決定を支援するのに
役立っている。この LSR は世界的にも珍し
く、長期間に国の全人口をカバーする医薬
品消費に関する唯一の登録簿である。 

LAR は、医薬品のすべての販売と納入に
関する情報を含む管理登録簿である。LSR
と同様に、薬局、店舗での販売、病院で調
剤された医薬品の供給に関する情報が登録
されているが、対象は処方箋医薬品のみで
ある。LAR は、国民が医薬品の処方に関す
るデータを把握できるようになっている。
LSR とは異なり、この記録は過去 10 年分
の医薬品情報が登録されている。 
 病院医療登録は、地域が 2018 年半ばか
ら報告している地域横断的な登録で、デン
マーク保健データ局への医薬品管理と価格
に関するデータを報告する。これにより各
地域は現在、グラフィカルな地域横断的出
力ソリューションでデータにアクセスし、
長期的には詳細な分析のためにより詳細な
データにアクセスできるようになる。 

このようにデンマークでも早期から電子
処方箋をはじめ医薬品に関する情報を収集
し、医療行政等に役立てている。 
 
 
（３）エストニア 

エストニアは、1991年旧ソビエト連邦共
和国から独立し、特に 2000 年以降急速に
IT 化を図っている。2001 年には情報連携
基盤である X-Road を立ち上げ、2002 年に
は国民 ID とデジタル署名基盤を構築、
2008 年には e-ヘルスシステムを構築して
いる。この中で 2010 年には医薬品の処方
と調剤の事務処理を最小限に抑えるため電
子処方箋を実装し現在 99％の処方箋がオン
ラインで処理されている。現在エストニア
の ICT 分野での就労人口は労働人口の
5.9％におよび、国内の分散型ネットワー
クにより 3000 以上のサービスと年間 13 億
件以上の取引を行い、年間 300 万時間以上
の労働時間の短縮を実現している。この情
報連携を支えるものとして、電子 ID やモ
バイル ID、データ交換ネットワーク（X-
Road）および強固なセキュリティとしてブ
ロックチェーンやサイバー防御対策が施さ
れている 42）。 

エストニアの薬局では、医薬品の小売販
売またはその他の調剤と、医薬品に関する
カウンセリングを行っている。薬局は、医
薬品委員会によって発行されたライセンス
が必要であり、一般薬局、病院薬局、動物
薬局が運営されている。一般薬局は、処方
箋による医薬品の販売および一般用医薬品
の販売を行っている。病院薬局は、当該病
院への医薬品やその他の医療製品の供給の
ほか、契約により他の病院や福祉施設、救
急車を運行する病院にも医薬品やその他の
医療製品を供給する。ただし、病院の薬局
には国民に医薬品を販売する権利はない 43)。 
薬品委員会の薬局統計では国内の薬局数

は、一般薬局：476 軒、病院薬局：23 件、
動物薬局：１件（2023年）となっている。
さらに、2022年に一般薬局で扱われた処方
箋枚数は 1,160 万枚で、そのほとんどが保
険償還対象の処方箋でありその数は 980 万
件であった。なお、8,000 件弱の欧州連合
の処方箋がエストニアの薬局で扱われ、そ
の 59％が首都のタリンで取り扱われたとあ
る 44）。 
なお、エストニアでは医療費は無料であ

るが、医薬品費は一部負担がある。健康保
険基金では一律に 2.5 ユーロの自己負担に
加え、疾患等により割引率が 50％、75％、
90％、100％と変化する。ただし、この負
担率は国が定める制限価格（または優先価
格）に対する割合であり、制限価格以上の
医薬品を購入する際は制限価格の医薬品費
のみ給付対象となる。なお、優先価格は年
4回改定される 45）。 
e-ヘルス ファクトシートには、エスト

ニア国民の医療情報システムは 2008 年か
ら運用されており、医療情報システム内に
は 4,000 万以上の文書が保存されていると
ある。2015 年以降、健康データの 99％、
退院情報の 97％が中央データベースに送信
され、医師はこれら情報に簡単にアクセス、
患者もポータルサイトから過去の診察や処
方箋の確認、健康上のアドバイスなどが受
けられる 46)。現在、99.9％が電子処方箋で
運用され、病院と薬局の事務手続き、医師
の診察削減による効率化により、労務軽減
と時間節約がされている。電子処方箋の普
及により、患者は薬局で ID カードを提示
するだけで調剤を受けることが可能となり、
2019 年 1月からは国境を越えた電子処方箋
がエストニアとフィンランドの間で開始さ
れ、現在、クロアチア、ポルトガル、ポー
ランドでも実施していると示されている。 
 エストニアでは、医薬品法第 81 条に基
づき、処方箋を交付する際に電子処方情報
システムを使用することがすべての医療提
供者に義務付けられている。また、薬局は
電子処方箋に基づいて医薬品と医療機器を
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交付する義務がある 47）。 
健康保険基金のサイトでは、医師への電

子処方箋関連の情報提供として、 
・情報システムのない医師のためオンラ
インポータルから電子処方箋を登録、準
備、確認、キャンセルが可能となってい
ること 
・国内で未承認の医薬品を使用する際は
処方箋センターを通じて申請すること 
・電子処方箋のキャンセルが可能なこと 
・相互作用のサービスがあること 
・外国人のための処方箋の書き方 

などが示されている 48）。 
特に薬物相互作用の電子サービスでは、

Inxbase – Riskbase を使用し、薬物相互作
用の評価を行っている。このアラートは医
薬品を処方時に処方箋をチェックし、相互
作用が発生した場合は医師にアラートを表
示する。また、ユーザーの情報システムで
のアラートに加え、医薬品の副作用に関す
る情報も取得できる Web ベースのデータベ
ースにアクセス可能になっている。これに
より、患者のケアの質を向上させ、医薬品
の安全な使用をサポートが可能となってい
る。自動アラートは、医師に重要な相互作
用に注意喚起し、治療の決定をサポートす
る。相互作用は、臨床的関連性とエビデン
スに応じて 4 つのクラスに分類されている。
クラス D の相互作用は一般に避けるべきで
あり、クラス C の相互作用は、例えば、投
与量の減少によって管理することができる
などがある（図８）。 

このデータベースは、スウェーデンのカ
ロリンスカ研究所とフィンランドのトゥル
ク大学中央病院の臨床薬理学者との共同研
究によって開発されたものである。このマ
スタは、10年以上にわたって日常臨床で使
用されており、スカンジナビアで最も広く
使用されている薬物相互作用評価ソフトウ
ェアである 49）。 データベースは年に 4 回

更新される 50）。 
エストニアでは、5 つのオンライン薬局

が認められている 51）。欧州連合(EU)で活動
するすべてのオンライン薬局は、共通のロ
ゴを使用することになっているようであり、
これはEUにおける偽造医薬品対策の1つと
されている 52）（図９）。 

なお、EU での偽造医薬品対策は 2011 年
の EU指令に基づき実施されており 53）、 

⚫ 医薬品の外装に義務付けられてい
る安全機能(一意の識別子と改ざん
防止) 

⚫ 合法的なオンライン薬局を識別す
るための EU 全体の共通のロゴ 

⚫ 医薬品原薬の輸入規制強化 
⚫ 卸売業者の記録管理要件の強化 

が実施されているようである。特に改ざん
防止の観点では、EU 国内で販売される医
薬品には商品コードやロット、有効期限の
ほか個々の包装ごとにランダムなシリアル
番号が付与され、DataMatrix バーコード
で表示されている。この情報はＥＵサーバ
ーで管理されており、流通段階で逐次包装
ごとに履歴を登録しており、薬局でも、当
該医薬品を患者に払い出す前にバーコード
にて情報を登録し、不正に流通したもので
はないことを確認の上、調剤することが義
務付けられている。 
また、医薬品の発送に関してもルールを

設けており、蛋白同化ステロイド、麻薬、
向精神薬、血液および血液成分製剤、医療
用の細胞および組織、先進治療用医薬品の
送付は禁止されている。さらに、医薬品を
外国またはエストニアに送ることができる
のは、送り主と受取人がともに自然人に限
られ、送付時には医薬品はメーカーのパッ
ケージに入っている必要がある。加えて、
送付する容量も定められており、規定を超
える場合は各州の医薬品庁からの許可が必
要になる 54）。 
 一方、医薬品の有効期限切れや体調変化、
その他の理由で医薬品が使用されなくなっ

図９：EU のオンライン薬局のロゴ（エス
トニア） 

図８：エストニア語の薬物相互作用に
関する情報リーフレット 筆者翻訳 
Eestikeelne ravimite koostoimete 
infovoldik. 
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たりした場合、医薬品を薬局または地域の
有害廃棄物受け入れ場所に持って行く必要
がある。どちらも、無料で受け入れられる
が、これはその医薬品が環境や健康に害を
及ぼすことがないようにするためのもので
ある 55）。 
 なお、エストニアでも国民向けポータル
サイトを開設しており、2023 年 11 月から
はエストニア健康保険基金と保健福祉情報
システムセンター(TEHIK)により、国民の
健康情報をまとめる新しい健康ポータルと
して「terviseportaal」を稼働させている
56）。このポータルサイトには、今後の予約、
未受取の処方箋、過去 6 か月間の調査、分
析、相談、予防接種に関する情報や推奨事
項を表示する機能など、いくつかの機能が
含まれているようである。さらに、すべて
の健康文書が 1 か所に配置され、情報がよ
り見つかりやすいユーザーフレンドリーな
構成で、モバイルデバイスを介して医療記
録を表示することが以前よりも便利になっ
たとある 57）。 
 
 
（４）オランダ 
 オランダには 12 の広域自治体である州
（Provincie）があり、州はさらに 342 の
基礎自治体であるヘメーンテ（Gemeente）
に分かれている 58）。 
 VZinfo では、オランダの公衆衛生とケア
に関する統計情報を提供している。この中
では、2023 年、オランダには 8 つの大学
医療センターを含む 69 の病院組織がある。
一般開業医は、国内に 11,754 人おり、医
療を担っている。また、2023 年 1月 1日現
在、1,975 の地域薬局があり、全薬局のう
ち、596店舗(30%)はチェーン店が所有し、
1,063店舗(54%)が(フランチャイズ)薬局に
属している。さらにオランダでは、患者か
ら最寄りの薬局が 4.5km 以上離れた場所に
ある場合、一般開業医は薬局免許を申請で
きる。この制度により、オランダには推定 
282 の調剤 GP 診療所が開設されている 59）。 

2021 年の OECD の調査では、2019 年時点
のオランダの薬剤師数は、国民 10 万人当
たり21人と日本の190人の約1/9であり調
査対象国の中で一番少ない値であった 60）。 

オランダの医療制度は、医療保険法
(Zvw)、介護法(Wlz)、社会支援法(Wmo)、
青少年法の 4 つの制度法によって規制され
ている。そのうえで、国民と民間の保険会
社、医療従事者が双方に医療に質を担保す
るため取り組んでいる 61）。 

医薬品の償還については、薬局で処方薬
の代金を支払う金額は、薬自体の費用と薬
局のサービスの手数料の 2 つの部分で構成
されている。医薬品自体の価格は、健康保

険会社と薬局により決められており、同じ
薬でも、健康保険会社、医療保険、薬局ご
とに価格が異なる。また、薬局サービスに
かかる費用には、医師が正しい用法と用量
で薬を処方したかどうかの確認や相互作用
の確認、薬の配達、薬の使い方の説明など
が含まれ、薬局が行う内容や配達時間、時
間帯（夜間や週末は料金が高くなるなど）
により異なる 62）。 
 医療における電子データ交換に関する法
律(Wegiz)が 2023 年 7 月 1 日に施行された
63）。これまで医療情報は、紙、郵便、ファ
ックス、CD、DVD で届けられ、手入力など
のため情報の遅延やエラーが発生していた。
この法律により、医師、薬剤師、理学療法
士、その他の医療従事者は、患者がどのよ
うな治療や投薬を受けているかを知ること
ができ、患者データを電子的に相互に送信
することで、適切な情報が適切なタイミン
グで適切な場所に届き、結果として、医療
従事者はより良い仕事を、患者はより良い
ケアを受けられるようになる。 
 この義務が適用される最初の種類の情報は
処方箋であり、2024 年から一般開業医による
薬局への処方箋は電子化される 64）65）。 

医療における電子データ交換に関する法律
(Wegiz)に対するオランダ官報として発出され
た「医療における電子データ交換に関する政
令を改正する 2023年 10 月 21 日の政令」で
は、薬剤転送の一環としての GP から調剤薬
局への処方箋の送信（versturen van het 
recept door de huisarts aan de terhandsteller 
(hierna: VRHT) ）の目的として、薬剤の処方お
よび調剤における誤りのリスクを軽減し、薬剤
の処方および調剤の業務効率を高めることと
あり、これにより優れた、安全で手頃な価格の
医薬品や医療の提供に重要な貢献をするとさ
れている 66）。 
なお、医療における電子データ交換に関する
法律(Wegiz)に基づき交換される情報には、 
1.デジタル処方および調剤 
 2.投薬データ 
 3.薬の検査値 
 4.禁忌と過敏症 
が示され、今回適用されるのは１.デジタ
ル処方および調剤の一部であることも示さ
れている。 
 なお、オランダでは、市民サービス番号
（burgerservicenummer ：BSN）が個人に
発行されており、パスポート、運転免許証、
身分証明書に記載されている。オランダの
ID カードには、BSN が QR コードで記載さ
れ、カードの裏面には判読可能な数字で記
載されている。番号は 9 桁で構成され有効
期限は無期限、海外に移住しても有効であ
る。なお、BSN は個人に固有にリンクされ
ているため本人が死亡した場合は、BSN の
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利用が停止される。医療における電子デー
タ交換に関する法律(Wegiz)でもこの市民
サービス番号が使用されており、情報を送
信する際には、この番号の付加が必要であ
る 67）。 

また、オランダでは電子的に本人を認証
する仕組みとして DigiD がある。DigiD を
使用することで、政府、教育機関、医療機
関、年金基金など、インターネット上で取
り決めを行うときに自分自身を識別するこ
とができ、どこからでも簡単かつ安全にロ
グインできる。これにより、個人データが
常に保護されることが保証される 68）。 

さらにこの政令では、これら電子処方箋
を実装した際のデータトラフィックも推定
されており、患者のデータへのアクセスと
して PGO（persoonlijke 
gezondheidsomgeving）の活用も示されて
いる。PGO とは、自分の医療データのコピ
ーを無料で取得できるアプリやウェブサイ
トのことで、医療データのほか自分で測定
した健康に関するデータを追加することも
できる。まだすべての医療機関が参加して
いるわけではないが今後広がるとのことで
ある 69）。 
 オランダでは、これら連携をするための
基礎的技術としてナショナル・スイッチング・
ポイント（Landelijk Schakelpunt (LSP)）
を開発している 70)。ヴォルジェゾルグでは、
LSP を通じて、かかりつけ医と薬局は医療
データの交換が可能であり、患者は医療デ
ータに関する閲覧の許可や追跡も可能であ
る。ヴォルジェゾルグではこの情報連携の
メリットとして以下を示している。 
⚫ 医療データの確実な交換 
⚫ より良い情報によるより良い迅速なケ

ア 
⚫ 安全でプライバシーを尊重する仕組み 
⚫ 法律の順守 
⚫ 個人の同意に関する手続き 
⚫ 医療データの閲覧ログを確認 
 さらにこれら標準化を推進する団体とし
て、Nictiz や MedMij などがある。Nictiz
は、デジタル情報の提供を可能にし、健康
情報を明確に記録および交換できるように
するための標準を開発および管理してい
る。また、医療におけるデジタル情報提供
に関するアドバイスや知識の共有も行って
おり、国内の各種団体だけでなく、国際的
な活動にも参加している 71）。また、MedMij
は、医療利用者と医療従事者の間で健康デ
ータを安全に交換するためのオランダの標
準を策定している 72）。 

これらで取り扱う医薬品情報ソースとし
て、オランダでは G-Standard と呼ばれる
医薬品マスタが利用されている 73)（図１
０）。G-Standard は、Z-Index 社が提供し

ており、ヘルスケア製品の処方、配送、注
文、申告、償還をサポートするデータベー
スである。このデータベースには、薬局や
医療機関が購入可能なヘルスケア製品に関
する関連データが含まれており、オランダ
のすべての公的薬剤師、病院薬剤師、外来
薬剤師、一般開業医、調剤一般開業医、医
療専門家、および健康保険会社は、G-
Standard を使用している。この中には、
規制関連の情報として、医薬品の上限価格
や医薬品の償還限度額、医薬品の処方規制
として処方箋でのみ調剤できるか、または
処方箋なしで調剤できるかなどの情報を、
医薬品の製剤としての組成物(有効成分お
よび賦形剤)、力価、医薬品形態、投与経
路、単位、包装の種類、包装あたりの量、
溶媒、装置、ml あたりの滴数などの情報
を、さらに投薬モニタリングに関する情報
として、相互作用、禁忌(腎機能障害、妊
娠/子供など)、年齢、アレルギー、投与
量、重複投薬などの情報を、物流情報とし
て製品コードやパッケージの縦、横、高さ
の大きさ、ブリスターやアンプル、外箱の
情報まで取り扱っている。これら情報は、
Z-Index だけでなくオランダ王立薬剤師会
（KNMP）の医薬品情報センターや製薬企業
等も協力の上作成している。なお、各医療
機関ではこれら情報を購入して利用してお
り、施設規模や利用範囲などにより料金は
異なる。 

現在、オランダでは samen voor 
medicatie overdracht として、医薬品に
関する履歴情報を交換する取り組みを進め
ている。この取り組みでは、投薬などに関
する情報を適切で完全な電子転送すること
を目指している。これによりすべての医療
従事者とすべての患者は、最新かつ完全な
投薬概要を確認することができ、不必要な
薬物事故や入院、ひいては不必要な苦痛を
防ぐことができるとしている。 

図１０：Z-Index 社 G Standard 
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この計画は、以下の 10段階分けて計画
されており、できる部分から順次実施して
いる（図 11）。 
ステップ 0：準備 
ステップ 1：患者、クライアント、ネット
ワーク 
ステップ 2：移行段階 
ステップ 3：処方 
ステップ 4：確認と使用 
ステップ 5：調剤 
ステップ 6：管理する 
ステップ 7：検査値 
ステップ 8：禁忌と過敏症 
ステップ 9：患者特性 
ステップ 10：測定ツール 
このようにこれら情報を効率的に組み込め
るようサプライヤーをサポートし、デジタ
ル処方箋のトラフィックをさらに拡大し、
最新かつ完全な投薬概要をデジタルで利用
できるようにすることで、投与リストをデ
ジタル化することに取り組んでいる 74）。 

 
 
（５）ノルウェー 

ノルウェ－では、住民登録をする全ての
国民はかかりつけ医（General 
Practitioner ／ Fastlege）を持つ権利が
ある。病気等で診療が必要な場合は原則と
して指定したかかりつけ医を受診する。そ
こで専門的な治療が必要と診断された場合
には、かかりつけ医から専門病院を紹介さ
れる 75）。 
 これらプライマリケアは、428 の地方自
治体から提供されており、国内 4 つの地域
の保健当局は専門的な医療を提供する役割
を担い、公立病院は、地域の保健当局によ
って管理されている健康トラストで管理さ
れている 76）。 

ノルウェー薬局協会には国内の薬局に関
連する状況として、次のように示されてい
る 77）。ノルウェーでは 2001 年の薬局法施
行以降、薬局の所有者は薬剤師のみとする

規制が撤廃され、卸売業者と薬局が統合し
た薬局チェーンが可能となった。現在、
1,045 件の薬局があり 3 つの大きなチェー
ンが薬局の大部分（87.７％）を占めてい
る。そのほか、独立系の薬局や公営の病院
薬局がある（図 12）。薬局 1 店舗あたりの
住民数は 5,200 人（2022 年調査）で、ノ
ルウェー国民の 90% 以上が、少なくとも 1 
軒の薬局がある自治体に住んでいる。 

 また、ノルウェーで薬局は、かかりつけ
薬局、病院薬局、支店薬局、医薬品販売店
などに分類されている。なお、支店薬局と
は、主たる薬局と同じ薬局免許および営業
免許の下にある薬局で、多くの場合、薬剤
師が不足し、専従の薬剤師を雇用できない
ため、支店薬局となっている。薬剤師の雇
用が不可能な場合は、ノルウェー医薬品庁
に申請することで支店薬局の認定を受ける
ことができる。ノルウェー医薬品庁の概要
によると、2024 年 1 月 17 日現在、52 の支
店薬局がある。 
ノルウェーでは、医薬品の購入（非処方

箋医薬品を含む）のため 5,850 万人の顧客
（2022 年）が薬局を訪問し、処方箋に基
づく調剤は、6,500 万件（2022 年）。薬局
訪問者の半数は処方箋による調剤を受けて
いる。ノルウェーでは、2012 年に電子処
方箋が導入され、2017 年にかけて、電子
処方箋の使用が急増した。2017 年以降、
増加幅は小さくなったが、電子処方箋の割
合は 2021 年には 92.5％、2022 年には
92.9％まで増加しほぼ全ての処方箋が電子
処方箋となっている（図 13）。さらに 2022 
年 9 月の時点で、マルチドーズパッケー
ジのユーザーは 98,400 人で、2021 年より 
1,650 件増加している。マルチドーズパッ
ケージは、在宅ケアの利用者や薬のサポー
トが必要な老人ホームの入居者にとって特
に役立つとされている。 

図 11：samen voor medicatie 
overdracht タイムラン 

図 12：ノルウェーの薬局の状況 
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 ※マルチドーズパッケージ：薬を適切な
タイミングで服用し、投与するのに助けが
必要な人々向けに、投薬パッケージを機械
で包装するもの 

 
なお、ノルウェーでは、処方箋は青色処方
箋（blå resept）と H処方(h-
reseptlegemidler)の２種類ある 78）。「青色
処方箋」とは、慢性疾患に対する医薬品や
医療機器の処方箋のことで、その費用の一
部または全額が国民保険でカバーされる。 
青色の処方箋の有効期間は、最長 1 年
間、または処方箋の調剤がすべて行われる
までで、薬局では一度に 3か月分の薬を受
け取ることができる。一方、病院から処方
される薬はすべて、h-処方箋（ノルウェー
語で「h-resept」）と呼ばれている。h-処
方箋の医薬品は、どの薬局でも受け取るこ
とができるが、医師は h-処方箋を更新す
ることはできない。 

医療の情報化に向けてノルウェーでは、
保健医療省傘下の専門機関である e ヘルス
局（Direktoratet for e-helse）を「より
シンプルなノルウェー・ヘルスを創造する
こと」をビジョンに、2016 年 1 月 1 日に
設置している。2024 年 1月 1 日にはノルウ
ェーe ヘルス局とノルウェー保健局が合併
した 79）。この変更により、資源の効率的な
利用、各機関の役割と責任の明確化、そし
てより適切な管理が可能となり、自治体へ
のより良い支援、デジタル化の促進、健康
データのより良い活用に貢献するとされて
いる。e ヘルス局では、国内の医療情報に
関する規格や標準、コードや用語などに加
え国家 e-ヘルス戦略のロードマップや e-
ヘルスの動向に関する検討や情報提供も行
われており、ノルウェーの医療電子化の推
進機関となっている 80）。 

さらに 2020 年 1 月 からは、より質の
高い医療政策目標を達成するために、国家 

e-ヘルスソリューションの電子処方箋、コ
アジャーナル、基本データ、および 
helsenorge.no が e-Health 局からノルウ
ェー保健ネットワーク (Norsk 
helsennett ：NHN) に移管された。Norsk 
Helsenett は、医療分野にデジタルサービ
スとインフラを提供する ICT 企業であり、
Helsenorge や電子処方箋、ケアの記録な
どのデジタルインフラと国家 eヘルスソリ
ューションの開発、管理、運営を行ってい
る 81）。 
ノルウェー保健ネットワーク (Norsk 

helsennett ：NHN)では、電子処方箋につ
いて、「電子処方箋は、処方箋情報を安全
に転送するための国家的な e-ヘルス ソリ
ューション (インタラクション ソリュー
ション) 」とありセキュリティとプライバ
シーに関する厳しい国家要件を満たしたう
えで、より安全な医薬品の使用による患者
の安全性の向上に重要な貢献するとされて
いる 82）。現在、家庭医、病院、薬局では電
子処方箋を使用し処方箋の約 93%が電子的
に発行され、年間約 2,700 万件の電子処方
箋が処方箋サーバーに送信されている。こ
の中では、オンライン薬局であればオンラ
インで電子処方箋を表示し調剤を受けるこ
とができるなどメリットを以下のとおり示
している。 
・処方者や他の医療従事者が処方箋サー
バーから情報を入手することで、患者の
総薬物使用量の概要をより正確に把握で
きる。 
・電子処方箋により、注文や調剤の間違
いが軽減され、患者の安全性の向上に貢
献する。 
・電子処方箋は紙の処方箋より偽造が困
難 
・患者が希望する薬局で薬やその他の処
方箋製品を受け取ることが可能。 
・helsenorge.no で自分の薬の概要を確
認できる。 

また、電子処方箋は、薬剤のコアジャーナ
ルを構成し、これらをもとにマルチドーズ
（一包化）の情報を、患者の薬剤リストが
構成されるようである。 
 現在、ノルウェーでは処方箋サーバーと
通信する中央処方モジュール (SFM)の構築
が進められている。このモジュールは、電
子処方箋の統一インターフェイスに貢献す
るツールで、これには構造化された用量、
有効成分の処方などの機能が含まれている。
これにより個々のベンダが独自に機能開発
する必要がなくなることが想定されている。
このモジュールの開発は 2018 年に開始さ
れ、2025 年までの導入が予定されている
ようである。 
 また、現在進行中のプロジェクトとして

図 13：電子処方箋の発行率 
https://www.apotek.no/statistikk/
apotekstatistikk/kunden 
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電子処方箋でマルチドーズを実施し患者の
安全性を強化するプロジェクトが進行中と
されている。マルチドーズは、薬の服用忘
れを支援するため、薬を袋に機械的に包装
するもので、電子処方箋でマルチドーズを
運用することで、薬物の概要が分かりやす
く、薬物治療がより安全になる、重複投与
が減少するなどが期待されている 82）。 

一方で現在では全処方箋の約 93％が電子
処方箋となり電子処方箋の導入は成功した
ように見えるが、多くの患者が二重の処方
箋を持っていたなど、患者の安全に影響を
与える誤りや欠陥が明らかになっている 83）。
そのため電子処方箋の品質に関する調査が
2017 年に実施された（表 3）。その中では、
システムの改善ばかりでなく法的枠組みや
医療従事者への教育などがとりまとめられ、
これらをもとに現在、電子処方箋に関する
e ラーニングなどが準備されている 84）。 

また、Norsk helsennett では、電子処方
箋の運用を開始する際の接続の承認プロセ
スとして５つのフェーズが示されており、
電子処方箋サーバーに接続したい場合は、
統合が承認されるまで、Norsk helsennett 
がプロセス全体を通じてサポートされる。
これは、各システムが使用される前に適切
に接続されていることを確認することで、
ヘルスケア分野の他のシステムとの連携リ
スクやエラーの軽減を目的としている 85）。 
 さらに、電子処方箋を使用するための技
術的前提条件を示し、この条件に対応した
システムを「電子処方箋に適応した EHR シ
ステム」として公開している 86）。 

一方、「ノルウェーでは毎年約 1,000 人

の患者が副作用や医薬品の不適切な使用に
より死亡していると推定されており、専門
医療サービスへの入院に関連する患者の傷
害の 15 パーセントは医薬品の誤った使用
が原因となっている。」とある 87）。電子処
方箋においても患者が使用すべきでない処
方箋が電子処方箋サーバーに放置されてい
ることがあり、2021 年 3 月の調査で「処
方箋サーバーで有効な処方箋がある患者の 
12.8% が少なくとも 重複する処方箋を持
っている」との結果もある。副作用の防止
や過剰摂取、相互作用の回避のためにも医
師は有効な処方箋を確認し、使用しなくて
も良い処方箋は削除することが必要でこれ
らに関する注意喚起も併せて医療従事者教
育が実施されている 87）。 
 電子処方箋で使用する医薬品のマスタ
は、医療製品総局 (Direktoratet for 
medisinske produkter (（DMP）)より処
方・調剤支援（Forskrivnings- og 
ekspedisjonsstøtte (FEST))として提供さ
れている 88）。このマスタは、ノルウェー国
内で処方箋をもとに入手できるすべての医
薬品について最新情報を医師、薬局などに
提供するデータベースである。このデータ
ベースには、医薬品の有効成分やブランド
名、包装、投与量、取引品目の情報をはじ
め相互作用や償還に関する情報も含まれ
る。FEST は XML 形式で表示され、月に 2
回データ更新される。 
ノルウェー居住者向けの医療サービスに

関する情報とアクセスを提供する公式ウェ
ブサイト Helsenorge を開設している。情
報は医療分野のさまざまな事業者によって

電子処方箋の品質  2017 における提言 

法的枠組み： 

・プライバシーを守りつつ、情報へのアクセスを容易にするために処方プロバイダー規則を改正す

る。 

・処方者の役割に関する規制の理解を明確にする。 

知識の共有と啓発活動： 

・出版物、講演会、情報キャンペーンを実施し、医師の認識向上に貢献する。 

研修：  

・電子処方箋の品質に関する研修や情報を、依頼者に直接提供する。 

・推奨される慣行、ポケットマニュアル、e-ラーニングを含む研修パッケージが準備する。 

EHR システムの機能改善： 

・EHR 供給業者に対する要求仕様の変更、EHR 供給業者によるユーザー研修および電子処方箋やケア

記録を統合した仕様の改善を行う。 

Kvalitet i e-resept Forprosjektrapport. Kvalitet i e resept 2017. 

https://www.nhn.no/tjenester/e-resept/om-e-resept/kvalitet-i-e-resept-2017.pdf より抜粋筆

者翻訳 

表３：電子処方箋の品質  2017 における提言 
Kvalitet i e-resept Forprosjektrapport. Kvalitet i e resept 2017.抜粋筆者翻訳 
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提供されており、Norsk Helsenett がウェ
ブサイトの運営と開発を担当している 89）。 
なお、Helsenorge は医療に関する情報のサ
イトと個人の医療に関するサイトの 2 つの
部分で構成されている（図 14）。 

 ノルウェーでは既に電子処方箋の発行が
大部分を占めている。Helsenorgeには電子
処方箋の説明として、「ノルウェーの医師
が処方箋を発行すると、その処方箋は中央
処方箋データベースに送信されます。その
後、全国どこにいても薬局から薬品を受け
取ることができます。」とある。薬局で薬
剤を受け取る際に必要なものは、有効な身
分証明書だけである。他人に代わって薬を
受け取る場合は、処方箋の所有者に代わっ
て薬を受け取るための委任状と関係者の身
分証明書のコピーを持参する必要がある。
電子処方箋はノルウェー全土で導入され、
すべての薬局が電子処方箋を処理できる。 
 電子処方箋でも紙の処方箋と同じように、
処方箋を使用できる調剤回数は医師が決定
する。さらに電子処方箋では、オンライン
薬局で処方箋を受け付けることもできる。
患者は helsenorge.no にログインすると、
処方箋の概要を表示する。なお、従来は医
療従事者が処方箋を閲覧する際に患者の同
意が必要であったが、2019 年 1 月に規制
が変更され、治療に当たる医療専門家が処
方箋を見るために同意を求める必要がなく
なった。代わりに、患者が医療従事者によ
る処方箋へのアクセスをブロックすること
が選択できるようになった。また、医療記
録へのアクセスはアクセスログに記録され、
誰が処方箋を検索したかなどを確認できる。
このアクセスログは本人のみが閲覧でき、
親の責任や委任状を持っている人であって
も、他人に代わって閲覧することはできな
い。アクセスログには、過去 1 年間に電

子処方箋を処理した人の概要が表示される。
なお電子処方箋の発行や調剤に対する特別
な費用は発生しない。helsenorge.no のサ
ービスは無料で利用可能だが、電子 ID の
取得には料金が発生する場合がある。 
薬局での処方箋受付 
 オンライン薬局を利用する場合は、自宅
への発送も可能である。処方箋による調剤
薬を受け取る際には身分証明書の提示が必
要で、他の人が代わりに受け取る際には委
任状と身分証明書のコピーが必要になる。
なお、ノルウェー薬局協会では委任状のフ
ォーマットも準備されている。またこの委
任状は、16 歳未満の自分の子供のための
受け取りや介護サービス事業者の従業員 ID
などには適応されない。なお、悪用の可能
性がある強力な鎮痛剤や精神安定剤を受け
取る場合は、身分証明書の提示が必要とな
っている。 
この電子処方箋は、処理されてから 1 

か月後に中央データベースから削除され、
処方箋の有効期限が切れると、直ちに削除
される。なお処方情報は、3 年間の履歴が
確認できる 90）。 
 helsenorge.no では自分の有効な電子処
方箋と現在服用している薬の概要が確認で
きる。このサービスを使用するには、電子
個人認証が必要である。 
一方で情報を一元管理するためノルウェー
の国民識別番号（Fødselsnummer）もしく
は D 番号（D-nummer）を利用している。ノ
ルウェーでは国民として国民人口登録簿に
登録により、国民識別番号が発行される。
国民識別番号は、生涯変わらない固有の識
別番号で 11桁の番号である。一方、D番号
は、ノルウェーに一時的に滞在する場合に
使用される固有の識別番号で、いずれにし
ても国民への番号制度の基盤の下にサービ
スが提供されていることとなる 91）。 
 

 

（６）イギリス 
イギリスでは、1948 年に創設された NHS

法に基づき税と保険料により原則無料で医
療が提供されている。NHS では一次医療と
二次医療が明確に区別されており、国民は
自分で GP を選択し登録しなければならな
い。ただし、GPの変更は認められており、
救急の場合を除き、GPの診察を受ける仕組
みとなっている。なお、NHS はイングラン
ド、ウェールズ、スコットランド、北アイ
ルランドの 4 つの地域に分かれそれぞれ独
立して運営されており、それぞれ制度も異
なる。 
 病院を含め GP はすべて公的機関とされ
ており、一方薬局の多くはチェーン薬局と

図 14：Helsenorge トップページ 
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して民間資本で経営されている。NHS 統計
によると、NHS 病院およびコミュニティヘ
ルスサービス(HCHS)スタッフとして、
137,000 人の医師をはじめ看護師など 145
万人が働いている。また 2022 年時点で地
域薬局は 11,414 軒、調剤薬局は 111 軒あ
り、合計 297 の薬局が新規開局し、388 の
薬局が閉店したとある。10.8億枚の処方箋
が地域薬局によって調剤され、2021年から
3.4%増加した。電子処方箋サービス（EPS）
を通じて調剤された処方箋は 10.4 億枚、
調剤された全品目の96％を占めている 92）。 
 NHS では、国民への医療に関する情報は
Web を通して提供している。イギリスでは、
Health Education England、NHS Digital、
NHS England が合併し、1 つの組織である
NHS England に統合された 93）。以前のデー
タは引き継がれ、現在、NHS におけるデジ
タル技術、データ、医療サービスの提供を
担当する唯一の非省庁政府機関として存在
している。これにより、 

・より効率的な方法で作業する 
・診断と治療の改善 
・サービスの理解と改善 

ことが可能となり、各ドメインでの重複が
減り、NHS の全国的なデータとテクノロジ
ーの専門知識が 1 つの組織に統合され運営
されている。 
 NHS のサービスとしては、地域の GPの登
録方法や病院の予約、メンタルヘルスのサ
ービスをはじめ、処方箋の受け取りなどに
関するサービスも示されている。このシス
テムを通じて、NHS では GPの健康記録とし
て、 
⚫ かかりつけ医が処方した薬 
⚫ アレルギー 
⚫ 受けた予防接種 
⚫ 診断された病気 
⚫ かかりつけ医の手術の予約からのメモ 
⚫ かかりつけ医が手配した検査結果 
⚫ 病院や専門医がかかりつけ医に送った

メッセージ 
が閲覧できる。一方で、他のサービス(病
院、歯科医、眼鏡店など)によって保管さ
れている情報は閲覧できない。 

これら情報は、国民に付与されている
NHS 番号により管理され、個人を認識でき
るようになっている。NHS 番号は、485 
777 3456 のような 10 桁の番号で、処方や
病院の紹介状、委任状などにも記載されて
いる 94）。 
 これら情報は、NHS デジタルの個人ポー
タルサイトや医療機関でオプトアウトを行
うことができる。さらに NHS ではスマート
フォン用アプリも準備されており以下が可
能となっている 95）。 
・ リピート処方箋を注文し、受け取りた

い薬局を指定 
・ 診察の予約と管理 
・ かかりつけ医の健康記録の表示（アレ

ルギーや薬などの情報確認 (かかりつ
け医から医療記録へのアクセスが許可
されている場合は、検査結果などの確
認も可能) 

・ 臓器提供決定書の登録 
・ NHS によるデータの使用の選択 
・ NHS 番号の表示 
イギリスでの電子処方箋に関する流れと

して、2018年時点で保健・社会福祉省長官
は電子処方箋に関連し以下のように電子処
方箋への移行をまだ進めていない何百もの
開業医や薬局を支援すると述べた 96）。その
中で、2021 年までに NHS が最大 3億ポンド
を節約できるだけでなく、電子処方箋への
切り替えは患者に次のようなメリットをも
たらした。 
・薬局や開業医の診療所での待ち時間の短
縮 
・リフィル処方箋は、最初に GP を訪れる
代わりに薬局から受け取ることができる 
・紙の処方箋を紛失する心配がない 
電子処方箋の発行率は、2010年6月の1%未
満から 2018 年 6 月には 63%へと増加し、す
でに 6,000 人以上の開業医が処方箋を電子
的にアップロード、薬剤師がダウンロード
でき、スタッフと患者の時間を節約できて
いる。しかし、電子処方箋を発行できる状
況が制限されている現在の規制により、毎
年何千もの紙の処方箋が発行されている。
これらの規制は 2018 年後半に変更され、
ほぼすべての処方箋の電子処方箋が拡大さ
れた。 
また 2018 年 11 月には電子処方箋の地域

資金が発表 97）され、13の機構に対し7,800
万ポンドの資金を提供した。患者の安全を
向上させるための、電子処方箋と医薬品管
理(ePMA)の支援を目的としており、新しい
電子システムは、病院の手書き処方箋から
の脱却を目指し、以下を回避することとし
た。 
・ 致命的な投薬ミスを、従来の紙システ

ムと比較して最大 50%削減 
・ 完全な電子記録を構築 
・ 処方薬に関する命を救う可能性のある

情報への迅速なアクセスを確保する 
・ 情報収集の重複を削減 
特に急性期、メンタルヘルス、コミュニテ
ィサービスを組み合わせて提供している 13
の病院機構へ重点配分した。 
さらに 2019 年には、電子処方箋サービ

スの全国展開が推進され、かかりつけ医や
薬剤師はより迅速かつ安全に薬を処方・調
剤できるようになり、患者が繰り返し処方
されることが容易になるとされた。電子処
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方箋サービス(EPS)は、60 の開業医と数百
の薬局が参加する厳格なテストを経て、
2019 年 11 月から全国的に展開された。す
でに処方箋のほぼ 70%がすでに EPS を通じ
て処方および調剤されており、GPや薬局か
ら肯定的な意見がある。この最終段階が完
了すると、ほぼすべての処方箋が電子的に
送信される。電子処方箋では一意の処方箋
バーコードが患者に渡され、どの薬局でも
スキャンして薬の詳細を取得できる。この
情報は安全な NHS データベースに保管され、
GPや薬局が患者の処方箋にアクセスできる
ようになる。EPS は、効率を高め、必要な
紙処理の量を減らし、処方ミスを減らすこ
とで、2021 年までに NHS を 3 億ポンド節約
するとある。以下は、この効率化の概要で
ある 98）。 
・患者がかかりつけ医から繰り返し処方箋
を受け取る必要がなくなる 
・処方者が物理的な署名を使用するのでは
なく、電子処方箋にデジタル署名してキャ
ンセルできるようにする 
・処方箋の周りの投与量を減らし、保管が
必要な処方箋の量を減らす 
さらに、開業医の勤務時間を短縮し重要な
時間が解放され、薬剤師は患者指導により
多くの時間をかけることができ、年間数百
万ポンドの保険料を節約できる。加えて、
処方箋の紛失リスクを軽減でき、医師がオ
ンラインで患者の状況を確認できるため、
より安全で安心なシステムであると示され
ている。 

2019 年 11 月には、25 の機構に対し時代
遅れの紙のシステムを置き換えるための資
金として、2,600 万ポンドを投じて病院が
デジタル処方箋を導入するのを支援、患者
の安全性を向上させ、エラーを減らす政策
が出された 99）。このより効率的なシステム
へのアップグレードにより、NHS の時間が
節約され、 
・ 従来の紙システムと比較して投薬ミス

を最大 30%削減 
・ 処方薬に関する命を救う可能性のある

情報への迅速なアクセスの確保 
・ 完全な単一の電子記録を構築して、情

報収集の重複を減少 
この資金は、すべてのプロバイダーに電子
処方箋システムを導入するという NHS 長期
計画のコミットメントを達成するための支
援であり、 2018 年 11 月の 7,800 万ポンド
の拠出からの第 2 弾で、3 年間で NHS 全体
の電子処方箋システムの導入を加速するこ
とにより、患者ケアを改善する。2018年に
は13の医療機関が1,600万ポンドを受け取
っている。 

イギリスでは前述のとおり、電子処方箋
サービス（EPS）を通じて調剤された処方

箋は 10.4 億枚、調剤された全品目の 96％
を電子処方箋に基づく調剤が占めている。
イギリスでは、電子処方箋サービス(EPS)
の使用により、処方者は、患者が指定した
薬局などのディスペンサーに処方箋を電子
的に送信でき、処方と調剤のプロセスが患
者と医療従事者にとってより効率的で便利
になるとされている。ただし、EPS は処方
者から調剤者までの処方箋のワークフロー
を管理する責任を有しており、臨床処方シ
ステムではないことも示されている（図
15）。 

 さらに NHS では、処方箋追跡サービスと
して、医療従事者には、臨床用処方箋トラ
ッカーとして処方箋や調剤の現場にいる医
療従事者が、処方箋の状態や場所を確認で
きるよう開発している。加えて、患者のた
めの処方箋の追跡として、全国処方箋追跡
サービスにより、患者は処方箋に関する情
報にオンラインでアクセスし、処方された
アイテムのステータスと準備状況を追跡で
きるようにしている。 
 この EPS には次のような利点が示されて
おり、 
⚫ 処方者は処方箋をより効率的に処理で

きる 
⚫ 薬剤師は紙の使用量を削減し、在庫管

理を改善できる 
⚫ 薬剤師は、手書きの処方箋と比較して

調剤ミスのリスクを軽減できる 
⚫ 患者は、かかりつけ医を訪問すること

なく、地元の薬局から繰り返し処方箋
を受け取ることができる 

詳細は別図で示す（図 16）。 
イギリスでは、定期的に薬を服用してい

る場合、リピート処方箋が利用できる 101）。
GPがこのような設定（リピート調剤）をし
ている場合は、薬局に直接薬を頼むことが
できる。 
GP からリピート処方箋を受け取るには、

図 15：NHS イングランド 電子処方箋
サービス 文献 100)より抜粋 
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NHS アカウントの利用もしくは 他のオンラ
インサービスやアプリの利用（Boots、Hey 
Pharmacist、LloydsDirect などのチェーン
薬局のアプリなど）またはかかりつけの GP
に相談することで可能となる。 

EPS のサービスとして、処方者に対して
は、患者の指名によりディスペンサー（薬
局）を指名する機能や処方箋をキャンセル
する機能などもある。EPS 内では、処方箋
は、患者が指定した薬局に送られる前に、
処方者が電子的に署名する必要があるため、
処方者は処方箋に個別に電子署名するか、
複数を選択して一括で署名し、必要に応じ
て電子署名を適用する前に画面上で患者の
詳細を確認する。電子署名は、スマートカ
ードを使用するが、処方者は、処方箋に署
名できるように、スマートカードに正しい
役割が割り当てられていることを確認する
必要がある 102）。 

また、調剤の観点からは電子処方箋は、
患者に調剤される前に NHS Spine からダウ
ンロードしなければならない。処方箋のダ
ウンロードは、自動的なリクエストのほ
か、手動でリクエストすることも可能であ
る。処方箋を定期的（事前）にダウンロー
ドすることで、患者が到着する前に処方箋
を準備し、在庫切れの商品を必要に応じて
注文することができる。また、EPS 
Prescription Tracker を使用すること
で、ダウンロードすべき急患の処方箋が表
示され、処方箋を受け取りに来る患者に間
に合うように準備することができる。な
お、EPS で使用する用語の理解も必要で、

EPS に調剤された旨のメッセージを送信す
る場合、システムで使用される用語は「調
剤済み」、「回収済み」、または「完了」と
しており、EPS のガイダンスでは、これを
「調剤通知」と呼んでいる 103）。 
EPS で使用する医薬品について、臨床シ

ステム間で医薬品および医療機器情報を転
送するための標準として医薬品・医療機器
辞書（NHS Dictionary of Medicines and 
Devices (dm+d)）を提供している 104）。医
薬品・医療機器辞書（dm+d）は、NHS 全体
で使用されている医薬品と医療機器を表す
説明とコードの辞書である。dm+dデータは
毎週更新され、以下のような様々な情報が
含まれている。 
・ 調剤請負業者から払い戻しのために提出

された場合、その製品が NHS Business 
Services Authority（BSA）から払い戻され
るかどうか 

・ 価格が維持されている場合、製品の各パ
ックの参考価格 

・ 製造業者および供給業者から入手可能な
現在および製造中止の製品およびパック 

なお、EPS で医薬品を処方する際の留意点
なども提示されており、より安全な処方が
出来るように配慮がされている。 
NHS デジタルのサービスは、すでに

4,400 万人の確認済アカウントを発行して
おり、これらのユーザーは NHS デジタルに
ログインすることで個人の健康およびケア
情報にアクセスできる 105）。2022 年には、
10億件の処方箋が電子処方箋サービスを使
用して調剤され、医薬品がより安全、簡単、

図 16：EPS 導入のメリット ９９）より抜粋筆者翻訳 
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迅速に提供されるようになった。また、サ
イバーセキュリティ対策として、認証デバ
イスを Microsoft Defender for Endpoint
に登録することで、NHS ネットワークから
悪意のあるアクティビティの監視および検
出を行っている。さらにこれらで収集され
た情報は、健康とケアを改善するための新
しい治療法を開発している臨床試験も支援
している。 

 
 

（７）ドイツ 
 ドイツでは、公的医療保険制度の内容は
社会保障法典第５巻（Sozialgesetzbuch V）
１06）に定められている。ドイツも日本と同
様、皆保険制度を採っており、国民を含め
たドイツ居住者は公的医療保険か民間医療
保険に加入する義務がある。年収が 66,600
ユーロ（2023年）を超える者、自営業者、
公務員は民間医療保険を選択することもで
きる。 
 公的医療保険の保険者は 
Krankenkasse、疾 病 金 庫 と 呼 ば 
れ、一 般 地 域 疾 病 金 庫
（Allgemeinortskrankenkasse、AOK）や代
替金庫（Ersatzkasse、EK）などの６種類
があり、それぞれ給付業務を行っている。
2023 年現在、法律で定められた医療保険
料は被雇用者の場合、給料の 14.6％で労
使折半であり、加入者が支払うべき保険料
には上限が定められている。徴収された医
療保険料と税収から支出される国の補助金
は、医療基金（Gesundheitsfonds）に集め
られ、各疾病金庫に振り分けられる。 

この他、各疾病金庫は給付業務安定の目
的で追加保険料を徴収できることになって
いる。（追加保険）料率は各疾病金庫で異
なり、2023 年は 0.3～2.0％で、疾病金庫
は保険料を給付業務のみに使うことが定め
られており、保険料を利潤増加目的で他の
事業や投資に回すことは認められていない。
1990 年代初頭に 1,000 社を超えていた疾病
金庫は、その後の改革により統合・合併が
進み、2023 年１月時点で 96 社にまで減少
している 107） 。 

公的医療保険加入者へ使用する処方箋用
紙は、ドイツ全土統一 A6 横型フォーマッ
トになる。これにより、保険医・薬局にお
ける処方箋の取り扱い、公的医療保険にお
ける監査・償還業務をスムーズにしている。 

公的医療保険の被保険者用処方箋には、
ピンク、黄、白、緑の４種類の用紙がある。
麻薬の処方は黄、サリドマイドと類似薬の
処方には白（T-処方箋と呼ばれる）、それ
以外の償還可能な医薬品の処方にはピンク
の処方箋用紙を使用している。保険償還は
されないが、保険医が治療に必要と思われ

る医薬品やサプリなどの処方には緑色の処
方箋用紙を使用する。民間医療保険に加入
している患者には、同じフォーマットだが、
青色の処方箋用紙が使われることが多い。 
ドイツには、日本のようにドラッグスト

ア、調剤薬局といった薬局の分類の概念は
なく、薬局か病院薬局かの２種類のみ。病
院薬局は外来患者の処方箋を取り扱えない
法律で、処方箋は全て院外へ出す。国民医
療において、ドイツは完全な医薬分業制度
を採っている。薬局はどこでも処方箋を取
り扱うが、ドイツは箱だし調剤で、添付文
書の入った箱ごと開封せずに患者へ渡す。
分包センターもあるが、薬局は分包作業を
しない。適応症・投与期間に合わせ、通常
１製品・１剤形あたり N1、N2、N3 の３つ
の箱サイズがある。 
2015 年に成立した E-Health 法 108)は、詳
細な法律ではなく、ドイツ医療の現代化を
図るため、デジタル化、IT の活用や、そ
れらの迅速な導入のためのインフラ構築と
促進を目的とすることが述べられている。
このような技術を医療に取り入れる中で、
遠隔医療、患者のデータマネージメント、
医師による医療報告書の電子化、投薬プラ
ンの統一化、電子処方箋などが実用化の例
として挙げられている 109)。 
下記 Gematik のダッシュボードで、普及

状況が閲覧でき随時更新されている 110)。
なお、この Gematik は企業であり医療のデ
ジタル化、IT活用のインフラ構築に大きく
関わっている。ダッシュボートでは以下の
内容が表示されている（図 17）。 
・ 薬局で受け付けられた電子処方箋数

（2,275,309） 
・ 電子処方箋受付可能な薬局数（14,778，

全国には約 18,000 店の薬局がある） 
・ 電子処方箋を発行できる医療機関数

（5,608） 
・ 電子処方箋を受け付けた薬局数（8,379） 
・ 電子処方箋アプリのダウンロード数

（579,084） 
（かっこ内の数字は 2023 年 7 月 10 日現在） 

図 17：ドイツ IT ダッシュボード 
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普及には、まず、医療機関と薬局で必要
な機器を装備する必要があるが、薬局に比
べ医療機関での整備が遅れている。ドイツ
健康省大臣の Lauterbach 氏は、2024 年 1
月 1 日に全医療機関・薬局で電子処方箋対
応が可能になることを義務付けているが、
これまで幾度と期限延期されてきた経緯か
ら、この期日が確実なものになるかは不明
である（2023 年 7月時点）。 
 政府サイトからも電子処方箋の運用を
2024 年 1月より義務付けることが案内され
ている 111)。これにより患者の利便性向上
と医師の労務軽減などが期待されている。
この仕組みにより 2022 年 9 月 1 日以降、
ドイツ全土の薬局では、すでに電子処方箋
を引き換え、健康保険会社に請求できるよ
うになった（図 18）。後述のとおり、処方
箋は、 
・ 電子健康カード（eGK）を使って電子処

方箋を引き換える（薬局のカード端末
に eGK を挿入する） 

・ 電子処方箋アプリを使ってスマートフ
ォンで管理し、希望の薬局に送信する 

・ 電子処方箋の引き換えに必要なアクセ
ス・データを医師の診療所で紙のプリ
ントアウトとして渡す 

により受け取ることができる。 

 さらに Gematik では、患者や医師・歯科
医師、薬局に対する情報提供サイトを準備
しており、加えて利用者からのレビューや
電子処方箋アプリの提供も行っている 112)。 

電子処方箋のフォーマットは全国統一に
なっているので、機器さえ導入できていれ
ば薬局での扱いは問題ない。薬局で扱える
医薬品およびその他の製品には品目ごとに
PZN（Pharma Zentral Nummer）という ID番
号がついている。メーカー・卸・薬局間の
受注・発注、公的医療保険への薬剤費請求
にもこの番号を使う。電子処方箋での処方
にも医薬品名だけでなく、この PZN を使用
している。PZN がわかれば、どのシステム
でもレセコンでも医薬品を同定できる。 

どのメーカーのレセコンを使用しても、
学術データバンクである ABDA データバン
クと Lauer‐Taxe という薬局で扱える数十

万品を網羅した製品データバンクが搭載さ
れている。薬局業務の基本となるデータバ
ンクで、この２つが連動して、もともと、
重複、相互作用、配合禁忌がチェックでき
る機能がレセコンには備わっている。 
電子処方箋の導入当初、導入される予定

だったものの延期されていた処方箋のリフ
ィル機能は、システムの改修、運用の整備
により 2023 年 4 月 1 日より可能になった
113)。リフィル処方では、１枚の処方箋で
１年間に最高４回同じ薬剤が患者に渡せる
ことになった。 
なお、100％切り替えになっていないの

で、どのような効果がでているか、まだ統
計値がない。期待される効果として、医療
費削減、関係部門によるデータの迅速な共
有、重複投薬の削減、相互作用・配合禁忌
などの迅速で正確なチェックなどがあげら
れる。 
レセコンのプログラムと連動させること

ができれば、高度薬学管理がしやすくなる。
現在のところでは、電子処方箋は保険の償
還作業を迅速にするためだけにしかメリッ
トがないと思われる 114）。 
この問題を解消するためにも、ePA 

（Elektronische Patientenakte 電子患者
記録（カルテ））の導入が進められている
115)。スマホやタブレットに ePA アプリを
入れて、診察記録やメディケーションプラ
ン、後には、電子処方箋も入れられるとの
ようだが、どれだけ利用されているか、ど
の程度充実しているかは情報がない。2021
年より、公的医療保険会社が加入者へ ePA
を利用できることを知らせる義務がある。
しかし、医療の電子化・IT 活用が高度に
洗練されきっていない中、この ePA 機能も
今後変化することが予想される。個人情報
保護の観点から、患者主体で、ePA 内の情
報を誰に閲覧させるかを制御できる仕組み
のようである。（図 19）。 
患者は薬局を選ぶ権利があり、患者の承

図 18：電子処方箋の受け取り方法 

図 19：電子処方箋（紙）の見本 サイズ：
A5 文献 116）より 
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諾なしに、医療機関が特定の薬局へ電子処
方箋を送ることは違法である 117）。 

現在は、病院内でコンピュータに入力し
て管理している。全ての医療機関が電子処
方箋対応になっておらず ePA の普及も進ん
でいないので、異なる医療機関でのデジタ
ルデータ共有はできていない。 
 
 
（８）EU 

EU では、域内の国民の移動の活発化に伴
い、医療提供体制も構築されている。EUの
法律として、社会保障制度の調整に関する 
EU 規則、国境を越えた医療における患者
の権利の適用に関する EU 指令 118）、2012
年の欧州委員会実施指令（他の加盟国で発
行された医療処方箋の承認を容易にするた
めの措置）の背景により定められている。
これらにより「国境を越えた処方箋」とし
て、ある EU 加盟国の医師が発行した処方
箋は、他のすべての EU 加盟国で有効とな
っている。さらに医師に他の EU 諸国で使
用するための処方箋を発行してもらうこと
も可能となっている。 

医療の情報化に伴い、この「国境を越え
た処方箋」も電子化して他の国で調剤でき
るようにする取り組みが行われている。
2014 年には国境を越えた指令 2011/24/EU 
に基づく電子交換のための電子処方箋デー
タセットに関するガイドライン 119）が、さ
らに、2016年には海外で処方箋を提示する
場合の運用事例 120）も示されている。その
後各種議論が進められ、EU域内での電子処
方箋の相互運用などの検討を重ね、2019年
には他の EU 諸国で電子処方箋を使用する
初の取り組みとしてフィンランドとエスト
ニアの間で国を超えた電子処方箋のやり取
りが実施された。 
 一方、EU諸国では域内住民の健康情報を
以下の目的で集約し、欧州健康データスペ
ース（European Health Data Space：EHDS）
の構築を進めている 121）。 

・個人が自身の健康データをコントロ
ールできるようにする 
・より良い医療提供、より良い研究、
イノベーション、政策決定のための健
康データの利用を支援する 
・EUが、安全で確実な健康データの交
換、使用、再利用を行い活用すること
を可能にする 

この EHDS は従来の健康情報等に関する
ルール、共通の基準や慣行、インフラ、ガ
バナンスの枠組みで構成される健康特有の
エコシステムであるとしている。これによ
り、国やＥＵ全体で、電子化された個人の
健康データへのアクセスとコントロールの
強化しこれらの自由な移動のサポートを通

じて、個人の健康管理をサポートする（デ
ータの一次利用）だけでなく、研究・イノ
ベーション・政策立案などのために健康デ
ータを利用すること（データの二次利用）
も視野に入れ構想されている。なおこれら
情報の管理は、EUにおける一般データ保護
規則（GDPR）に準拠し構築されている。さ
らに、EU 諸国は安全かつ効率的かつ相互
運用可能な方法で健康データを交換できる
ようになっている。 
この EHDS を通じて、EU諸国の国民とし

て「国境を越えた電子医療サービス」の提
供も可能となった。EUの国民は、
「MyHealth @ EU」と呼ばれるサイトを通
じてこれらサービス受けることが可能にな
っている 122）。「MyHealth@EU」では、新し
い電子国境を越えた医療サービスは、2025 
年末までに EU 25 か国で段階的に確立さ
れ、各国への情報は各国の母国語で、各国
民向けに情報が提供されるとある。2019
年には委員会により、国民は国境を越えて
安全に健康データに簡単にアクセスできる
ようになるとの案内があり、クロアチア、
チェコ、ルクセンブルクなどが参加し、こ
れら国民は「MyHealth@EU」より自国外で
の処方薬の受け取りが可能になっている
（図 20）。 

 

 

図 20：「MyHealth @ EU」パンフレット（フ
ィンランド版） 
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（９）アメリカ 
国民皆保険制度を導入している日本とは

異なり、米国の公的医療保険制度には受給
資格がある人のみ加入できる。主な公的医
療 保 険 制 度 と し て は 、 メ デ ィ ケ ア
（Medicare）とメディケイド（Medicaid）
がある。その他に、特定の子供が加入でき
る 児 童 医 療 保 険 プ ロ グ ラ ム （CHIP：
Children's Health Insurance Program）、
退役軍人が加入できる保険制度（VHA：
Veterans Health Administration）などが
存在する。これらの制度の対象者以外は、
勤務先（雇用主）が加入している民間医療
保険への加入を検討する必要があり、大部
分の人が民間医療保険に加入している。 

電子処方は、正確で間違いがなく、理解
しやすい処方箋を、ポイントオブケアから
薬局に直接電子的に送信する処方者の能力
であり、患者ケアの質を向上させる重要な
要素である。2003 年のメディケア近代化法
（MMA）に電子処方が盛り込まれたことで、
この動きに弾みがつき、2006 年 7月に医学
研究所が発表した、投薬ミスの削減におけ
る電子処方の役割に関する報告書が広く知
られるようになり、患者の安全性を高める
上で電子処方が果たす役割に対する認識が
高まった。e-prescribing を促進する標準
を採用することは、電子カルテの採用を促
進し、米国における全国的な電子医療情報
インフラを構築する連邦政府の計画におけ
る重要な行動項目の一つである。 

メディケアおよびメディケイド サービ
ス センター（CMS）は、Part D のスポンサ
ー、処方者、および調剤薬局に対し、42 
CFR § 423.160 の規則に従って電子処方を

サポートするよう求めている。さらに、規
制薬物の電子処方箋（EPCS）を発行する医
師は、麻薬取締局（DEA）の要件をすべて
満たすソフトウェアアプリケーションを使
用しなければならない。EPCSには、患者の
安全性向上やワークフローの効率化、不正
抑止、アドヒアランス管理、負担軽減など
多くのメリットがある。 
 このように進められている電子処方箋は、
米国最大の電子処方オペレーターである
Surescripts のデータによると（2017 年か
ら 2021 年までの米国における電子処方箋
の割合を示している）2021年には、記入さ
れたすべての処方箋の 94%が電子処方箋と
ある 123）（図 21）。 
またアメリカでは、電子処方箋ソフトウ

ェアは、臨床医が電子処方箋を準備して送
信するのに役立つソフトウェアとされ、こ
のソフトウェアは、処方者が薬を選択し、
薬の情報や相互作用を簡単に調べるのにも
役立つとされている。臨床医にとっての電
子処方ソフトウェアの最大の利点は次のと
おり示されている 124）。 

・処方ミスの防止 
・投与量、経路、強度、頻度に関する
自動化された臨床意思決定支援 
・投薬リストの迅速な照合 
・薬物相互作用、処方箋の重複、また
は患者のアレルギーの迅速な通知 
・処方箋の履行の追跡 
・より良い規制物質モニタリング 

要するに、電子処方は、労力を削減しなが
ら精度を高めるという二重の利点を提供し
ている。 
さらに、医療システム関連会社 INTEREXY

図 21：Rate of electronic prescriptions in the United States from 2017 to 2021 
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では、電子処方箋のメリットとして 125）、 
電子処方箋アプリの利点 
1.ヒューマンエラーの削減 
2.臨床アラート 
3.調剤完了の追跡 
4.再入院の減少 
5.コスト削減 

があげられている。さらに必須機能として、 
電子処方アプリの必須機能 
ユーザーダッシュボード 
治療管理 
医薬品処方箋の作成と提出 
処方箋発送の追跡 
有害な相互作用の防止 
投薬歴 

が挙げられている。 
 アメリカでは、医療データを一括してチ
ェック行う機構はなく、個々の医療機関に
おいてチェックモジュール等を用い医薬品
の適切な使用をサポートしている 126）。 

さらに、リフィル機能では、リフィルを
行う薬剤を選択、何日間使用できるかを入
力するのみであり、必要に応じて 30 日分
の処方に対し再処方を 5 回など、症状が安
定している場合には 1 年分の処方を行うこ
ともある 127）。 

電子処方箋の運用の流れとして、
Surescripts の事例を示す 128）。
Surescripts は、システムの関係者が通信
し、データを交換できる電子処方ネットワ
ークである。Surescripts は分散型 e-

Prescription ネットワークである。ネッ
トワーク内の関係者はピアツーピア通信を
使用して相互に通信できる（Surescripts, 
2018a）。Surescripts は処方者に患者の薬
歴と処方情報、参加保険会社と薬局給付管
理者（PBM）からの給付情報を提供する
（Castro, 2009; Joy et al.） 図 22 に 
Surescripts システムの主な特徴を示す。
Surescripts は、提供されたサービスに基
づいて患者データのセキュリティとプライ
バシーを管理する。給付金の最適化は、
Surescripts が介護者に提供するサービス
の 1つで、このサービスにより、患者の医
薬品情報は、患者の訪問中にリアルタイム
で更新され、アクセスできるようになる。
Surescripts は、PBM および医療費支払者
と協力して、この情報を取得している。こ
のサービスは、参加している患者の地域の
薬局や健康保険会社から、患者に関する投
薬関連情報を介護者に提供している。この
サービスでは、介護者が患者の投薬履歴情
報にアクセスできるようにするために、患
者の同意が必要になる。病歴は、
Surescripts が提供する別のサービスにな
る。このサービスでは、介護者は患者が以
前に出席したケアの場所を要求する。この
サービスは、過去の健康記録の場所と、過
去に処方および調剤された処方箋をカバー
する。Surescripts は、患者に関する発見
された場所からの医療記録の介護者の要求
を処理する。最も重要なことは、電子処方

図 22.Surescripts システムの主な機能(Surescripts)。 
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箋サービスにより、処方箋を電子的に交換
できることで、このネットワークにより、
処方者と薬局は処方情報を交換できる
(Surescripts、2019)。 

処方者は、薬を処方する前に、患者の健
康保険に事前承認(PA)を求められる。この
要件は、対象となる薬の費用を最小限に抑
えるために使用される健康保険技術となる。
さらに、保険は事前の承認なしにいかなる
医療に対してもいかなる給付も支払わない。
しかし、これは主により高価な薬の場合で
あり、いくつかの薬は PA の対象となる。
以下は、PAが必要な最も頻繁な理由のリス
トである(Gasbarro、2015)。PAの取得は、
以前は困難なプロセスであった。処方者は
患者の選択した薬局に処方箋を送る必要が
あった。さらに、薬剤師は送られた処方箋
をもとに、電話またはファックスで処方箋
に PA が必要かどうかの確認が必要であっ
た。患者には電話などを通じ結果が通知さ
れ、薬剤師は電話またはファックスを使用
して PA 承認プロセスを開始できた。この
ためこのプロセスは、完了するまでに数日
または数週間かかる。PAの承認を得た後に
薬剤師は、処方箋を受け取る準備ができた
ことを患者に連絡する。さらに、PAの承認
を必要とする高価な薬の使用が増加してい
るため、プロセスがより複雑で時間がかか
るようになっている(Surescripts、2015)。
Surescripts によると、患者の 69%は、保
険会社によって薬が承認されるまで数日待
たなければならなかった(Surescripts、
2015)。図 23は、PAの従来のプロセスを示

す。 
Surescripts は ePA プロセスを提供して

おり、このプロセスはプロセスを簡素化し、
遅滞なく薬局から処方箋を入手する効率を
高める。処方者は、電子処方プロセス中に
PA の承認を要求しシステムは、PA 要件が
あるかどうかを処方者に通知する。次に、
処方者は別の投薬オプションを選択するか、
EHR システムを使用して PAを電子的に送信
するオプションがあり、これに続いて、処
方箋は薬局に送られ、そこで受け取る準備
が整う(Surescripts、2015)。図 24 は、電
子 PAプロセスを示す。 
 このように、電子処方箋は従来のプロセ
スの簡素化・効率化にも寄与している。 

 
 
（１０）カナダ 
 カナダの医療は国民皆保険制度を採用し
ており、原則として患者の自己負担はなく、
全て税財源で公的負担である。移民等で加
入できない場合の医療費は有料になる。原
則として家庭医の受診が必要だが、家庭医
への受診も 1～2 週間の待ち時間が必要で
医療機関へのアクセスが悪い。一部の州で
は、民間医療機関（プライベートクリニッ
ク、検査機関等）が解禁され富裕層の利用
者が増えている。このような施設では、自
己負担での医療が制限付きで（入院設備は
伴わない等）行われている 129）。なお、カ
ナダの医療制度を円滑に運営するため、連
邦政府と州・準州政府の双方に役割と責任
がある。カナダ保健法（CHA）は、10 の州
と 3 つの準州が、連邦政府からカナダ保健
移転（CHT）の現金拠出額を全額控除でき
るよう、それぞれの保険制度について満た
すべき条件を定めている。各州と準州の政
府は、その住民のために医療サービスを管
理、組織、提供する責任を等しく負ってい
る 130）。 
カナダの紙処方箋には、以下の項目が必

要である 131）。 
1）患者名 
2）患者の生年月日（麻薬処方箋の場合
は患者の保険者番号なども必要） 
3）「Rx」（処方箋を持って来局した旨の
表示） 
4）薬品名とその用法用量（略語で記載
されるケースもある） 
5）「R」（リピート（リフィル）R11 であ
れば 1カ月分を 11回繰り返し可能） 
6）医師名と医師免許番号 
7）医院の住所 
8）医院の連絡先 

処方箋は印刷したものや手書きのもの、電
話での口頭処方もある。カナダの一般処方
箋には有効期間がない一方で、患者への説
明義務をもとに薬剤師の判断で調剤を行わ
ない場合もある。 
カナダの薬局では調剤として、受け付け

図 23.従来の PA(Surescripts) 

 

図 24 .Surescripts の電子 PA(Surescripts) 
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た処方箋の入力と初期チェック（必要な情
報がすべて揃っているか）、セラピューテ
ィックチェック（処方箋が患者に合ってい
るか）、医薬品の準備、テクニカルチェッ
ク（処方箋は正確に記入されているか）、
医薬品の供給と患者への指導を行い、医薬
品を払い出している。多くの薬局では、薬
局システムを通じて、患者情報の管理や相
互作用やその他の潜在的な問題をチェック
している。また患者への医薬品の払い出し
はボトル払い出しであり、薬剤師サポータ
ーは医薬品のボトルをスキャン後、ロット
と有効期限を印字し、指定された医薬品の
数量を数え、ラベルを貼って薬剤師がチェ
ックし患者へ渡す 132）。 

カナダでの医療関連の連携システムは、
Canada Health Infoway により提供されて
いる 133）（図 25）（図 26）。Canada Health 
Infoway は、カナダ保健省、州および準州、
および業界の利害関係者と協力して、全国

的な電子処方サービスである PrescribeIT
を運営および維持している。PrescribeIT
は、処方者が処方箋を電子カルテから患者
が選択した薬局の薬局管理システムに直接
電子的に送信することを可能にし、地域密
着型の処方者(医師やナースプラクティシ
ョナーなど)と地域の小売薬局をつなぎ、
処方箋のデジタル伝送を可能にしている。 
なお、セキュリティ対応として、処方情

報は処方者から患者の選択した薬局に暗号
化 さ れ て 送 信 さ れ る 。 さ ら に 、
PrescribeIT のユーザー（すなわち、処方
者または薬剤師）は、患者の処方情報にア
クセスするために、多要素認証を使用しな
ければならない。さらに、セキュリティの
ために、システム内のすべてのトランザク
ションはログに記録され、監査される
（Canada Health Infoway, 2019; 
PrescribeIT, 2018）134）。 
電子処方箋に関しては、2012 年 2月にカ 

図 25. PrescritbeIT の全体的な構造 

 
 

 

図 26. 処方 IT の将来の機能(カナダヘルスインフォウェイ) 
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ナダ医師協会およびカナダ薬剤師協会より
「電子処方に関する共同声明」が発行され
ている 135）。この中では 2015 年から電子処
方箋の運用が始まるにあたり電子処方箋に
必要な要件および電子処方箋が医薬品情報
システム（DIS）と統合されることを前提
に多くの利点を以下のとおり示している
（表 4）（表 5）。 

なお、カナダでは 2015 年より電子処方
箋 へ の 取 り 組 み を 進 め て お り 、
PrescribeIT での開発タイムラインを以下

に示す 136）。 
2015 年：Infoway、カナダの電子処方箋サ
ービス創設に向けた調査を開始。 
2016 年：カナダ政府が e-prescribing のた
めのスタートアップ投資を提供。薬局チェ
ーンと最初の意向確認書（LOI）を締結し、
2 つの管轄区域（アルバータ州、オンタリ
オ州）と覚書（MOU）を締結、3つの薬局チ
ェーンと LOI を締結して年を終えた。 
2017 年：カナダ政府が PrescribeIT に大規
模投資。最初の管轄地はオンタリオ州（ハ

患者： 

- 患者の安全性と医療全体の質の向上 

- 新規および再処方箋の調剤の利便性が向上 

- 協力的なチーム医療をサポート 

医療提供者： 

- 時代遅れの電話、ファックス、紙ベースの処方箋に代わる、より安全で効率的な処方とリフィルの承認方法

をサポート 

- ポイントオブケアで処方箋が一度だけ書かれるため、再処方がなくなり、エラーや法的責任のリスクが減少 

- 医療提供者間の電子的なコミュニケーションをサポートし、説明のための薬局との電話やコールバックを減

少 

- 処方の時点で警告とアラートシステムを提供し、潜在的な禁忌、薬物相互作用、アレルギーへの臨床医の

対応をサポート 

- 薬歴、薬剤、治療法、処方、コストに関する情報を処方時に利用できるようにすることで、情報に基づいた意

思決定を促進 

医療システム：  

- 薬物療法の処方、調剤、モニタリングの効率と安全性を向上 

- 共通の包括的な薬剤プロファイルへのアクセスをサポートし、臨床上の意思決定と患者の服薬アドヒアラン

スを向上 

- エビデンスに基づく処方、処方順守、薬剤費に関する認識、服薬管理の改善を通じて、費用対効果の高い

薬剤使用を増加 

- 報告と薬剤使用評価の改善 

原則  

以下の原則は、すべての管轄区域で電子処方機能を構築するための私たちの集団的努力の指針となるべ

きものである： 

 - 患者の機密性と安全性は維持されなければならない 

 - 患者の選択は保護されなければならない 

 - 臨床医はベストプラクティス情報、薬剤費、処方データにアクセスできなければならない 

 - 作業プロセスは合理化されなければならない 

 - 電子処方システムは、臨床および診療管理ソフトウェアや医薬品情報システムと統合できなければならな

い 

 - 医療従事者間のデータ共有、およびその他のデータの使用や開示に関するガイドラインが整備されてい

なければならない 

- 処方箋の真正性と正確性が検証可能でなければならない 

 - 処方箋の偽造や横流しを防止するプロセスでなければならない 

 - 電子署名について、カナダ全土での標準が設定されなければならない 

表 5：電子処方箋導入による各種メリット 

表４：電子処方箋に必要な機能 
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ンツビル）で本稼働し、6 つの管轄地と
MOU を締結、13 の薬局チェーンと LOI を締
結。 
2017 年末 38 人の処方医が登録、19 薬局
が登録。 
2018 年：アルバータ州（レスブリッジ）と
ニューブランズウィック州（セントジョ
ン）。9つの管轄区域と MOU を締結。電子カ
ルテ（EMR）ベンダー6社、薬局管理システ
ム（PMS）ベンダー3社と契約。 
2018 年末 774 人の処方医が登録、832 薬
局が登録。 
2019 年：サスカチュワン州（La Ronge）で
4 つ目の管轄区域が稼動。10 の管轄区域と
MOUを締結。EMRベンダー11社、PMSベンダ
ー5社と契約。カナダ全土の小売薬局 31ブ
ランドと意向確認書（LOI）。 
2019 年末 2,100 人の処方医が登録、
2,447 薬局が登録。150 万件以上の累積取
引。 
2020 年：12 の管轄区域と MOU を締結。EMR
ベンダー17 社、PMS ベンダー8 社と契約。
カナダ全土の 45 の小売薬局ブランドとの
契約。 
2020 年末までに 5,700 人の処方医が登録、
4,804 薬局が登録。660 万件以上の累積取
引。 
2021 年：最後に残った管轄区域と覚書。カ
ナダ全土で 45 の小売薬局ブランドと契約。 
2021 年末 8,858 人の処方医が登録、
6,132 の薬局が登録。2,100 万件以上の累
積取引。 
2022 年：PEI（コーンウォール）で第 7 管
区が稼動。 
2022 年末 14,290 人の処方者が登録、
6,846 の薬局が登録。4500 万件以上の累積
取引。 
2023年：2023年1月、オタワ病院情報シス
テムの試験運用を開始。 
2023 年 3 月 31 日終了 14,567 人の処方医
が登録、6,951 薬局が登録。5,240 万件の
累積取引。 
なお、2023 年のレポートには、7,953 の薬
局、4,282 のクリニックが登録され、推定
550 万人のカナダ人が PrescribeIT を利用
しており、処方箋の誤用を減らし、服薬ア
ドヒアランスの改善、投薬ミスの回避など
で 5 億 2,000 万ドルの損失を回避できる可
能性があるとしている。 
※カナダの薬局数：12,162 件（地域薬局：
11,712、病院達局 371、その他：79）137） 
 
 
（１１）オーストラリア 

オーストラリアの医療制度は、全国民を
対象に広くアクセスが保障されている。公
的医療制度と民間医療保険が並立している

のが特徴である。一般医（General 
Practitioner, GP)がプライマリケアの中
心であり、専門医への紹介なども行う。薬
剤費用に関しては、オーストラリアでは、
Pharmaceutical Benefit Scheme (PBS)と
呼ばれる公的医薬品給付・償還システムが
あり、この制度により人々が医薬品を手頃
な価格でアクセスできるよう保証してい
る。 
患者は紙処方箋か電子処方箋のどちらか

を希望することができる。紙処方箋の運用
方法は、患者が薬局へ処方箋を提示し、薬
局側が調剤して用法用量や使用上の注意を
説明して渡すという点において、日本の運
用方法と同様である。患者が調剤を受けた
際に薬局で支払う自己負担額には上限（通
常は＄30ドル）が設定されている。なお、
近年の動向で特筆すべきは最大処方日数が
変更され、従来まで処方日数の上限は最大
30 日までであったが、2023 年 9 月 1 日か
ら、一部医薬品では 60 日分を処方するこ
とが可能となった。 
オーストラリアでの電子処方箋の導入は、

COVID-19 の影響が大きい 138)。なお、電子
処方箋がスタートする前の一時的な措置と
して、処方箋のデジタル画像による送信も、
処方者から電子メール、SMS、ファクシミ
リ、その他の電子的方法で送信された処方
箋のデジタル画像を用いて、処方箋医薬品
（麻薬・向精神薬等を除く）を調剤するこ
とが可能となった 139)。 
電子処方箋を運用するために必要なソフ

トウェアは処方者側、薬局側ともにオース
トラリア全土で利用可能になりつつある。
電子処方箋が利用可能となった 2020 年 5
月以降、2023 年 8月時点で 1億 6,000 万
枚以上の電子処方箋が、6万 6,000 人以上
の処方者（GPやナースプラクティショナ
ー）によって発行されている。政府は、電
子処方箋普及のため、4年間で 1億 1,180
万ドル（および継続的に 2,420 万ドル）の
資金を提供することを発表している。 
電子処方箋の普及に向けた患者への啓発

活動としては、オーストラリアデジタルヘ
ルス庁（Australian Digital Health 
Agency）のウェブサイト内に以下に示す内
容に関するオンライン学習モジュールが用
意されている 140)。 
さらに医療従事者に対しても、薬局 141)

と処方者 142)が電子処方箋の運用方法につ
いて学ぶことを奨励し、オーストラリアデ
ジタルヘルス庁（Australian Digital 
Health Agency）のウェブサイト内に無料
の Continuing professional 
development(CPD)認定オンライントレーニ
ングとして、オンライン学習モジュールが
用意されている。さらにこれらには、一般
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医（ＧＰ）および薬局向けの電子処方箋の
導入プロセスについて説明した専用ウェブ
サイトを公開している 141) 142)。 

オーストラリア政府では、PBS 医薬品の
電子処方を合法化するために国民保健（医
薬品給付）規則 2017（the National 
Health (Pharmaceutical Benefits) 
Regulations 2017）143)の変更を皮切りに
関連の法令を改正している。さらに各州
は、それぞれの管轄区域で電子処方を可能
にするための法的枠組みの変更を行ってい
る 144)。なお、ソフトウェアベンダーが電
子処方に参入するためには、Australian 
Digital Health Agency（ADHA）が開発し
た Electronic Prescribing Conformance 
Profile の要件を満たす必要がある。ADHA
は、ベンダー向けに電子処方適合プロセス
に関する情報を公表している 145)。  

電子処方箋の導入から 12ヵ月後に実施
したニューサウスウェールズ（NSW）州の
GP および薬剤師へのインタビューでは、
電子処方箋の導入効果として以下の 3点が
述べられている 146)。 

- 効率的な処方と調剤 
- 患者の服薬アドヒアランスの向上 
- 安全性とセキュリティの強化 

一方、その中では以下の課題についても示
されている。 

- 安全性やセキュリティ上の問題 
- 継続的コスト 
- 仕事量の増加  
- 変化に対する利用者の問題 
- トークンの有効性 

電子処方箋の運用は、医師から患者の携
帯電話の SMS またはメールアドレスに処方
情報が記載された「トークン」へのリンク
が含まれたメールを送る。トークン自体は
処方箋ではなく、ロックされている電子処
方箋へのアクセスを解除するための鍵であ
る。患者はこのトークンを薬局に提示する
ことで、調剤を受けることができる。この
トークンは処方された薬ごとに発行され、
患者は、診察が終わる前に、全てのトーク
ンが届いていることを確認する必要がある。
また、処方者は患者の同意を得て、患者が
希望する薬局にトークンを直接ファックス
／電子メールで送ることや、アクティブス
クリプトリスト（ASL）にトークンを送信
することも可能である（図 27）。 

薬局側は患者から提示されたトークンを
スキャンすることで、電子処方箋にアクセ
スすることが可能となる。1 つのトークン
を使って複数回調剤される不正利用を防止
するため、トークンを利用した電子処方箋
のダウンロードは一度しかできない。患者
はトークンを薬局に転送することで来局せ
ずに医薬品を自宅で受け取ることも可能で

ある。トークン紛失・削除してしまった場
合は、送信元（処方者または薬局）に再送
信を依頼する必要がある。処方箋がリフィ
ル処方箋で、リフィルの回数が残っている
場合は、調剤後に薬局から新しいトークン
が SMS または Eメールで送信される。 
患者が ASL に登録している場合、患者は

自身が ASL に登録していることを薬局側へ
伝え、薬局がアクセスすることについて薬
局から患者へ送られる email または SMS に
同意することで、電子処方箋のトークンを
薬局へ提示することなく調剤を受けること
ができる。なお、大手薬局グループは、独
自のモバイルアプリを開発し、そのアプリ
内で電子処方箋を管理してその利便性を患
者に訴求している。 
 ASL はトークン管理システムで、患者の
処方箋のリストを保管している。ASL は、
処方者および薬剤師が患者の ASL にアクセ
スするたびに、現在有効なバーコード付き
の紙処方箋および電子処方箋のすべてを表
示する機能を備えている。患者は、どの処
方箋を自分の ASL に送信するか、またどの
処方者や薬局が自分の ASL を閲覧できるか

図 27：電子処方箋にアクセスするた
めに必要となるトークン 147) 
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を決めることができる。2023 年 9月時点で、
オーストラリア全土の 85％の薬局が ASL に
アクセス可能となっている。なお、オース
トラリアの病院において、電子処方箋を送
受信することは皆無である。 

 
 

（１２）韓国 
 韓国（大韓民国）の医療体制は、2010年
の調査によれば、医療施設は 1 次医療機関、
2 次医療機関、3 次医療機関に分かれて整
備されている。 1 次医療機関には、診療所
が 27,469 か所、病院が 1,315、保険機関が
3,469 か所設置されている。 2次医療機関
では、総合病院が 274 か所であり、3 次医
療機関としては専門療養機関が 44 か所で
ある。 また、漢方病院が168か所、漢方診
療所が 12,061 か所、歯科病院が 191、歯科
診療所が 14,681 か所あり、これらの数字
からも日本と類似の傾向が見られる。 

2021 年現在の電子処方箋の普及率は国の
統計で 0.8%である。 これは、電子処方箋
に関する法制度がまだ検討段階にあること
が原因と思われる。 しかし、国民には個
別の患者識別 ID が割り当てられ、医薬品
識別には国際標準である ATC コードが採用
されているなど、国際基準に対応している
面もある。 

一方で、民間企業による電子処方箋サー
ビスは稼働しており、電子処方箋の導入が
少しずつ進んでいるともみられるが、契約
した病院および薬局のみでの運用である。 
いわば日本における処方箋画像の送信サー
ビスと同様のものであり、処方箋制度の改
革とはいえない。 大きな病院には情報を
薬局に送信するキオスク端末が設置されて
いる。 これは日本で言う薬局へのFAX送信
に相当するが、紙を使わない点で電子化が
進んでいる。 しかしながら、統一された
電子処方箋の運用には至っていないのが現
状である。 

しかし、処方箋の様式としては、1 薬品
1 レコードから構成され、医薬品のマスタ
は ATC 分類で構成されていることがわかっ
た。 また、医薬品の処方理由の記載は、
制度として定められており、疾病分類記号
を記載することになっているが、患者の要
求で不記載とすることもある。 
 なお、韓国では2002年3月に医療法を改
正し、電子処方箋の発行が可能な法制度と
している 148）。しかし、前述の通り民間で
のサービスであり、全国的な展開が進んで
いない。そのため相互作用等の一元的な確
認ができずリスクがあると指摘され、国家
主導でのシステム構築も求められている。 
特に韓国薬剤師会では他国の調査を実施し
ており調査の結果、政府主導の公的電子処

方箋伝達システムを導入するにあたり、健
康保険審査評価院の DUR(Drug Utilization 
Review)サービスを利用する案を提案して
いる 149）。さらに 2023 年 7 月には韓国薬剤
師コミュニケーションとコミュニティケア
学会にて「国民安心処方伝達体制導入のた
めの国会政策討論会」が開催され、今後の
韓国国内での電子処方箋の展開についての
議論が行われた 150）。 
 
 
（１３）台湾 
 台湾（中華民国）の医療施設の数は
2022 年現在で、医院が 480 施設、公立病
院が 82、非公立病院が 398 となってい
る。 診療所は 23,098 施設あり、その中で
公立のものは 421、非公立は 22,677 であ
る。 医療施設は病院・診療所の区別だけ
でなく、西洋医学と伝統中医、歯科の区分
もあり、西洋病院 475（内、総合病院 
152）、西洋診療所 11,998、歯科病院 1、歯
科診療所 6,969、中病院 4、中診療所
4,131 から構成されている。 
日本と異なる点として、診療所と薬局が
同一医療法人による経営が認められている
点が挙げられる。 
医療制度についての 4つの特徴は以下の通
りである。 
1.医療保険制度の改革に早くから取り組
み、国家の意思で医療保険制度を一つに
統合した。 
1995 年に国民皆保険が導入され、

2004 年末には国民の 99%がこの保険に加
入している。この制度は自己負担額が少
なく、毎日平均の外来数が 100 万人に達
している。 
2.単一支払者制度（single-payer）を導
入しており、単一保険者が医療保険を一
元管理している。 
これは医療の電子化を効率的に進める

基盤となっている。 
3.政府が医療機関への IT化を強力に推
進している。 
IT 投資の大半を政府が負担し、医療

機関へのインセンティブを提供してい
る。 IT 化施策は 3つの柱からなり、そ
れぞれは次のとおりである。 まず、「E-
Hospital (Electronic)」では、病院に
おけるコンピュータ技術の活用を推進し
ている。 次に、「M-Hospital 
(Mobile)」では、病院内での携帯読取端
末の積極的利用を促進している。 最後
に、「U-Hospital (Ubiquitous)」では、
いつでも、誰でも、どこからでも医療を
受けられる体制を目指す。これには緊急
医療や患者の高齢化対策も含まれてい
る。 
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4.2001 年に導入された全民健康保険
（National Health Insurance）は、「自
然人憑證」という身分証の番号と、運転
免許証の番号とその体系が統一されてい
る。 

また、2013 年 7 月には医療従事者向けに
NHI MediCloud System を構築し、日々の
業務で確認している医療従事者が 89.1%に
達している 151)。これは診察や入院、手術
等の記録、投薬履歴、検査結果等が確認で
きるものである。 

台湾でも電子処方箋への取り組みは行わ
れているものの、医薬分業が進んでいない
点、既に処方情報が政府の運営するクラウ
ドシステムで集約されている点などから普
及は進んでいない 152)。 

 
 

３．ヒアリング調査 
 ヒアリング調査では、スウェーデン在住
の元京都市立病院薬剤部 大橋正和氏から
患者側から見た電子処方箋の状況および
ISO TC215WG6 17523のプロジェクトリーダ
ーで、オランダNictiz のMichael Tan氏よ
り電子処方箋の世界標準に対する課題を聴
取した。 
 
スウェーデンの状況：大橋正和 氏 
 スウェーデンでは、個人向けの医療関連
情報を提供するＷｅｂサイトが開設されて
いる。ヒアリング調査でもこの内容を中心
に情報収集した。大橋氏からは、普段利用
するサイトとしては各地域の「１１７７」
のＷｅｂサイトを利用するとのことで、個
人ＩＤによるログイン後の画面では、かか
りつけ医の情報のほか、かかりつけ医の予
約やその確認、ワクチンの接種予約や証明
書の発行に加え処方された医薬品の情報も
閲覧できる（図２８）。さらに、医薬品の
情報では、医薬品の年間支払額も確認可能
である（図２９）。スウェーデンでは年間
の医薬品支払額に応じて支払い負担額が変
わるため、このWebサイトで負担額を確認
するとのことであった。スウェーデンでは
多くのものが電子化されており、クレジッ
トカードによる決済や電子上での個人認証
の仕組みも使いこなしているようである。
その中で処方箋はほとんど電子化されてお
り、通常生活しているうえでは紙の処方箋
は見かけることはない様子であった。なお、
医師はスマートフォンからでも処方箋を発
行することができるようであり、国土が広
い背景もありオンライン診療が進んでいる
ようであった。その詳細を以下に示す。 
 スウェーデンでは、人口が少ないためオ
ンライン化が全ての分野で推し進められて
いる。特に医療の電子化だけでなく、電子

投票なども実施、お金を持ち歩く必要が無
く（大橋先生自身、半年以上現金を出して
ない）現金お断りの店舗もある。さらに、
個人番号やＩＤカードが普及している。 
 医療関連では薬局は以前、国営であった
が現在は民間として運営されており、医療
を担当する行政機関は日本でいう県に該当
するところに一任されている。このため全
国の統一化を容易にしていると感じている
とあった。さらに患者側もオンラインでデ
ータの確認やリフィルで薬を受け取ること
ができるなど、医療情報の電子化のメリッ
トを感じられると語られた。スウェーデン
での電子処方箋については、eヘルスエー
ジェンシー (ehalsomyndigheten.se<http:
//ehalsomyndigheten.se>)が中心に進めら
れており、2022年の5月から、電子処方箋
の発行が原則とされている。 
スウェーデンの医療について 
 病院は基本的に自治体が運営しており、
同じ地域の病院は共通の電子カルテを利用
し、ネットワークで接続されているため情
報は共有されている様子とのことである。
ただし、県（地域）が異なると情報共有は
できない。医療制度は原則として県（地
域：スウェーデン国内に20の地域）単位で
実施され、大学病院も県立である。 
フォーミュラリー等の冊子が地域で配布さ
れそれに基づき治療しており、病院や医師
独自の治療法などはあまりないかもしれな
いとのことである。処方を発行した後は薬
局に任され、基本的に薬局が一番安いジェ
ネリック選ぶよう法律で決められている。
なお、医薬品の承認はEUの承認に基づく様
子であり、医療費に関してはかなり厳しく
管理されており、安いブランドを選択しな
い場合は患者負担となる。 
 社会保障は、高福祉国家として教育費は
給食含め大学まで無料、社会人教育も外国
人を含め無料であり、児童手当も外国人に
も支給される。人材の流動性が高くこれら
社会人教育により人材の有効活用が進めら
れている。医療へのアクセスとして、一年
以上在住すると個人番号が全員取得可能で
あり個人番号の取得時点でかかりつけ医
（GP）が自動的に決められる。医療を受け
る際はまずかかりつけ医に連絡する必要が
ある。したがって病院にかかるまでが大変
であり、ぜんそくに関する病院診察は１か
月後、骨折の診察は１か月後などのようで
ある。なお、かかりつけ医を変えることは
可能で、プライベートクリニックもあるが
少数である。日本と比較し、選択する余地
はない一方で競争もない様子とのことであ
った。ただし、これらの社会保障は１年未
満の滞在者は給付対象外のため短期滞在者
は負担が大きいとあった。また、国内では
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難民への給付増大が課題となっているとの
ことである。 
国民IDについて 
 前述の通り、個人番号やIDカード、電子
認証に仕組みが普及しており、IDカードを
持ち歩くのは日常の風景であり、「日本で
は全ての国民に配布されていない」「各情
報が繋がってない」などをスウェーデン人
に話すと、「どうやって生活しているん
だ？」と聞かれるほどである。役所関連、
銀行、ポイントカードとしてもIDカードを
使用し、IDカードを見せた段階で情報開示

の認証としている。役所で住所変更を行う
と銀行の登録住所も変更されるなど便利で
ある。電話でも個人番号を伝えることで
種々の手続きは可能だが、手間がかかるた
め多くの国民はIDカードを持参し日常生活
を送っているとのことであった。 
国民向けの医療サイトについて 
 スウェーデンでは、Webサイト1177.com
にて国民への医療情報が提供されており、
電子処方箋だけでなく、医療関連の情報の
ほか医療費の確認や診察予約も可能となっ
ている。さらに同様に内容は、eヘルスエ

図 29：医薬品支払の状況の確認画面（大橋氏より提供） 

図 28：スウェーデン地方政府の医療ポータルサイト（大橋氏より提供） 
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ージェンシーにもある。なお、1177.comは
各県により運営されているため、居住地域
の医療扶助など適切な情報が入手できる。
これら個人サイトへのログインは、IDカー
ドとともに電子ID（バンクIDなど）により
個人認証を実施する。この個人認証は、ス
マートフォンなどを利用した２段階認証
（画面のQRコード表示→スマホ読み込み→
顔認証→ログイン可能）であり強固なセキ
ュリティを確保している。 
電子処方箋について 
 スウェーデンでは電子処方箋の発行が原
則である。処方箋は、90日分まで処方を発
行できその有効期限が１年間有効である。
調剤は箱渡し調剤で、処方日数に対し多少
余る程度に払い出す（1日2錠で49日日分で
あれば100錠の箱１箱を払い出す）。医薬
品の服用方法は、薬の箱に使い方を示した
シールを貼付し払い出している。なお、こ
の処方箋の内容は、Webサイト1177.comな
どでも内容を確認可能である。電子処方箋
のシステムはWebでも利用でき、医師はス
マートフォンからも処方箋を発行できるよ
うである。さらに、EUで決めたEES（処方
チェックシステム）を利用し処方箋のチェ
ックを行っている。このチェック内容につ
いては、国内で統一データのためチェック
内容に疑問はない。処方画面では、薬剤を
選択後、用法を選択（クリック）するが使
用のタイミングのみ（１日２回など）であ
り、食後等の細かな指定はない。 
リフィル処方として２パターンあり、以下
の手順となっている。 
１：処方箋の有効回数を決めて発行する 
・処方箋発行時に何回受け取れるか決めて
発行する 
（期間中３回受け取れる処方箋を発行→薬
局で１回目調剤を受ける→必要であれば２
回目以降も薬局で調剤を受ける） 
２：患者側からリフィルの申請を行い、処
方箋を再活性化する 
・処方箋の再活性化をオンラインで申請 
（一度発行された処方で体調の変化が無け
れば、既出の処方箋から更新依頼を出す→
問題が無ければ医師がオンラインで処方箋
を再活性化し処方箋を有効化する） 
・医者が診察を必要と認めれば医師から予
約を促す 
・処方箋が再活性化されるとメールが入り、
薬局で調剤を受ける 
・必要な薬のみリフィル申請が可能 
なお、医療用の医薬品費は国民一人当たり
限度額が決まっており、限度額（2,850ス
ウェーデンクローネ）以上の負担はない。
なお、最近、全国共通の仕組みで患者の処
方薬にアクセス可能なシステムを動かし始
めた様子であり、以前から日本のお薬手帳

に類したものはあるが、今後このような仕
組みが整えば不要になるかもしれない。一
方、これら電子処方箋など薬の情報は、本
人の同意がないと閲覧できない。 
スウェーデンの薬剤師業務 
 2009年まで国立薬局として運営されてき
た。現在は前述の民間運営であるが大きな
グループで構成されている。薬を渡すこと
が薬剤師の仕事であり、患者１人あたり５
分程度の対応で処方チェックの権限（処方
を止める権利）もないが医療事故の責任も
ない様子である。また、薬剤師のほか、レ
セプトニストの職種もあり（３年間の薬学
教育で薬局に就職）、人が少ないのでシス
テムや機器を有効活用している。なお、薬
局システム（電子処方箋を閲覧するシステ
ム）は民間企業が開発しており、国内に３
社程度あるとのことであった。 
一方、病院では薬剤師はほとんど働いて

いない（雇っていない）ようで、数年前か
ら病院でも薬剤師を雇用しだしたところで
ある。病院では処方間違いが多く、患者の
50%ぐらいで発生しているとの状況もあり、
今後は病院に薬剤師が勤務し、処方間違い
の確認、薬品の管理など実施、薬品のロス、
間違いを防止などに期待されているようで
ある。自己責任の国民性があり、処方に関
しても責任は医師と患者に責任があるとし
て、医療訴訟は多くないようである。 
自分で行うことを前提とするが、特に必要
な場合は1日3回点眼に看護師が訪問するな
ど個々の状況に応じた配慮がなされている
ようである。 
スウェーデンはEU加盟国のため、EU全体

で医療のシステム化を進めているようで、
EU内では自国以外のEU加盟国国民の医療費
は母国の保険制度で対応することとなって
いるが、国境を越えた処方箋の発行もある。
スウェーデンの医薬品が安いため国外から
の患者も多いが、処方情報を確認できない
ため薬局側は不安のようである。ヨーロッ
パ諸国では、個人情報に対する考え方が厳
重であり、同意なしでの個人情報の閲覧は
年収程度の罰金が科せられ、その都度同意
が求められる一方で、住所、電話番号、年
収帯は公開個人情報として扱われていると
のことである。 
さらに、社会の情報システムへの依存が高
いが、システム障害には、業務を停止し当
日の対応はあきらめるなど（診察予約を取
り直すなど）国民全体が許容しているとの
ことであった。 
 
オランダの状況：Nictiz  Michael Tan氏 
オランダでは、処方情報を電子化する背

景として、医療費の増大がある。厳しい条
件での予想では、2040年時点で2010年に比



36 

 

べ医療費が２倍以上に、非常に小さく見積
もった場合でも約20～25%増加すると予想
されている。現在のオランダの人口は 1,7
00 万人、年間医療費は970億ユーロである。
国民の医療費は毎年増加し、2019年の時点
で一人当たりの平均医療費は約5,600ユー
ロ（収入の20%から25%）となっており、こ
のまま何もしなければ2040年には収入の約
50%が医療費に費やす必要が出てくる。こ
れらの主な理由の1つは高齢化であり、毎
年約 4% 高齢者が増加している状況である。
オランダでは、この医療費の高騰への対策
として（図３０）、 
・税金と保険料の引き上げ 
・提供する医療のダウンサイジング 
・個人の関与の拡大 
・医療の制限 
・需要の減少 
・効率化 
などを行っている。 

オランダの医療制度を適切なケアレベル
にチューニングするため、スクリーニン
グ・プログラム（青少年健全育成プログラ
ム）、プライマリケア、一般開業医（家庭
医）、助産師、看護師、地域薬局、地域の
総合病院における専門医、大学病院の専門
医、患者・家族などが協力し進めている。
オランダでは、一次医療を一般開業医や薬
局が、二次医療として病院が担っている。
例えばインフルエンザだけの場合は、プラ
イマリケアや家庭医を受診しており病院よ
りもはるかに安いコストで医療の提供が可
能となっている。 

これらの医療を支えるため、効率的なコ
ミュニケーションが必要であり、情報の再
利用と共有や指導とその内容の周知、アラ
ートの活用、ビッグデータの活用、継続的
なケア記録としてのPHRの利用などを実施
している。特に処方箋と物流上のニーズと
して、患者は家庭医や病院、総合病院など
からの処方箋を地域の薬局に持ち込み、薬
局で薬品を受け取るため、医師は患者が何
を抱えているか知りたいと思うケースがあ
る。地域の薬局は患者の情報を入手してい

るが、患者の情報は病院の薬局や複数の薬
局に分散している場合もある。これら情報
の共有を実現するのが電子処方箋であると
語られた。 
薬剤業務の展開 
オランダでは、薬局発展の歴史・薬剤師

業務の展開として、 
1.財務管理：支払の精算 
2.物流ニーズ：在庫の（再）供給 
3.処方箋の発注と確認 
4.患者さんの服用薬リスト 
5.薬の安全性チェックとアラート 
 a.用法・用量の妥当性確認 
 b.薬の重複使用 
 c.効能・効果違いの確認 
 d.検査結果による安全性チェック（例：
腎機能の確認） 
等が実施されてきた。 
財務の側面として、薬局では保険への支払
い請求などを行う必要がありそのため患者
の保険者に連絡する必要がある。 
供給の側面として、在庫管理や発注および
周辺の薬局での在庫状況を確認する必要が
ある。 
患者の服用薬リストとして、家庭医は患

者が何の薬を受け取ったのかを知る必要が
あり、この点でオーストリア、スイスには
（国家プログラムとして）地域内での患者
の投薬リストの情報交換が行われている。
オランダも国家プロジェクトとして患者の
服用薬リストの構築に取り組んでいる。 
投薬の安全性としては、コンピュータを使
うことで投与量の検証、服用している薬の
有無、相互作用する薬の重複服用リストの
確認、併用禁忌の警告が可能である。 
オランダはメディケーションオーバービ
ューを開発中であり、ステージ 4（患者薬
剤リスト）と5（検査結果のチェック）の
状況で一部地域ではレベル５が組み込まれ
ているところもあるが検査結果の連携は困
難であるとあった。 
 特に、医薬品においては、薬の安全性確
保のため、第二世代医薬品安全性情報規格
（医薬品の安全性に関する情報基準：MP9）
153）を設定し管理している。この医薬品に

図３０：高齢化対策 

図３１：投薬の安全確保 
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関する流れは患者の薬物治療に関する情報
と医薬品の物としての物流情報と２つの異
なった流れがある（図３１）。 

例えば、処方箋に関する治療と物流情報
として、治療の観点からは「A薬品を１日
２回で２週間服用してください（患者に対
する情報）」と処方箋が発行され、慢性疾
患（高血圧や糖尿病など）の場合、その治
療は継続的に行われる。一方で、薬局では
「30錠入りの箱を渡す」ように物として医
薬品を流通させる。オランダでは、継続し
て服用するお薬は最長3ヶ月まで薬局で渡
すことができ、治療のために継続して処方
は続けるが、１回の供給は3か月までとな
っている。 これは、薬の無駄遣いや過剰
摂取のリスクを回避するためと解釈できる。
なお、フランスやオランダでは後発医薬品
への変更は薬剤師の権限で可能（医師はど
れが安くて在庫があるのかはわからない）
となっている。 
オランダでの医療情報連携 
 オランダでは、 2014 年から国家インフ
ラストラクチャを導入し LSP (スイッチポ
イント：ナショナル・スイッチング・ポイ
ント) を備えた HL7 v3 メッセージを使用
している。 LSP は VZVZ（医療の標準シス
テムを構築する機関） によって管理され、
保険会社によって資金提供されている。 
現在、第 2 世代の HL7v3 メッセージを実
装し、この規格は MP9 と呼ばれている。 

このようにオランダでは、医療の情報を
一元化して集約するのではなく、各医療機
関に標準的に保管されている情報を、LSP
の仕組みにより情報を交換しりかつようし
ている。その根幹をなすのが相互運用性の
確保（５つのレイヤー）である。５つのレ
イヤーとは、 
１.ポリシー： 
２.コラボレーション：ケアプロセス（プ
ロトコル） 
３.構造・セマンティクス：情報（その情
報が何を示すかに同意する必要がある
（例：患者の識別、薬品の認識）） 
４.アプリケーション：ソフトウェア層
（上記層を処理するために必要なソフトウ
ェア） 
５.インターフェイス：ユーザーインター
フェイス、データベースや情報へのインタ
ーフェイス 
であり、これらがそれぞれの医療機関で用
いる情報システムでこれらが確保されてい
ないと円滑な情報交換が実施できない。そ
のため、法律（国家の取り決め）やセキュ
リティを基本として、相互運用性を確保す
るため各レベルの対策を講じる必要がある。 
 前述のとおり、オランダでは分散型医療
情報モデルを採用している。これは標準的

なコンポーネントを交換する複数のシステ
ムで、これらのコンポーネントは、ZIB154）

と呼ばれる臨床情報モデルである。オラン
ダのNHSにおける分散型医療情報モデルで
は、デンマークのような中央集権的なシス
テムはなく、家庭医には専用のコンピュー
タがあり各医療機関等からそれぞれのコン
ピュータを閲覧する分散システムとなって
いる。この臨床情報をオランダ語で「zip」
と呼んでいる。このような分散システムは
各システムが一種の島のようになるのが課
題であり、そのためにも相互運用性を実現
するため標準が必要になる。 
オランダではこのような運用を実現する

ため、国の法律や保健省の政令が定められ、
医療機関はこれらに従い標準を使用する必
要がある。また、導入するシステムも認定
される必要があり、ISO 認証のようなもの
を国レベルで実施する予定である。これに
関連した法律が、ちょうど約1カ月前（202
3年6月のヒアリング時点）に政府で決定さ
れた。この法律は効果を期待するが、法律
の施行は3年後（2026年秋）であり、シス
テムの認証は非常に複雑なので実際の運用
までには時間がかかると思う。 
なお、これらのシステム実装のためには、 

-すべての相互運用性レベルでの対策： 
-法律による規制(Wegiz): 医療電子データ
交換法 (Wegiz)  
-専門的なプロトコルとガイドライン 
-製品辞書（IDMPベース）および患者IDを
含む共通データモデル。 
-情報標準 
-HL7 FHIRに基づくMP9 
-国家インフラ 
等、IT システムとともにアプリケーショ
ン、ガイドラインやプロトコルが必要にな
る。オランダ国民はアメリカと同じように、
社会保障番号はないが医療用のIDを持って
いる。さらに医薬品の製品情報は、医薬品
の国際識別 IDMP「Identification of Med
ical Products」 にリンクしている。 
その他、医療情報の標準化にも努め、HL7
の実装にも20年前の最初のバージョンから
取り組み、現在HL7 FHIR155）への準拠を
進めている。国家インフラとしては、最低
レベルの連携として支払いのインフラがあ
る。さらにオランダでは「スイッチポイン
ト」と呼ばれる情報を交換するための承認
などのいくつかのサービスを備えた中心的
な機能もある。この「スイッチポイント」
利用上で重要になるのは情報のインデック
スとレジストリになる。さらに病院や医師
などの識別と認証も重要で、これらを実装
するにはインフラも必要になる。 
オランダの電子処方箋の利活用 
 10年前からガイドラインがあり原則電子
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処方箋となっている。特に紙の処方箋では、
医師が何を書いたか認識できない場合があ
るため、内容の確認や読むのが困難である。
さらにコンピュータでは、患者による薬剤
の安全性の検証にも役立つ。昔はコンピュ
ータを使ってファックスで印刷し、そのフ
ァックスを薬局に送っていた。しかし、現
在FAXの使用は許可されない。唯一の例外
は、医師が外出中でコンピュータを持って
おらず、紙の処方箋を書くことができ、病
院に行って薬局に行くことができる場合の
みである。すべての処方者とすべての薬局
は、保険会社からの支払いのためにコンピ
ュータを必要とするので薬局内にコンピュ
ータを持っている。さらに支払いはすべて
電子請求なので、薬局も紙の処方箋を取り
扱いたくないのである。 
処方箋の用法の標準化 
 処方箋は、HL7標準を使用して表現して
おり、毎週の投与スケジュールも自動化で
きる。用法としては、最初の週は 1 日 3 
回、2 週目は 1 日 4 回、3 週目は 1 日 
5 回、用量を増やす場合、最初の週は5時
からで、 2週目は4時からなどでこの規格
で可能なことはこれだけである。したがっ
て、食事との関係や細かな指示は表現され
ていないようである。 
医薬品関連のマスタ 
 オランダの医薬品コードシステムについ
て、オランダにはNational Drug Code Sys
temがある。このシステムは特にコミュニ
ティで使用され最初は、物流と価格を示す
ものであった。オランダでも薬の値段は決
まっており、薬局 A で購入しても薬局 B 
で購入しても同じ医薬品の価格は常に同じ
である。これら医薬品ごとに1つの標準価

格とそれに基づくコードがある。この医薬
品のコードは、G-Standard 156）と呼ばれて
いる。もちろん標準コード維持するために
は費用が必要なため、その対価を支払う必
要（薬剤リストの利用にはライセンスが必
要）である。国内で取り扱う医薬品関連の
商品、約１０万点の内99%がG-Standard に
登録されている。G-Standard は定期的
（通常月に１回）に更新されダウンロード
するたびに医薬品コードを更新することに
なる。これらはZ-Indexという会社が管理
し、オランダ王立薬局協会なども協力して
いる。Z-Index はヘルスケア製品に関する
情報を収集し、オランダの医療関係者間の
情報交換を容易にするデータベースである
 G-Standard をメンテナンスし、このマス
タは薬局や病院だけでなく家庭医も 使用
している（図３２）。 
 G-Standard における Z-Index の具体的
な役割としては、Z-Index は仲介者として
機能し、G-Standard 内のすべての情報を
最新の状態に保ち、ソフトウェアを介して
エンドユーザーが情報にアクセスできるよ
うにするため、メーカー、卸売業者、科学
機関、登録当局、政府と連絡を取り合って
いる。これらの関係者は、G-Standard の
データのプロバイダーになることも、この
データのユーザーになることもできる。特
に、G-Standard の薬物療法に関する情報
は、 KNMP の医薬品情報センターによって
提供されている。医療機関はマスタを使用
する際に使用料金を支払う（施設規模の違
いにより価格は異なり、大きい施設の使用
金額は高く、家庭医などは安い。また一部
のみ使用する場合は、より少ない料金とな
る）。 

G-Standard  
G-Standard には、認可された医薬品に関する情報が含まれています。未認可医薬品（原

料や配合製剤など）ビタミンやその他の栄養補助食品、医療機器などG-Standardには約10
万点以上のケア用品が登録されています。各ケア製品には、医薬品の安全性監視に関す
る情報をはじめ価格、物流、さまざまな医療保険会社の償還方針などの情報が追加されま
す。 

医療関係者は、この情報を次のようなさまざまな目的に使用します。 
・医師は利用可能な医薬品を検索し、患者に正しい投与量を処方します。 
・薬剤師は患者の現在の薬が新しい薬と適合するかどうかを確認し (ファーマコビジランス)、
健康保険が払い戻されるかどうかを確認します。G-Standard により、請求書を医療保険会
社に直接送信できるようになります。 

・薬剤師、卸売業者、製造業者は、発注と在庫管理に G-Standard を使用します。 

 

※オランダの医薬品データベース G-Standard（https://www.z-index.nl/english）より 抜粋
し引用 著者訳 

図３２：オランダの医薬品データベース G-Standard 
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さらにEUにはEMA（European Medicines 
Agency：欧州医薬品庁）157）があり、その
下に医薬品評価委員会 ( CBG–MEB )がある。
オランダのEMAは、オランダで許可されて
いるすべての医薬品を管理する組織であり、
その下に薬剤師協会がある。したがって、
先ずはその国で医薬品の許可が必要で、医
薬品評価委員会 ( CBG–MEB )によって決定
されたのち、製薬業界が設定されたインデ
ックスを使用してコートを要求し価格につ
いて交渉する情報を入力する。  
医療情報の相互運用性 
 薬局と病院間の相互運用性として、オラ
ンダでは薬局向けにさまざまなソリューシ
ョンがある。過去にはもっとたくさんのベ
ンダーがあったが、今は 4 ～ 5 社くらい
存在する。オランダでは、保健センターが
ありそこに家庭医と薬局が1つの建物に一
緒入り情報システムを利用している。した
がって、その医療モール内でデータベース
を共有しているのではと想像している。な
お薬局には、独立した薬局とグループ薬局
があり、グループ薬局は各グループで独自
のシステムを持っている。通常、ソフトウ
ェア システムはクラウド内にあるため、
そのクラウドシステムとしてログイン、デ
ータ管理、バックアップなどが行われてい
る。また、医師は医療記録システムを持っ
ており、薬剤師にも薬剤師の医療記録シス
テムがあり、それらが組み合わされている
場合もある。 
Nictizでは医療のための国家インフラを

整備し、皆さんがそのネットワークを通じ
て処方箋を送信できるようにしている。そ
れはインターネット上の閉じたネットワー
クである。この仕組みは2014年から運用し
ており、実際にはデータはローカルに保存
されている。必要な情報をもとに、情報の
交換をスイッチポイントで行っている。ス
イッチングポイントでは、権限を識別して
提供することで情報セキュリティを担保し
ている。すなわち情報交換とログブックの
管理機能であり、毎回患者ごとに情報を交
換するようになっている。例えば、私の電
子メールを見ると、家庭医からの 33 件の
閲覧情報があり、薬局でも私の情報を調べ
ており、私の医薬品登録簿にデータを送信
していることがわかる。もちろん、相互に
データをコピーすることもできるが、患者
が病院に対し自分の情報が欲しいと言った
場合、病院は独自に作成した情報のみを送
信する必要がある。重要なのは、元のデー
タが病院であることである。  
 情報の相互運用性として重要なのは技術
標準だけではなく、意味論やメッセージの
内容である。一般的にはプライマリ ケア
の国際コード セットの略であるICPC が使

用され、病院ではICD 10 または SNOMED の
が使用されている。 SNOMEDのコードセッ
トはオランダ政府によって支払われている
ので、オランダではSNOMEDを使用すること
ができる。コードセットを作成するには資
金が必要です。これらも考えたうえでコー
ドやマスタを作成、維持、管理する必要が
ある。 さらに、オランダでは保健省から
も資金提供されており、その資金で運営し
ている組織としてNictizもその一つになる。
また、インフラについては保険で支払われ
ており、これは請求業務を行うインフラで
もあるため保険者の利益にもなる。 
医療プログラムの確立時の課題 
 医薬品に関する国家的プログラムを立ち
上げる場合、課題となるのが処方者と薬剤
師をどのように認識するかである。大規模
な国家プログラムでは、この医療従事者の
資格認証の国家基盤が必要になる。もちろ
ん、医療では高いセキュリティレベルが必
要で二要素認証なども必要で、特に、家庭
医では問題にならないが、病院の場合では
1,000人もしくは大きな病院では1万人の従
業員がいるので、全員の身元を確認するの
は非常にコストがかかる。そこで各プロセ
スで、誰がどのアクターで、どのような人
が関わっていて、どのような権限を持って
いて、それらの作業を行うのかをそれぞれ
の身元を確認して実施することが重要にな
る。オランダにはセキュリティを担当する
組織がありそれらとの連携も必要で、閲覧
ログ等を確認しどの薬局が私の情報を閲覧
したか確認できる仕組みの構築が重要とな
る。 
医療における個人の健康記録の基準の設定 
 オランダではPHR のために特別なプログ
ラムを用意している。PHR には2種類あり、
１つは病院に属する患者ポータルになる。
 これは病院や家庭医が患者のために準備
するもので、病院には病院に関する情報、
家庭医には家庭医に関する情報を閲覧する
ための患者ポータルが置かれている。しか
し問題は、患者が毎回異なるポータルにロ
グイン（病院ごとに異なるポータルにログ
イン）しなければならないことである。 
 一方、政府が望んでいるのは、患者に属
する患者ポータルであり本来の患者 PHR 
である。ただこの課題は、病院が独自の E
HR に関する情報を持ち家庭医には独自のE
HR があることである。アメリカにはブル
ーボタンと呼ばれるプログラムがあり、PH
Rに医療データをダウンロードできるよう
になっている。オランダでもそれをやろう
としたがとても抵抗がある。 特に、病院
や家庭医から患者PHRシステムにどうやっ
て情報を取得するか、病院等のシステムは
 患者PHR と通信する必要があり、そこで
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も標準化が必要になる。オランダでもFHIR
を使って通信を PHR にダウンロードする
よう進めているが、多くの病院はまだFHIR
で情報を提供できていない。  
ヨーロッパの電子処方箋プログラム 

ヨーロッパではE‐Health Network を通
じて処方箋を送信する仕組みの導入を進め
ている。もちろん、処方箋や医療制度自体
が国ごとに異なるため状況はより複雑にな
る。基本的な仕組みとしては、各国の連絡
窓口を通して情報を連携するもので、この
際、各情報を各国の言語に翻訳する必要も
ある。  

なお、ヨーロッパでも国により医療情報
の管理方法が異なっており、デンマークや
スウェーデンでは、中央集権が進められ、
1台の中央コンピュータで情報を管理され
ている。そのため医薬品に関する情報も国
立の薬局以外の薬局も含め、1つの中央デ
ータベースを持つ1つの大きな仮想薬局と
して、いつでも中央データベースを参照し
て、患者の保険支払いを確認できるように
なる。一方、オランダは自由市場であり、
一元化されていない。さらに、ドイツでは
薬局は販売店の１つとしてとらえられてい
るが、オランダでは薬局はケアの提供者と
して重要な役割を担っていることは大きな
違いである。いずれにしても重要なのは、
各国の「インフラストラクチャ」として薬
局がどう位置付けられているのか、そのう
えで医薬品に関する情報をどのように取り
扱うのかである。 
医療DXの推進としてのPHR のビジネス モ
デル 
 ソフトウェア アプリケーションを開発
するビジネスモデルが必要と考える。 
「分かった、患者に負担させましょう」と
は言えない。なぜなら多くの患者はその費
用を払いたくないからである。政府主導で
PHRを検討することもできるが、これがど
れくらい続くか分からない。問題は、どの
ようなジネスモデルなのかということであ
る。モデルは継続できるのか、それとも保
険会社から資金を提供されるべきものなの
か、それとも税金で賄われるべきものなの
か。取り扱う情報の構造や内容も検討が必
要で、オランダではFHIRメッセージを使っ
て通信することに決めた。その意味で、日
本では、オランダよりPHRの普及はずっと
楽だと思う。オランダは人口わずか 1,700
 万人で小さな市場である。そのために投
資を行うベンダーを見つけるのは大変で、
日本のような大国ではより多くの人のニー
ズを見つけることができるため簡単に実現
可能と思いますと語られた。 
最後に、Tan氏から 

オランダでは「他人と協力しないと足は

乾かない」とのことわざがある。「非常に
典型的なオランダの風景では風車が水を汲
み上げ、足が濡れないようにしている。オ
ランダでは、みんなが協力して働いた場合
にのみ、足が乾いた状態になることができ
る。医療情報システムも同じ考え方だ。」
とあった。 
 なお、現在処方箋に関するISO 17523の
改訂（electronic prescription)）作業を
行っている。2024年4月にロンドンにてISO
 TC215 WG6がSnomedのカンファレンスと併
せて開催され、ISO 17523の改訂に関する
投票が2024年7月にIS投票（国際規格投票）
を行う予定のようである。 
 
 
 
研究課題２：現地視察による状況の調査 
 研究課題２については、別途研究分担者
にて資料を作成のためここでは表示しない。 
 
 
研究課題３：文献調査およびヒアリングな
らびに現地視察を踏まえた本邦における電
子処方箋に関する改善の提言および医療DX
の普及拡大に関する方策の検討 
 
 今回の各国および地域における電子処方
箋関連サービスの調査により、本邦との類
似点および相違点が明らかになった。特に
欧米各国では既に電子処方箋の発行率は、
90%以上に達し成熟期に入っている。さら
に北欧の多くの国では以前より国内の医薬
品消費関連の情報を収集しており、薬事行
政等に活用してきた。これらの中で次のス
テップとして、医薬品関連の医療事故を防
止するため、患者の医薬品服用履歴の収集
に取り組んでいる。本邦でも処方箋の電子
化は現在進められているものの、医薬品関
連の情報収集は電子レセプトの形で既に10
数年前より実施しており、診療報酬に関す
るものもとして膨大な医薬品の情報が収集
されている。 
 一方、国民や医療関係者に向けての情報
発信では、今回調査した各国および地域で
は医療専用の国民ポータルサイトが準備さ
れている。さらに、これら各国および地域
では医療専用の国民IDや電子的な個人認証
の基盤を構築している。これら基盤により、
電子処方箋をはじめ医療情報の集約や閲覧
ログ、情報提供に関する同意の管理などを
行っている。 
 さらに薬局における保険請求制度も、本
邦では各種条件に基づく加算により算定さ
れるが、調査では本邦のような制度を設け
ているものはなく、多くが処方箋の受付手
数料の徴収と医薬品の販売手マージンによ
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る収益構造であった。加えて、医療用の国
民IDが普及しており、電子情報のやり取り
を中心に考えた制度・システムとなってい
た。 
 医薬品の流通においても日本の調剤の方
式である錠剤シートによる払い出しとは異
なり、販売包装単位での払い出しや無包装
状態での錠剤をボトルに入れて払い出す方
式となっていた。さらに偽造医薬品の流通
防止の観点から、ヨーロッパでは個々の製
品自体をシリアル番号で管理している。 
 今回の調査研究では、2024年3月16日に
「厚生労働科学研究 各国の電子処方箋の
制度および医療DXの実態の把握のための研
究 調査報告会」およびこれに合わせ「公
開シンポジウム 諸外国の状況を踏まえた
日本の電子処方箋の課題」を開催した。会
場およびWebより189名の参加があった。調
査報告会では、研究班の班員からそれぞれ
の担当地域の調査報告が行われた。アメリ
カでは民間主導による電子化が、ヨーロッ
パでは国主導での電子化が行われており、
アジアではこれから広がろうとしていると
報告された。ただ、どこ国においても健康
に関するIDが国民に付与されており、この
番号をもとに医療情報を集約する仕組みは
構築されていた。また同時に開催した公開
シンポジウムでは、諸外国の電子処方箋の
状況とともに現在の日本の状況として保健
医療福祉情報システム工業会（JAHIS）や
標準化団体などからの情報提供をもとに、
パネルディスカッションを実施した。参加
者からは、現状の電子処方箋のメリットが
医療現場で享受できていないことから海外
での事例を共有すべきとの意見や本邦での
医療現場での業務軽減ができる施策が必要
である旨の意見など情報の活用に関する意
見があった。さらに実際に電子処方箋を導
入している施設からの業務効率化が実施で
きたとの意見などもあった。さらに、参加
者へのアンケート調査の結果からは、各施
設のメリットの共有に関する内容や用法な
どマスタに関する内容などについての意見
も見られた。 
 このように制度や基本的な概念が異なる
各国および地域と本邦ではあるが、調査結
果および報告会での参加者の意見などを踏
まえ本邦における電子処方箋に関する改善
および医療DXの普及拡大に関する提言を行
う。 
 
 
本邦における電子処方箋ならびに医療DXに
関する提言 
 
１，電子処方箋管理サービス 

本邦での電子処方箋管理サービスをより

有益なシステムとして活用するため、以下
の提案を行う。 
(ア)処方箋の在り方 
現在の処方箋は紙の処方箋を電子に置き

換えたものである。したがって必ずしも電
子的に取り扱いやすい内容とはなっていな
い。また記載項目も十分でない。 
① 身長・体重・腎機能・その他検査値 
今後、全国医療情報プラットフォームに
て３文書６情報など種々の情報交換が計
画されている。それらを電子処方箋と上
手に関連付けて表示できる仕組みが必要
である。さらに、身長・体重や腎機能に
ついては医薬品の使用上、重要な情報に
も関わらず３文書６情報には含まれてい
ない。これらについても医療機関や薬局
で情報共有できる仕組みが必要である。 

② 医薬品の処方理由 
北欧諸国では、処方時に病名や処方理

由の入力が必須となっていた。本邦でも
病名の情報共有は予定されているものの、
処方箋の作成時に医薬品の処方理由の記
載義務はない。医薬品には複数の薬効を
持つものがあるため、処方理由の記載に
より、より適切な患者への服薬指導や患
者の医薬品への理解につながると思われ
る。 

③ １薬品１レコード 
今回の電子処方箋管理サービスは、

紙の処方箋の情報を電子に置き換えた
ものとなっている。本来、電子的な情
報を簡便に処理するためには、処方箋
の粒度を１薬品で１つのレコードとし
て記録することも考えられる。実際に
北欧諸国では、１薬品が１レコードと
して記録され運用されている。 

(イ)マスタ関連 
本邦の電子処方箋管理サービスでも各医

療機関のマスタの標準化が課題となってい
る。海外でも基本的なマスタは公的機関か
ら提供されている。本邦でも、全国で共通
に利用できるマスタを公的な機関から提供
されることが望まれる。 
① 薬品マスタ 

今回の調査では、多くの国と地域
で国から医薬品マスタが提供されて
いた。これら基本的なものについて
は公的機関より無料で提供してほし
い。一方、より多くの項目を含むデ
ータ（医薬品の用量や適応症など）
は、オランダの事例のように有料で
配布が考えられる。 

② 用法マスタ 
海外では、１日の回数のみ指定す

るなど複雑な用法は使用されていな
い。本邦でも医師の働き方改革等も
踏まえ、医師が指示すべき用法の粒
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度について検討が必要である。また、
実際の服用方法は調剤時に薬剤師が
確認することとして「服用方法は薬
剤師に一任」などの用法指示も設定
が必要である。 

③ 単位・コメント 
今回の調査では単位や調剤の指示

に関するコメントなどの情報を細か
に連携しているところはなかった。
しかし、ISOなどでも単位の標準化の
関するディスカッションも行われて
いるようである。今後、医療機関と
薬局の効率的な連携を行うためにも
コメントも含め検討が必要と思われ
る。 

(ウ)メリットの比較 
文献調査やWeb調査でも各種メリットに

ついて公表されていた。本邦でも厚生労働
省から各種メリットについて公表されてい
るが、今回の調査を踏まえさらなる改良が
望まれる。 
(エ)相互接続性の事前確認 

本邦では電子処方箋管理サービスへの接
続等の作業を施設ごとに実施している。よ
り簡便に接続できるよう事前の確認が必要
である。 

① コネクタソンの実施 
オランダでは各システムが連携で

きるように関連するシステムベンダ
各社が参集して相互の接続のテスト
行う「コネクタソン」を実施してい
る。「コネクタソン」はIHEでも実施
しているが、電子処方箋管理サービ
スに関するシステムについても実施
が望まれる。 

② 第３者認証 
アメリカでは電子カルテベンダが、

医療情報を連携するためのAPIを公開
し接続を促している。オーストラリ
アでは電子処方箋システムへの接続
準拠をMy Health Record適合性登録
簿として公開している158)。本邦でも
FHIR実装の元、接続認証やAPI公開も
含め検討すべきと考える。 

(オ)チェック機能の充実 
現在、電子処方箋管理サービスでは重複

投薬および相互作用のチェックが行われて
いる。スウェーデンでは、電子処方箋サー
ビス上で用量や年齢のチェックなども行わ
れている。本邦でも全国医療情報プラット
フォームにより薬剤禁忌に関する情報の共
有が予定されている。これらを踏まえ、電
子処方箋管理サービスのチェック機能の充
実を期待する。 
(カ)医療情報システム関連費用の補助 

イギリスの事例でも、医療機関への電子
処方箋導入のため、効率化を目指したうえ

で多額の補助金を配布している。本邦でも
補助金や診療報酬などにより医療機関への
補助を行っているが、電子処方箋を医療DX
の起爆剤とするのであればより一層のサポ
ートが望まれる。 
(キ)国民IDへの医療資格紐づけ 
今回の調査では、多くの国で医療資格の

確認を国民IDにより行われている。特にデ
ンマークでは、国民IDに学歴情報なども付
加した資格情報をもとに患者情報の閲覧制
限などを行っている。本邦でもHPKIによら
ず、国民IDに医療資格情報を付加させシス
テムへのログイン時点で職種に応じた閲覧、
入力等の制限を行うなどの検討が必要であ
る。 
(ク)診療報酬での対応 
現在、本邦でも医療DX推進にかかる診療

報酬によるインセンティブが行われている。
これをさらに進めるため、電子処方箋ファ
ーストとして、電子処方箋（調剤情報）で
かつ先に電子処方箋管理サービスに登録し
た情報を優先してレセプト受付を行うべき
である。これにより、調剤日が月初であっ
てもオンライン請求など、あとから情報が
登録されたものを返戻の対処とすべきと考
える。さらに長期的には、北欧のような加
算によらない診療報酬制度も検討する必要
があると考える。 
 

２，国民・医療従事者への普及推進 
各国および地域では、国民および医療従

事者向けに種々のコンテンツを提供してい
る。国民や医療従事者に訴求するような情
報の提示が必要である。 
(ア)活用喚起 
本邦でも厚生労働省から電子処方箋の活

用についての広報が行われている。前述の
メリットの広報と同様に情報の活用につい
てのさらなる喚起が必要である。 
(イ)利用方法 
台湾の訪問調査では、処方情報を取集す

ることで病院での持参薬に関連する業務が
効率化できたとあった。本邦においても持
参薬関連の業務で利用可能な電子処方箋管
理サービスが望まれる。 
さらに、病院や薬局での利活用を促進す

るため、電子処方箋管理サービスの重複チ
ェックにより重複投薬のレセプト査定を事
前に完了させることも検討してはと考える。 
(ウ)医療専門サイト 
北欧諸国ではいずれの国でも医療専用の

サイトが構築され、国民向けとともに医療
従事者向けに情報提供されている。本邦で
はマイナポータルにて、電子処方箋やレセ
プトの薬剤情報などが閲覧可能である。し
かし今後多数の医療に関する情報を管理・
提供するため、医療専用のサイトを準備し
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医療関連の情報も発信することが望まれる。 
① 患者向けサイト 

患者向けサイトでは個人IDでのロ
グイン後、各個人の医療情報の確認
やその情報の閲覧同意などの管理を
行えることが望ましい。さらに医療
全般の情報として、医療機関の検索
や病気に関することなど、医療に関
する正しい知識を得るための情報提
供も望まれる。 

② 医療従事者向けサイト 
医療従事者向けのサイトでは、現

在厚生労働省から提供されている電
子処方箋管理サービスの運用に関す
る情報や利用上の注意点などととも
に、医療資格でのログイン後、患者
のIDなどを指定することで閲覧可能
な情報提供も望まれる。 
 

３，データ活用基盤 
本邦では、医療情報の活用を目指し次世

代医療基盤法などの整備を行っている。近
年、診療報酬制度の中でHL7FHIRへの準拠
が求められているものの、情報を入力する
時点での事項等の整理までは行われていな
い。 
(ア)法制度 

前述のとおり、現在の電子処方箋管理サ
ービスは、紙の処方箋の情報を電子に置き
換えたものである。電子化のメリットを最
大限に享受するためにも、処方の入力時や
調剤の実施時から電子的に取り扱いやすい
情報とするため、処方箋の記載内容や診療
報酬等の法制度等の検討も必要である。 
(イ)処方の在り方（短期的） 

１．（ア）に示すとおり、処方箋の記載
項目を電子処方箋として有効に活用できる
項目や構造に修正が必要と考える。 
(ウ)標準化の推進 

１．（ク）および２．（イ）に示すとお
り、診療報酬の請求業務について、電子処
方箋の情報に基づく情報の収集を原則とす
る制度のもと、標準的な形での情報を収集
することを法制度等で明記すべきと思われ
る。 
 
４，医療DXの推進 

今回の調査では、いずれの国および地域
でも行政機関のみならず関係団体が協力し
つつ医療DXを進めていた。本邦でも行政機
関の垣根を超えた連携のもと、電子化をベ
ースにした医療基盤の構築が望まれる。 
(ア)医療専用ID 

多くの国および地域において、医療専用
の国民ID（社会保障や公的医療保険として）
を配布していた。さらに、複数の電子上の
本人確認の基盤も構築されており、これら

国民IDと電子認証基盤を通じて種々のサー
ビスを提供していた。本邦でもマイナンバ
ーやマイナンバーカードによる本人顔認証
の基盤が構築されている。しかし、マイナ
ンバーは医療で自由に利用できる番号では
ないため、医療専用の国民IDの配布が望ま
れる。各医療機関で医療専用の国民IDを利
用することで、各医療機関のみならず情報
連携の観点からも情報管理が容易となる。
さらに、これらにより患者自身が情報の閲
覧制限や閲覧ログの確認などを行うことも
容易になると考える。 
(イ)データヘルス機関 
スウェーデンではｅヘルス庁、イギリス

ではNHSデジタルにおいて電子処方箋をは
じめ医療の情報化を推進している。またオ
ランダでは、NictizやVZVZを中心に医療の
標準化を進めている。本邦でもデータヘル
スや医療DXを推進する専門機関を設置し、
医療制度も含め再構築する仕組みが必要と
考える。なおこの専門機関には、医療関連
の各種団体とも連携し進める必要がある。 
(ウ)診療報酬の制度改定 
北欧諸国では薬局に対してはシンプルな

診療報酬の体系となっていた。本邦におい
ては医療制度の違いにより同じ内容を実施
することは困難であるが、これらも参考に
今後進めるべきと考える。 
(エ)処方の在り方 
前述のとおり、現在の電子処方箋管理サ

ービスは従来の法制度に則り構築されてい
る。DXの観点からはその本質に立ち戻り、
処方時に必要な情報を再確認してはと考え
る。これら観点を見直すことにより、医薬
品の処方に関する負担を軽減し、しいては
医師の働き方改革にもつながると考える。 
【処方時に必要な情報の観点】 
➢ 医薬品名 

・ 製品名まで指定する必要があるか。成
分のみ指定し剤型（錠剤か散剤か）は、
薬剤師が調剤時に確認することで良い
のではないか。 

➢ 服用（使用）方法 
・ 医薬品の服用（使用）タイミングとし

て食事の関係まで必要あるか。必要で
あれば回数のみを指定し、薬剤師が調
剤時に確認することで良いのではない
か。 

➢ 用量 
・ 薬品名の規格と数量による指定は必要

あるか。成分量で指定し、薬剤師が調
剤時に確認することで良いのではない
か。 

(オ)調剤方式の見直し（バラ錠の販売包装
単位での払い出し） 
ヨーロッパの国々では、製薬企業が製造

した医薬品を販売包装単位のまま払い出す
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いわゆる「箱だし調剤」が一般的である。
一方、アメリカでは医薬品がヒートシール
に包装されずにバラの状態で瓶に入れて払
い出し「バラ調剤」が一般的である。本邦
では、販売包装単位の医薬品を薬剤師が箱
を開封し、必要な錠数を数えて払い出すシ
ート調剤となっている。医薬品の流通の効
率化や医薬品の品質確保の観点から、本邦
でも「箱だし調剤」を進めてはどうかと考
える。さらに近年のSDGsの観点から、医薬
品の安定性に問題ないものであれば、ヒー
トシールに包装されないバラ錠の状態での
製品を使用することも有用と考える。 
(カ)医薬品とレーザビリティの確保（ロッ
ト・シリアル管理） 

今回の調査でも偽造医薬品の流通防止の
観点から、ヨーロッパでは個々の製品自体
をシリアル番号で管理している。一方近年、
本邦でも医薬品や健康食品が関連した健康
被害が報告されている。したがって本邦で
も各医療機関や薬局等で医薬品を使用もし
くは患者に払い出す際には、当該薬品の製
造番号（製造記号）などを記録する必要が
ある。さらに、今後の医薬品流通のグロー
バル化を考えると、本邦でも医薬品のシリ
アル管理が必要と考える。４．（オ）の調
剤方式の見直しをも含め、医薬品の製品に
表示するバーコードの形式や内容、データ
管理の方法などを検討し、効率的に情報を
収集、確認できる仕組みの構築が望まれる。 
(キ)API連携・薬局のFHIR仕様 

アメリカでは電子カルテシステムのAPI
が公開されており、相互に接続しやすい環
境が提供されている。さらに、オランダで
は国際標準への対応の元、医療機関や薬局
における国際標準規格の準拠も進んでいる。
本邦でも、病院へのHL7FHIR対応が進めら
れている中、これらを円滑に運用できる仕
組みの構築も急務である。さらに、薬局で
もHL7FHIRへの対応も必要である。さらに、
薬局と病院間および薬局間、病院間の薬剤
に関する情報共有（薬剤師間の情報共有を
含む）についての標準規格かも必要である。 
(ク)オンライン環境における薬剤師の役割 

本邦の薬剤師の在り方では、「対物業務
から対人業務」の言葉のもと、患者への服
薬指導を重視した業務の比重が拡大してき
た。一方、近年高額薬品が増加し、医薬品
の供給に関する課題も拡大している。ドイ
ツでは、患者への医薬品配送のラストワン
マイルは薬剤師が責任をもって実施してお
り、エストニアでも医薬品の患者宅への配
送は専門の業者のみ対応可能など制限が行
われている。またスウェーデンでは、オン
ライン診療の普及により電子処方箋のオン
ライン調剤が増加した。その結果、宅配業
者による医薬品の配送も増加したが、誤配

送や未配送などが多数発生するため、法規
制も検討しているとのことであった。本邦
でもドイツのように全国にある薬局を患者
への配送ステーションと位置づけ、品質が
保証された安全な医薬品を直接患者の手元
に届けるための業務を実施すべきと考える。 
(ケ)患者同意の在り方 
本邦では、オンライン資格確認等システ

ムにより、マイナンバーカードによる本人
確認に続き、薬剤情報の閲覧などの同意を
得ている。さらにこの閲覧同意は、取得後
２４時間の制限もある。今回の調査では前
述の患者向けポータルサイトにて個人IDに
よるログイン後、情報閲覧に関する同意の
処理や委任などの手続きが可能である。本
邦でもこのようなシステムを導入し、患者
がいつでもどこでも自身の医療情報を確認
し同意の処理ができることが望ましい。 
 
本邦では、従来の制度をそのままに、今あ
る技術を最大限に利用しつつ効率化や改善
を図ってきた（例：処方箋を薬局へFAXで
送信する など）。そのため、今回調査し
た各国および地域のような電子化に対する
メリットを十分に享受できないもしくは実
感できない状況にあると思われる。さらに、
従来の制度や手法をそのままに電子化を実
施しているため、より煩雑で複雑なシステ
ムが構成されていると危惧する。本来、電
子化のメリットを十分に享受するためには、
電子的な情報が取り扱いやすいよう、判断
に齟齬なく自動で処理できるよう、情報や
システムを整理することが望ましいと思わ
れる。 
 
 
Ｄ．考察 
  今回の各国および地域の電子処方箋に関
する調査では、電子処方箋の取り組みが進
んでいる北欧の職を中心に、北米、アジア
での電子処方箋や調剤等に関する状況を調
査した。さらに、今回の文献調査および現
地視察を踏まえた本邦における電子処方箋
のあるべき姿も研究課題３として取りまと
めた。 
 北欧各国では、かなり早い時期から電子
処方箋への取り組みが行われており、現在
高い普及率に至っている。そのため、当時
の普及啓発に関する情報で現在確認できる
ものは数少ない。また保険制度や電子処方
箋の普及時期や社会環境（コンピュータの
普及状況など）が異なるため、当時の状況
をそのまま本邦で実現できるとは限らない。
しかしいずれの国および地域でも高齢化・
人口減少の中で電子処方箋の運用を積極的
に進めている。また、EUでは国境を越えて
の電子処方箋も実現している。 
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 本邦においても電子処方箋をきっかけに
全国の医療機関をつなげ、医療に関する患
者の情報を流通させることを基盤とした医
療提供体制に早急に移行すべきである。そ
の結果として、今後医療機関には「電子処
方箋を導入するか」ではなく「電子処方箋
をもとに何を行うか」を念頭に積極的な参
加が求められる。「電子処方箋から始まる
医療DX」として、医療の大きな歴史的転換
点である。これからの医療を支える基盤と
して「電子処方箋」を我々の手で全国に普
及させる必要がある。 
 
 
Ｅ．結論 
 これからの少子高齢化社会の中でいかに
効率的な医療を提供するか、いかに安全な
医療を少ない資源（人、物、金）で提供で
きるかは大きな課題である。これら課題克
服のためには医療の情報化は欠かせない。
このことは、日本のみならず欧州や北米な
どの先進国における共通の課題である。そ
の中でより急速に超高齢化社会を迎える日
本は、先進的な役割を果たすことができる
と考えられ、本邦での取り組みが最先端の
事例として世界で評価されることを期待す
る。 

このように本邦での電子処方箋の運用は
2023年1月に始まったばかりであるが、こ
の一歩は本邦の医療DXの基盤を全国に普及
させる大きな一歩となる。平成の30年間が
医薬分業の時代とすれば、令和の時代は医
療情報化（電子処方箋）の時代となるであ
ろう。現在の電子処方箋を普及させるため
には、より幅広く普及啓発活動を行うこと
が必要である。 

加えて、さらなる医療DXの推進には医療
の情報化やDX化に適した制度や運用の構築
も必要である。今後も既成概念にとらわれ
ず、積極的な変化を受け入れることが重要
と考える。 
 
 
Ｆ．研究発表 
 1.  論文発表：該当なし 
 2.  学会発表：該当なし 
3.  報告会の開催 
本研究の調査報告会を2024年3月16日に
実施した。参加者は現地会場５１人、
Web会場１４０人であった。 

 
 
Ｇ．知的所有権の取得状況 
 1. 特許取得：該当なし 
 2. 実用新案登録：該当なし 
 3. その他：該当なし 
 

 
付録.I：各国および地域の電子処方箋関連
に関する調査まとめ 
付録.II：各国および地域の電子処方箋関
連の状況一覧表 
付録.III：各国および地域の電子処方箋メ
リット一覧 
付録.Ⅳ：本邦における電子処方箋ならび
に医療DXに関する提言 
付録.Ⅴ：本邦における電子処方箋ならび
に医療DXに関する提言 -処方時に必要な
情報- 
 
 
J.参考文献  
1) Health Information and Quality Authority.

EPrescribing and Electronic Transfer of Pr
escriptions: an International Review. [http
s://www.hiqa.ie/sites/default/files/2017-
01/Intl-Review-ePrescribing.pdf (cited 20
24-Apr-10)] 

2) Health Information and Quality Authority.
ePrescribing: An International Review.[htt
ps://www.hiqa.ie/sites/default/files/2018
-05/ePrescribing-An-Intl-Review.pdf(cite
d 2024-Apr-10)] 

3) Aarnio E,et al.First insight to the Finnish 
nationwide electronic prescription databas
e as a data source for pharmacoepidemiolo
gy research.Res Social Adm Pharm. 2020 
Apr;16(4):553-559. doi: 10.1016/j.saphar
m.2019.06.012. Epub 2019 Jun 22. 

4) Graf A,et al.Going digital in Germany: An 
exploration of physicians' attitudes toward
s the introduction of electronic prescriptio
ns - A mixed methods approach.Int J Med
 Inform. 2023 Jun;174:105063. doi: 10.101
6/j.ijmedinf.2023.105063. Epub 2023 Apr 
3. 

5) Rahman Jabin MS,et al.Issues with the Swe
dish e-prescribing system - An analysis of
 health information technology-related inc
ident reports using an existing classificatio
n system.Digit Health. 2022 Oct 11;8:205
52076221131139. doi: 10.1177/20552076
221131139. eCollection 2022 Jan-Dec. 

6) Kardas P,et al.Primary nonadherence to m
edication and its drivers in Poland: finding
s from the electronic prescription pilot ana
lysis.Pol Arch Intern Med. 2020 Jan 31;13
0(1):8-16. doi: 10.20452/pamw.14994. Ep
ub 2019 Sep 27. 

7) García Alfaro I,et al.[Electronic prescripti
on: differences between autonomous comm
unities affecting access to treatment and t
he quality of pharmaceutical care].An Sist 
Sanit Navar. 2020 Dec 22;43(3):297-306. 



46 

 

doi: 10.23938/ASSN.0880. 
8) Seaberg RW,et al.Use of Blockchain Tech

nology for Electronic Prescriptions.Blockc
hain Healthc Today. 2021 Oct 22;4. doi: 1
0.30953/bhty.v4.183. eCollection 2021. 

9) Katsch F,et al.Converting HL7 CDA Base
d Nationwide Austrian Medication Data to
 OMOP CDM.Stud Health Technol Inform.
 2023 May 18;302:899-900. doi: 10.3233/
SHTI230300. 

10) Bruthans J,et al.The Current State and Us
age of European Electronic Cross-border 
Health Services (eHDSI).J Med Syst. 2023
 Feb 11;47(1):21. doi: 10.1007/s10916-02
3-01920-9. 

11) Jormanainen V,et al.Use of My Kanta in F
inland 2010-2022.Stud Health Technol Inf
orm. 2023 Jun 29;305:448-451. doi: 10.32
33/SHTI230528. 

12) Fagerlund AJ,et al.General practitioners' 
perceptions towards the use of digital heal
th services for citizens in primary care: a 
qualitative interview study.BMJ Open. 201
9 May 5;9(5):e028251. doi: 10.1136/bmjo
pen-2018-028251. 

13) Strumann C,et al.[Assessing Electronic Pr
escription: A Cross-sectional Study of Ph
armacists in Germany].Gesundheitswesen.
 2022 Oct;84(10):961-967. doi: 10.1055/a
-1498-1816. Epub 2021 Jun 23. 

14) Peltoniemi T,et al.Electronic prescription 
as a driver for digitalization in Finnish pha
rmacies.BMC Health Serv Res. 2021 Sep 2
7;21(1):1017. doi: 10.1186/s12913-021-0
7003-0. 

15) Van Laere S,et al.A cross-sectional study
 of the Belgian community pharmacist's sa
tisfaction with the implementation of the e
lectronic prescription.Int J Med Inform. 20
20 Mar;135:104069. doi: 10.1016/j.ijmedi
nf.2019.104069. Epub 2019 Dec 28. 

16) Oravainen T,et al.How Physicians Renew 
Electronic Prescriptions in Primary Care: 
Therapeutic Decision or Technical 
Task?.Int J Environ Res Public Health. 
2021 Oct 18;18(20):10937. doi: 
10.3390/ijerph182010937. 

17) Ajit A. Dhavle, et al. Analysis of National 
Drug Code Identifiers in Ambulatory E-
Prescribing: Journal of Managed Care & 
Specialty Pharmacy.Vol 21, Number 
11.https://doi.org/10.18553/jmcp.2015.2
1.11.1025 

18) Añel Rodríguez RM,et al.[Electronic 
medical record and prescription: risks and 
benefits detected since its 
implementation. Safe designing, rollout 

and use].Aten Primaria. 2021 Dec;53 
Suppl 1(Suppl 1):102220. doi: 
10.1016/j.aprim.2021.102220. 

19) Bruthans J,et al.Using the national 
electronic prescription system to 
determine the primary non-adherence to 
medication in the Czech Republic.Front 
Pharmacol. 2023 Mar 22;14:1128457. doi: 
10.3389/fphar.2023.1128457. eCollection 
2023. 

20) Vejdani M,et al.Electronic prescription 
system requirements: a scoping 
review.BMC Med Inform Decis Mak. 2022 
Sep 3;22(1):231. doi: 10.1186/s12911-
022-01948-w. 

21) 令和４年度 厚生労働省保健医療課によ
る委託事業 薬剤使用状況等に関する調
査研究 報告書 医療経済研究機構，
309-333 

22) SverigesApoteksförening.[https://www.sv
erigesapoteksforening.se/ (cited 2024-
Apr-10)] 

23) ehalsomyndigheten.se. Hur länge har e-
recept funnits i Sverige? 
[https://www.ehalsomyndigheten.se/frago
r-svar/hur-lange-har-e-recept-funnits-i-
sverige/ (cited 2024-Apr-10)] 

24) Läkemedelsverket.Förordnande och 
utlämnande  av läkemedel och teknisk 
sprit.[https://www.lakemedelsverket.se/4
ae25e/globalassets/dokument/lagar-och-
regler/vagledningar/vagledning-till-
lakemedelsverkets-foreskrifter-hslf-fs-
2021-75-om-forordnande-och-
utlamnande-av-lakemedel-och-teknisk-
sprit.pdf (cited 2024-Apr-10)] 

25) ehalsomyndigheten.[ https://www.ehalso
myndigheten.se/privat/ (cited 2024-
Apr-10)] 

26) ehalsomyndigheten.Manual för 
vårdanställda.[https://www.ehalsomyndig
heten.se/yrkesverksam/vard/forskrivning
skollen/anvandarmanual/manual-for-
vardanstallda/#bra-att-kanna-till-vid-
forskrivning (cited 2024-Apr-10)] 

27) ehalsomyndigheten. EES – Elektroniskt 
expertstöd.[https://www.ehalsomyndighet
en.se/yrkesverksam/apotek/ees-
elektroniskt-expertstod/ (cited 2024-
Apr-10)] 

28) Om Janusmed interaktioner | 
Janusmed.[https://janusmed.se/about/om
interaktioner (cited 2024-Apr-10)] 

29) Swedish Information Services for 
Pharmaceuticals(SIL).[https://inera.atlass
ian.net/wiki/spaces/OISIFLS/pages/3452



47 

 

76641/Mer+om+tj+nsten (cited 2024-
Apr-10)] 

30) BankID.[https://www.bankid.com/en 
(cited 2024-Apr-10)] 

31) 在デンマーク日本大使館.デンマークの
医療制度.[https://www.dk.emb-
japan.go.jp/itpr_ja/taizai-
denma.html(cited 2024-Apr-10)] 

32) Lægemiddelstyrelsen.Apoteker.[https
://laegemiddelstyrelsen.dk/da/apote
ker/apoteker/(cited 2024-Apr-10)] 

33) MedCom blev etableret i 
1994 .Tidligere MedCom-
perioder.[https://medcom.dk/om-
os/tidligere-medcom-perioder/(cited 
2024-Apr-10)] 

34) Sundhedsstyrelsen.Nye regler for 
udskrivning af 
recepter.[https://www.sst.dk/da/Nyheder
/2017/IRF-Nye-regler-for-udskrivning-
af-recepter(cited 2024-Apr-10)] 

35) BEK nr 857 af 12/06/2020 
(Historisk).Bekendtgørelse om recepter 
og dosisdispensering af 
lægemidler.[https://www.bing.com/ck/a?!
&&p=837c1d8194379ca9JmltdHM9MTcxM
jAxNjAwMCZpZ3VpZD0xZDA0ZmQwNS1i
OTNjLTZlMTUtMGNkMi1lZWQ4YjhiNzZ
mZWEmaW5zaWQ9NTE5Nw&ptn=3&ver=
2&hsh=3&fclid=1d04fd05-b93c-6e15-
0cd2-
eed8b8b76fea&psq=Elektroniske+recepter
+Dansk+lov&u=a1aHR0cHM6Ly93d3cucm
V0c2luZm9ybWF0aW9uLmRrL2FwaS9wZ
GYvMTYwODQy&ntb=1(cited 2024-Apr-
10)] 

36) sundhed.dk .[https://www.sundhed.dk/(ci
ted 2024-Apr-10)] 

37) Sundhedsdatastyrelsen.Fælles 
Medicinkort 
(FMK).[https://sundhedsdatastyrelsen.dk
/da/registre-og-services/om-faelles-
medicinkort(cited 2024-Apr-10)] 

38) MitID  https://www.mitid.dk/en-
gb/about-mitid/(cited 2024-Apr-10)] 

39) Lægemiddelstatistikregisteret 
(LSR).[https://sundhedsdatastyrelsen.dk/
da/registre-og-services/om-de-
nationale-sundhedsregistre/sygdomme-
laegemidler-og-
behandlinger/laegemiddeladministrationsr
egisteret(cited 2024-Apr-10)] 

40) Lægemiddelstatistikregisteret 
(LSR).[https://sundhedsdatastyrelsen.dk/
da/registre-og-services/om-de-
nationale-sundhedsregistre/sygdomme-
laegemidler-og-

behandlinger/laegemiddelstatistikregistere
t(cited 2024-Apr-10)] 

41) Sundhedsdatastyrelsen.Indberetning til 
Sygehusmedicinregisteret.[https://sundhe
dsdatastyrelsen.dk/da/rammer-og-
retningslinjer/sygehusmedicinregisteret(ci
ted 2024-Apr-10)] 

42) e-Estonia.[https://e-
estonia.com/(cited 2024-Apr-10)] 

43) Ravimiamet.Apteek.[https://ravimiam
et.ee/ravimid-muugiload-ohutus-ja-
kaitlemine/ravimi-
kaitlemine/apteek(cited 2024-Apr-10)] 

44) Ravimiamet.Apteegistatistika.[https
://ravimiamet.ee/statistika-ja-
kokkuvotted/statistika/apteegistati
stika(cited 2024-Apr-10)] 

45) tervisekassa.Soodustuse arvutamine 
ja 
soodusmäärad.[https://www.terviseka
ssa.ee/ravimi-hind(cited 2024-Apr-
10)] 

46) e-Estonia．FACTSHEET  e-
Health.[https://e-estonia.com/wp-
content/uploads/factsheet-e-health-
april23.pdf(cited 2024-Apr-10)] 

47) Riigi Teataja．
Ravimiseadus1.[https://www.riigitea
taja.ee/akt/104052016004(cited 2024-
Apr-10)] 

48) tervisekassa .Retsept 
arstile.[https://www.tervisekassa.e
e/partnerile/raviasutusele/retsept-
arstile(cited 2024-Apr-10)] 

49) tervisekassa .Eestikeelne ravimite 
koostoimete 
infovoldik.[https://www.tervisekass
a.ee/partnerile/raviasutusele/kliin
ilised-otsusetoed/ravimite-
koostoime-otsusetugi (cited 2024-
Apr-10)] 

50) Medbase 
Ltd.[https://www.medbase.fi/en/comp
any/(cited 2024-Apr-10)] 

51) Republic of Estonia Agency of 
Medicines．dentification of the 
legal online 
pharmacy.[https://ravimiamet.ee/en/
human-medicines/manufacture-
distribution-
pharmacy/identification-legal-
online-pharmacy(cited 2024-Apr-10)] 

52) European Commission.Public 
Health.EU logo for online sale of 
medicines.[https://health.ec.europa
.eu/medicinal-products/eu-logo-



48 

 

online-sale-medicines_en(cited 2024-
Apr-10)] 

53) European Commission.Public 
Health.Falsified 
medicines.[https://health.ec.europa
.eu/medicinal-products/falsified-
medicines_en(cited 2024-Apr-10)] 

54) Republic of Estonia Agency of 
Medicines．Sending of medicinal 
products.[https://ravimiamet.ee/en/
human-medicines/manufacture-
distribution-pharmacy/sending-
medicinal-products(cited 2024-Apr-
10)] 

55) Republic of Estonia Agency of 
Medicines．
Ravimijäägid.[https://ravimiamet.ee
/ravimid-ja-
ohutus/ravimitest/ravimijaagid(cited 
2024-Apr-10)] 

56) Terviseportaal.[https://www.tervise
portaal.ee/en/(cited 2024-Apr-10)] 

57) tervisekassa.News．New Health 
Portal Brings People's Health 
Information 
Together.[https://tervisekassa.ee/e
n/uudised/new-health-portal-brings-
peoples-health-information-
together(cited 2024-Apr-10)] 

58) Centraal Bureau voor de 
Statistiek.Gemeentelijke indeling 
op 1 januari 
2023.[https://www.cbs.nl/nl-
nl/onze-
diensten/methoden/classificaties/ov
erig/gemeentelijke-indelingen-per-
jaar/indeling-per-
jaar/gemeentelijke-indeling-op-1-
januari-2023(cited 2024-Apr-10)] 

59) VZinfo.nl．Nederland telt 69 
ziekenhuisorganisaties.[https://www
.vzinfo.nl/(cited 2024-Apr-10)] 

60) OECD．Practising pharmacists, 2000 
and 2019 (or nearest 
years) .[https://www.oecd-
ilibrary.org/sites/d6227663-
en/index.html?itemId=/content/compo
nent/d6227663-en(cited 2024-Apr-10)] 

61) De Rijksoverheid. Voor Nederland．
Het Nederlandse zorgstelsel．
[https://www.rijksoverheid.nl/docum
enten/brochures/2016/02/09/het-
nederlandse-zorgstelsel(cited 2024-
Apr-10)] 

62) Rijksoverheid．Wat betaal ik voor 
medicijnen op 
recept? .[https://www.rijksoverheid

.nl/onderwerpen/geneesmiddelen/vraa
g-en-antwoord/wat-betaal-ik-voor-
medicijnen-op-recept(cited 2024-Apr-
10)] 

63) Wet elektronische 
gegevensuitwisseling in de 
zorg.[https://wetten.overheid.nl/BW
BR0048095/2023-10-05/0(cited 2024-
Apr-10)] 

64) Rijksoverheid．Elektronische 
gegevensuitwisseling in de 
zorg.[https://www.rijksoverheid.nl/
onderwerpen/digitale-gegevens-in-
de-zorg/elektronische-
gegevensuitwisseling-in-de-
zorg(cited 2024-Apr-10)] 

65) Staatsblad van het Koninkrijk der 
Nederlanden.Besluit van 21 oktober 
2023 tot wijziging van het Besluit 
elektronische gegevensuitwisseling 
in de 
zorg.[https://zoek.officielebekendm
akingen.nl/stb-2023-369.html(cited 
2024-Apr-10)] 

66) Staatsblad van het Koninkrijk der 
Nederlanden.Besluit van 21 oktober 
2023 tot wijziging van het Besluit 
elektronische gegevensuitwisseling 
in de 
zorg.[https://zoek.officielebekendm
akingen.nl/stb-2023-369.html(cited 
2024-Apr-10)] 

67) Wat is het burgerservicenummer 
(BSN)? .[https://www.rijksoverheid.
nl/onderwerpen/privacy-en-
persoonsgegevens/vraag-en-
antwoord/wat-is-het-
burgerservicenummer-bsn(cited 2024-
Apr-10)] 

68) DigiD.[https://www.digid.nl/en/what
-is-digid(cited 2024-Apr-10)] 

69) PGO.nl.Wat is een 
PGO? .[https://www.pgo.nl/(cited 
2024-Apr-10)] 

70) volgjezorg.nl.Grip op je medische 
gegevens.[https://www.volgjezorg.nl
/(cited 2024-Apr-10)] 

71) Nictiz.[https://nictiz.nl/(cited 
2024-Apr-10)] 

72) MedMij.[https://medmij.nl/en/medmij
-framework/(cited 2024-Apr-10)] 

73) Z-Index.G-Standaard.[https://www.z-
index.nl/g-standaard(cited 2024-Apr-
10)] 

74) samen voor medicatie 
overdracht.[https://www.samenvoorme



49 

 

dicatieoverdracht.nl/stappenplan-
sectoren/(cited 2024-Apr-10)] 

75) 在ノルウェー日本国大使館．医
療.[https://www.no.emb-
japan.go.jp/itpr_ja/iryo_norway.htm
l(cited 2024-Apr-10)] 

76) regjeringen.no ．Grunnstrukturen i 
helsetjenesten．
https://www.regjeringen.no/no/tema/
helse-og-
omsorg/sykehus/vurderes/grunnstrukt
uren-i-
helsetjenesten/id227440/(cited 
2024-Apr-10)] 

77) The Norwegian Pharmacy 
Association.[https://www.apotek.no/
statistikk/apotekstatistikk/kunden(
cited 2024-Apr-10)] 

78) Helsenorge．
Prescriptions.[https://www.helsenor
ge.no/en/medicines/prescriptions/(c
ited 2024-Apr-10)] 

79) Direktoratet for e-helse og 
Helsedirektoratet ble slått sammen 
1. 
januar.[https://www.ehelse.no/(cite
d 2024-Apr-10)] 

80) ehelse.Veikart for nasjonal e-
helsestrategi.[https://www.ehelse.n
o/veikart(cited 2024-Apr-10)] 

81) Norsk helsenett．Vår 
historie.[https://www.nhn.no/om-
oss/var-historie(cited 2024-Apr-
10)] 

82) Norsk 
helsennett.[https://www.nhn.no/tjen
ester/e-resept/om-e-resept(cited 
2024-Apr-10)] 

83) Kvalitet i e-resept 
2017.Forprosjektrapport.[https://ww
w.nhn.no/tjenester/e-resept/om-e-
resept/kvalitet-i-e-resept-
2017.pdf(cited 2024-Apr-10)] 

84) vimeo．Opplæring i e-resept – 
Forskrivningsmodulen.[https://vimeo
.com/showcase/4807170(cited 2024-
Apr-10)] 

85) Norsk 
helsennett.Godkjenningsprosess for 
oppkobling mot e-
resept.[https://www.nhn.no/tjeneste
r/e-resept/godkjenningsprosess-for-
oppkobling-mot-e-resept(cited 2024-
Apr-10)] 

86) Norsk helsennett.Tekniske 
forutsetninger for å ta i bruk e-
resept.[https://www.nhn.no/tjeneste

r/e-resept/tekniske-forutsetninger-
for-a-ta-i-bruk-e-resept(cited 
2024-Apr-10)] 

87) Norsk helsennett．Riktig bruk av e-
resept.[https://www.nhn.no/tjeneste
r/e-resept/riktig-bruk-av-e-
resept(cited 2024-Apr-10)] 

88) Direktoratet for medisinske 
produkter (DMP) .Hva er 
FEST?.[https://www.dmp.no/om-
oss/distribusjon-av-
legemiddeldata/fest/fest-nasjonal-
kilde-til-informasjon-om-
legemidler(cited 2024-Apr-10)] 

89) Helsenorge.[https://www.helsenorge.
no/en/about-helsenorge/(cited 2024-
Apr-10)] 

90) Helsenorge．
Prescriptions.[https://www.helsenor
ge.no/en/medicines/e-resept-og-
mine-resepter/what-is-e-
prescription/#how-eprescriptions-
work(cited 2024-Apr-10)] 

91) About the Norwegian Tax 
Administration. D 
number.[https://www.skatteetaten.no
/en/person/national-
registry/identitetsnummer/d-
nummer/(cited 2024-Apr-10)] 

92) NHS Business Services 
Authority.General Pharmaceutical 
Services in England 2015/16 - 
2022/23.[https://www.nhsbsa.nhs.uk/
statistical-collections/general-
pharmaceutical-services-
england/general-pharmaceutical-
services-england-201516-
202223(cited 2024-Apr-10)] 

93) NHS Digital. Health Education 
England, NHS Digital and NHS 
England 
merger.[https://digital.nhs.uk/abou
t-nhs-digital/nhs-digital-merger-
with-nhs-england(cited 2024-Apr-
10)] 

94) NHS．What is an NHS 
number?.[https://www.nhs.uk/using-
the-nhs/about-the-nhs/what-is-an-
nhs-number/(cited 2024-Apr-10)] 

95) NHS．About the NHS 
App.[https://www.nhs.uk/nhs-
app/about-the-nhs-app/(cited 2024-
Apr-10)] 

96) gov.uk.Expansion of electronic 
prescribing at GPs and 
pharmacies..[https://www.gov.uk/gov
ernment/news/expansion-of-



50 

 

electronic-prescribing-at-gps-and-
pharmacies(cited 2024-Apr-10)] 

97) gov.uk．Regional funding announced 
for electronic 
prescribing.[https://www.gov.uk/gov
ernment/news/regional-funding-
announced-for-electronic-
prescribing(cited 2024-Apr-10)] 

98) gov.uk．National roll-out of 
electronic prescription 
service.[https://www.gov.uk/governm
ent/news/national-roll-out-of-
electronic-prescription-
service(cited 2024-Apr-10)] 

99) gov.uk．£26 million to help 
hospitals introduce digital 
prescriptions.[https://www.gov.uk/g
overnment/news/26-million-to-help-
hospitals-introduce-digital-
prescriptions(cited 2024-Apr-10)] 

100) NHS England.Electronic 
Prescription 
Service.[https://digital.nhs.uk/ser
vices/electronic-prescription-
service(cited 2024-Apr-10)] 

101) NHS．How to order a repeat 
prescription.[https://www.nhs.uk/nh
s-services/online-services/how-to-
order-a-repeat-prescription/(cited 
2024-Apr-10)] 

102) NHS．Electronic prescriptions 
for 
prescribers.[https://digital.nhs.uk
/services/electronic-prescription-
service/prescribers(cited 2024-Apr-
10)] 

103) NHS．Dispensing electronic 
prescriptions.[https://digital.nhs.
uk/services/electronic-
prescription-
service/dispensers/dispensing-
electronic-prescriptions(cited 
2024-Apr-10)] 

104) NHSBSA dm+d 
browser.[https://dmd-
browser.nhsbsa.nhs.uk/(cited 2024-
Apr-10)] 

105) HNS．
Digital.[https://digital.nhs.uk/(ci
ted 2024-Apr-10)] 

106) Bundesministerium der 
JustizSozialgesetzbuch (SGB) 
Fünftes Buch (V) - Gesetzliche 
Krankenversicherung.[https://www.ge
setze-im-internet.de/sgb_5/(cited 
2024-Apr-10)] 

107) 健康保険組合連合会．健保連海外
医療保障 No.131.35-36.[https://knp-
digitalbook.libra.jpn.com/-
site_media/media/content/58/1/html5
.html#page=39(cited 2024-Apr-10)] 

108) Bundesministerium für 
Gesundheit.E-Health-
Gesetz.[https://www.bundesgesundhei
tsministerium.de/service/begriffe-
von-a-z/e/e-health-
gesetz.html(cited 2024-Apr-10)] 

109) Bundesministerium für 
Gesundheit.E-
Health.[https://www.bundesgesundhei
tsministerium.de/service/begriffe-
von-a-z/e/e-health.html(cited 2024-
Apr-10)] 

110) Gematik.TI-
Dashboard.[https://www.gematik.de/t
elematikinfrastruktur/ti-
dashboard(cited 2024-Apr-10)] 

111) Bundesministerium für 
Gesundheit.Elektronisches Rezept 
(E-
Rezept).[https://www.bundesgesundhe
itsministerium.de/e-
rezept.html(cited 2024-Apr-10)] 

112) Gematik.E-
Rezept.[https://www.gematik.de/anwe
ndungen/e-rezept(cited 2024-Apr-
10)] 

113) DEUTSCHE APOTHEKER 
ZEITUNG.Ärzte können jetzt 
Wiederholungsrezepte 
ausstellen.[https://www.deutsche-
apotheker-
zeitung.de/news/artikel/2023/04/17/
aerzte-koennen-jetzt-
wiederholungsrezepte-
ausstellen(cited 2024-Apr-10)] 

114) Bundesvereinigung Deutscher 
Apothekerverbände e. V. Vertrag und 
Abrechnung.[https://www.abda.de/pha
rmazeutische-
dienstleistungen/vertrag-und-
abrechnung/(cited 2024-Apr-10)] 

115) Bundesministerium für 
Gesundheit.Bundesgesundheitsministe
r legt Digitalisierungsstrategie 
vor: „Moderne Medizin braucht 
digitale 
Hilfe“.[https://www.bundesgesundhe
itsministerium.de/presse/pressemitt
eilungen/digitalisierungsstrategie-
vorgelegt-09-03-2023.html(cited 
2024-Apr-10)] 



51 

 

116) Pharmazeutische Zeitung.So 
könnte das ausgedruckte E-Rezept 
aussehen.[https://www.pharmazeutisc
he-zeitung.de/so-koennte-das-
ausgedruckte-e-rezept-aussehen-
124596/(cited 2024-Apr-10)] 

117) KV Nordrhein.Elektronisches 
Rezept 
(eRezept).[https://ti.kvno.de/mediz
inische-anwendungen-der-
telematikinfrastruktur/elektronisch
es-rezept-erezept/(cited 2024-Apr-
10)] 

118) REGULATION (EC) NO 883/2004 OF 
THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 
COUNCILof 29 April 
2004.[https://eur-
lex.europa.eu/legal-
content/EN/TXT/?uri=CELEX%3A32004R0
883(cited 2024-Apr-10)] 

119) GUIDELINES ON ePRESCRIPTIONS 
DATASET FOR ELECTRONIC EXCHANGE 
UNDER CROSS-BORDER DIRECTIVE 
2011/24/EU .https://health.ec.europ
a.eu/system/files/2016-
11/eprescription_guidelines_en_0.pd
f(cited 2024-Apr-10)] 

120) Presenting a prescription in 
another EU 
country.[https://europa.eu/youreuro
pe/citizens/health/prescription-
medicine-
abroad/prescriptions/index_en.htm(c
ited 2024-Apr-10)] 

121) European Health Data 
Space.[https://health.ec.europa.eu/
ehealth-digital-health-and-
care/european-health-data-
space_en#more-information(cited 
2024-Apr-10)] 

122) Electronic cross-border health 
services.[https://health.ec.europa.
eu/ehealth-digital-health-and-
care/electronic-cross-border-
health-services_en(cited 2024-Apr-
10)] 

123) statista,Rate of electronic 
prescriptions in the United States 
from 2017 to 
2021,[https://www.statista.com/stat
istics/864380/share-of-us-e-
prescriptions/(cited 2024-Apr-10)] 

124) ICANotes,What Is E-Prescribing 
and How Does It 
Work?,[https://www.icanotes.com/201
9/11/21/what-is-e-prescribing-and-

how-does-it-work/(cited 2024-Apr-
10)] 

125) NTEREXY,The In-Depth Guide To 
E-Prescription App Development | 
Everything You Need To 
Know,[https://interexy.com/the-in-
depth-guide-to-e-prescription-app-
development-everything-you-need-to-
know/(cited 2024-Apr-10)] 

126) First Databank,FDB 
MedKnowledge® Clinical 
Modules,[https://www.fdbhealth.com/
solutions/medknowledge-drug-
database/medknowledge-clinical-
modules(cited 2024-Apr-10)] 

127) 日経メディカル,米国勤務の医師
が語る「リフィル処方箋にデメリット
はな
い」,[https://medical.nikkeibp.co.j
p/leaf/mem/pub/report/t358/202203/5
74055.html?pr=1(cited 2024-Apr-10)] 

128) Surescripts,[https://surescrip
ts.com/ 

129) 外務省.世界の医療事情.カナ
ダ.[https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/m
edi/n_ame/canada.html(cited 2024-Apr-
10)] 

130) Canada Health Insurance,Medicare 
in Canada: An 
Overview,[https://www.canada-health-
insurance.com/medicare-
canada.html(cited 2024-Apr-10)] 

131) 日経 DI.第 4 回 カナダの医療保険
制度と処方
箋.[https://medical.nikkeibp.co.jp/leaf/m
em/pub/di/column/emi/201404/536022.
html(cited 2024-Apr-10)] 

132) PHARMACY ASSOCIATION OF 
NOVA SCOTIA,FILLING A 
PRESCRIPTION 
(DISPENSING),[https://pans.ns.ca/public
/pharmacy-services/filling-prescription-
dispensing(cited 2024-Apr-10)] 

133) PrescribeIT,[https://www.prescribei
t.ca/(cited 2024-Apr-10)] 

134) Digital Health in Physicians' and 
Pharmacists' Office: A Comparative Study 
of e-Prescription Systems' Architecture 
and Digital Security in Eight 
Countries,Bader Aldughayfiq and Srinivas 
Sampall．A Journal of Integrative 
BiologyVol. 25, No. 2 

135) Canadian Medical Association & 
Canadian Pharmacists Association,e-
Prescribing Joint 
Statement,[https://www.pharmacists.ca/c
pha-



52 

 

ca/assets/File/ePrescribingStatementEN
G2013.pdf(cited 2024-Apr-10)] 

136) PrescribeIT,PrescribeIT 
Timeline,[https://www.prescribeit.ca/pre
scribeit-timeline(cited 2024-Apr-10)] 

137) National Association of Pharmacy 
Regulatory Authorities(NAPRA),National 
Statistics,[https://www.napra.ca/resource
s/national-
statistics/#:~:text=The%20following%20is%
20a%20compilation%20of%20the%20register
ed%2Flicensed,Canada%20as%20of%20Janu
ary%201%2C%202024%3A%202024%2050%2
C069(cited 2024-Apr-10)] 

138) Optometry Australia, (2020) 
Electronic prescriptions accelerated due 
to COVID-19, アクセス日 2023 年 9 月 22
日, 
https://www.optometry.org.au/medicare_
private_billing/electronic-prescriptions-
accelerated-due-to-covid-19/ 

139) Department of Health and Aged 
Care, Commonwelath of Australia, (2021) 
PBS News: Update to the Image-based 
prescribing Special Arrangement, アクセス
日 2023 年 9 月 22 日, 
https://www.pbs.gov.au/pbs/news/2021/
12/extension-to-image-based-
prescription 

140) Australian Digital Health Agency, 
(2021) Digital Health Learning: Electronic 
prescriptions for everyone, アクセス日
2023 年 9 月 22 日, 
https://training.digitalhealth.gov.au/mod
/page/view.php?id=961 

141) Australian Digital Health Agency, 
(2021) Electronic prescribing for 
dispensers, アクセス日 2023 年 9 月 22
日, 
https://www.digitalhealth.gov.au/healthca
re-providers/initiatives-and-
programs/electronic-prescribing/for-
dispensers 

142) Australian Digital Health Agency, 
(2021) Electronic prescribing for 
prescriber, アクセス日 2023 年 9 月 22 日, 
https://www.digitalhealth.gov.au/healthca
re-providers/initiatives-and-
programs/electronic-prescribing/for-
prescribers 

143) Department of Health, 
Commonwealth of Australia, (2017) The 
National Health (Pharmaceutical Benefits) 
Regulations 2017, アクセス日 2023 年 9
月 22 日, 
http://classic.austlii.edu.au/au/legis/cth
/num_reg/nhbr2017201700313461/ 

144) Medmate Australia Pty Ltd., (2020) 
Australia’s first electronic prescription 
successfully dispensed in primary care 6 
May 2020, アクセス日 2023 年 9 月 22 日, 
https://medmate.com.au/news/australias
-first-electronic-prescription-
successfully-dispensed-in-primary-care-
6-may-2020/ 

145) The Australian Digital Health 
Agency (2020) Electronic Prescribing 
(EP), アクセス日 2023 年 9 月 22 日, 
https://developer.digitalhealth.gov.au/re
sources/services/electronic-prescribing-
ep 

146) Tan, T., Chan, S., Ind, M., Pace, 
G., Bailey, J., Reed, K., Dutton, T., 
Osuagwu, U. L., & Wong, K. C. (2023). 
Benefits and challenges of electronic 
prescribing for general practitioners and 
pharmacists in regional Australia. The 
Australian journal of rural health, 31(4), 
776–781. 

147) Pharmaceutical Society of Australia 
(2020) The way of the future: Australia’s 
first e-prescription dispensed, アクセス日
2023 年 9 月 22 日, 
https://www.australianpharmacist.com.au
/first-e-prescription-dispensed/ 

148) 법제처,의료법,[https://www.law.go
.kr/LSW/LsiJoLinkP.do?docType=JO&ls
Nm=%EC%9D%98%EB%A3%8C%EB%B2%95&
joNo=001700000&languageType=KO&para
s=1#(cited 2024-Apr-10)] 

149) 대한약사회,비대면 방식 진료 관련 
합리적 개선 
방안,[https://www.health.kr/Menu.Pharm
Review/_uploadfiles/Social%20Pharmacy%2
0Perspectives_%EB%B9%84%EB%8C%80%EB
%A9%B4%20%EB%B0%A9%EC%8B%9D%20%E
C%A7%84%EB%A3%8C%20%EA%B4%80%EB
%A0%A8%20%ED%95%A9%EB%A6%AC%EC%
A0%81%20%EA%B0%9C%EC%84%A0%20%EB
%B0%A9%EC%95%88.pdf(cited 2024-Apr-
10)] 

150) 한국약사커뮤니케이션과 
커뮤니티케어학회,2023년 7월 13일 
오후 2시 국민 안심 처방 전달체계 
도입을 위한 국회 
정책토론회,[https://www.phccc.or.kr/no
tice/?q=YToyOntzOjEyOiJrZXl3b3JkX3R
5cGUiO3M6MzoiYWxsIjtzOjQ6InBhZ2Ui
O2k6Mjt9&bmode=view&idx=15688087&t
=board(cited 2024-Apr-10)] 

151) 衛生福利部中央健康保険署,健保
醫療資訊雲端查詢系
統,[https://www.nhi.gov.tw/ch/np-2721-
1.html(cited 2024-Apr-10)] 



53 

 

152) 衛生福利部中央健康保険署,居家
輕量化方
案,[https://www.nhi.gov.tw/ch/cp-1576-
f5934-3186-1.html(cited 2024-Apr-10)] 

153) Nictiz,Medicatieproces,[https://nict
iz.nl/standaarden/informatiestandaarden/
medicatieproces/(cited 2024-Apr-10)] 

154) Registratie aan de 
bron,Zorginformatiebouwstenen,[https://
www.registratieaandebron.nl/zorginformati
ebouwstenen(cited 2024-Apr-10)] 

155) HL 7 Fire,Resource Medication - 
Content,[http://hl7.org/fhir/medication.h
tml(cited 2024-Apr-10)] 

156) Z-Index,G-
Standard ,[https://www.z-
index.nl/english(cited 2024-Apr-10)] 

157) European Medicines 
Agency,[https://www.ema.europa.eu/en(c
ited 2024-Apr-10)] 

158) Australian Digital Health 
Agency,Conformant clinical software 
products,Register of 
conformity,[https://www.digitalhealth.gov
.au/healthcare-providers/initiatives-and-
programs/my-health-record/conformant-
clinical-software-products(cited 2024-
Apr-10)] 

 
 
 
 

 

 



 

 

 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

 

各国および地域の電子処方箋の制度及び医療 DX の実態の把握のため

の研究 

研究代表者 池田 和之 

(令和)６（２０２４）年 ５月 

 

付録. I.各国および地域の電子処方箋関連に関する調査まとめ  



- 1 - 

 

目次 

【１．スウェーデン】 .......................................................................................................... - 2 - 

【２．デンマーク】 ........................................................................................................... - 22 - 

【３．エストニア】 ............................................................................................................ - 34 - 

【４．オランダ】 ............................................................................................................... - 45 - 

【５．ノルウェー】 ............................................................................................................ - 59 - 

【６．イギリス】 ................................................................................................................ - 72 - 

【７．ドイツ】 ................................................................................................................... - 83 - 

【８．EU】 ....................................................................................................................... - 93 - 

【９．アメリカ】 ................................................................................................................ - 99 - 

【１０．カナダ】 ............................................................................................................. - 107 - 

【１１．オーストラリア】 ....................................................................................................... 113 

【１２．韓国（大韓民国）】 .................................................................................................. 127 

【１３．台湾】 .................................................................................................................... 134 

 



- 2 - 

 

 

【１．スウェーデン】 

国の概要： 

面積：約 45 万平方キロメートル（日本の約 1.2 倍） 

人口：約 1,045 万人（2021 年 12 月、スウェーデン統計庁） 

首都：ストックホルム 

言語：スウェーデン語 

通貨：スウェーデン・クローナ（SEK）（1 クローナ＝約 12.83 円（2022 年 7 月現在）） 

（外務省 スウェーデン基礎データ 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/sweden/data.html#section1） 

 

 

医療制度の概要： 

スウェーデンの医療は、国が大きな方針等として医療法制度を策定するが、実際の給付な

どは 21 の地域と 290 の地方自治体で運営・管理されている（図１）。そのため各地域により、

住民が受けるサービスは異なる１）。原則として国民への医療は家庭医（GP）と薬局により提供

されており、基本的に GP の紹介なしに病院の受診はできない（救急などは除く）。国内の病

院数は約 70 程度である１）。 

 一方、スウェーデン薬局協会のホームページ 2）では、薬局業界について、「薬局は、国民へ

の安全・安心な医薬品の供給により医療の重要な役割を担っている。」とあり、外来患者の調

剤を行う薬局、オンラインで住民に薬を供給する薬局、入院患者に薬を供給する病院の薬

局、必要な利用者に必要な量の薬を包装する薬局などで構成されている。 

特に、外来患者の調剤を行う薬局には 3 つの基本的な業務がある。 

・処方された薬や商品を確実に入手できるようにする 

・医薬品に関する個別の情報やアドバイスを提供する 

・より安価なジェネリック医薬品を供給する 

現在スウェーデンの薬局は、大手チェーン薬局、オンライン薬局および個人経営の薬局で構

成されており、1,400 を超える外来患者の調剤を行う薬局、10 のオンライン薬局、そして入院

患者に薬を供給する 36 の病院薬局がある。毎日 330,000 件を超える患者の来局と 250,000

件の処方箋を調剤している。 

 なお、スウェーデンには、高額保障制度がある。これは、個人が一定金額以上の医療、歯科

治療、医薬品などを低価格で受けられるよう設定されたもので、年間 1,425 スウェーデン・クロ
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ーナまでは全額自己負担であるが、段階的に負担率が引き下げられ年間 2,850 スウェーデ

ン・クローナの上限に達した場合は、残りの期間を無料で医薬品を入手することができる（図

２）。（2024 年より医薬品薬価の上昇により引き上げられた）3） 

 

図１：スウェーデンの医療提供体制 

 

 

図２: 医薬品の高額保障の上限引き上げ 3) より 
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電子処方箋導入の経緯： 

Bader Aldughayfiq and Srinivas Sampalli4）らによると、スウェーデンの医療の電子化は 1970

年代に始まったとされている。当時は、スウェーデン国立薬局機構がスウェーデンで唯一の薬

局小売業者であった。同機構は、スウェーデン国内のすべての薬局にソフトウェアを組み込ん

だミニコンピュータをスウェーデンのすべてのオフィスに配布したとある。これらにより薬ラベル

の印刷や患者の安全確認などを行った。 

1980 年代には、紙の処方箋に代わって患者用スマートカードが導入された。患者のスマー

トカードには最近処方された薬の情報が含まれ、処方医がカードに情報を書き込んだ後、患

者はカードを持って薬局に行き薬局に行き、医師と薬剤師の情報共有が可能となった。 

処方箋作成時には、処方医は支援システムを使用して 3 つの情報源から作成された全国デ

ータベースから薬に関するすべての情報にアクセスすることができた： 

⚫ 薬局によって作成され、更新された製品データベース 

⚫ 各薬剤の情報、推奨用量、副作用 

⚫ 医薬品要覧として、病気に関する情報と特定の病気の治療に使用される薬の情報 

1990 年代後半、外来診療所における EHR システムの使用は 90％増加し、処方箋の電子

転送への関心が非常に高まり、スウェーデンとデンマークは、処方箋の電子転送で世界をリー

ドした。 

2000 年、スウェーデン国立薬局機構は、患者のスマートカードを使用する代わりに、処方箋

を電子的に e-Prescription リポジトリに転送するようにした（スウェーデン国立薬局機構がスウ

ェーデンで唯一の薬局であったため可能であった）。2019 年、スウェーデン e ヘルス庁は e-

Prescription リポジトリを管理するようにシステムの枠組みを変更し現在に立っている。このよう

にスウェーデンでの電子処方箋普及の裏には、国内での薬局の事情も大きく関係している。 

 一方、スウェーデンの大手薬局チェーンでスウェーデン国立薬局機構の流れを受け継ぐ

apotekets 社の HP5）では、薬局の歴史の概要として、 

紙の処方箋は、医師が手書きする必要があり、患者は医師の診察後に紙の処方箋を自分

で薬局に持参する必要があった。また薬剤師にとって手書きの処方箋は必ずしも解読しやす

いわけではなく、処方箋を再確認するために医師や病院に電話しなければならなかったなど

の事例をあげ、電子処方箋により 

・紙の処方箋を整理する必要がなくなった 

・患者が希望する場合、すべての情報を一元的に保存することもできる 

・処方箋が間違った患者に渡らなくなった 
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をメリットとして挙げている。たとえば、麻薬として分類される薬物の処方箋が保健センターや

薬局の外に流通することはないとしている。 

 世界初の電子処方箋は、1983 年ヨンショーピングの Apoteket Tre Rosor で調剤された。こ

の最初の電子処方箋は、Apoteksbolaget とヨンショーピング郡の郡議会との協力によって実現

したとある。1990 年代半ばには、より大規模な実証事業が行われ、5 年間の試行期間を経

て、Apoteksbolaget は 1999 年に電子処方箋に多額の投資を行うことを決め、「2007 年までに

全国のすべての処方箋の 80 ％を電子化する」を目標に掲げたとされている。 

電子処方箋を成功させるためには数多くの異なる記録システムに対し、共通の技術プラット

フォームが必要であり、さらにこれらは、地域への医療提供を担う 21 の郡議会や民間の医療

提供者と協力する必要もある。そのため電子処方箋の導入は、計画通りに進まず、この目標

は実際には達成されなかった。 

一方、ｅ-ヘルス庁（ｅ-hälsomyndighete）へのヒアリング調査からは以下の情報が得られてい

る（図３）。 

スウェーデンでの電子処方箋の経緯 

1983 年；２-３人の医師と１つの薬局で開始 

・目的：手書きが読めない、患者安全のため 

・しかし多くの医師は積極的でなく、PC も普及していなかった 

1990 年代 

・患者へも情報を伝える仕組みとしてヘルスケアセンターへも情報を伝えるよう進める 

・すでに処方箋を印刷して渡すシステムがあったので電子処方箋での医師の負担はない 

・オンライン診療と連携で患者は便利になる 

・21 の地域で競争させ電子化を進めた（各地域の電子処方箋発行率は当時国営であった

薬局が集計した） 

・1999 年には 2007 年に電子処方箋の普及率８０％を目標としていた 

１ｓｔ：データを渡すだけのシステム 

２ｓｔ：レポジトリに保存し、患者同意を得て情報を使用するシステム 

医師は処方箋を格納し、患者と薬局が情報を閲覧する 

３ｓｔ：2004 年に１つのシステムとして構築 

2004 年 

・GP の EHR システムは 10 以上、20 以上の組織が存在 

・薬局は１系統の薬局団体（900 の薬局）と連携 ※当時は全ての薬局が国営 

・GP と薬局間の電子処方箋は、電子処方箋リポジトリを経由して接続 
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2009 年 

・GP の EHR システムは変わらない 

・リポジトリを eHealth 庁が受け持つ 

・薬局システムは 7 社以上が開発し 1400 の薬局と連携 

2021 年 

・全国医薬品リストに関する法律が公布 

・医師は今まで閲覧できなかった情報が確認できるようになる 

・情報の閲覧には患者の同意が必要 

 

 図３：電子処方箋関連の全体像 

 

 

電子処方箋の概要： 

スウェーデンでは、処方箋の 99％以上が電子処方箋として発行されており、2023 年 5 月よ

り原則として電子処方箋のみとする法律が発効している 6)。 

 この電子処方箋サービスをはじめ医療の電子化に関する事項を担う機関として、ｅ-ヘルス庁

（ｅ-hälsomyndighete）が、スウェーデンの保健社会省管轄の組織として 2014 年 1 月 1 日に設

置されている７）（図４）。ｅ-ヘルス庁の始まりは薬局からの調剤結果を収集することが起点にな

っており、現在ではヘルスケア全体のデジタル化を推進する省庁として、450 名のスタッフを抱

え 175 名の技術者とともに電子処方箋サービスをはじめ医薬品関連のマスタの管理やテスト
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ＤＢの作成などを行いＩＴの知識がある薬剤師などもいる。スウェーデン国内の医療情報を集

約して管理するため、システムは２重化して対応するなど運用の継続性にも配慮しシステムを

構築している。 

 

スウェーデン eHealth 庁の役割 

・医療分野の e-ヘルスおよびデジタル インフラストラクチャに関する政府の取り組みを調整

する 

・個人と医療専門家の両方に多数の e-ヘルス サービスを提供する 

・スウェーデンでの（電子）処方箋の保存と送信を行う 

・e-ヘルスの全国窓口となり国境を越えて患者情報を共有する 

 

図４：ｅ-hälsomyndighete の役割 

 

スウェーデンでは電子処方箋とともに全国医薬品リスト（Nationella läkemedelslistan）を整備

している 8）（図５）。全国医薬品リストは、国民一人一人の医薬品に関する情報共有ができる仕

組みである。この仕組みを運用することで正しい処方箋を発行することができ、医薬品の適正

使用が簡便に実施・確認することができるようになった。現在のシステムに至るまでに、徐々に

ルールを増やして集約しおり、ルールを広報することも重要とのことである。 
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図５：全国医薬品リスト 

この情報は、国民ＩＤ単位で管理され、この機能を eHealth 庁が提供している。この主な機

能として電子処方箋に関する機能がある。現在、GP のシステムと連携するシステムを開発中

であるが、医師は独自のシステムから接続するために準備が必要である。そのため、eHealth 

庁が処方入力や情報閲覧ができようＷｅｂサービスを提供してしる。しかし、GP との連携システ

ムの開発が困難なため、このサービスの提供はかなりの長期間になるかもしれないとのことで

ある。なお、本システムが使用できない場合や国民 ID を持たない短期留学者などの場合は、

紙の処方箋を発行することもある。 

スウェーデンの電子処方箋では、処方入力時に薬品名、用法・用量、払い出し回数、処方

理由などが記録され、処方箋の有効期間は 1 年間である。なお、このシステムでは 5 年間の

薬歴が確認できるようである。薬剤師は、疾患情報は閲覧できないものの薬効や処方理由か

ら疾患の推測は可能である（医師と患者は見える）。処方理由はコード化されており、医薬品

マスタは元々アメリカのマスタ参考に eHealth 庁でメンテナンスを行っている。医薬品コードに

はＡＴＣコードを使用しており、医薬品局が配布している。 

訪問調査での聞き取りでは、スウェーデンでの医療のデジタル化の進め方としては、医師・

薬剤師も両方から進めることが必要であり、 

・小さいところから少しずつ行う 

・地域間での競争を促進する 

・患者がメリットを享受できるか 
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・医師との信頼が確保できているか 

などのポイントが示された。 

スウェーデンにおける電子処方箋と紙の処方箋の違いについては、（法律も含めて）処方箋

の内容に差異はないとのことだが、電子処方箋の方が薬歴を確認できるため患者安全が確保

されるとあった。過去には電話処方もできたが、相手が本当に医師かわからない、内容が聞き

取れないなどの課題があったため、電子処方箋の導入によりそれらが解消されたのは大きいと

コメントされた。なお、電子処方箋での用法は回数と時間のみ指定、その他はコメントで記載、

１薬品１レコードで示されるようで、医師や薬剤師の資格確認も GP の HER システムや薬局シ

ステムへのログイン時に医師や薬剤師の資格を確認し利用可能とのことであった。 

 さらに、電子処方箋の普及促進のきっかけとしては、導入率を地域間で競争させたこと（この

元資料は薬局協会により提供された様子）、オンライン薬局が出来たことが大きいとあった。 

 

 

電子処方箋の概要（運用）： 

スウェーデンでは、ehalsomyndigheten にて患者の選択から情報の閲覧、処方の入力、受

付、リフィルの管理、薬剤情報の確認、処方チェック（EES）、患者の情報確認・同意・薬品受け

取りの委任などの処方箋に関する包括的な仕組みが提供されている。 

 その基盤を支えるために必要な国民 ID と個人認証の基盤である。スウェーデンでは、

「BankID」9）と呼ばれるデジタル ID が国民に広く普及しており、電子上での個人認証に利用さ

れている。この「BankID」は、スウェーデンのパスポートまたは国民 ID カードを携帯電話でス

キャンすることで本人確認を行うことができ、これにより電子上で申請者に本人の情報を正確

に届けることが可能となる。成人のスウェーデン人はほぼ全員が BankID を持っており、何千

もの企業や政府が使用しており、２０２３年には BankID が 67 億回使用された 10）との報告も

ある。 

 医師の ID によりログインされたシステムで入力された電子処方箋の情報は、ｅ-ヘルス庁の

サーバーに送信され薬局で受付される。このようにｅ-ヘルス庁では電子処方箋を情報を一元

管理している。処方入力に関する詳細情報は、E‑hälsomyndigheten 医療従事者マニュアルに

示されている。以下その抜粋を示す 11) （図６）。 
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図６：Ehalsomyndigheten 医療従事者用画面のトップページ 

 

電子処方箋の入力手順の抜粋 

システムにログインするためには職場コードが必要で、処方できるのは人に対する医薬品の

み。また、一包化調剤を行う医薬品の処方はできない。なお、医薬品の処方のためのシステム

がある場合は、そのシステムを使用することとされている（Förskrivningskollen で作成された処

方箋は、そのヘルスケアシステムで自動的に表示されない） 

 

ステップ 1：医薬品を検索・選択・確認 

検索フィールドに薬の有効成分または製品名を入力し医薬品を選択 

選択した医薬品について警告がある場合は、アラートを受け取る場合がある 

重複の可能性: 患者は同じ ATC コードの処方箋をすでに持っています。 

相互作用: 薬は別の処方薬と相互作用があります。 

高齢者への回避: 高齢者 (75 歳以上) に注意する医薬品の情報があります。 

・重複および相互作用のアラートを受信するには、国家医薬品リストから処方および中

止の情報を表示することについて患者の同意が必要 

・検索は 4 文字以上を入力すると、検索結果が自動的に更新 
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・薬剤名で検索すると、同じ ATC コードを持つ異なるメーカーの医薬品や ATC コー

ドに関係なくスペルが似ている医薬品も表示される 

・物質名で検索すると、その物質を含む配合剤も表示される 

 

ステップ 2：治療理由と治療目的を入力 

・治療理由とは、高血圧など処方された薬物治療の理由 

・治療目的とは、「高血圧に対する治療」など患者が理解できる治療の原因を表現した

もの 

・治療理由の入力は、選択した薬剤の一般的な治療理由が表示され、自由記述でも

治療理由を検索可能 

・処方者が、機密保持の理由から治療の理由を患者に対して隠すことも可能 

・ただし隠した場合には、印刷物、薬局のシステムで治療理由が見えなくなる 

 

ステップ 3: 投与量の指示を作成 

・投与量を入力 

・投与量とともに投与の詳細も入力 

・必要な場合は、初回投与日と最後投与日および投与スケジュールなどを入力 

（患者は薬剤師がラベルに印刷した指示を薬のパッケージに貼付することで投与量を

確認する） 

※投与量の入力：投与量は短い表記（略号）またはフリーテキストで入力できる。 

・x 表記の投与回数: 「1x3」→「1 錠を 1 日 3 回」 

・プラス表記の用量: 「1+2+3+4」→「朝 1 錠、昼 2 錠、夕方 3 錠、夜 4 錠」 

・投与の詳細では、投与方法、経路、部位などが入力できる。 

投与方法：注射など、薬を体内に送達するために使用される方法 

投与経路：薬物が標的臓器に到達する体内の経路（経口または静脈内など） 

投与場所および投与場所の指定：口腔、肩、大腿など、薬剤が投与される体の部

分または体の構造およびそれらの位置（左、右、下、上など） 

医療機器：ポンプ、プローブ、またはネブライザーなど 

注記！薬を投与するための医療機器は処方箋に含まれない。 

 

ステップ 4: 配送の詳細 

・医薬品のパッケージを選択 
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・代替不可の場合は「代替不可」にチェックを入れ、処方箋の有効終了日を入力 

・調剤可能な回数と１回の調剤時の払い出し数量を入力 

・薬剤師へのコメントや初回の調剤日なども入力できる 

 

ステップ 5: 特記条件を入力 

・患者が給付金の対象となるかなどを示すことができる。 

 

ステップ 6: 処方箋をプレビューして送信 

・処方箋を最終確認しシステムに送信 

・一度提出した処方箋は変更できない 

・複数の薬を処方する場合は一度に 1 つの処方箋を作成、プレビューし送信する 

・処方箋のキャンセル機能 

・処方箋をキャンセルすると、患者はその医薬品を受け取ることができなくなる。 

・処方箋をキャンセルする場合は、キャンセル理由の入力が必要 

・間違った患者に処方した、つまり間違った社会保障番号を入力した 

・処方箋に間違った情報を入力した 

・患者がすでに処方箋を使用している場合には処方箋のキャンセルはできない 

・子供と若者のプライバシーを保護するための機能がある 

電子処方箋入力時には種々のアイコンが示され、マークにより「薬物相互作用」「高齢者は避

けること」「薬物の重複の可能性」などの薬品に関するものや「処方箋は保護者や代理人に開

示してはなりません」などの情報の取り扱いに関するものなども示されている。 

 

さらに、このシステムでは Electronic Expert Support (EES)として、医療専門家へのサポート

機能として種々の処方チェックシステムが稼働している 12）,13)。本サイトの資料である、EES 

grundutbildning  2022-11-2114)では、EES について薬剤師が、例えば服用量、重複投与、薬

物相互作用のレビュー受けることができ、医薬品使用の改善と患者の安全性の向上に貢献す

るとしている。さらに EES を導入する理由として、2007 年に実施された Apoteket AB での約

10,000 人のスウェーデン人患者の処方箋データを用いた研究の結果 

・救急外来受診の減少および治療の必要性の減少 

・プライマリ・ケアへの負担が軽減され、病気休暇の必要性が減少 

・年間約 10 億スウェーデン・クローナの直接医薬品コストを削減 

を報告している。さらに、誤った投薬による社会的損失は、年間 150 億スウェーデン・クローナ
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から 200 億スウェーデン・クローナと推定され、これはスウェーデンでの医薬品費総額の約半

分に相当するともある。 

このような背景から運用されている EES の主な機能には以下のカテゴリで実施されている。 

・処方箋内の確認：高用量（小児・高齢者）、年齢 

・処方間の確認：重複投薬、相互作用 

これら ESS 内の医薬品に関するコンテンツは、e-health 当局が情報を継続的に更新してい

る。そのために臨床専門家グループを含む組織を作り、国際的な協力も行いながら継続的な

監視を行っている。 

ehalsomyndigheten ではその他にも EES に関する利用者向け Web コンテンツがあり、この

システムにより回避できた実際の事例に基づく資料やレポートがある。さらに、オンラインの

ESS 教育資材として、それぞれのカテゴリの説明と Web テストまで準備されている（図７）。 

 

 

図７：Electronic Expert Support (EES)利用者向けサイト 

 

 

電処方箋の導入効果： 

 スウェーデンでは、電子処方箋の導入効果として、ESS の導入効果でも示した内容のほかに

も患者転帰の確認が可能であること、投薬ミスによる患者の入院のうち 17％を削減このシステ

ムで削減できたこと、医薬品の投与ミスが減少したこと、処方者と調剤者の負担が軽減された



- 14 - 

 

こと、治療の透明性の向上と責任の所在が明確化したことなどが過去に示されていたとまとめ

られている 15）。 

また、スウェーデン薬局協会では定期的に EES（Electronic Expert Support）のシグナル結

果を評価し、薬剤師における EES の仕組みの理解と知識を収集している。2022 年は EES の

最も一般的なシグナルである相互作用をテーマに分析された 16）。このように ESS システムに

ついての広報や周知とともに分析も実施されている。 

 

 

電子処方情報の活用： 

 前述の通り、スウェーデン国内の医療に関する情報は、ｅ-ヘルス庁にて管理されている。さ

らに、各地方の州政府では「1177」と呼ばれるサイトにて各地の州政府の健康・医療に関する

情報や社会保障制度などに関する情報を提供している 17)。ｅ-ヘルス庁で収集された処方箋

関連の情報は、各地方の州政府にも提供され「1177」からの住民への情報提供のほか州政府

での医療政策の立案にも利用されている。さらに自身の医薬品に関する情報は、薬局が提供

するアプリでも閲覧することができる。 

 また、スウェーデンでは医薬品の高額保証制度があるが ehalsomyndigheten において、年間

の医薬品支払額についても個人のページから支払い状況を確認することができ、医薬品の年

間支払額などから医薬品費等の負担額なども確認できる。さらに、こらから得られた情報を解

析し医薬品の統計として公開されており医薬品の販売の状況などを確認することもできる。 

 

 

電子処方箋の概要（課題）： 

スウェーデンの ehalsomyndigheten は、多くの機能を有しつつ運用されている。本システム

の導入当初は数時間のシステム停止なども経験したようだが、現在ではほぼ安定して稼働し

ているようである。現在もメンテナンス等により一時的にサービスを停止することもあり、

ehalsomyndigheten ではこれらメンテナンス情報やシステムの稼働状況も確認することができ

る。また、ehalsomyndigheten からは、システム停止に備えた案内として、可能であれば数時間

待つこと、どうすれば良いかわからない場合は薬剤師に尋ねるか ehalsomyndigheten で運用

状況を確認することなどが示され利用者に注意を促している 18)。 

また訪問調査による聞き取りでは課題として、個人情報の管理などの仕組みなどを導入す

るためにはシステムの開発に時間がかかること、医療提供の主体が各地域のため 21 の地域

間で相互にシステムが連携していないことがあげられていた。今後スウェーデンでは、医薬品
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リスト以外の情報の共有ができていないため、各地域による違いをどうそろえるかが課題とのこ

とである。 

 

 

電子処方箋による医薬品の調剤： 

 電子処方箋は、免許証や BankID などで本人確認を行い受け付けている（オンラインでも同

じ運用）。スウェーデンでは保険制度により医薬品費は年間の支払額で負担率が異なる。これ

らは電子処方箋の受付後、払い出した医薬品を登録することでシステムにより自動的に医薬

品の負担率、年間総額などが計算され、患者の当日の支払い金額が示される。したがって薬

局において登録や計算などの作業はない（図８）（図９）。 

処方箋受付後、処方内容を薬局システムで確認し、取り揃え指示書と患者用ラベルが発行

される（図９）。なお、スウェーデンでは箱だし調剤と呼ばれる調剤方式であり、医薬品のパッケ

ージ（箱）を開封するのは患者自身であり、薬剤師はパッケージを開封してはならない（図１

０）。そのため、パッケージ内の添付文書は患者向けの内容であり、用法・用量は患者用ラベ

ルに記載している。調剤時には、医薬品を取り揃え、箱のバーコード（データマトリックス）を読

み込む。EU 域内では偽造医薬品の混入防止のため、医薬品には商品コードのほか、有効期

限やロットとともにシリアル番号が付与されデータマトリックス形式のバーコードで表示されてい

る。調剤時にはこのバーコードを読み取り、EU のデータセンターへ送信する。データセンター

では、当該シリアル番号が正規に登録された物か、まだ払いだされていない物か、などをチェ

ックし返答、問題が無ければ患者に払い出す。医薬品の患者への払い出し時には、患者ラベ

ルに薬剤師のサインを行った上で医薬品の箱に患者ラベルを貼付する。患者に服用方法を

指導し料金の精算を行う。計量の散薬や水薬はなく、したがって薬局には散薬分包機もない。

小児用の抗生剤は、用事調製の水薬として販売され、服用時に水を入れて溶解し必要量を患

者が量り取り服用する形態となっている。１回の処方箋の受付で３-４薬剤程度を調剤する。な

お、処方箋は１薬品１レコードとなっており、薬品ごとに用法や処方理由などが表記されてい

る。 
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図８：スウェーデン Apotek Hjärtat 

基本的に処方チェックは eHealth 庁の EES（Elektroniskt expertstöd）で行われており、薬

局での処方チェックのシステムはなく薬剤師の判断によるもののみである。なお、有効期間内

の処方箋が残っている場合などは薬剤師が問合せを行う。個々の患者への指導記録は、簡

便なメモのようなものはあるが、指導記録としては保管されておらず、eHealth 庁のステムにも

連携していない。 

薬局では患者向けにスマートフォンアプリを提供しており、BankID を通じてログインすること

で自分の薬歴などの確認が可能となっている。この情報は、eHealth 庁の情報を見に行くシス

テムとなっており、登録すれば家族の情報も確認可能である。 

このシステムを利用して薬局が情報の取得する際には、2023 年時点では人間の処方箋 1

レコードあたり 2.70 スウェーデン・クローナを e-health 当局に支払っている。これを 2024 年

3 月 1 日より手数料の値上げが予定されており、3.20 スウェーデン・クローナが予定されてい

る 19)。 
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処方箋の受付後の画面       個々の医薬品処方の詳細画面 

図９：薬局での処方受付画面 

 

患者への払い出し用のラベル         患者へ払い出す前の医薬品 

（ラベルに薬剤師がサインを行い払い出す） 

図１０：薬局での処方受付および払い出し 

 

 

その他の電子処方箋に関する事項 

スウェーデンでは、他人に代わって薬を受け取りたい場合、または他人が自分に代わって

薬を受け取る場合、委任状を登録する必要がある。この委任状も本システム内で登録可能で

となっている。このシステムでは、電子 ID を用いて Läkemedelskollen にログインすることで、他

の個人のための委任状をデジタルで簡単に登録することができる（図１１）。委任元と委任先の

双方がこのシステムにログインし承認することで発行する。これにより、自分や子供の薬を薬局

で受け取る権利を他の人に与えることができる。ただし、この委任の承認は７日以内に実施す

る必要があり、また委任先も、スウェーデン国民として登録されていること、18 歳以上であるこ

と、委任元の個人データが保護されていないこと、身分証明書を持っていることなどの制約が

ある。なお、このシステムでは委任の取り消しに加え、薬局での個人データの処理に対する同

意を取り消すこともできるようである 20)。 
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図１１：Ehalsomyndigheten 患者用画面のトップページ 
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スウェーデンにおける医療情報に関連する団体等 

 名称 機能 

行政機関 保健社会省 

 

公衆衛生、医療、高齢者のケアなどの社会福祉に

関する問題を担当 

https://www.government.se/government-of-

sweden/ministry-of-health-and-social-affairs/ 

 スウェーデン医薬品庁 

（Läkemedelsverket、

(LV)） 

政府直属の機関であり、スウェーデンの公衆衛生と

動物の健康を促進する任務を負う 

https://www.lakemedelsverket.se/sv 

 国家保健福祉委員会 

（Socialstyrelsen） 

ケアと社会的ケアに関するスウェーデンの知識機関 

医療および社会サービスを管理・サポート・開発 

フォローアップと評価に加え規制・知識サポート・統

計の作成 

e-ヘルスの開発をサポートし、身分証明書の発行、

政府補助金の配布、重大な事件が発生時の保健

医療サービスを調整 

https://www.socialstyrelsen.se/ 

 スウェーデン地方自治

体・地域協会 

（Sveriges Kommuner 

och Regional 、SKR） 

国内のすべての自治体および地域の会員および雇

用主組織 

政治的に管理された組織であり、理事会は地方自

治体や地域から選出された代表者で構成 

https://skr.se/skr.25.html 

 e-ヘルス庁 

（E-hälsomyndighete） 

e-health に関連する問題を扱う専門機関 

https://www.ehalsomyndigheten.se/ 

 1177 スウェーデン全体の医療とケアに関する情報とサー

ビスが集まる場所。スウェーデンの地域間のコラボレ

ーション 

https://www.1177.se/Stockholm/ 

開業医を代表

するステークホ

ルダー 

スウェーデン総合診療

協会 

（Svens forening for 

allmanmedicin、SFAM） 

一般開業医の科学的かつ専門的な団体 

一般医学における教育、研修、研究開発を自主的

に推進 

https://sfam.se/ 

薬事に関する

主なステーク

ホルダー 

スウェーデン薬局協会 

（Sveriges Apoteks 

Forening） 

すべての薬局を代表 

薬局業界の利益を促進することを使命とする非営

利団体 

この協会の会員 10 社は、スウェーデンの薬局市

場のほぼ 100% を占める 

https://www.sverigesapoteksforening.se/ 
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【２．デンマーク】 

国の概要：  

面積：約 4.3 万平方キロメートル（九州とほぼ同じ） 

（フェロー諸島及びグリーンランド（自治領の項参照）を除く。以下同じ。） 

人口：約 581 万人（2019 年デンマーク統計局）（兵庫県とほぼ同じ） 

首都：コペンハーゲン 

言語：デンマーク語 

通貨：デンマーク・クローネ（1 デンマーク・クローネ＝15.79 円（2019 年 8 月現在）） 

（外務省 デンマーク基礎データより

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/denmark/data.html） 

 

 

医療制度の概要： 

 デンマークでは主に５つの地域より医療サービスが提供されている。医療費は原則税金で賄

われるため無料であり、１５歳以上の住民は、あらかじめ家庭医を選定して家庭医の受診を経

て診察を受けるタイプと、家庭医を定めず診療の都度、医師を選択して受診するタイプがあ

る。いずれも保険償還の対象となるが、後者は治療費の一部を自己支弁しなければならない。

なお、病院は「地域」によって運営されており、専門的な治療が必要な患者への医療が提供さ

れている。家庭医からの紹介がないと病院で診察してもらうことはできない（急患を除く）１）。 

またデンマークでは、医薬分業体制で家庭医からの処方箋は薬局で調剤される。薬局の数

と配置は国が決めており、薬局の開業には国の認可が必要となる。医薬品費は、個人の薬負

担額に応じて決定され、例えば慢性病などの場合には、補助対象となる薬剤もある。また、薬

価は国が定めており、価格はデンマークでの価格と欧州の平均的な価格の安い方が利用され

ている１）。 

デンマーク医薬品庁の Web サイトでは、デンマークの薬局は、処方箋医薬品を消費者に販

売する独占権を持っており、多くの市販薬も薬局でのみ販売されているとある２）。薬局の開設

には、デンマーク医薬品庁（Danish Medicines Agency）の許可が必要で、特定の場所で薬局

を運営する認可を受けた薬剤師により運営されている。約 180 薬局と約 340 の支店の 520 の

薬局店舗がデンマークでは営業しており、多くの薬局がオンラインでも医薬品を販売してい

る。オンラインで医薬品を販売している。なお、オンライン専門の薬局も 2 店舗ある。 
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薬局には薬剤師とテクニシャンが常駐しており、医薬品を販売するだけでなく、医薬品や医

薬品の使用、償還に関する質問に回答することができる。薬局では、一般的なカウンセリング

や医薬品の販売に加え、以下のようなサービスも提供している： 

・慢性疾患と診断された市民のための服薬相談 

・薬を服用しやすいように包装する手助けが必要な市民のための薬の調剤 

・市民へのシェンゲン証明書（ピル・パスポート）の発行 

・市民からの残薬や未使用薬の受け取り 

また、薬局は毎年、デンマーク医薬品庁に薬局会計を報告しなければならず、デンマークの

薬剤師は、デンマーク医薬品庁に手数料を支払う義務があり、一方薬局は提供するサービス

に対して償還を受けることができる 2)。 

また訪問調査の聞き取りから、デンマークでは、病院はがんや高度な医療のための高額な

医薬品を取り扱い、一方で薬局は一般的な治療を実施し低価格の医薬品を取り扱うこととなっ

ている。このように病院で取り扱う医薬品と薬局で取り扱える医薬品が区別されているため、病

院の医薬品を入手するために患者は遠い距離を移動して取りに行く必要がある。新たな取り

組みとして薬局を通して病院の医薬品を患者に届けたいとのことで、これについては 2024

年、法律が改正される予定とのことであった。 

医薬品の流通については、デンマークは世界一医薬品が安い国であり、後発医薬品を推

進し、製薬企業が売値を決め国が薬局のマージンを決めている。また薬価は、2 週間ごとに変

更されるため、薬局ではいかに在庫を持たないかが課題になっている。なお、近年増加する

高額医薬品はデンマークだけでなく、ノルウェー、スウェーデン、フィンランドなどの国とともに

一丸となって製薬企業と交渉しているとされていた。 

 

 

電子処方箋導入のきっかけ・経緯： 

Bader Aldughayfiq and Srinivas Sampalli３）らによると、デンマークでの ePrescribing への取り

組みは 1990 年代に始まっているとある。1994 年に創立された MedCom において、協調的な

ePrescribing イニシアチブが始まった。現在 MedCom は、非営利団体として、内務省と保健

省、デンマーク地域および全国地方自治体協会から資金を得て活動しており、利害関係者と

協力し、ePrescribing などのプロジェクトをサポートするため、メッセージ仕様の標準化等を進

めている。MedCom では設立以来、国の政策と連携して 2～4 年の期間限定プロジェクトに取

り組んでいる４）。 

 このようにデンマークでは、計画的にプリジェクトを実施しその成果をもとに次のステップにつ
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なげる土壌が醸成され、MedCom を中心に医療の情報化や電子処方箋の普及が進んだと考

えられる。その結果、2010 年までに、ePrescribing の割合は 100%に近づいたと報告されてい

る５)。さらに 2014 年、デンマークの全医療提供者が共有投薬記録を使用することが義務化さ

れた。これらを実現できたのは、「関係者と緊密に協力してインフラを確立し、標準を定義した

単一の国家機関の重要性と、国家標準への準拠を評価したことが挙げられる」３）と示されてい

る。 

 

 

電子処方箋の概要： 

 デンマークでは、電子処方箋の発行は医師（ＧＰ）のシステムからも発行できるが iPhone から

でも可能である。20 年前から政府が管理しており、２年前に医師はコンピュータを持つこと、手

書き処方は禁止することの法律が施行されているため、電子処方箋の発行が 100％となって

いる。医療関連の記録は社会保証番号をもとに行われており、この社会保障番号には大学側

で誰がどの学科を専攻し卒業したかもシステムに登録するため、教育スキル（卒業大学）もわ

かる仕組みとなっている。 

 患者の医療に関する記録は FMK（国民医療カード）として１つのサーバーに情報を集中管

理されており、医薬品の履歴は２年間保管されている。これら情報は「情報の主体は患者」との

ポリシーの元、患者がその情報を管理しており、記録に付随する医師や薬剤師の氏名等の記

録も患者の記録として患者が管理している。この点については医療関係者として悪用されない

か、医療従事者の個人情報が守られるかなどを危惧していると話されていた。このようにＦＭＫ

の情報は患者と一緒であれば、医師、セラピスト、ホームケア、薬剤師などが閲覧可能となって

いる。それらデータは、疾患、治療、薬がそれぞれ別のデータベースに格納されており、医療

記録としては別システムの「Health dot DK」で保管されている。今後、FMK の薬のデータベー

スは治療の一環として治療データベースとの統合が予定されており、Health dot DK では健康

情報、検査結果、通院記録などの閲覧が可能となっている。 

 デンマークでは、10 年前は VPN 接続でないと患者情報のやり取りは不安との意見が多かっ

たが、現在はゼロトラストの考え方に基づく各種セキュリティ対策により、インターネットを介した

情報のやり取りでも安全との意識が醸成されており、この点については課題は感じていないと

のことである。 

 

 

電子処方箋の概要（運用）： 



- 25 - 

 

 デンマーク国内の制度として、2017 年 10 月 1 日、医薬品の処方箋および用量調剤に関す

る新しい大統領令が発令し、医師は原則として、電子的に薬を処方しなければならないことと

なり、電子処方箋の発行が義務付けられた６）。なお、この処方箋と調剤に関するする法令に

は、電子処方箋での取り扱いのほか、処方箋への記載事項として発行日や社会保障番号、医

薬品の名称・剤型・力価、数量、適応症のほか、特定の看護師や薬剤師も条件付きで処方箋

を発行できることなどが示されている７）。 

前述の通り、デンマークでは国民が自身の医療情報を確認するためのポータルサイトとして

sundhed.dk を運用している８）。このサイトでは、医療システムへのデジタル入口として、国が収

集した健康データを国民自身の健康と病気の概要を簡単に把握できるようにしている。また、

sundhed.dk を使用して、開業医を検索したり、健康や病気に関する情報を検索したり、患者

の権利などについて読んだりすることもできる。sundhed.dk では、国民用のサイトとともに医療

従事者用のサイトも準備されている。 

 国民用のサイトでは、MitID でログインすることで、公的機関が登録した国民の健康データ

が表示される９）。健康記録には、治療、投薬、薬物アレルギー、検査結果などに関して登録さ

れた最新情報が表示、さらに、臓器提供に関する自分の意志の登録やコロナに関する記録、

健康データの取り扱いについての同意の管理、記録の閲覧ログの確認もできる。 

 健康記録では、医療機関や薬局が登録した健康データを確認できる。その内容は、病院か

らの医療記録、検査結果、紹介状、共通医薬品カード（Common Medicine Card）、医師・専門

医・歯科医などをいつ訪問したかの概要も確認できる。病院からの医療記録では、デンマーク

の公立病院からの医療記録を見ることができ、記録情報は、病院の電子患者記録および管理

システムから取得（データは 1 日に 1 回転送）される。さらにデンマークの公立病院で実施

されている X 線検査の説明（画像ではなくレポート）や予防接種やその他の予防接種の概要

を確認なども可能できる。 

 共通医薬品カードには、現在および完了した薬の処方箋の概要が示される。処方箋と残りの

調剤回数を確認でき、医師に処方箋の更新をリクエストすることもできる。デンマークでの処方

箋の有効期限は最長 2 年間で、処方箋発行後 2 年を経過する前に治療が終了した場合、治

療終了の 1 ヶ月後までがその処方箋の有効期限となる。この情報には、国民自身に加え、治

療に関連する一般開業医、専門医、病院の医師などがアクセスできる。なお、子どもが 15 歳

になるまで、親権者であれば、子どもの共通医薬品カードを閲覧できる。また 15 歳になると、

自身の共通医薬品カードにアクセスできるようになる。さらに共通医薬品カードのアプリもあり、

スマートフォンでこれら情報を閲覧することも可能である。 

 sundhed.dk では、病院の記録、検査結果、共通医薬品カードにどの記録が行われたかを確
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認できる。また、誰が自身の記録にアクセスしたかも確認可能で、それらを 2 年前に遡って表

示できる。 

 一方、医療従事者向けのサポートのサイトでは、診療システムに関する情報として健康記録

へのリンクや診療システムから sundhed.dk へのリンクのほか、医療従事者への医療に関する

情報や教育のサイト、sundhed.dk に関する患者向けリーフレットなどを示すサイトなどが準備

されている（図１）。このサイトでは、患者の健康データの閲覧方法や表示項目など様々な内容

が Q&A として示されている。 

 

図１：医療従事者向けのサポートサイトの画面 

 

 デンマークでは個人のデジタル ID として、MitID が準備されている７）。MitID は、オンライ

ン バンキングでの送金や、skat.dk、borger.dk、sundhed.dk などの公共のセルフサービス ソ

リューションへのログインなど、さまざまな目的に使用できるデジタル ID である。MitID は最新

の国際セキュリティ標準に準拠しており、スマートフォン向け MitID アプリでは２段階認証で本

人確認を行うことができる。なお、MitID は無料で取得して使用でき、取得できる年齢制限は

13 歳となっている（MitID を持つことは必須ではない）。MitID は最新のセキュリティ標準に準

拠しており、個人の管理責任のもと使用されている。したがって、コードやユーザー ID を他の

人と共有しない旨や自分が使用を開始した MitID のアクションのみを承認するように促されて

いる。この MitID は、公共部門と金融機関によって開発および管理されている。 
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さらに一部前述しているが、国民の医薬品に関する情報を集めたサイトとして共通医薬品カ

ードを構築している１０）。共通医薬品カードは、患者の安全性を高めるため国民が現在服用し

ている薬の包括的な概要を把握する仕組みとして開発されている。以下にその目的を示す。 

・国民の投薬に関する情報不足により発生する投薬ミスの数を減らす。 

・投薬ミスによる再入院の数を減らす。 

・国民の現在の医療情報を明確にするのに費やす時間を削減する。 

この共通医薬品カードは、国民の現在の医療情報を医療システム全体で共有されている。

この共有システムは、FMK と呼ばれており医療従事者の地域システムに統合できる全国的な 

IT ソリューションである１１）（図２）。すべての医師は FMK を使用する義務があり、そのため医

師は FMK に新しい処方箋の登録や処方箋の変更を行い、病院の医師は入院時に共通医薬

品カードから情報を取得し、退院時や外来受診後に共通医薬品カードの情報更新を行う。ま

た処方箋は FMK から電子的に発行される。このデータは共通医薬品カードに 2 年間保存さ

れる１２）。FMK は、各医療機関の電子患者記録、医療行為システム、ケアシステム、薬局シス

テムなどの医療専門家のローカルシステムと統合し運用されている。これにより医師はローカ

ルシステムを介して FMK で薬の処方箋を追加、変更、削除することができ、薬剤情報が中

央の FMK と同期、薬局でもその内容が閲覧できる。 

 これらの背景として、2010 年 5 月に、共通医療カードとその使用法を規定する保健法の一

部改正が改正され、その専門家が FMK にアクセスできるか、またいつ FMK 内の情報にア

クセスできるかが法律で規定されている。加えて、2014 年 5 月の FMK に対する大統領令で

は、それらアクセス権を有する人々どのような権利と義務が課せられるのかが詳細に示されて

いる１３）。さらに 2018 年 5 月に発効した「病院医薬品登録簿への地域の情報報告に関する命

令」により、医薬品の管理と価格に関するデータをデンマーク医療データ庁に報告する病院の

医薬品登録も行われている１４）。 

FMK の運営責任は、デンマーク保健データ局にあり、関係者と協力してプログラムの開発と

実施を確実にする全体的な責任を負っている１５）。さらにデンマーク保健データ局は FMK の

データ管理者でもある。その他、内務省・保健省、デンマーク保健・医薬品局、MedCom、デン

マーク地方自治体協会（KL）、デンマーク地域、一般開業医組織（PLO）などの関係者が

FMK の発展に継続的に協力している。 
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図２：Fælles Medicinkort のガバナンス構造の図 

 

 

電子処方情報の活用： 

デンマークでは医薬品の統計として、医薬品管理登録簿(LAR)１６）と医薬品統計登録簿

(LSR) １７）の情報が収集されている。 

医薬品管理登録簿(LAR)１６）は、医薬品のすべての販売および配達に関する情報が含まれ

る管理登録簿である。医薬品管理登録簿には、薬局、店舗で販売される医薬品、および医師

や病院が調剤された医薬品の供給に関する情報が含まれている。登録されるのは処方薬の

みで、国民に医薬品処方に関する自分のデータを把握する機会を提供するなど、管理目的

のために作成されており、過去 10 年間の医薬品情報が含まれている。 

一方、医薬品統計登録簿(LSR)１７）は、医薬品が販売されるたびに販売に関する情報が登録

されている。これは、処方薬と市販薬の両方であり、薬局や店舗などで販売される医薬品、病

院で調剤された医薬品に適用され、すべての医薬品の販売に関する情報が含まれている。こ

の登録簿は、薬物消費を監視する目的で 1994 年に設立され、デンマーク健康データ局は、

登録された情報を使用して、医薬品の消費に関する統計と分析を作成している。毎月、約 800

万 レポートが収集され、医薬品補助金の再評価や補助金変更のフォローアップ、予算交渉、

医薬品使用のガイドラインが遵守されているかどうかの評価などに用いられている。 

 

https://sundhedsdatastyrelsen.dk/-/media/sds/billeder/registre-og-services/fmk/fmk_governance.png?la=da
https://sundhedsdatastyrelsen.dk/-/media/sds/billeder/registre-og-services/fmk/fmk_governance.png?la=da
https://sundhedsdatastyrelsen.dk/-/media/sds/billeder/registre-og-services/fmk/fmk_governance.png?la=da
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電子処方箋による医薬品の調剤： 

訪問調査より薬局では、政府が提供するシステムと連動した薬局システムを利用し業務を行

っている。１日１回 MitID（個人認証のアプリ）でログインすると薬局システムも連携し、各種ア

プリケーションにて薬剤師の権限で閲覧可能な情報が閲覧できる（ログイン権限は８時間有

効）（図３）。 

なお、MitID では氏名、医療資格、住所が確認可能となっている。患者の来院時には受付

モニタで患者の ID カードをもとに入店すると薬局システムに患者が自動登録される。患者対

応用の各ブースで患者の ID カードを読み込むと患者の処方などが閲覧可能となる。医薬品

の取り揃えは、この薬局では BD Rowa を使用し薬品を準備するため、処方内容のデータは薬

局システムに取り込み後、薬局地下にある医薬品払い出し装置（BD Rowa）へ送信され自動的

に薬品をピックアップ、ベルトコンベアにより一旦１階の天井まで運ばれ薬局１階の患者対応

ブースに自動的に運ばれる。この間、薬剤師は過去の処方履歴などを確認する。他の北欧諸

国と同様に医薬品のシリアル番号が示されたデータマトリックスを読み取り、EU のシステムに

登録、流通に問題が無ければ患者の服用や服用タイミングを示したラベルを医薬品に貼付し

患者に払い出す。なお、この薬局では他の国と異なりバラ錠包装の医薬品については箱を開

封し、バラ錠ボトルに直接服用ラベルを貼付していた。理由として、「バラ錠包装の外箱は薬品

を開封すると廃棄されバラ錠ボトルのみで保管されるため、外箱とともに服用時のシールを廃

棄してしまい服用方法がわからなく可能性が高い」とのことからこのように運用している。なお、

渡薬時の薬剤師の指導に対し薬剤師の指導記録はあるが、薬局内のみで閲覧可能であり情

報共有はされていない。これら電子処方箋で使用される医薬品マスタは、ATC コードを使用し

ており Medicn.DK にて毎日更新されている。デンマーク医薬品局が作成しＧＰや薬局がダウ

ンロードし利用しているとのことである。処方箋は１枚に１薬品が記載され、薬局では１枚の処

方箋の受付に対し３€のマージンを得ている。 

 また、処方箋の発行は医師が行うが、６カ月以上の続く慢性疾患の継続処方については薬

剤師が１回に限り処方可能となっている。ただし、次回は GP の診察を受けることが必須とな

る。処方箋の有効期間は２年間で１回の調剤は半年分まで調剤が可能だが、次回の調剤まで

は１カ月以上開けることとされている。電子処方箋の発行は、GP の診療の場のほか、オンライ

ンでも可能でオンラインにて治療を止めることも可能となっている。 

 この薬局では、市からの依頼によりホームケア患者の医薬品の一包化調剤およびその配送

を請け負い届けている。現在、7500 人の患者の調剤を行い、１日約 150 人分の医薬品を配

達している（老人ホームなどへの一括配送も含む）。一包化調剤は、２週間サイクルで払い出

し、１日約 30 人の患者の至急の修正調剤も行う。デンマークの電子処方箋でも用法に時間は
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示されていないため、基本的には薬剤師が入力し、錠剤自動分包機５台で調剤している。

1300 種ほどの医薬品を取り使うが、使用頻度の高い医薬品は 300 種程度、他はその都度トレ

ー方式（1 回分ずつの必要数をセットする方法）で調剤を行っている。前述の通り２週間ごとに

薬価が変わるため、錠剤カセットを各機器でシェアして利用し無駄を少なくするなどの工夫が

必要で大きな課題となっている。さらに、一包化調剤に使用する医薬品の 70％はバラ錠ボト

ルの医薬品を購入・使用しているが、シート医薬品の流通量が多いため安価であることも課題

と感じている。 

 これからの薬局 DX に向けて 

 訪問調査に対応した薬局長のスザンヌ氏からは、「今後、AI が利用できるようになれば、薬

剤師の関与が必要か患者の状態を自動で判別して示すシステムができてほしい。」とあった。

これにより、指導が必要な患者をこれまでの治療や生活の履歴から自動で判別し薬局に来た

際に来店時点でその患者に何が必要なのかの薬剤師にリコメンドすることで、より効率的かつ

効果的に薬剤師がかかわることができるのではないかと語っていた。 

 

ソンダブロー薬局外観    患者の受付 

 

薬局のシステムにおける調剤の履歴  薬剤師のログイン認証 

図３：デンマークの薬局での状況 



- 31 - 

 

デンマークにおける医療情報に関連する団体等 

 名称 機能 

行政機関 デンマーク保健局 

（Sundhedsstyrelsen） 

デンマーク保健当局は自治体や地域に助言し、推

奨事項、ガイドライン、行動計画を策定 

https://www.sst.dk/da/om-os/Strategi-og-

grundlag 

 デンマーク医薬品庁

（Lægemiddelstyrelsen) 

デンマーク市場における製薬会社および医薬品の

承認および管理・薬の副作用の監視、臨床試験の

承認、医薬品に補助金支給の決定など実施 

薬局と小売店を監督

https://laegemiddelstyrelsen.dk/da/om/ 

開業医を代表

するステークホ

ルダー 

デンマーク開業医協会

（PLO） 

Practitioners' Organisation (PLO) は、開業医の専

門的および経済的利益を管理することを目的とした

全国規模の組織

https://laeger.dk/foreninger/plo/om-

plo/organisationen 

薬事に関する

主なステーク

ホルダー 

デンマーク薬剤師協会

（Danmarks 

Apotekerforening） 

薬剤師の雇用主および業界団体 

182 名の会員は、5,600 人の薬局従業員を管理 

https://www.apotekerforeningen.dk/ 

その他の医療

関連団体 

sunded.dk 

 

医療システムへのデジタル入口 

健康データを収集し、健康と病気の概要を簡単に

把握できるようにする。開業医や健康や病気に関す

る情報の検索など可能となる。 

https://www.sundhed.dk/ 

 FMK - 共通医療カー

ドサービス 

Fælles Medicinkort 

国民と医療専門家に医薬品とワクチン接種に関す

る情報を提供 

https://fmk-online.dk/fmk/ 

 MedCom 

 

デジタル コミュニケーション ソリューション開発等を

行う団体。非営利組織で、内務省と保健省、デンマ

ーク地域および全国地方自治体協会により所有・

資金提供されている。１９９４年創立、デンマークの

医療 HAB 

https://medcom.dk/om-os/ 

 MitID 個人認証 ID でオンライン バンキングでの送金や、

skat.dk、borger.dk、sundhed.dk などの公共のセル

フサービス ソリューションへのログインなど、さまざ

まな目的に使用できるデジタル ID 

https://www.mitid.dk/en-gb/ 
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【３．エストニア】 

国の概要： 

面積：4.5 万平方キロメートル（日本の約 9 分の 1） 

人口：約 133 万人（2021 年） 

首都：タリン 

言語：エストニア語（フィン・ウゴル語派） 

通貨：ユーロ（2011 年 1 月導入、1 ユーロ＝約 138.88 円（2022 年 7 月 27 日現在）） 

（外務省 エストニア基礎データより 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/estonia/data.html#section1） 

 

 

医療制度の概要： 

エストニアの医療制度は訪問調査より、すべての勤労する国民は保険に加入しており小

児、老人および税金を支払っている人は無料で医療を受けることができるとあった。一方、そ

れ以外の人は、１回あたり５ユーロの費用を負担する。ただし、医薬品については患者の一部

負担が必要である。また、他の北欧諸国と同様にエストニアでも GP 制度の下、GP 診療所は

ファミリーセンターとヘルスセンターに分類されている。詳細は以下の通りである。 

ファミリーセンター：問診、コンサルト、呼吸機能・心電図・血圧の計測を実施 

ヘルスセンター：ファミリーセンター機能に加えセラピスト、産科機能を有する 

１人の GP で約 1,000 人の市民を担当し、１カ月で約 500 人の患者を診察している。なお、

病院では手術などの専門的な治療を行うため GP の紹介なしでは病院を受診できず、一般的

に病院の受診には３カ月程度待つ必要がある。 

エストニアの薬局では、医薬品の小売販売および調剤と医薬品の使用に関するアドバイス

などを行っている。医薬品のカウンセリングでは、薬の正しく安全な使用と保管に関する情報

提供が行われている。これら薬局のサービスは、医薬品委員会によって発行されたライセンス

を持つ薬局でのみ提供可能であり、一般薬局、病院薬局、動物薬局が運営されている。病院

薬局は、当該病院に医薬品やその他の医療製品を供給する薬局であり、協定を結ぶことで、

他の病院、福祉施設、救急車を運行する病院にも医薬品やその他の医療製品を供給する。

なお病院の薬局には国民に医薬品を販売する権利はない 1)。 

薬品委員会の薬局統計では国内の薬局数は、一般薬局：476 軒、病院薬局：23 件動物薬

局：１件（2023 年）となっている。さらに、2022 年に一般薬局で扱われた処方箋枚数は 1,160

万枚で、そのほとんどが保険償還対象の処方箋でありその数は 980 万件であった。なお、
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8,000 件弱の欧州連合の処方箋がエストニアの薬局で扱われ、その 59％が首都のタリンで取

り扱われたとある 2）。2021 年時点で 1 つの薬局には通常 2-5 人が勤務しており、薬局の従業

員に対し 41％が薬剤師、薬剤助手が 34％、その他の従業員が 25％、従業員が 10 名以上の

薬局は 10％程度のようである。一方、2021 年末時点で病院の薬局には、78 名の薬剤師、35

名の薬剤助手、その他の従業員 41 名が働いている。 

基本的に薬局は住宅地や商業施設内など生活に密着した施設にあり、病院や診療所の前

のいわゆる門前薬局は存在せず、また処方箋調剤だけでは利益がないため一般用医薬品や

生活用品も販売している。そのため生活圏に薬局が立地しているとのことであった。 

なお、エストニアでは医療費は無料であるが、医薬品費は一部負担がある。健康保険基金

では一律に 2.5 ユーロの自己負担に加え、疾患等により割引率が 50％、75％、90％、100％と

変化する。ただし、この負担率は国が定める制限価格（または優先価格）に対する割合であ

り、制限価格以上の医薬品を購入する際は制限価格の医薬品費のみ給付対象となる。なお、

優先価格は年 4 回改定される 3)。 

 

 

電子処方箋導入のきっかけ・経緯： 

エストニアは、1991 年旧ソビエト連邦共和国から独立し、特に 2000 年以降急速に IT 化を

図っている。2001 年には情報連携基盤である X-Road を立ち上げ、2002 年には国民 ID とデ

ジタル署名基盤を構築、2008 年には e-ヘルスシステムを構築している。この中で 2010 年に

は医薬品の処方と調剤の事務処理を最小限に抑えるため電子処方箋を実装し現在 99％の

処方箋がオンラインで処理されている。現在エストニアの ICT 分野での就労人口は労働人口

の 5.9％におよび国内の分散型ネットワークにより 3000 以上のサービスと年間 13 億件以上の

取引を行い、年間 300 万時間以上の労働時間の短縮を実現している。この情報連携を支える

ものとして、電子 ID やモバイル ID、データ交換ネットワーク（X-Road）および強固なセキュリテ

ィとしてブロックチェーンやサイバー防御対策が施されている 4）。 

 e-ヘルス ファクトシート 5）では、エストニア国民の医療情報システムは 2008 年から運用され

ており、医療情報システム内には 4000 万以上の文書が保存されているとある。2015 年以降、

健康データの 99％、退院情報の 97％が中央データベースに送信され、医師はこれら情報に

簡単にアクセス、患者もポータルサイトから過去の診察や処方箋の確認健康上のアドバイスな

どが受けられる。現在、99.9％が電子処方箋で運用され、病院と薬局の事務手続き、医師の

診察削減による効率化により労務軽減と時間節約されている。電子処方箋の普及により、患者

は薬局で ID カードを提示するだけで調剤を受けることが可能となり、2019 年 1 月からは国境
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を越えた電子処方箋がエストニアとフィンランドの間で開始され、現在、クロアチア、ポルトガ

ル、ポーランドでも実施している。 

 訪問調査から、エストニアでの電子処方箋の経緯として、2005 年からステップ１としてまずは

処方箋の電子化を開始、2008 年からはステップ２として電子処方箋の運用を行っており、10

年以上の年月を経て現在に至っている。 

エストニアでは、医薬品法第 81 条に基づき、処方箋を交付する際に電子処方情報システ

ムを使用することが医療提供者に義務付けられている。また、薬局は電子処方箋に基づいて

医薬品と医療機器を交付する義務がある 6）。なお、独自の情報システムを持たない医師は、

健康保険基金が運用する電子処方箋の入力サイトからの処方入力が可能となっている。 

 

 

電子処方箋の概要（運用）： 

 このように電子処方箋を原則として運用しているエストニアではほぼすべての処方箋が電子

処方箋として運用されており、一般診療でも必ずコンピュータを用いて診療を行っている。 

訪問調査より、GP の利用するシステムでは国民 ID カードをもとにヘルスセンターのシステ

ムにログインし業務を行っていた。本日来院予定の患者リストから患者を選択し、記録の全て

残すシステムとなっており、処方箋入力時には病名を ICA10 で入力、医薬品は一般名で記載

する（ブランド名で指示する場合には理由が必要）。１回の服用量、服用規格（錠剤、カップセ

ル剤など）、用法として１日の回数とクール（毎日なのか１週間ごとなのかなど）、服用タイミング

として頓服かどうか、服用日数など選択形式で入力するようになっていた。なお、用法につい

ては、ほとんどが１日の回数の指定のみであり食事に関係する内容はテキストでコメントとして

記載するようになっている。この処方オーダ時に相互作用の注意喚起のアラートマークが表示

され（Ｃ２、Ｄなど）、この注意喚起を確認し処方箋を発行する。一部の医薬品（継続処方）で

は、専門看護師も処方可能である。さらに、医薬品処方時には自動的に医薬品費の患者の自

己負担率は表示される。加えて、医師も患者の負担率を変更できるがその際は理由の記載が

必要である（図１）。エストニアの医療情共有システムでは、過去の血液検査記録、レポート、

副作用なども閲覧可能で、病院からの情報として検査結果や退院処方の記録も閲覧可能で

ある。（※病院に入院することは少なく、原則として GP が診察を行うので他の医師が診療を行

うことは少ない）これらの医療連携システムは、健康福祉情報システム センター (TEHIK)がシ

ステムを構築し運用している。 

これらの情報は本人のほか、18 歳までの子供の医療記録は親も閲覧可能となっている。患

者は新たな疾患で GP の診察を受ける際には、看護師に連絡し医師の診察が必要かを確認
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したうえで必要と認められれば GP の診察を受けることができる。処方箋は、医薬品の種類に

より２カ月処方（睡眠薬など）または６カ月処方が発行できる。処方箋の有効期間は６カ月であ

り、処方時には薬品ごとに疾患名の入力が必要である。 

さらに、健康保険基金のサイトでは、医師への電子処方箋関連の情報提供として、 

・情報システムのない医師のためオンラインポータルから電子処方箋を登録、準備、確認、キ

ャンセルが可能となっていること 

・国内で未承認の医薬品を使用する際は処方箋センターを通じて申請すること 

・電子処方箋のキャンセルが可能なこと 

・相互作用のサービスがあること 

・外国人のための処方箋の書き方 

などが示されている 7）。 

 

アラート機能 

薬物相互作用の電子サービスでは、Inxbase – Riskbase を使用し、薬物相互作用の評価

を行っている。このアラートは医薬品を処方時に処方箋をチェックし、相互作用が発生した場

図１：家庭医の処方入力画面 
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合は医師にアラートを表示する。また、ユーザーの情報システムでのアラートに加え、医薬品

の副作用に関する情報も取得できる Web ベースのデータベースにアクセス可能になってい

る。これにより、患者のケアの質を向上させ、医薬品の安全な使用をサポートが可能となってい

る。自動アラートは、医師に重要な相互作用に注意喚起し、治療の決定をサポートする。相互

作用は、臨床的関連性とエビデンスに応じて 4 つのクラスに分類されている。クラス D の相互

作用は一般に避けるべきであり、クラス C の相互作用は、例えば、投与量の減少によって管

理することができるなどである（図２）。このデータベースは、スウェーデンのカロリンスカ研究所

とフィンランドのトゥルク大学中央病院の臨床薬理学者との共同研究によって開発されたもの

であり、 このデータベース（SFINX）は 10 年以上にわたって日常臨床で使用されており、スカ

ンジナビアで最も広く使用されている薬物相互作用評価ソフトウェアである 8）。 データベース

は年に 4 回更新される 9）。 

医薬品マスタ 

 医薬品は原則として ATC コードをもとに選択しており、これらマスタはエストニア医薬品庁

（SAM）から提供されているようである。なお、使用できる医薬品はエストニアで認可されている

ものに限られるが、患者の状態などによりエストニアで販売承認を持たない医薬品でも医師の

申請により使用できる仕組みもある 10）。未承認の医薬品の使用においてもデジタル処方箋シ

ステムを使用し未承認医薬品を処方する際の申請書が自動的に作成され医薬品庁に送信で

図２：エストニア語の薬物相互作用に関する情報リーフレット 筆者翻訳 

Eestikeelne ravimite koostoimete infovoldik. 
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きるようになった。その際には、医師は販売承認のない医薬品を処方する理由をリストから選

択（例：エストニアには同じ有効成分を持つ医薬品が存在しないなど）し、申請を処方センター

経由で医薬品庁に送付。医薬品庁は申請を処理し、販売許可のない医薬品の使用に関する

決定を処方センターおよび医師に決定を電子メールで通知を行う。患者は、これらを医療ポ

ータル上でステータスを監視できる。 

 

 なお、エストニアでも国民向けポータルサイトを開設しており、2023 年 11 月からはエストニア

健康保険基金と保健福祉情報システムセンター(TEHIK)により、国民の健康情報をまとめる新

しい健康ポータルサイトとして「terviseportaal」を稼働させている 11）（図３）。このポータルサイト

には、今後の予約、未受取の処方箋、過去 6 か月間の調査、分析、相談、予防接種に関する

情報や推奨事項を表示する機能など、いくつかの機能が含まれているようである。さらに、す

べての健康文書が 1 か所に配置され、情報がより見つかりやすいユーザーフレンドリーな構

成で、モバイルデバイスを介して医療記録を表示することが以前よりも便利になったとある 12）。 

 

薬局での調剤 

電子処方箋の受付は、国民 ID カードの提示により行い、患者の ID カードをもとに薬剤師も

患者情報を閲覧することができる（図４）。なお、処方薬を販売するためには患者の ID カード

が必要であるが OTC 医薬品の販売時には不要である。一方、従業員が薬局のシステムへロ

グインする際には、国民 ID カードによりハンザソフト（エストニア国民を電子認証する仕組み）

図３：エストニアの患者ポータルサイト terviseportaal 
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により医療職種を認識し、職種により閲覧可能な情報が異なるよう画面が設定されている。薬

剤師が確認できる情報としては、処方内容、薬品名、保険償還率（％）、疾患名、有効期間、

医師名、６カ月間の薬歴などがある。他の北欧諸国と同様に患者への医薬品の払い出しは箱

だし調剤と呼ばれる納入した状態でのパッケージをそのまま患者に渡す方法で、薬剤師は箱

を開封しない。また、医薬品払い出し時には EU ルールに従い医薬品の包装表示されている

シリアル番号入りの DataMatrix を読み取りセンターに登録、偽造医薬品の流通防止の観点か

ら流通上の問題が無いことを確認してから払い出す必要がある。なお、処方箋はジェネリック

名で記載されており、エストニアでも薬剤師は、調剤時に一番安い医薬品を提供しなければな

らない決まりがある。もし前回と同じもの（一番安いものではない医薬品）を提供する必要があ

る場合はその理由が必要である（ただし、ケースにより自費となる場合もある）。患者の支払い

は、各医薬品の保険料率により異なるが、保険で 100%償還される場合、患者は 2.5 ユーロの

み支払うこととなる。 

 

エストニアの薬局店内              医薬品の棚 

薬局システムおよび薬局システムの画面 

図４：エストニアの薬局の状況 
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その他の電子処方箋に関する事項 

エストニアでは、5 つのオンライン薬局が認められている 13）。欧州連合(EU)で活動するすべ

てのオンライン薬局は、共通のロゴを使用することになっているようであり（図５）、これは EU に

おける偽造医薬品対策の 1 つとされている 14）。なお、EU での偽造医薬品の対策は 2011 年

の EU 指令に基づき実施されており 15）、 

・医薬品の外装に義務付けられている安全機能 

    (一意の識別子と改ざん防止) 

・合法的なオンライン薬局を識別するための EU

全体の共通のロゴ 

・医薬品原薬の輸入規制強化 

・卸売業者の記録管理要件の強化 

が実施されている。なお、エストニアでのオンライン

薬局の売り上げは薬局全体の売り上げ 5.42 億ユ

ーロに対しオンライン薬局 1260 万ユーロと約 2.3%、処方薬では 3.17 億ユーロに対し 200 万

ユーロと約 0.6%となっている 16）。 

なお改ざん防止の観点では、EU 国内で販売される医薬品には商品コードやロット、有効期

限のほか個々の包装ごとにランダムなシリアル番号が付与され、DataMatrix バーコードで表示

されている。この情報はＥＵサーバーで管理されており、流通段階で逐次包装ごとに履歴を登

録しており、薬局でも、当該医薬品を患者に払い出す前にバーコードにて情報を登録し、不

正に流通したものではないことを確認の上、調剤することが義務付けられている。 

また、医薬品を患者宅に配送する際は、医薬品を専門に運搬する業者しか配送できないよ

うになっている。特に、医薬品の発送に関してもルールを設けており、蛋白同化ステロイド、麻

薬、向精神薬、血液および血液成分製剤、医療用の細胞および組織、先進治療用医薬品の

送付は禁止されている。さらに、医薬品を外国またはエストニアに送ることができるのは、送り

主と受取人がともに自然人に限られ、送付時には医薬品はメーカーのパッケージに入ってい

る必要がある。加えて、送付する量も定められており、規定を超える場合は各州の医薬品庁か

らの許可が必要になる 17）。 

 一方、医薬品の有効期限切れや体調変化、その他の理由で医薬品が使用されなくなったり

した場合、医薬品を薬局または地域の有害廃棄物受け入れ場所に持って行く必要がある。ど

ちらも、無料で受け入れられるが、これはその医薬品が環境や健康に害を及ぼすことがないよ

うにするためのものである 18）。  

図５：EU のオンライン薬局のロゴ 

（エストニア） 
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エストニアにおける医療情報に関連する団体等 

 名称 機能 

行政機関 エストニア社会省 エストニアの社会法相全般を担当

https://www.sm.ee/en 

 エストニア州医薬品庁 

State Agency of 

Medicines (SAM) 

 

エストニアの独立回復される前 1991 年 4 月 11 日

に保健省により設立 

現在は社会省傘下の機関として 6 つの部門に担当

者 90 名超 

https://ravimiamet.ee/en 

 健康福祉情報システム

センター (TEHIK)  

健康、社会保障、労働分野の情報通信技術コンピ

テンスセンター 

公共部門の最も重要な IT プロジェクトを実施 

新たな開発や ICT 管理について他の州当局に助

言し、新しい技術ソリューションを提供 

https://www.tehik.ee/en 

医療ポータルサイト（digilugu）を管理運営 

https://www.digilugu.ee/login?locale=et 

 e-エストニア 

e-Estonia 

e-エストニアの広告媒体で各国の言語で資料を掲

載し情報へリンク 

https://e-estonia.com/ 

健康管理に関するもの 

https://e-estonia.com/solutions/healthcare/e-

health-records/ 

 健康基金 

Tervisekassast 

 

被保険者が必要な医療サービス、医薬品、医療機

器、経済的給付を利用できるように国民健康保険を

運営 

https://www.tervisekassa.ee/ 

開業医を代表

するステークホ

ルダー 

エストニア医師会 

(Eesti Arstide Liit, 

EAL) 

 

エストニア最大の医師協会 

医療専門家の発展と医師の利益を保護し、医療文

化を促進、医療政策おける医療専門家の代表 

https://arstideliit.ee/ 

 エストニア家庭医協会

（Eesti Perearstide 

Selts, EPS） 

 

家庭医の自主的な団体を基盤とする非営利の民間

法人で、医療の発展と協会会員の権利と利益の保

護のために活動 

ソフトウェアの利用説明等実施 

https://www.perearstiselts.ee/ 

薬事に関する

主なステーク

ホルダー 

エストニア薬剤師協会 

（Eesti 

Proviisorapteekide 

Liit） 

薬剤師と薬剤師向けのフランチャイズ サービス プ

ロバイダーを統合する非営利団体 

薬局と薬局従業員の社会的、経済的、職業的権利

と利益を代表・保護 

代表されるメンバーの数：92 

代表薬局数：292 

代表薬剤師数：1104 

（以前のチェーン薬局を代表していたエストニア薬

局協会 (EAÜ) より 2020 年に再組織） 

https://www.epal.ee/ 

https://e-estonia.com/story/
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その他の医療

関連団体 

Helmes ソフトウェア開発会社 

エストニアの医療関連システムの開発を担う

https://www.helmes.com/about-us/ 

 患者ポータルサイト 医療関連の情報を提供するポータルサイト

https://www.digilugu.ee/login?locale=en 
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【４．オランダ】 

国の概要：  

面積：41,864 平方キロメートル（九州とほぼ同じ） 

人口：1,747 万人（2021 年、IMF） 

首都：アムステルダム（政治機能所在地はハーグ） 

言語：オランダ語 

通貨：ユーロ 

（外務省 オランダ基礎データより 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/netherlands/data.html#section1） 

 

 

医療制度の概要： 

オランダには 12 の広域自治体である州（Provincie）があり、州はさらに 342 の基礎自治体

であるヘメーンテ（Gemeente）に分かれている１）。 

 VZinfo では、オランダの公衆衛生とケアに関する統計情報を提供している。この中では、

2023 年時点の医療提供協体制の状況として 8 つの大学医療センターを含む 69 の病院組織

があるとしている。一般開業医は、国内に 11,754 人おり、2023 年 1 月 1 日現在、1,975 の地

域薬局があり、全薬局のうち、596 店舗(30%)はチェーン店が所有し、1,063 店舗(54%)が(フラン

チャイズ)薬局に属している。さらにオランダでは、患者から最寄りの薬局が 4.5 km 以上離れ

た場所にある場合、一般開業医は薬局免許を申請できる。この制度により、オランダには推定

282 の調剤 GP 診療所が開設されている２）。2021 年の OECD の調査では、2019 年時点のオ

ランダの薬剤師数は、国民 10 万人当たり 21 人と日本の 190 人の約 1/9 であり調査対象国

の中で一番少ない値であった 3）。 

オランダの医療制度は、医療保険法(Zvw)、介護法(Wlz)、社会支援法(Wmo)、青少年法の

4 つの制度法によって規制されている。そのうえで、国民と民間の保険会社、医療従事者が双

方に医療の質を担保するため取り組んでいる 4）。 

訪問調査でもオランダの医療制度は、GP がゲートキーパーとなり地域の薬剤師との緊密な

連携の上成り立っている。GP と薬局間の IT 化を推進しており、プライマリケアの水準を一定

に保つようオランダ王立薬剤師会も指導しているとあった。GP と薬局は同じビルに入る例があ

り緊密な連携が行われている。オランダの医療の 90-95％は GP と薬局で対応され、薬局は地

域で交代しながら 24 時間対応を行っている。患者は薬局を自由に選択可能だが 80％の患

者は同じ薬局に行くようである。なお、薬剤師には処方権（デンマークのような継続処方も含

め）はない。一般的に病院での医療コストは高く、病院の受診は半年先など長期間待たされる

ケースが多い。なお、国民は GP への登録が必要で、GP での診療は無料である。オランダ全

体として、医療ケアの供給は少ないと感じている。一方病院の薬剤師は入院中の患者に対す

る業務を行っており、病院の外来患者への業務は行っていない。病院の外来患者向け業務

は、病院内の調剤薬局が担っている。 

医薬品の償還について薬局で処方薬の代金を支払う金額は、薬自体の費用と薬局のサー

ビスの手数料の 2 つの部分で構成されている 5）。医薬品自体の価格は、健康保険会社と薬局

により決められており、同じ薬でも健康保険会社、医療保険、薬局により価格が異なる。また、
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薬局サービスにかかる費用には、医師が正しい用法と用量で薬を処方したかどうかの確認や

相互作用の確認、薬の配達、薬の使い方の説明などが含まれ、薬局が行う内容や配達時間、

時間帯（夜間や週末は料金が高くなるなど）より異なる。 

 

 

電子処方箋導入のきっかけ・経緯： 

 医療における電子データ交換に関する法律(Wegiz)が 2023 年 7 月 1 日に施行された 6）。こ

れまで医療の情報は、紙、郵便、ファックス、CD、DVD で届けられ、手入力などのため情報の

遅延やエラーが発生していた。この法律により、医師、薬剤師、理学療法士、その他の医療従

事者は、患者がどのような治療や投薬を受けているかを知ることができるようになる。さらに、患

者データを電子的に相互に送信することで、適切な情報が適切なタイミングで適切な場所に

届き、結果として医療従事者はより良い仕事ができ、患者はより良いケアを受けられるようにな

る。この義務が適用される最初の種類の情報は処方箋であり、2024 年から一般開業医による

薬局への処方箋は電子化される 7）8）。 

医療における電子データ交換に関する法律(Wegiz)に対するオランダ官報として発出された

「医療における電子データ交換に関する政令を改正する 2023 年 10 月 21 日の政令」では、

薬剤情報の転送の一環として実施される GP から調剤薬局への処方箋の送信（versturen van 

het recept door de huisarts aan de terhandsteller (hierna: VRHT) ）の目的として、薬剤の処

方および調剤における誤りのリスクを軽減し、薬剤の処方および調剤の業務効率を高めること

とあり、これにより優れた、安全で手頃な価格の医薬品や医療の提供に重要な貢献をするとさ

れている９）。 

なお、医療における電子データ交換に関する法律(Wegiz)に基づき交換される情報には、次

の 1-5 が示され、今回適用されるのは「１，電子処方箋および調剤」の一部であることも示され

ている。 

1.電子処方箋および調剤 

2.投薬データ 

3.薬の検査値 

4.禁忌と過敏症 

なお、オランダでは、市民サービス番号（burgerservicenummer ：BSN）が個人に発行されて

おり、パスポート、運転免許証、身分証明書に記載されている。オランダの ID カードには、

BSN が QR コードで記載され、カードの裏面には判読可能な数字で記載されている。番号は

9 桁で構成され有効期限は無期限、海外に移住しても有効である。なお、BSN は個人に固有

にリンクされているため本人が死亡した場合は、BSN の利用が停止される。医療における電子

データ交換に関する法律(Wegiz)でもこの市民サービス番号が使用されており、情報を送信す

る際には、この番号の付加が必要である 10）。 

また、オランダでは電子的に本人を認証する仕組みとして DigiD がある。DigiD を使用する

ことで、政府、教育機関、医療機関、年金基金など、インターネット上で取り決めを行うときに自

分自身を識別することができ、どこからでも簡単かつ安全にログインできる。これにより、個人デ

ータが常に保護されることが保証される 11）。 

さらにこの政令では、これら電子処方箋を実装した際のデータトラフィックも推定されている

（図１）。また、患者のデータへのアクセスとして PGO（persoonlijke gezondheidsomgeving）の活
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用も示されている。PGO とは、自分の医療データのコピーを無料で取得できるアプリやウェブ

サイトのことで、医療データのほか自分で測定した健康に関するデータを追加することもでき

る。まだすべての医療機関が参加しているわけではないが今後広がるとのことである１2）。患者

ポータルは個々の医療機関から提供される情報をそれぞれの医療機関のサイトから閲覧する

ものであるが、PGO ではこれら医療データをすべて同じ場所に集めて保存されるため、個々

のサイトにアクセスする必要がない。 

 オランダでは、医療機関間の情報連携のめの基礎的技術として、ナショナル・スイッチング・

ポイント（Landelijk Schakelpunt (LSP)）を開発している。ヴォルジェゾルグでは、LSP を通じて、

GP と薬局は医療データの交換が可能であり、患者は医療データに関する閲覧の許可や追跡

も可能である。ヴォルジェゾルグではこの情報連携のメリットとして以下を示している。 

⚫ 医療データの確実な交換 

⚫ より良い情報によるより良い迅速なケア 

⚫ 安全でプライバシーを尊重する仕組み 

⚫ 法律の順守 

⚫ 個人の同意に関する手続き 

⚫ 医療データの閲覧ログを確認 

ヒアリング調査からオランダでは、処方情報を電子化する背景として、医療費の増大がある。

厳しい条件での予想では、2040 年時点で 2010 年に比べ医療費が２倍以上に、非常に小さく

見積もった場合でも約 20～25%増加すると予想されている。現在のオランダの人口は 1,700 

万人、年間医療費は 970 億ユーロである。国民の医療費は毎年増加し、2019 年の時点で一

人当たりの平均医療費は約 5600 ユーロ（収入の 20%から 25%）となっており、このまま何もしな

ければ 2040 年には収入の約 50%が医療費に費やす必要が出てくる。これらの主な理由の 1

つは高齢化であり、毎年約 4% 高齢者が増加している状況である。オランダでは、この医療費

の高騰への対策として、 

・税金と保険料の引き上げ 

・提供する医療のダウンサイジング 

図１：電子処方箋実施時の予測トラフィック数 
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・個人の関与の拡大 

・医療の制限 

・需要の減少 

・効率化 

などを行っている（図２）。 

 

訪問踏査より、オランダ人は個人の自立心が高く個性的であるため、意見がなかなかまとま

らない傾向があるが、一旦まとまれば一丸となって進めていく気質であるとあった。メンタリティ

としてはトップダウンでなくボトムアップで進める意識が強く、新しい物が好きなため学校での

PC 導入や医師の PC 普及、クレジット決済化も早かった。小さな国なので IT 化も行いやす

く、現在では政府からのお知らせなども紙だけでなくデジタルで入手する手段も準備されてい

る。 

医療関連の電子化について、薬局でも医薬品の物流管理を効率化するため早期から PC

を導入・利用されてきた。各医療機関での情報を分散管理とした結果、各分野で個別のデー

タベースを備えた専用アプリケーションが使用されるようになり、データセットごとに異なる技術 

(例: 画像用の XDS、医薬品データ用の LSP など)が展開されるようになった。分野ごとにいく

つかのコーディングシステム（例：病院での用量のコーディングは一般医や薬局でのコーディ

ングとは異なる）も発生し、言語や技術に統一性がなくなった。 

オランダでは、2010 年頃から GP と薬局が交流し GP は電子処方箋を送信し薬局は配達さ

れた薬に関するデータを GP に送信する活動が始まった。2015 年以降は全ての GP からの処

方箋が、2019 年からは全ての病院（外来）からの処方箋が国家インフラである LSP 経由で交

換されている。LSP 経由で送られた電子処方箋をもとに、薬局は配達された薬に関するデータ

を LSP 経由で送信するようになった。しかし医療提供者の一部は LSP に接続しておらず電

子システムで処方の入力を行うが、処方箋を印刷し対応している。なお薬局には、看護スタッ

フに調剤リストを提供する責任がある。現在、薬局からの調剤リストの 50%以上が電子的に送

図２：医療環境の変化に対する対策 
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信されている。さらに薬局では、患者の請求書を毎月、保険会社に送信している。また、薬局

では処方情報とともに患者のアレルギー情報などは閲覧できるが、それ以外の情報は医師と

薬剤師の共有は出来ていない（図３）。 

 このように、処方箋の電子化が進んできており、薬剤師が受け取るが処方箋は電子処方箋

が増加しており紙の処方箋は少なくなっている。電子処方箋では、治療上のチェックとして医

薬品の相互作用や適切な投与量などの確認が行われる。患者さんへの医薬品の配送は、薬

局のカウンターで渡すほか自宅への配送なども行っている。 

 一方、技術的な観点からは、オランダでの医療情報連携として 2014 年から国家インフラスト

ラクチャを導入し LSP を備えた HL7 v3 メッセージを使用している。 LSP は VZVZ（医療の標

準システムを構築する機関） によって管理され、保険会社によって資金提供されている。 現

在、第 2 世代の HL7v3 メッセージを実装し、この規格は MP9 と呼ばれている。このようにオラ

ンダでは、医療の情報を一元化して集約するのではなく、各医療機関に標準的に保管されて

いる情報を、LSP の仕組みにより情報を交換し利活用している。その根幹をなすのが相互運

用性の確保（５つのレイヤー）である。５つのレイヤーとは、 

１，ポリシー 

２，コラボレーション：ケアプロセス（プロトコル） 

３，構造・セマンティクス：情報（その情報が何を示すかに同意する必要がある（例：

患者の識別、薬品の認識）） 

４，アプリケーション：ソフトウェア層（上記層を処理するために必要なソフトウェア） 

５，インターフェイス：ユーザーインターフェイス、データベースや情報へのインタ

ーフェイス 

であり、これらがそれぞれの医療機関で用いる情報システムでこれらが確保されていないと円

滑な情報交換が実施できない。そのため、法律（国家の取り決め）やセキュリティを基本とし

               

                                

                          

                 

                        

                         

       
      
       

       
       

   

     
   

     

    

        

    

図３：オランダの医療 IT の歴史 
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て、相互運用性を確保するため各レベルの対策を講じる必要がある。前述のとおり、オランダ

では分散型医療情報モデルを採用している。これは標準的なコンポーネントを交換する複数

のシステムで、これらのコンポーネントは、ZIB13）と呼ばれる臨床情報モデルである。オランダの

分散型医療情報モデルでは、デンマークのような中央集権的なシステムはなく、GP には専用

のコンピュータがあり各医療機関等からそれぞれのコンピュータを閲覧する分散システムとな

っている。この臨床情報をオランダ語で「zip」と呼んでいる。 

 

Landelijk Schakelpunt（LSP：National Switch Point（英））とは 

 LSP は、オランダの医療インフラとして医療提供者が相互に接続できるネットワークである
14）。このネットワークを通じて、患者に関する医療データを２４時間３５６日相互に交換可能であ

る。ＬＳＰでは、システム内に医療データを保存しない（ＬＳＰはデータベースではない）。医療

データは、GP や薬局のシステムで保管され、医療提供者はＬＳＰ 経由で他の施設の情報を

確認することができる。ただし、この機能は患者自身が許可を与えた場合にのみ可能となる。Ｌ

ＳＰでは患者の許可にもとづきＬＳＰに市民サービス番号 (BSN) を登録する。LSP には、BSN

をもとに「参照インデックス」を保存し、別の医療提供者が紹介をかけると、BSN を使用して紹

介インデックスを検索し、相手先の情報閲覧することができるようになる。このようなシステムに

より、患者はどの医療提供者が自身の医療情報を共有できるかを確認することができる。な

お、このシステムで閲覧できる情報は以下の通りである。 

 医師が作成したファイルの一部の要約 

 医薬品のアレルギー、不耐性、禁忌などの情報 

 処方および調剤された医薬品の情報 

 専門医から他の医師への報告書 

 検査の結果 

 救急医療での診察の要約 

なお、医師、薬剤師からはそれぞれの全ての患者情報を共有するものではなく、それぞれ以

下の内容を共有することとなる。 

GP ファイルからのデータ 

⚫ あなたの現在の健康上の問題 

⚫ 過去 4 か月間の GP の受診に関する情報 

⚫ 最近の検査と結果 

⚫ 医師が処方した薬 

⚫ 薬局で受け取った薬 

⚫ 特定の薬剤に対するアレルギーおよび過敏症に関する情報 

⚫ 代理の GP にとって重要な詳細 

薬剤師の処方薬ファイルからのデータ 

⚫ 処方された薬 

⚫ 特定の薬剤に対するアレルギーおよび過敏症に関する情報 

 

 

電子処方箋の概要： 

オランダ国民は医療用の ID を持っている。さらに医薬品の製品情報は、医薬品の国際識

別 IDMP「Identification of Medical Products」 にリンクしている。その他、医療情報の標準化
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にも努め、HL7 の実装にも 20 年前の最初のバージョンから取り組み、現在 HL7 FHIR15）への

準拠を進めている。 

オランダでは、１０年前からガイドラインがあり電子化を原則とするようになっている。特に紙

の処方箋では、医師が何を書いたか認識できない場合があるため、内容の確認や読むことが

困難である。さらにコンピュータでは、患者による薬剤の安全性の検証にも役立つ。昔はコン

ピュータを使ってファックスで印刷し、そのファックスを薬局に送っていた。現在は FAX の使用

は許可されていない。すべての処方者とすべての薬局は、保険会社からの支払いのためにコ

ンピュータを必要とするので薬局内にコンピュータを持っている。さらに支払いはすべて電子

請求となっている。 

 

医療情報の相互運用性 

 薬局と病院間の相互運用性として、オランダでは薬局向けにさまざまなソリューションがある。

過去には多くのベンダがあったが、今は 4～5 社程度存在する。オランダでは、保健センター

がありそこに GP と薬局が 1 つの建物に一緒入り情報システムを利用している。したがって、そ

の医療モール内でデータベースを共有しているようである。なお薬局には、独立した薬局とグ

ループ薬局があり、グループ薬局は各グループで独自のシステムを持っている。通常、ソフト

ウェア システムはクラウド内にあるため、そのクラウドシステムにログイン、データ管理、バック

アップなどが行われている。また、医師は医療記録システムを持っており、薬剤師にも薬剤師

の医療記録システムがあり、それらが組み合わされている場合もある。 

Nictiz では医療のための国家インフラを整備し、ネットワークを通じて処方箋を送信できるよ

うにしている。このネットワークは、インターネット上で閉じたネットワークとなっている。この仕組

みを 2014 年から運用しており、データは各施設のローカルサーバーに保存されている。必要

な情報をもとに、情報の交換を LSP で行っている。LSP では、閲覧者の権限を識別し、情報を

提供することでセキュリティを担保している。情報交換とログブックの管理機能を提供しており、

毎回患者ごとに情報を交換するようになっている。例えば、私の電子メールを見ると、GP から

の 33 件の閲覧情報があり、薬局でも私の情報を調べており、私の医薬品登録簿にデータを

送信していることがわかる。もちろん、相互にデータをコピーすることもできるが、患者が病院か

ら自分の情報が欲しいと言った場合、病院は独自に作成した情報のみを送信する必要があ

る。重要なのは、元のデータが病院であることである。 

 情報の相互運用性として重要なのは技術標準だけではなく、意味論やメッセージの内容で

ある。一般的にはプライマリケアの国際コードセットの略である ICPC が使用され、病院では

ICD 10 または SNOMED が使用されている。SNOMED のコードセットはオランダ政府によって

支払われているので、オランダの医療機関では SNOMED コードを使用することができる。コー

ドセットを作成するには資金が必要で、これらを考慮したうえでコードやマスタを作成、維持、

管理する必要がある。さらに、オランダでは保健省からも資金提供されており、その資金で運

営している組織として Nictiz もその一つになる。またインフラは、請求業務を行うため保険の資

金で運営されているため保険者の利益にもなる。 

 

医療プログラムの確立時の課題 

 医薬品に関する国家的プログラムを立ち上げる場合、課題となるのが処方者と薬剤師をどの

ように認識するかである。大規模な国家プログラムでは、この医療従事者の資格認証の国家
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基盤が必要になる。もちろん、医療では高いセキュリティレベルが必要で二要素認証なども必

要で、特に、GP では問題にならないが、病院の場合では 1000 人もしくは大きな病院では 1

万人の従業員がいるので、全員の身元を確認するのは非常にコストがかかる。そこで各プロセ

スで、誰がどのアクターで、どのような人が関わっていて、どのような権限を持っていて、それら

の作業を行うのかをそれぞれの身元を確認して実施することが重要になる。オランダにはセキ

ュリティを担当する組織がありそれらとの連携も必要で、閲覧ログ等を確認しどの薬局が自分

の情報を閲覧したか確認できる仕組みの構築が重要となる。 

 

医療における個人の健康記録の基準の設定 

 オランダでは PHR のために特別なプログラムを用意している。PHR には 2 種類あり、１つは

病院に属する患者ポータルになる。 これは病院や GP が患者のために準備するもので、病院

には病院に関する情報、GP には GP に関する情報を閲覧するための患者ポータルが置かれ

ている。しかし問題は、患者が毎回異なるポータルにログイン（病院ごとに異なるポータルにロ

グイン）しなければならないことである。 

 一方、政府が望んでいるのは、患者に属する患者ポータルであり本来の患者 PHR である。

ただこの課題は、病院が独自の EHR に関する情報を持ち GP には独自の EHR があることで

ある。アメリカにはブルーボタンと呼ばれるプログラムがあり、PHR に医療データをダウンロード

できるようになっている。オランダでもそれをやろうとしたがとても抵抗がある。 特に、病院や

GP から患者 PHR システムにどうやって情報を集めるのか、病院等のシステムは患者 PHR と

通信する必要があり、そこでも標準化が必要になる。オランダでも FHIR を使って通信を PHR 

にダウンロードするよう進めているが、多くの病院はまだ FHIR で情報を提供できていない。  

 

 

電子処方箋の概要（運用）： 

医薬品関連のマスタ 

 オランダでは医薬品コードシステムがある。このシステムは特に地域薬局などで使用され、当

初は物流と価格を示すものであった。オランダでも薬の値段は決まっており、薬局 A で購入し

ても薬局 B で購入しても同じ医薬品の価格は常に同じである。これら医薬品ごとに 1 つの標

準価格とそれにもとづくコードがある。この医薬品のコードは、G スタンダード 16）と呼ばれてい

る（表１）（図４）。もちろん標準コード維持するためには費用が必要なため、その対価を支払う

必要（薬剤リストの利用にはライセンスが必要）である。国内で取り扱う医薬品関連の商品、約

１０万点の内 99%が G スタンダードに登録されている。G スタンダード定期的（通常月に１回）

に更新されダウンロードするたびに医薬品コードを更新することになる。これらは Z-Index とい

う会社が管理し、オランダ王立薬局協会なども協力している。Z-Index はヘルスケア製品に関

する情報を収集し、オランダの医療関係者間の情報交換を容易にするデータベースである 

G-Standard をメンテナンスしている。このマスタは薬局や病院だけでなく GP も使用している。

G-Standard は、ヘルスケア製品の処方、配送、注文、申告、払い戻しをサポートするデータ

ベースであり、これにより医師、薬剤師、ビジネス界、政府、医療保険会社に、ヘルスケア製品

の処方、配送、注文、申告、払い戻しなどに関する情報提供することで円滑な情報交換委寄

与している。この中には、規制関連の情報として、医薬品の上限価格や医薬品の償還限度

額、医薬品の処方規制として処方箋でのみ調剤できるか、または処方箋なしで調剤できるか
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などの情報を示している。さらに、医薬品の製剤としての組成物(有効成分および賦形剤)、力

価、医薬品形態、投与経路、単位、包装の種類、包装あたりの量、溶媒、装置、ml あたりの滴

数などの情報を、さらに投薬モニタリングに関する情報として、相互作用、禁忌(腎機能、妊娠・

小児・授乳、薬理遺伝学上、年齢)、賦形剤、アレルギー、投与量、重複投薬、などを示してい

る。 

 

G-Standard における Z-Index の具体的な役割としては、Z-Index は仲介者として機能

し、G-Standard 内のすべての情報を最新の状態に保ち、ソフトウェアを介してエンド ユーザ

ーが情報にアクセスできるようにするため、メーカー、卸売業者、科学機関、政府と連絡を取り

合っている。これらの関係者は、G-Standard のデータのプロバイダーになることも、このデータ

のユーザーになることもできる。特に、G-Standard の薬物療法に関する情報は、オランダ王立

薬剤師協会 (KNMP) の医薬品情報センターによって提供されている。医療機関はマスタを

使用する際に使用料金を支払う（施設規模の違いにより価格は異なり、大きい施設の使用金

額は高く、GP などは安い。また一部のみ使用する場合は、より少ない料金となる）16）。 

さらに EU には EMA（European Medicines Agency：欧州医薬品庁）17）があり、その下に医薬

品評価委員会 (CBG–MEB)がある。オランダの EMA は、オランダで許可されているすべての

医薬品を管理する組織であり、その下に薬剤師協会がある。したがって、先ずはその国で医

薬品の許可が必要で、CBG–MEB によって決定されたのち、製薬業界が設定されたインデッ

クスを使用してコードを要求し価格についての情報が登録される。  

 

処方箋の用法の標準化 

 処方箋は、HL7 標準を使用して表現しており、毎週の投与スケジュールも自動化できてい

る。漸増などの用法にも対応しており、最初の週は 1 日 3 回、2 週目は 1 日 4 回、3 週目は 1

日 5 回なども可能である。一方、食事との関係や細かな指示は表現されておらずコメント等で

表現している。 

表１：G-Standard とは 

G-Standard  
G-Standard には、認可された医薬品に関する情報が含まれています。未認可医薬品

（原料や配合製剤など）ビタミンやその他の栄養補助食品、医療機器などG-Standardには
約10万点以上のケア用品が登録されています。各ケア製品には、医薬品の安全性監視に
関する情報をはじめ価格、物流、さまざまな医療保険会社の償還方針などの情報が追加さ
れます。 

医療関係者は、この情報を次のようなさまざまな目的に使用します。 
・医師は利用可能な医薬品を検索し、患者に正しい投与量を処方します。 
・薬剤師は患者の現在の薬が新しい薬と適合するかどうかを確認し (ファーマコビジラン
ス)、健康保険が払い戻されるかどうかを確認します。G-Standard により、請求書を医療保
険会社に直接送信できるようになります。 

・薬剤師、卸売業者、製造業者は、発注と在庫管理に G-Standard を使用します。 

※オランダの医薬品データベース G-Standard（https://www.z-index.nl/english）より 抜粋
し引用 著者訳 

https://www.z-index.nl/english）より
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その他の電子処方箋に関する事項： 

オランダでは現在、LSP による情報交換を基本とする分散システムを運用している。そのた

め各システムが一種の島のようになるのが課題であり、一部システムではサイロ化も発生して

いる。そのためにも相互運用性を実現するため標準が必要になる。 

さらにこれら標準化を推進する団体として、Nictiz や MedMij などがある。Nictiz は、デジタ

ル情報の提供を可能にし、健康情報を明確に記録および交換できるようにするための標準を

開発および管理している。また、医療におけるデジタル情報提供に関するアドバイスや知識の

共有も行っており、国内の各種団体だけでなく、国際的な活動にも参加している 18）。また、

MedMij は、医療利用者と医療従事者の間で健康データを安全に交換するためのオランダの

標準を策定している 19）。 

現在、オランダでは samen voor medicatie overdracht として、医薬品に関する履歴情報を

交換する取り組みを進めている。この取り組みでは、投薬などに関する情報を適切で完全な

電子転送することを目指している。これによりすべての医療従事者とすべての患者は、最新か

つ完全な投薬概要を確認することができ、不必要な薬物事故や入院、ひいては不必要な苦痛

を防ぐことができるとしている。 

この計画は、以下の 10 段階分けて計画されており、できる部分から順次実施している（図５）。 

ステップ 0：準備 

ステップ 1：患者、クライアント、ネットワーク 

ステップ 2：移行段階 

ステップ 3：処方 

ステップ 4：確認と使用 

図４：Z-Index 社 G Standard 
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ステップ 5：調剤 

ステップ 6：管理する 

ステップ 7：検査値 

ステップ 8：禁忌と過敏症 

ステップ 9：患者特性 

ステップ 10：測定ツール 

このようにこれら情報を効率的に組み込めるようサプライヤーをサポートし、デジタル処方箋の

トラフィックをさらに拡大し、最新かつ完全な投薬概要をデジタルで利用できるようにすること

で、投与リストをデジタル化することに取り組んでいる 20）。  

図５：samen voor medicatie overdracht タイムラン 
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オランダの医療および医療情報に関連する団体 

 名称 機能 

行政機関 保健福祉スポーツ省 

（Ministerie van 

Volksgezondheid, 

Welzijn en Sport、

VWS） 

国民の健康を確保することを目的とした政策を定め、

国民が健康的な生活を送れるようにする 

https://www.rijksoverheid.nl/ministeries/ministerie-

van-volksgezondheid-welzijn-en-sport 

 医療・青少年監視局 

Inspectie 

Gezondheidszorg en 

Jeugd (IGJ)  

 

医療と青少年ケアの質と安全を保証し、医療提供者

にケアの改善を奨励する。 

https://www.igj.nl/ 

開業医を代

表するステー

クホルダー 

オランダ総合診療医協

会（Landelijke 

Huisarten Vereeniging, 

LHV） 

全国の一般開業医を支援・代表する団体：会員数約

14000 人 

https://www.lhv.nl/ 

オランダ総合診療医学

会（Nederlandse 

Huisartsen 

Genootschap, NHG） 

最新の一般的な医学的洞察を実践に移す科学団

体：1956 年創設、会員数 13,702、162 の NHG ガイ

ドラインを策定 

https://www.nhg.org/ 

薬事に関する

主なステーク

ホルダー 

オランダ王立薬剤師協

会（Koninlijke 

Nederlandse 

Maatschappij ter 

bevordering der 

Pharmacie、KNMP）。 

薬剤師と薬局を代表する団体: 1842 年発足、会員

5,000 人、医薬品関連の提言や薬品マスタ（G-

Standard：ヘルスケア製品の処方、配送、発注、申

告、償還を統合的にサポートするデータベース）を作

成 

https://www.knmp.nl/ 

技術的および

意味的標準

の設定に関

与する主なス

テークホルダ

ー 

国立医療 ICT 研究所

(The Nationaal ICT 

Instituut in de Zorg、

Nictiz) 

医療におけるデジタル情報提供を目的とした組織：

2002 年設立、デジタル情報の提供、記録、交換を可

能にするための標準の開発・管理、医療のデジタル

情報提供に関するアドバイスや知識の共有、オラン

ダだけでなく、国際動向にも対応する 

https://nictiz.nl/ 

ヘルスケア コミュニケ

ーションのための医療

提供者協会 The 

Association of Care 

Providers for Care 

Communication 

(Vereniging van 

Zorgaanbieders voor 

Zorgcommunicatie 、

VZVZ) 

オランダの医療分野の統括組織とその患者の協会：

医療インフラである National Switching Point 

(Landelijk Schakelpunt, LSP)を介した医療データの

交換に責任を持ち、技術的・組織的にネットワークが

適切に機能することを保証し以下、３つの役割 

・相互運用性に関する知識と専門知識のセンター 

・クライアント向けの契約および一般的な機能の開発

と実施を管理 

・Landelijk Schakelpunt (LSP) などの取引所ネットワ

ークのコーディネーター 

https://www.vzvz.nl/ 

情報協議会（Informatie 

Beraad） 

 

医療データが安全かつ確実に交換できる情報システ

ムの開発を目的に情報評議会の参加者により合意、

基準などを策定、2014 年設立 
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保健福祉スポーツ省、VWS 情報政策局、王立薬局

促進協会、全国開業医協会、大学医療センター連

盟、総合医師協会、病院協会、患者連盟、障害者ケ

ア協会、地方自治体協会、看護師と介護者、健康保

険会社などが参加 

https://www.informatieberaadzorg.nl/ 

その他の医療

関連団体 

Zorgverzekeraars 

Nederland 

すべての健康保険会社の業界団体 

https://www.zn.nl/ 

 MedMij オランダ患者連盟の取り組みで、2015 年に設立 

・医療データを安全に交換するためのルールを作成 

・情報協議会の参加団体や Nictiz と VZVZ とも共同

し活動 

https://medmij.nl/en/home/ 
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【５．ノルウェー】 

国の概要：  

面積：38.6 万平方キロメートル（日本とほぼ同じ） 

人口：542 万 1 千人（2021 年、IMF) 

首都：オスロ 

言語：ノルウェー語 

通貨：ノルウェ－・クローネ（1 クローネ≒12.3 円（2020 年平均、ノルウェー中央銀行）） 

（外務省 ノルウェー基礎データ https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/norway/data.html） 

 

 

医療制度の概要： 

ノルウェ－では、住民登録をする全ての国民ガかかりつけ医（General Practitioner ／ 

Fastlege）を持つ権利がある。病気等で診療が必要な場合は原則として指定したかかりつけ医

を受診する。そこで専門的な治療が必要と診断された場合には、かかりつけ医から専門病院

を紹介される 1）。これら一次医療サービスは、428 の地方自治体から提供されており、国内 4

つの地域医療事業で組織されている。プライマリヘルスケア サービスとして病気の場合やそ

の他の医療が必要な場合には、かかりつけ医、救急治療室、または保健センターが担当す

る。一方、専門医療サービスは病院から提供されており、病院は住民に特化した治療を提供と

ともに、医療に関する研究、教育、訓練という任務もある。ノルウェーのすべての病院は保健医

療省の管轄下の健康トラストで管理されている 2）。 

薬剤関連の状況として、ノルウェー薬局協会には国内の薬局に関連する状況として、次の

ように示されている 3）。ノルウェーでは 2001 年の薬局法施行以降、薬局の所有者は薬剤師

のみとする規制が撤廃され、卸売業者と薬局が統合した薬局チェーンの設立が可能となっ

た。現在、1,045 軒の薬局があり 3 つの大きなチェーンが薬局の大部分（87.７％）を占めてい

る（図１）。そのほか、独立系の薬局や公営の病院薬局がある。薬局 1 店舗あたりの住民数は

図１：ノルウェーの薬局の状況 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/norway/data.html
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5,200 人（2022 年調査）で、ノルウェー国民の 90%以上が、少なくとも 1 軒の薬局がある自治体

に住んでいる。 

また、ノルウェーで薬局は、かかりつけ薬局、病院薬局、支店薬局、医薬品販売店などに分

類されている。なお、支店薬局とは、主たる薬局と同じ薬局免許および営業免許の下にある薬

局で、多くの場合、薬剤師が不足し専従の薬剤師を雇用できないため、支店薬局となってい

る。薬剤師の雇用が不可能な場合は、ノルウェー医薬品庁に申請することで支店薬局の認定

を受けることができる。ノルウェー医薬品庁の概要によると、2024 年 1 月 17 日現在、52 の支

店薬局がある。また、薬局を設置できない場所でも、医薬品販売店を設置することができる。

医薬品販売店は、地元の薬局の管轄下にあり 2023 年 1 月 12 日の時点で、760 軒でそのほ

とんどが食料品店内にある。 

ノルウェーでは、医薬品の購入（非処方箋医薬品を含む）のため 5,850 万人の顧客（2022

年）が薬局を訪問し、処方箋に基づく調剤は 6,500 万件（2022 年）。薬局訪問者の半数は処

方箋による調剤を受けている。 

なお、ノルウェーでは、処方箋は青色処方箋（blå resept）と H 処方(h-reseptlegemidler)の２

種類ある 4）。「青色処方箋」とは、慢性疾患に対する医薬品や医療機器の処方箋のことで、そ

の費用の一部または全額が国民保険でカバーされる。青色処方箋の有効期間は、最長 1 年

間、または処方箋の調剤がすべて行われるまでで、薬局では一度に 3 か月分の薬を受け取る

ことができる。青色処方箋に基づいて医薬品を受け取る場合、一部負担金額は 2023 年時点

で医薬品費用の 50%、または 3 か月間の消費に対して最大 520 ノルウェー・クローネまでとな

っている。ノルウェーの個人ポータルサイト（My health）では暦年中の医薬品の支払額を確認

できる。なお、年間一定の金額を超えて支払うと、その年の残りの期間は無料となるカードが

発行される。 

一方、病院から処方される薬はすべて、h-処方箋（ノルウェー語で「h-resept」）と呼ばれて

いる。この処方箋を受けるには、 

・専門医療サービスの医師が治療を開始・評価・終了すること。 

・専門医療機関が医療状態を監視し、服用後のフォローを行うこと。 

などの基準を満たす必要がある。h-処方箋の医薬品は、どの薬局でも受け取ることができる

が、h-処方箋を更新することはできない。新しい h-処方箋が必要な場合は、再度診察が必要

になる。 

 

 

電子処方箋導入の経緯： 

ノルウェーでは、2012 年に電子処方箋が導入され、2017 年にかけて、電子処方箋の使用

が急増した。2017 年以降、増加幅は小さくなったが、電子処方箋の割合は 2021 年には

92.5％、 2022 年には 92.9％まで増加しほぼ全ての処方箋が電子処方箋となっている（図

２）。さらに 2022 年 9 月の時点で、マルチドーズパッケージのユーザーは 98,400 人で、2021

年より 1,650 件増加している。マルチドーズパッケージは、在宅ケアの利用者や薬のサポート

が必要な老人ホームの入居者にとって特に役立つとされている。 

 

 ※マルチドーズパッケージ：薬を適切なタイミングで服用し、投与するのに助けが必要

な人々向けに、投薬パッケージを機械で包装する 
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医療の情報化に向けてノルウェーでは、保健医療省傘下の専門機関である e ヘルス局

（Direktoratet for e-helse）を「よりシンプルなノルウェー・ヘルスを創造すること」をビジョンに、

2016 年 1 月 1 日に設置している。2024 年 1 月 1 日にはノルウェーe ヘルス局とノルウェー保

健局が合併した 5）。この変更により、資源の効率的な利用、各機関の役割と責任の明確化、そ

してより適切管理が可能となり、自治体へのより良い支援、デジタル化の促進、健康データの

より良い活用に貢献するとされている。e ヘルス局では、国内の医療情報に関する規格や標

準、コードや用語などに加え国家 e-ヘルス戦略のロードマップや e-ヘルスの動向に関する検

討や情報提供も行われており、ノルウェーの医療電子化の推進機関となっている。 

ノルウェーでは、e-ヘルス戦略の目標を実現するために国家 e ヘルス戦略のロードマップ

を示している（図３）。活動自体は、全国、地域、および医療およびケアセクターの自治体で計

画・実施されるが、どのような活動を実施していくかを明確に示している 6）。以下のその概要を

示す。 

 

戦略目的とターゲット 

目標 1:自らの健康や身近な健康への積極的な参加 

目標 2:労働時間の簡素化 

目標 3: 健康データの更新と改善 

目標 4: アクセス可能な情報と連携の強化 

目標 5: 実施能力を強化する協力と手段 

図２：電子処方箋の発行率 

https://www.apotek.no/statistikk/apotekstatistikk/kunden 
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特にこのロードマップでは、目標ごとに具体的な項目が示されており、例えば目標 2 では

「2B - 医療従事者は患者の投薬リスト (PLL) にアクセスできる必要がある」として、患者の投

薬リストと医療およびケアサービス(SFM、e-multidose、PLL)の関連コンポーネントの促進と導

入が示されている。このサブゴールのロードマップではこれまでの進捗が、地域ごとに分けて

示されている 7）（図３）。 

さらに 2020 年 1 月からは、より質の高い医療政策目標を達成するために、国家 e-ヘルス

ソリューションの電子処方箋、コアジャーナル、基本データ、および helsenorge.no が e-

Health 局からノルウェー保健ネットワーク (Norsk helsennett ：NHN) に移管された。Norsk 

図３：電子処方箋関連のロードマップ 
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Helsenett は、医療分野にデジタルサービスとインフラを提供する ICT 企業であり、Helsenorge

や電子処方箋、ケアの記録などのデジタルインフラと国家 e ヘルスソリューションの開発、管

理、運営を行っている 8）。 

NHN では、電子処方箋について、「電子処方箋は、処方箋情報を安全に転送するための

国家的な e-ヘルス ソリューション (インタラクション ソリューション) 」とありセキュリティとプラ

イバシーに関する厳しい国家要件を満たしたうえで、より安全な医薬品の使用による患者の安

全性の向上に重要な貢献するとされている 9）。現在、家庭医、病院、薬局では電子処方箋を

使用し処方箋の約 93%が電子的に発行され、年間約 2,700 万件の電子処方箋が処方箋サー

バーに送信されている。この中では、オンライン薬局であればオンラインで電子処方箋を表示

し調剤を受けることができるなどメリットを以下のとおり示している。 

・処方者や他の医療従事者が処方箋サーバーから情報を入手することで、患者の総薬

物使用量の概要をより正確に把握できる。 

・電子処方箋により、注文や調剤の間違いが軽減され、患者の安全性の向上に貢献す

る。 

・電子処方箋は紙の処方箋より偽造が困難になる。 

・患者が希望する薬局で薬やその他の処方箋製品を受け取ることが可能になる。 

・helsenorge.no で自分の薬の概要を確認できる。 

 現在、ノルウェーでは処方箋サーバーと通信する中央処方モジュール (SFM)の構築が進め

られている。このモジュールは、電子処方箋の統一インターフェイスに貢献するツールで、これ

には構造化された用量、有効成分の処方などの機能が含まれている。これにより個々のベン

ダが独自に機能開発する必要がなくなることが想定されている。このモジュールの開発は 

2018 年に開始され、2025 年までの導入が予定されているようである。 

 また、現在進行中のプロジェクトとして電子処方箋でマルチドーズを実施し患者の安全性を

強化するプロジェクトが進行中ともされている。マルチドーズは、薬の服用忘れを支援するた

め、薬を袋に機械的に包装するもので、電子処方箋でマルチドーズを運用することで、薬物の

概要が分かりやすく、薬物治療がより安全になる、重複投与が減少するなどが期待されている
9）。 

 

 

電子処方箋の概要： 

現在では全処方箋の約 93％が電子処方箋となり電子処方箋の導入は成功したように見え

るが、多くの患者が重複した処方箋を持っていたなど、患者の安全に影響を与える誤りや欠陥

が明らかになっている 10）。そのため電子処方箋の品質に関する調査が 2017 年に実施され

た。その中では、システムの改善ばかりでなく法的枠組みや医療従事者への教育などがとりま

とめられ、これらをもとに現在、電子処方箋に関する e ラーニングなどが準備されている 11）（表

１）。 

また、Norsk helsennett では、電子処方箋の運用を開始する際の接続の承認プロセスとして

５つのフェーズが示されており、電子処方箋サーバーに接続したい場合は、統合が承認される

まで、Norsk helsennett がプロセス全体を通じてサポートされる。これは、各システムが使用さ

れる前に適切に接続されていることを確認することで、ヘルスケア分野の他のシステムとの連

携リスクやエラーの軽減を目的としている 12）（図４）（図５）。 
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フェーズ 1: 問い合わせ；Norsk helsennett に接続の申請を行う 

フェーズ 2: 計画と実装；導入スケジュールを作成しスタートアップ会議などで実装に向け

ての準備を行う 

フェーズ 3: 受け入れテスト；導入システムが要件を満たしているかを Norsk helsenett のテ

スト環境で確認する 

フェーズ 4: 本番環境でのテスト；ユーザーとベンダでのテストを行う 

フェーズ 5: 導入；実際に運用を開始する 

 

 さらに、電子処方箋を使用するための技術的前提条件を示し、この条件に対応したシステム

を「電子処方箋に適応した EHR システム」として公開している 13）。一方、「ノルウェーでは毎年

約 1,00 人の患者が副作用や医薬品の不適切な使用により死亡していると推定されており、専

門医療サービスへの入院に関連する患者の傷害の 15 パーセントは医薬品の誤った使用が

原因となっている。」とある 14）。電子処方箋においても患者が使用すべきでない処方箋が電子

処方箋サーバーに放置されていることがあり、2021 年 3 月の調査で「処方箋サーバーで有効

な処方箋がある患者の 12.8% が少なくとも 重複する処方箋を持っている」との結果もある。副

作用の防止や過剰摂取、相互作用の回避のためにも医師は有効な処方箋を確認し、使用し

なくても良い処方箋は削除することが必要でこれらに関する注意喚起も併せて医療従事者へ

の教育が実施されている 14）。 

法的枠組み： 

・プライバシーを守りつつ、情報へのアクセスを容易にするために処方プロバイダ規

則を改正する。 

・処方者の役割に関する規制の理解を明確にする。 

知識の共有と啓発活動： 

・出版物、講演会、情報キャンペーンを実施し、医師の認識向上に貢献する。 

研修：  

・電子処方箋の品質に関する研修や情報を、依頼者に直接提供する。 

・推奨される慣行、ポケットマニュアル、e-ラーニングを含む研修パッケージを準備す

る。 

EHR システムの機能改善： 

・EHR 供給業者に対する要求仕様の変更、EHR 供給業者によるユーザー研修およ

び電子処方箋やケア記録を統合した仕様の改善を行う。 
 
Kvalitet i e-resept Forprosjektrapport. Kvalitet i e resept 2017. 

https://www.nhn.no/tjenester/e-resept/om-e-resept/kvalitet-i-e-resept-2017.pdf より抜粋筆者翻訳 

表１：電子処方箋の品質  2017 における提言 
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電子処方箋の概要（運用）： 

 Helsenorge には電子処方箋の説明として、「ノルウェーの医師が処方箋を発行すると、その

処方箋は中央処方箋データベースに送信されます。その後、全国どこにいても薬局から薬品

を受け取ることができます。」とある。薬局で医薬品を受け取る際に必要なものは、有効な身分

証明書だけである。他人に代わって薬を受け取る場合は、処方箋の所有者に代わって薬を受

け取るための委任状と関係者の身分証明書のコピーを持参する必要がある。電子処方箋はノ

ルウェー全土で導入され、すべての薬局が電子処方箋を処理できる。 

 電子処方箋でも紙の処方箋と同じように、処方箋を使用できる回数（調剤可能な回数）は医

師が決定する。さらに電子処方箋では、オンライン薬局でも処方箋を受け付けることができる。

患者は helsenorge.no にログインすると、処方箋の概要を表示できる。なお、従来は医療従事

者が処方箋を閲覧する際に患者の同意が必要であったが、2019 年 1 月に規制が変更され、

治療に当たる医療専門職が処方箋を見るための同意は不要となった。代わりに、患者が医療

従事者による処方箋情報へのアクセスをブロックすることが選択可能となった。 

なお、医療職種による閲覧内容は以下のとおり 

一般開業医（GP） 

・かかりつけ医は、発行されたすべての処方箋を閲覧できる。 

図４：電子処方箋の導入準備ステップ 

図５：電子処方箋の構成概念 
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・ロックされた処方箋は、処方箋の参照番号を入力した人のみに表示される。 

・薬局で薬を受け取ると、その通知がかかりつけ医に送信され服用している薬を把握で

きる。 

・過去に同意した場合でも、医師に通知されたくない場合は、処方箋が調剤ごとに、か

かりつけ医への通知を送らないようにすることも可能である。 

歯科医師、助産師、保健師 

・歯科医師などが発行した処方箋を閲覧できる。 

薬局 

・薬局での対応や薬の発送を目的に薬局スタッフはすべての処方箋を閲覧可能であ

る。 

・薬局スタッフは有効な電子処方箋リストを表示し、該当の処方箋をダウンロードでき

る。 

・薬局スタッフに処方箋を閲覧させたくない場合は、参照番号を使用して処方箋をロッ

クする。 

・ただし薬局で調剤を受ける際は参照番号を伝える必要がある。 

また、医療記録へのアクセスはアクセスログに記録され、誰が処方箋の記録を見たかをなどを

確認できる。このアクセスログは本人のみが閲覧でき、親の責任や委任状を持っている人であ

っても、他人に代わって閲覧することはできない。アクセスログには、過去 1 年間に電子処方

箋を処理した人の概要が表示される。なお電子処方箋の発行や調剤に対する特別な費用は

発生しない。helsenorge.no のサービスは無料で利用可能だが、電子 ID の取得には料金が発

生する場合がある。 

 

薬局での処方箋受付 

 オンライン薬局を利用する場合は、自宅への発送も可能である。処方箋による調剤薬を受け

取る際には身分証明書の提示が必要で、他の人が代わりに受け取る際には委任状と身分証

明書のコピーが必要になる。なお、ノルウェー薬局協会では委任状のフォーマットも準備され

ている。またこの委任状は、16 歳未満の自分の子供のための受け取りや介護サービス事業者

の従業員 ID などには適応されない。なお、悪用の可能性がある強力な鎮痛剤や精神安定剤

を受け取る場合は、身分証明書の提示が必要となっている。 

電子処方箋は、処理されてから 1 か月後に中央データベースから削除され、処方箋の有効

期限が切れると直ちに削除される。なお処方関連の情報は、3 年間の履歴が確認できる 15）。 

 helsenorge.no では自分の有効な電子処方箋と現在服用している薬の概要が確認できる。こ

のサービスを使用するには、電子個人認証が必要である。処方箋のような機密データを処理

するたため、最高レベルのセキュリティが求められ、これを担保する個人認証として以下が示さ

れている。 

・BankID とモバイルの BankID：https://bankid.no/ 

・BuypassID：https://www.buypass.com/ 

・Private e-ID：https://www.commfides.com/privat-e-id/ 

・Helsenorge アプリ 

一方で情報を一元管理するためノルウェーの国民識別番号（Fødselsnummer）もしくは D 番

号（D-nummer）を利用している。ノルウェーでは国民として国民人口登録簿に登録により、国
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民識別番号が発行される。国民識別番号は、生涯変わらない固有の識別番号で 11 桁の番

号である。一方、D 番号は、ノルウェーに一時的に滞在する場合に使用される固有の識別番

号で、いずれにしても国民への番号制度の基盤の下にサービスが提供されていることとなる
16）。 

 

医薬品に関するマスタ 

 電子処方箋で使用する医薬品のマスタは、医療製品総局 (Direktoratet for medisinske 

produkter (（DMP）)より処方・調剤支援（Forskrivnings- og ekspedisjonsstøtte (FEST))として提

供されている。このマスタは、ノルウェー国内で処方箋をもとに入手できるすべての医薬品に

ついて最新情報を医師、薬局などに提供するデータベースである。このデータベースには、医

薬品の有効成分やブランド名、包装、投与量、取引品目の情報をはじめ相互作用や償還に

関する情報も含まれる。FEST は XML 形式で表示され、月に 2 回データ更新される 17)。 

 

国民健康ポータルサイト 

ノルウェー居住者向けの医療サービスに関する情報とアクセスを提供する公式ウェブサイト

Helsenorge を開設している（図６）。情報は医療分野のさまざまな事業者によって提供されて

おり、Norsk Helsenett がウェブサイトの運営と開発を担当している 18）。 

Helsenorge は 2 つの主要な部分に分かれ情報が提供されており、 

１，情報サイト：幅広い健康に関する質の高い情報 

・健康、ライフスタイル、病気、治療、権利に関する最新情報 

・空きある GP の検索 

・内容は、ノルウェーの公衆衛生関係者や多くの病院によって提供され、品質が保証 

２，セルフサービスサイト 

・健康関連のオンラインサービスにアクセス可能 

・自分について登録されている健康情報を表示 

・要約治療記録の表示や編集、GP の切り替え、処方箋の概要確認、ワクチンを確認など 

・一部のサービスは国内の特定の地域でのみ利用可能 

Helsenorge では、個々の患者またはその近親者が医療サービスへより簡単かつ簡単にアクセ

スできるように設計されており、患者が健康に対処し改善できるよう支援している。一方で

Helsenorge は医療サービスとの連絡に代わるものではないことが明示されている。ここで提供

されている情報は、保健分野のさまざまな組織から一般的な知識を提供することを目的として

いるため、医療専門家による医学的評価や治療に代わるものではないこと、病気や医療援助

が必要な場合は、かかりつけ医に連絡することが示されている。 
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図６：Helsenorge トップサイト 
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ノルウェーにおける医療情報に関連する団体等 

 名称 機能 

行政機関 保健・ケアサービス省

（Ministry of Health and 

Care Services (HOD)） 

ルウェーの国民に良質かつ平等な医療・ケアサー

ビスを提供する。同省は、包括的な法律、年次予算

配分、およびさまざまな政府機関を通じてこれらの

サービスを指導。 

https://www.regjeringen.no/en/dep/hod/id421/ 

 e-Health 局（NDE: 

Norwegian Directorate 

of eHealth） 

保健医療省傘下の医療およびケア分野のデジタル

化に関する専門機関 

https://www.ehelse.no/ 

 ノルウェー労働福祉庁 

（NAV） 

国と自治体が協力して公共雇用と福祉サービスへ

の単一の入り口を提供。このサイトにて医療サービ

スの情報も提供する 

https://www.nav.no/ 

 公衆衛生研究所 

（FHI：

Folkehelseinstituttet） 

保健福祉省傘下の政府行政機関。公衆衛生事業と

医療およびケアサービスに貢献するための知識を

作成、要約、伝達するため１９２９年に設立 

https://www.fhi.no/ 

 医療製品総局 (DMP) 医薬品による治療における品質と低価格な医薬品

提供を保証。国民が効果的な医薬品に平等かつ迅

速にアクセスできるようにする専門家で監督当局。 

https://www.dmp.no/ 

開業医を代表

するステークホ

ルダー 

ノルウェー医師会 

（Den norske 

legeforening） 

 

40,000 人を超える医学生と医師が会員。ノルウェ

ーの全医師の 94 パーセントを組織、この国で唯一

の専門職団体 

https://www.legeforeningen.no/ 

薬事に関する

主なステーク

ホルダー 

ノルウェー薬局協会

（Apotekforeningen） 

 

薬局の利益を保護し、会員に代わって対処すること

を目的として 1881 年に設立。薬局の専門能力開

発、政府が定めた法的および経済的枠組み、テクノ

ロジーと e-ヘルス サービスの開発を行う。ノルウェ

ーのすべての薬局は協会の会員。 

https://www.apotek.no/ 

その他の医療

関連団体 

ヘルセノルゲ 

（Helsenorge） 

ノルウェー居住者向けの医療サービスに関する情

報とアクセスを提供する公式ウェブサイト。情報は医

療分野のさまざまな事業者によって提供され、

Norsk Helsenett がウェブサイトの運営と開発を担

当 

https://www.helsenorge.no/en/ 

 ノルウェーの医療ネット

ワーク 

（Norsk helsennett） 

保健省が所有する国営企業でヘルスケア・セクター

にデジタル・サービスとインフラを提供する ICT 企

業 

https://www.nhn.no/ 
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【６．イギリス】 

国の概要： 

面積：24.3 万平方キロメートル（日本の約 3 分の 2） 

人口：6,708 万人（2020 年） 

首都：ロンドン（人口約 902 万人、2020 年） 

言語：英語（ウェールズ語、ゲール語等使用地域あり） 

通貨：スターリング・ポンド 1 ポンド＝約 182 円（2023 年 12 月 11 日付） 

（外務省 英国（グレートブリテン及び北アイルランド連合王国）（United Kingdom of Great 

Britain and Northern Ireland）基礎データ 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/uk/data.html#section1） 

 

 

医療制度の概要： 

イギリスでは、1948 年に創設された NHS 法に基づき税と保険料により原則無料で医療が提

供されている。NHS では一次医療と二次医療が明確に区別されており、国民は自分で GP を

選択し登録しなければならない。ただし、ＧＰの変更は認められており、救急の場合を除き、Ｇ

Ｐの診察を受ける仕組みとなっている。なお、NHS はイングランド、ウェールズ、スコットランド、

北アイルランドの 4 つの地域に分かれそれぞれ独立して運営されており、それぞれ制度も異

なる。 

 病院を含め GP はすべて公的機関とされており、一方薬局の多くはチェーン薬局として民間

資本で経営されている。NHS 統計によると、NHS 病院およびコミュニティヘルスサービス

(HCHS)スタッフとして、137,000 人の医師をはじめ看護師など 145 万人が働いている。また

2022 年時点で地域薬局は 11,414 軒、調剤薬局は 111 軒あり、合計 297 軒の薬局が新規開

局し、388 軒の薬局が閉店したとある。10.8 億枚の処方箋が地域薬局によって調剤され、

2021 年から 3.4%増加した。電子処方箋サービス（EPS）を通じて調剤された処方箋は 10.4 億

枚、調剤された全品目の 96％を占めている１）。 

 

 

電子処方箋導入のきっかけ・経緯： 

イギリスでの電子処方箋に関する流れとして、2018 年時点で保健・社会福祉省長官は電子

処方箋に関連し以下のように電子処方箋への移行をまだ進めていない開業医や薬局を支援

すると述べた 2）。その中で、2021 年までに NHS が最大 3 億ポンドを節約できるだけでなく、電



- 73 - 

 

子処方箋への切り替えは患者に次のようなメリットをもたらした。 

・薬局や開業医の診療所での待ち時間の短縮 

・リフィル処方箋は、最初に GP を訪れる代わりに薬局から受け取ることができる 

・紙の処方箋を紛失する心配がない 

電子処方箋の発行率は、2010 年 6 月の 1%未満から 2018 年 6 月には 63%へと増加し、すで

に 6,000 人以上の開業医が処方箋を電子的にアップロード、薬剤師が処方箋をダウンロード

しており、スタッフと患者の時間を節約できている。しかし、電子処方箋を発行できる状況が制

限されているため毎年何千もの紙の処方箋が発行されていた。これらの規制は 2018 年後半

に変更され、ほぼすべての処方箋の電子処方箋が拡大された。 

2018 年の 11 月には電子処方箋に関する地域支援が発表 3）され、13 の病院機構に対し

7,800 万ポンドの資金を提供した。患者の安全を向上させるための、電子処方箋と医薬品管

理(ePMA)の支援を目的としており、新しい電子システムは、病院の手書き処方箋からの脱却

を目指し、以下を回避することとされている。 

・致命的な投薬ミスを、従来の紙システムと比較して最大 50%削減 

・完全な電子記録を構築 

・処方薬に関する命を救う可能性のある情報への迅速なアクセスを確保する 

・情報収集の重複を削減 

特に急性期、メンタルヘルス、コミュニティサービスを組み合わせて提供している 13 の病院機

構へ重点配分した。 

さらに 2019 年には、電子処方箋サービスの全国展開が推進され、GP や薬剤師はより迅速

かつ安全に薬を処方・調剤できるようになり、患者が繰り返し処方されることが容易になるとさ

れた。電子処方箋サービス(EPS)は、60 の開業医と数百の薬局が参加する厳格なテストを経

て、2019 年 11 月から全国的に展開された。すでに処方箋のほぼ 70%がすでに EPS を通じて

処方および調剤されており、GP や薬局から肯定的な意見がある。この最終段階が完了する

と、ほぼすべての処方箋が電子的に送信されるようになる。電子処方箋では一意の処方箋バ

ーコードが患者に渡され、どの薬局でもスキャンして薬の詳細を取得できる。この情報は安全

な NHS データベースに保管され、GP や薬局が患者の処方箋にアクセスできるようになる。

EPS は、効率を高め、必要な紙処理の量を減らし、処方ミスを減らすことで、2021 年までに

NHS を 3 億ポンド節約するとある。以下は、この効率化の概要である 4）。 

・患者が GP から繰り返し処方箋を受け取る必要がなくなる 

・処方者が物理的な署名を使用するのではなく、電子処方箋にデジタル署名してキャンセ

ルできるようにする 
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・処方箋の周りの投与量を減らし、保管が必要な処方箋の量を減らす 

さらに、GP の勤務時間を短縮し、薬剤師は患者指導のより多くの時間をかけることができ、年

間数百万ポンドの保険料を節約できる。さらに、処方箋の紛失リスクを軽減でき、医師がオンラ

インで患者の状況を確認できるため、より安全で安心なシステムであると示されている。 

加えて 2019 年 11 月には、25 の病院機構に対し時代遅れの紙のシステムを置き換えるた

めの資金として、2,600 万ポンドを投じて病院がデジタル処方箋を導入するのを支援、患者の

安全性を向上させ、エラーを減らす政策が出された 5）。このより効率的なシステムへのアップグ

レードにより、NHS の時間が節約され、 

・従来の紙システムと比較して投薬ミスを最大 30%削減 

・処方薬に関する命を救う可能性のある情報への迅速なアクセスの確保 

・完全な単一の電子記録を構築して、情報収集の重複を減らす 

この資金は、すべてのプロバイダに電子処方箋システムを導入するという NHS 長期計画のコ

ミットメントを達成するための支援であり、 2018 年 11 月の 7,800 万ポンドの拠出からの第 2

弾で、3 年間で NHS 全体の電子処方箋システムの導入を加速することにより、患者ケアを改

善する。なお 2018 年は、13 の医療機関が 1,600 万ポンドを受け取っている。 

 

 

電子処方箋の概要（運用）： 

 NHS では、国民への医療に関する情報は Web を通して提供している。イギリスでは、2023

年に Health Education England、NHS Digital、NHS England が合併し、1 つの組織である

NHS England に統合された 6）。以前のデータは引き継がれ、現在、NHS におけるデジタル技

術、データ、医療サービスの提供を担当する唯一の非省庁政府機関として存在している（図

１）。これにより、 

・より効率的な方法での作業 

・診断と治療の改善 

・サービスの理解と改善 

が可能となり、各ドメインでの重複が減り、NHS の全国的なデータとテクノロジーの専門知識が

1 つの組織に統合され運営されている。 

 NHS のサービスとしては、地域の GP の登録方法や病院の予約、メンタルヘルスのサービス

をはじめ、処方箋の受け取りなどに関するサービスも示されている。このシステムを通じて、

NHS では GP の健康記録として、 

・GP が処方した薬 
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・アレルギー 

・受けた予防接種 

・診断された病気 

・GP の手術の予約からのメモ 

・GP が手配した検査結果 

・病院や専門医が GP に送ったメッセージ 

が閲覧できる。一方で、他のサービス(病院、歯科医など)によって保管されている情報は閲覧

できない。情報は、国民に付与されている NHS 番号により管理され、個人を認識できるように

なっている。NHS 番号は、485 777 3456 のような 10 桁の番号で、処方や病院の紹介状、委

任状などにも記載されている 7）。さらに、NHS デジタルの個人ポータルサイトや医療機関でオ

プトアウトを行うことができる。さらに NHS ではスマートフォン用アプリも準備されており、以下の

ことが可能となっている 8）（図２）。 

・リピート処方箋を注文し、受け取りたい薬局を指定 

・診察の予約と管理 

・GP の健康記録の表示（アレルギーや薬などの情報確認 (GP から医療記録へのアクセ

スが許可されている場合は、検査結果などの確認も可能) 

図１：NHS イングランド 電子処方箋サービス 文献６）より抜粋 
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・臓器提供決定書の登録 

・NHS によるデータの使用の選択 

・NHS 番号の表示 

イギリスでは前述のとおり、電子処方箋サービス（EPS）を通じて調剤された処方箋は 10.4

億枚、調剤された全品目の 96％を電子処方箋に基づく調剤が占めている。イギリスでは、EPS

の使用により、処方者は患者が指定した薬局に処方箋を電子的に送信でき、処方と調剤のプ

ロセスが患者と医療従事者にとってより効率的で便利になるとされている。ただし、EPS は処方

者から調剤者までの処方箋のワークフローを管理する責任を有しており、臨床処方システムで

はないことも示されている。 

 さらに NHS では、医療従事者向けに処方箋追跡サービスにおいて、臨床用処方箋トラッカ

ーとして処方箋の状態や場所を確認できるシステムを開発している。加えて、患者のための処

方箋の追跡サービスを提供し、処方箋に関する情報にオンラインでアクセスし、処方箋の状態

と医薬品の準備状況を追跡できるようにしている。 

 この EPS には次のような利点が示されており、詳細は別図で示す（図３）。 

⚫ 処方者は処方箋をより効率的に処理できる 

⚫ 薬剤師は紙の使用量を削減し、在庫管理を改善できる 

⚫ 薬剤師は、手書きの処方箋と比較して調剤ミスのリスクを軽減できる 

⚫ 患者は、GP を訪問することなく、地元の薬局から繰り返し処方箋を受け取ることができる 

図２：NHS アプリ 
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イギリスでは、定期的に薬を服用している場合、リピート処方箋が利用できる 9）。GP がこのよ

うな設定（リピート調剤）をしている場合は、薬局に直接薬を頼むことができる。 

GP からリピート処方箋を受け取るには、NHS アカウントの利用もしくは 他のオンラインサー

ビスやアプリの利用（Boots、Hey Pharmacist、LloydsDirect などのチェーン薬局のアプリなど）

またはか かりつけの GP に相談することで可能となる。 

 

リピート調剤 

NHS Prescription Services では、電子リピート調剤（eRD）は EPS（電子処方箋サービス）で

不可欠としたうえで、次のように示している 10）。 

プライマリ・ケアで発行される処方箋の 3 分の 2 は、リピート処方箋であり、プライマリ・ケア

における NHS の医療費の 80％近くを占めている。これらの処方箋の管理とその処理にかかる

時間は多大なものとなる。毎年、最大 4 億 1,000 万件の再処方箋が作成されており、これは

GP 一人当たり平均週 375 件以上に相当する。 全リピート処方箋の 80％にあたる最大 3 億

3,000 万枚が最終的に eRD に置き換えられ、GP と診療所の 270 万時間を節約できると推定

されている。 

この電子リピート調剤（eRD）では、処方者がデジタル署名 1 つで最大 12 ヶ月分の再診処

方箋を一括して承認・発行できるプロセスである。処方箋は NHS Spine に安全に保存され、処

方者が設定した間隔で、患者が指名した地域薬局に自動的にダウンロードされる。  

図３：EPS 導入のメリット ２）より抜粋筆者翻訳 
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EPS のサービスとして、処方者に対しては、患者の指名によりディスペンサー（薬局）を指名

する機能や処方箋をキャンセルする機能などもある。EPS 内では、処方箋は、患者が指定した

薬局に送られる前に、処方者が電子的に署名する必要があるため、処方者は処方箋に個別

に電子署名するか、複数を選択して一括で署名し、必要に応じて電子署名を適用する前に画

面上で患者の詳細を確認する。電子署名は、スマートカードを使用して電子的に署名すること

ができるが、処方者は、処方箋に署名できるように、スマートカードに正しい役割が割り当てら

れていることを確認する必要がある 11）。 

また、調剤の観点からは電子処方箋は、患者に調剤される前に NHS Spine からダウンロー

ドしなければならない。処方箋のダウンロードは、自動的なリクエストのほか、手動でリクエスト

することも可能である。処方箋を定期的（事前）にダウンロードすることで、患者が到着する前

に処方箋を準備し、在庫切れの商品を必要に応じて注文することができる。また、EPS 

Prescription Tracker を使用することで、ダウンロードすべき患者の処方箋が表示され、処方箋

を受け取りに来る患者に間に合うように準備することができる。なお、EPS で使用する用語の理

解も必要で、EPS に調剤された旨のメッセージを送信する場合、システムで使用される用語は

「調剤済み」、「回収済み」、または「完了」としており、EPS のガイダンスでは、これを「調剤通

知」と呼んでいる 12）。 

 

医薬品マスタ 

EPS で使用する医薬品について、臨床システム間で医薬品および医療機器情報を転送す

るための標準として医薬品・医療機器辞書（NHS Dictionary of Medicines and Devices 

(dm+d)）を提供している 13）。dm+d は、NHS 全体で使用されている医薬品と医療機器を表す説

明とコードの辞書である。dm+d データは毎週更新され、以下のような様々な情報が含まれて

いる（図４）： 

・調剤請負業者から払い戻しのために提出された場合、その製品が NHS Business 

Services Authority（BSA）から払い戻されるかどうか。 

・価格が維持されている場合、製品の各パックの参考価格 

・製造業者および供給業者から入手可能な現在および製造中止の製品およびパック 

この dm+d は、BSA にて提供されており、国際標準の用語集である SNOMED CT コード割り

当てるなど国際化の配慮も行われている。なおこのマスタには、データモデルとして、成分、一

般名、実際の医薬品やパッケージの等のデータが確保されている。なお、EPS で医薬品を処

方する際の留意点なども提示されており、より安全な処方ができるように配慮がされている 15）。 

ここでは、dm+d に使用する医薬品がない場合や生産終了の医薬品の場合の取り扱い、既
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に使用できない医薬品やジェネリックでない医薬品の事例などが示されている。さらに、処方

の書き方として、ポンプ式ディスペンサーを処方したい場合や吸入器とスプレーの「用量」を指

定して処方する場合、dm+d で使用されている単位以外を使用する場合、複数のフレーバー

がある製品を処方する場合などの注意点が示されている。 

なお、NHS デジタルのサービスは、すでに 4,400 万人の確認済アカウントを発行しており、

これらのユーザーは NHS デジタルにログインすることで個人の健康およびケア情報にアクセ

スできる 16）。2022 年には、10 億件の処方箋が電子処方箋サービスを使用して調剤され、医

薬品がより安全、簡単、迅速に提供されるようになった。また、サイバーセキュリティ対策とし

て、認証デバイスを Microsoft Defender for Endpoint に登録することで、NHS ネットワークから

悪意のあるアクティビティの監視および検出を行っている。さらにこれらで収集された情報は、

健康とケアを改善するための新しい治療法を開発している臨床試験も支援している。

  

          

   
  
       

     
              
              
          
            

   
   
             
   

      
                
               
        
             
    
            

   
      
             
             
  

        
                
    
              
   
           

    
         
 
             
         

     
                
                
     
             

    
         
             
             
         

        
                
                  
               
     
                 
                  
              

図４：NHS Business Services Authority．dm+d data model 文献 14）より筆者作成 
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イギリスにおける医療情報に関連する団体等 

 名称 機能 

行政機

関 

保健省 

（Department of 

Health and Social 

Care, DHSC） 

保健および社会保障政策を担当、イングランドの国民保健サ

ービス (NHS) を所掌。配下の庁には医薬品・医療製品規制

庁など 

https://www.gov.uk/government/organisations/department-

of-health-and-social-care 

 医薬品・ヘルスケア

製品規制庁 

（Medicines and 

Healthcare Products 

Regulatory Agency、

MHRA） 

イギリス保健省配下のエージェンシー（executive agency）。

医薬品および医療機器の認可および安全性に責務を持つ。 

https://www.gov.uk/government/organisations/medicines-

and-healthcare-products-regulatory-agency 

 NHS デジタル 

 

（NHS Digital） 

臨床医の職場をサポートし、患者が最高の治療を受けられる

よう支援、データを使用して治療を改善する全国的な IT およ

びデータサービスを設計、開発、運用。NHS Digital は、2023

年 2 月 1 日に Health Education England および NHS 

England と合併 

https://digital.nhs.uk/ 

 NHS ビジネスサー

ビス局 

（NHS Business 

Services Authority） 

保健社会福祉省の独立機関で、年間 480 億ポンドを超える 

NHS 支出を管理し、NHS 組織、NHS 請負業者、患者、一

般の人々に幅広い国家サービスを提供している 

https://www.nhsbsa.nhs.uk/# 

開業医

を代表

するステ

ークホル

ダー 

英国医師会 

（the British Medical 

Association (BMA)） 

英国医師会(BMA)は、英国の医師のための労働組合および

専門機関 

https://www.bma.org.uk/about-us  

 家庭医協会 

（the Family Doctor 

Association） 

と家庭医の実践のための英国の会員組織。 

https://www.family-doctor.org.uk/ 

薬事に

関する

主なス

テークホ

ルダー 

全国薬局協会  

（The National 

Pharmacy 

Association（NPA）） 

 

英国全体の独立したコミュニティ薬局の代表的な声とセクタ

ー全体へのサービスの主要プロバイダ。 

https://www.npa.co.uk/ 
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【７．ドイツ】 

国の概要： 

面積：35.7 万平方キロメートル（日本の約 94％） 

人口：約 8,482 万人（2023 年 6 月、独連邦統計庁） 

首都：ベルリン 

言語：ドイツ語 

（外務省 ドイツ基礎データ https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/germany/data.html） 

 

 

医療制度の概要： 

 ドイツでは、公的医療保険制度の内容は社会保障法典第５巻（Sozialgesetzbuch V）１）に定められ

ている。ドイツも日本と同様、皆保険制度を採っており、国民を含めたドイツ居住者は公的医療保

険か民間医療保険に加入する義務がある。年収が 66,600 ユーロ（2023 年）を超える者、自営業

者、公務員は民間医療保険を選択することもできる。 

 公的医療保険の保険者は Krankenkasse、疾 病 金 庫 と 呼 ば れ、一 般 地 域 疾 病 金 

庫（Allgemeinortskrankenkasse、AOK）や代替金庫（Ersatzkasse、EK）などの６種類があり、それぞ

れ給付業務を行っている。2023 年現在、法律で定められた医療保険料は被雇用者の場合、給料

の 14.6％で労使折半であり、加入者が支払うべき保険料には上限が定められている。徴収された

医療保険料と税収から支出される国の補助金は、医療基金（Gesundheitsfonds）に集められ、各疾

病金庫に振り分けられる。 

この他、各疾病金庫は給付業務安定の目的で追加保険料を徴収できることになっている。（追

加保険）料率は各疾病金庫で異なり、2023 年は 0.3～2.0％で、疾病金庫は保険料を給付業務の

みに使うことが定められており、保険料を利潤増加目的で他の事業や投資に回すことは認められ

ていない。1990 年代初頭に 1,000 社を超えていた疾病金庫は、その後の改革により統合・合併が

進み、2023 年１月時点で 96 社にまで減少している 1） 。 

 

 

紙処方箋の運用方法： 

公的医療保険加入者へ使用する処方箋用紙は、ドイツ全土統一 A6 横型フォーマットになる（図

１）。これにより、保険医・薬局における処方箋の取り扱い、公的医療保険における監査・償還業務

をスムーズにしている。 

公的医療保険の被保険者用処方箋には、ピンク、黄、白、緑の４種類の用紙がある。麻薬の処

方は黄、サリドマイドと類似薬の処方には白（T-処方箋と呼ばれる）、それ以外の償還可能な医薬

品の処方にはピンクの処方箋用紙を使用している。保険償還はされないが、保険医が治療に必要

と思われる医薬品やサプリなどの処方には緑色の処方箋用紙を使用する。民間医療保険に加入
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している患者には、同じフォーマットだが、青色の処方箋用紙が使われることが多い。 

 

 

【一般処方箋用紙 見本 サイズ：A6】        【T 処方箋用紙 見本】 

 

 
【麻薬処方箋用紙 見本】       【保険償還されない医薬品やサプリ用の 

処方箋用紙 見本】 

 

 

【民間医療保険加入者用処方箋用紙 見本】 

図１：ドイツの紙の処方箋の見本 

 

ドイツには、日本のようにドラッグストア、調剤薬局といった薬局の分類概念がなく、薬局か病院

薬局かの２種類のみ。病院薬局は外来患者の処方箋を取り扱えない法律で、処方箋は全て院外
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へ出す。国民医療において、ドイツは完全な医薬分業制度を採っている。 

薬局はどこでも処方箋を取り扱うが、ドイツは箱だし調剤で、添付文書の入った箱ごと開封せず

に患者へ渡す。分包センターもあるが、薬局は分包作業をしない。適応症・投与期間に合わせ、通

常１製品・１剤形あたり N1、N2、N3 の３つの箱サイズがある。 

処方箋の流れは、医院・病院⇒患者⇒薬局⇒薬局が提携している集計センター⇒各公的医療

保険会社、となる。通常、薬局から提携している集計センターへは、通常、月に２－３回、取り扱い

済みの処方箋（オリジナル）を送る。集計センターはこれをスキャンして管理しており、薬局が集計

センターへネットアクセスすると、自局が送付した処方箋を画面上に取り出し確認することができ

る。 

 １８歳以上の患者は薬局で自己負担料を１箱ごとに支払う。１８歳未満は自己負担なしとなる。償

還額をこえる医薬品が処方された場合は、自己負担料＋差額を薬局へ支払う。自己負担料は１箱

あたりの医薬品の保険請求価格により異なる。請求額が１箱５ユーロ以下なら全額自己負担、５ユ

ーロから５０ユーロなら、１箱あたり５ユーロ、５０ユーロを超え１００ユーロ以下なら請求価格の１

０％、１００ユーロを超える場合は、どのように高額でも１箱あたり一律１０ユーロの自己負担料となっ

ている。 

償還費の流れは、各保険会社⇒薬局が提携している集計センター⇒薬局、となる。薬局へは、

薬剤価格から、自己負担料、差額（生じた場合のみ）、保険手数料（１箱あたり）、集計センターの

手数料が引かれたものが振り込まれる。通常、月末締め、翌月１５日振り込みとなる。 

 

 

電子処方箋導入のきっかけ・経緯： 

2015 年に成立した E-Health 法 2)は、詳細な法律ではなく、ドイツ医療の現代化を図るため、デ

ジタル化、IT の活用や、それらの迅速な導入のためのインフラ構築と促進を目的とすることが述べ

られている。このような技術を医療に取り入れる中で、遠隔医療、患者さんのデータマネージメン

ト、医師による医療報告書の電子化、投薬プランの統一化、電子処方箋などが実用化の例として

挙げられている 3)。 

 

 

電子処方箋の概要： 

普及状況 

下記 Gematik のダッシュボードで、普及状況が閲覧でき随時更新されている 4) （図２）。この

Gematik は企業であり医療のデジタル化、IT 活用のインフラ構築に大きく関わっている。ダッシュ

ボートでは以下の内容が表示されている。 

・薬局で受け付けられた電子処方箋数（2,275,309） 

・電子処方箋受付可能な薬局数（14,778，全国には約 18,000 店の薬局がある） 
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・電子処方箋を発行できる医療機関数（5,608） 

・電子処方箋を受け付けた薬局数（8,379） 

・電子処方箋アプリのダウンロード数（579,084） 

（かっこ内の数字は 2023 年 7 月 10 日現在） 

図２：電子処方箋の利用状況（Gematik ダッシュボード） 

 

普及背策 

普及には、まず、医療機関と薬局で必要な機器を装備する必要があるが、薬局に比べ医療機関

での整備が遅れている。ドイツ健康省大臣の Lauterbach 氏は、2024 年 1 月 1 日に全医療機関・

薬局で電子処方箋対応が可能になることを義務付けているが、これまで幾度と期限延期されてき

た経緯から、この期日が確実なものになるかは不明である（2023 年 7 月時点）。 

 

 

電子処方箋の概要（運用）： 

 政府サイトからも電子処方箋の運用を 2024 年 1 月より義務付けることが案内されている 5)。これ

により患者の利便性向上と医師の労務軽減などが期待されている。この仕組みにより 2022 年 9 

月 1 日以降、ドイツ全土の薬局では、すでに電子処方箋を引き換え、健康保険会社に請求でき

るようになった。後述のとおり、処方箋は、 

・電子健康カード（eGK）を使って電子処方箋を引き換える（薬局のカード端末に eGK を挿入

する） 

・電子処方箋アプリを使ってスマートフォンで管理し、希望の薬局に送信する 
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・電子処方箋の引き換えに必要なアクセス・データを医師の診療所で紙のプリントアウトとして

渡す 

により受け取ることができる。 

 さらに Gematik では、患者や医師・歯科医師、薬局に対する情報提供サイトを準備しており、加

えて利用者からのレビューや電子処方箋アプリの提供も行っている 6)。これらの中で、医師・歯科

医師のメリットとして、 

⚫ 診療プロセスの効率化 

⚫ フォローアップ処方箋をデジタル送信 

⚫ シームレスな文書化により、最善の治療が可能 

⚫ 医薬品の安全性向上 

⚫ 遠隔地での治療のデジタル化 

があげられており、薬局向けには、 

⚫ プロセスの簡素化 

⚫ エラーの減少 

⚫ 薬剤カウンセリングの時間の増加 

⚫ 患者との距離の短縮 

などがあげられている。 

 

マスタ管理 

電子処方箋のフォーマットは全国統一になっているので、機器さえ導入できていれば薬局での

扱いは問題ない。薬局で扱える医薬品およびその他の製品には品目ごとに PZN（Pharma Zentral 

Nummer）という ID 番号がついている。メーカー・卸・薬局間の受注・発注、公的医療保険への薬

剤費請求にもこの番号を使う。電子処方箋への処方にも医薬品名だけでなく、この PZN を使用し

ている。PZN がわかれば、どのシステムでもレセコンでも医薬品を同定できる。 

どのメーカーのレセコンを使用しても、学術データバンクである ABDA データバンクと Lauer‐

Taxe という薬局で扱える数十万品を網羅した製品データバンクが搭載されている。薬局業務の基

本となるデータバンクで、この２つが連動して、もともと、重複、相互作用、配合禁忌がチェックでき

る機能がレセコンには備わっている。 

 

リフィル 

電子処方箋の導入当初、予定されていたものの延期された処方箋のリフィル機能は、システム

の改修、運用の整備により 2023 年 4 月 1 日より可能になった 7)。リフィル処方では、１枚の処方箋

で１年間に最高４回同じ薬剤が患者に渡せることになった。 
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電処方箋の導入効果： 

100％切り替えになっていないので、どのような効果がでているか、まだ統計値がない。期待され

る効果として、医療費削減、関係部門によるデータの迅速な共有、重複投薬の削減、相互作用・配

合禁忌などの迅速で正確なチェックなどがあげられる。 

 

 

電子処方情報の活用： 

レセコンのプログラムと連動させることができれば、高度薬学管理がしやすくなる。現在のところ

では、電子処方箋は保険の償還作業を迅速にするためだけにしかメリットがないと思われる 8）。 

ドイツには、お薬手帳がない。しかし、患者のかかりつけ度は、比較的高く、３剤以上使用してい

るポリファーマシー患者の８割が、かかりつけ薬局をもっているという調査統計がある。個人情報保

護により、薬局では患者の同意なしに、薬歴をレセコンに入力することができない。多くの薬局では

顧客カード制にして、カードを所有する患者さんの薬歴を管理している。この顧客カードは他の薬

局と互換性がないので、患者がいくつかの薬局を利用していると、正確な薬歴が把握できない。 

この問題を解消するためにも、ePA （Elektronische Patientenakte 電子患者記録（カルテ））の

導入が進められている 9) （図３）。スマホやタブレットに ePA アプリを入れて、診察記録やメディケ

ーションプラン、後には、電子処方箋も入れられるとのようだが、どれだけ利用されているか、どの

程度充実しているかは情報がない。2021 年より、公的医療保険会社が加入者へ ePA を利用でき

ることを知らせる義務がある。しかし、医療の電子化・IT 活用が高度に洗練されきっていない中、こ

の ePA 機能も今後変化することが予想される。個人情報保護の観点から、患者主体で、ePA 内の

情報を誰に閲覧させるかを制御できる仕組みのようである。 

図３：ePA アプリ 
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電子処方箋の概要（課題）： 

フォーマットだけは決まっているが、どのような機能が今後ついてくるかは、現在（2023 年 7 月）

のところ不明。薬局での取り扱いは可能になったが、その数が少ないので、詳細不明（図４）。 

図４：【電子処方箋（紙）の見本 サイズ：A5】10） 

 

 

電子処方箋による医薬品の調剤： 

電子処方箋が薬局に来るまでに４つの経路がある（図５）。 

図５：電子処方箋の経路 

 

１．医療機関が入力し、患者のアプリに入った電子処方箋（データマトリックス）を薬局でスキャンす
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る 

２．電子処方箋フォーマットではあるが、医療機関で紙に印刷されたデータマトリックスを患者が薬

局へ持ってくる 

３. 患者の電子保険証をキーとして薬局の読み取り装置に差し込み、サーバーに入力されている

電子処方箋を読み取る。電子保険証には電子処方箋を入力できない。 

４．患者が希望する薬局（かかりつけ薬局など）へ医療機関から直接電子処方箋をネット回線で送

付。 

 

この４の経路が可能になると、外資系のネット薬局に電子処方箋が流れ、国内薬局の経営と存続

が危ぶまれることが懸念されている。ドイツの薬局数は近年、2008 年をピークに減少し続けてい

る。薬局の基本任務は医薬品の安全・安定供給であり、さらに薬局数が減少すれば、地域や有事

の際の医薬品供給に大きな支障がでることが心配されている。患者は薬局を選ぶ権利があり、患

者の承諾なしに、医療機関が特定の薬局へ電子処方箋を送ることは違法である 1１）。 

取り扱い済みの処方箋は２４時間以内に別のプログラムで取り扱い済みとマークしてレセコンで

管理する。この作業を怠ると、後の償還作業が不可能になる。薬局から集計センターへの電子処

方箋送付は取り扱い日から４週間以内に行わないと薬剤費を償還してもらえない。 

 

 

その他：入院中の薬剤情報の取り扱い： 

現在は、病院内でコンピュータに入力して管理している。全ての医療機関が電子処方箋対応に

なっておらず ePA の普及も進んでいないので、異なる医療機関でのデジタルデータ共有はできて

いない。 

 ドイツでは、かかりつけ医制度のため、体調がすぐれない時は、まず、ホームドクターに診察して

もらう必要がある。手術や重病時の入院、もしくは、病院で外来専門治療が必要な場合は、ホーム

ドクターが紹介状を書き、ホームドクターが処方する医薬品リストを用量・用法と共にプリントして患

者もしくはその家族に持たせる。入院中変更がなければ、投薬は、このホームドクターのリストに従

って行われる。患者は、通常、病院を自由に選択できる。退院時には、患者とホームドクター宛て

に施療と薬物治療内容の報告書が出る。患者に１通持たせ、ホームドクターへは郵送されるのが

一般である。ホームドクターは週末休診のため、患者は処方箋がもらえない。退院時、特に週末に

必要な医薬品が確保できるよう、退院時処方箋が出ることがある。この際、処方される箱サイズは最

小のものとなっている。入院時に薬物治療が変更になった場合、ホームドクターは医療機関からの

報告書に従って、退院後の処方内容を変更する。患者が処方箋だけをもらいに、再び病院へ行く

ことはない。継続の施療は通常ホームドクターが行う。 
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ドイツにおける医療情報に関連する団体等 

 名称 機能 

行政機関 連邦保健省 

Bundesministerium für 

Gesundheit（BMG） 

法定医療保険と介護保険の効率性を守り発展させる。

患者の利益を強化し、医療制度の経済的効率性と財政

的実行可能性を確保および健康保護と疾病管理 

https://www.bundesgesundheitsministerium.de/ 

関連する

機関 

gematik ヘルスケア分野のデジタルアプリケーションの中心的な

プラットフォームであるテレマティクスインフラストラクチャ

(TI)の全体的な責任を負う企業。 

連邦保健省とドイツの医療制度の傘下組織に、医療部

門におけるデジタルで安全なネットワークの基礎となる

相互運用可能で分野横断的な情報、通信、などを確

立・実施するための Gesellschaft für Telematik(テレマテ

ィクス協会)の設立され、その委託先。 

Aphttps://www.gematik.de/ 

開業医を

代表するス

テークホル

ダー 

ドイツ医師会(BÄK) 17 のドイツ医師会のワーキンググループとして、社会の

医療政策の意見形成プロセスに積極的に参加し、市民

志向で責任ある健康および社会政策を発展 

https://www.bundesaerztekammer.de/baek/ueber-uns 

薬事に関

する主なス

テークホル

ダー 

ABDA(ドイツ薬剤師協

会連合会) 

すべての薬剤師の統括組織。17 の州薬剤師会議所が

ある。 

https://www.abda.de/ueber-uns/bak/ 

 DieDigitaleApotheke 薬局のデジタル化を進める有志の団体 

https://die-digitale-apotheke.de/ 
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vor: „Moderne Medizin braucht digitale 
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１０） KV Nordrhein,Elektronisches Rezept (eRezept),[https://ti.kvno.de/medizinische-
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aussehen,[https://www.pharmazeutische-zeitung.de/so-koennte-das-ausgedruckte-e-

rezept-aussehen-124596/(cited 2024-Apr-10)] 
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【８．EU】 

欧州連合（EU：European Union）の概要： 

欧州連合条約に基づく、経済通貨同盟、共通外交・安全保障政策、警察・刑事司法協力等の

より幅広い分野での協力を進めている政治・経済統合体 

面積：412 万平方キロメートル（Eurostat）（日本の約 11 倍） 

人口：4 億 4, 838 万人（Eurostat）（日本の約 3.6 倍） 

加盟国：27 か国 

 アイルランド、イタリア、エストニア、オーストリア、オランダ、キプロス、ギリシャ、クロアチア、ス

ウェーデン、スペイン、スロバキア、スロベニア、チェコ、デンマーク、ドイツ、ハンガリー、フィン

ランド、フランス、ブルガリア、ベルギー、ポーランド、ポルトガル、マルタ、ラトビア、リトアニア、

ルーマニア、ルクセンブルク（英国は 2020 年 1 月 31 日を以て EU を離脱） 

言語：スウェーデン語 

通貨：ユーロ（1 ユーロ＝154.32 円（2023 年 2 月 14 日～2024 年 2 月 14 日の平均）） 

（外務省 EU 基礎データ https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eu/data.html） 

 

 

医療制度の概要： 

EU では、域内の国民の移動の活発化に伴い、医療提供体制も構築されている。EU では、

社会保障制度の調整に関する EU 規則 1）により、社会保障の調和が図られた。さらに国境を

越えた医療における患者の権利の適用に関する EU 指令２）において、国境を越えて移動する

ＥＵ諸国の国民への医療提供に関する取り決めが示されており、ここでは患者が他の加盟国

で医療を提供された場合だけでなく、医療サービスの一環として提供される医薬品および医

療機器の処方、調剤の提供も対象として定めている。また、2012 年の欧州委員会実施指令

（他の加盟国で発行された医療処方箋の承認を容易にするための措置）３）が定められている。

これらにより EU 域内では、「国境を越えた処方箋」として、ある EU 加盟国の医師が発行した

処方箋は、他のすべての EU 加盟国で有効となっている。さらに医師に他の EU 諸国で使用

するための処方箋を発行してもらうことも可能となっている。 

なお、EU 域内で使用する処方箋に特定の形式はなく、医療サービスを受ける国で発行さ

れた処方箋様式をそのまま利用できるが、少なくとも以下が必要とされている４）。 

・患者の詳細: 姓と名 (両方ともフルで書かれたもの)、および生年月日 

・処方箋発行日 

・処方医師の詳細: 姓名（フルネームで書かれたもの）、専門資格、直接の連絡先の詳
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細、勤務先の住所（国を含む）、署名（書面またはデジタル） 

・処方された製品の詳細: 一般名 (ブランド名は、国によって異なる場合がある)、剤型 

(錠剤、溶液など)、数量、力価、用量 

またこれら処方箋の調剤には、処方箋が調剤される国の規則が適用され、薬剤師が薬を調剤

する際に、処方箋調剤の時間や用量の制限など、調剤される国の規則を適用することも明記

されている。 

 

 

電子処方箋の概要： 

  EU でも医療の情報化に伴い、この「国境を越えた処方箋」も電子化して他の国で調剤でき

るようにする取り組みが行われている。2014 年には国境を越えた指令である、 2011/24/EU 

に基づく電子交換のための電子処方箋データセットに関するガイドライン５）が示された。これに

より加盟国は安全かつ効率的かつ相互運用可能な方法で医療データを交換できるようになっ

た。さらに、2016 年には海外で処方箋を提示する場合の運用事例４）も示されている。その後

各種議論が進められ、EU 域内での電子処方箋の相互運用などの検討を重ね、2019 年には

他の EU 諸国で電子処方箋を使用する初の EU 国民としてフィンランドとエストニアの間で

国を超えた電子処方箋のやり取りが実施された６）。この試みでは、フィンランドの患者がエスト

ニアの薬局に行き、フィンランドの医師によって電子的に処方された薬を受け取ることができ

た。電子処方箋では、発行する医師（医療機関）の国、調剤を行う薬局（薬剤師）の国、処方箋

を受け取る患者の国と３つの環境を加盟国２７か国で相互に連携する必要があるため、全ての

組み合わせで対応可能とはなっていないが、「国境を越えた電子処方箋」に対応する国が増

加してきている（図１）。 

 これら医療情報の電子化の進展を踏まえ、EU 諸国では域内住民の健康情報を集約するこ

とで 

・ 個人が自身の健康データをコントロールできる 

・ より良い医療提供、より良い研究、イノベーション、政策決定のための健康データの利

用を支援する 

が可能とされている。これらを行うため EU では、欧州健康データスペース（European Health 

Data Space：EHDS）の構築を進めている 8）。この EHDS は従来の健康情報等に関するルー

ル、共通の基準や慣行、インフラ、ガバナンスの枠組みで構成される健康特有のエコシステム

である。これにより、各国やＥＵ全体で、電子化された個人の健康データへのアクセスとコント

ロールを強化し、これら情報の自由な移動を支援することを通じて、個人の健康管理をサポー

トする。さらにデータの一次利用だけでなく、研究・イノベーション・政策立案などのために健康
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データを利用するデータの二次利用も視野に入れ構想されている。なおこれら情報の管理

は、EU における一般データ保護規則（GDPR）に準拠し構築されている。さらに、EU 諸国は安

全かつ効率的かつ相互運用可能な方法で健康データを交換できるようになっている。 

この EHDS を通じて、EU 諸国の国民として EU 内を海外旅行している間の医療的ケアの継

続性を保証するインフラが構築されている。さらに EU 諸国は健康に関する情報を、安全かつ

効率的かつ相互運用可能な方法で交換できるようになる。国民向けには、「MyHealth @ EU」

として提供している 9）（図２）。 

2 つの電子国境を越えた医療サービス： 

⚫ 電子処方箋と電子調剤 

➢ EU 国民は電子処方箋を加盟国である居住国から渡航国にオンライン転送で

きるため、他の EU 加盟国にある薬局で薬を入手できるようになる 

⚫ 患者概要 

➢ アレルギー、現在の投薬、以前の病気、手術などの重要な健康関連の側面に

関する情報を提供 

➢ 患者が他の EU 諸国から来ており、母国語と異なる場合には、患者に関する

重要な情報を医師に自国の言語で提供することを目指す 

図１：eHealth : デジタルヘルスとケアに関するインフォグラフィックス 文献７）より引用 
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➢ 将来は、医療画像、検査結果、退院報告書も EU 全体での利用を目指す 

このサービスは、2025 年末までに EU25 か国での導入が予定されており、EU 諸国の国民や

医療従事者へのパンフレットなども提供されている（図３）。 

 

 

 

 

 

 

 

図２：MyHealth @ EU 文献 10)より引用 
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参考文献： 

１） EUR-Lex,REGULATION (EC) NO 883/2004 OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND 

OF THE COUNCIL of 29 April 2004 on the coordination of social security 

systems,[https://eur-lex.europa.eu/legal-

content/EN/TXT/?uri=CELEX:32004R0883(cited 2024-Apr-10)] 

２） EUR-Lex,Directive 2011/24/EU of the European Parliament and of the Council of 9 

March 2011 on the application of patients’ rights in cross-border 

healthcare,[https://eur-lex.europa.eu/eli/dir/2011/24/oj(cited 2024-Apr-10)] 

３） EUR-Lex,COMMISSION IMPLEMENTING DIRECTIVE 2012/52/EU of 20 December 

2012,laying down measures to facilitate the recognition of medical prescriptions issued in 

図３：「MyHealth@EU」 - 患者および医療専門職向けのチラシ（オランダ語版） 

文献１１）より引用 



- 98 - 

 

another Member State,[https://eur-lex.europa.eu/legal-

content/EN/TXT/?qid=1431961520749&uri=CELEX:32012L0052(cited 2024-Apr-10)] 

４） European Union,Presenting a prescription in another EU 

country,[https://europa.eu/youreurope/citizens/health/prescription-medicine-

abroad/prescriptions/index_en.htm(cited 2024-Apr-10)] 

５） GUIDELINES ON ePRESCRIPTIONS DATASET FOR ELECTRONIC EXCHANGE 

UNDER CROSS-BORDER DIRECTIVE 

2011/24/EU ,[https://health.ec.europa.eu/system/files/2016-

11/eprescription_guidelines_en_0.pdf(cited 2024-Apr-10)] 

６） European Commission,First EU citizens using ePrescriptions in other EU 

country,[https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/IP_18_6808(cited 
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- 99 - 

 

【９．アメリカ】 

国の概要： 

面積：9,833,517 平方キロメートル（50 州・日本の約 26 倍） 

人口：約 3 億 3,500 万人（2023 年 10 月米統計局推計） 

首都：ワシントン D.C. 

言語：主として英語（法律上の定めはない） 

通貨：1 米ドル＝148.22 円（2023 年 11 月 20 日） 

（外務省 アメリカ合衆国基礎データ https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/usa/data.html） 

 

 

医療制度の概要： 

医療事情（ワシントン DC、ニューヨーク、ロサンゼルスなど）1,2,3) 

米国の医学が世界最高の水準にあることに間違いないが、日本と違って診療報酬制度が

定められておらず、自由診療制であることにより、米国の診察・治療費は非常に高額となる。 

州や地域によって医療費が異なり、ニューヨーク市マンハッタン区の医療費は同区外の 2 倍

から 3 倍ともいわれており、専門医の診察費が 1,000 ドルを超えることがある。また、医師の専

門分野が細分化されているので病気によっては数人以上の医師にかかる必要があることもあ

り、診察、治療、支払い等個別に対応する必要がある。 

米国の保険では、その保険の提供会社及び種類（契約内容）によって、対応する医療機関

やカバーされる医療行為に大きな違いが生じることがある。 

 

医療保険制度 4） 

アメリカの健康保険には大きく分けて公的保険と民間保険が存在する。公的保険には、65

歳以上、障がい者、および人工透析患者が受けられるメディケア、世帯収入が低い人達が主

に受けられるメディケイド、アメリカ軍隊に現在または過去に属していた人たちのトライケアがあ

る。一方、民間の保険には大きく分けて PPO（Preferred Provider Organization）プラン、HMO 

(Health Maintenance Organization) プランがあり、PPO プランは保険会社が契約しているネッ

トワーク内の医師や病院は紹介がなくてもかかることができ、自己負担分が高くはなるがネット

ワーク外や専門医でも医療を受けることができる。HMO プランかかりつけ医を決めることが義

務付けられており、専門医にかかるにはかかりつけ医の紹介が必要となる。 
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紙処方箋の運用方法： 

連邦規則集のパート 1306 に処方箋に関する法規制が記載されている。処方箋用紙は統

一のフォーマットがない。また、アメリカは医薬分業が徹底しており、医師自身が患者に薬品を

直接販売することは法律で禁止されている。そのため、処方薬を必要とする場合には、患者自

身が薬局で購入する。その際、患者個々の保険により使用できる薬局が異なるため多くはか

かりつけ薬局をもっている。制限のない医薬品の場合、処方箋は１年を超えると無効になり、リ

フィルも運用されている。以下に、処方例 6,7)、処方薬のラベル例 8)を示す。 

 

・処方箋例 

     

出典：Walrus Health ホームページ 5)      出典：Walrus Health ホームページ 6) 

 

・処方薬のラベル例 

  

出典：けんこう インディアナ ホームページ 7) 

 

 

電子処方箋導入の経緯 8-11)： 

2003 年: The Medicare Modernization Act に電子処方箋が盛り込まれる 

2005 年: Center for Medicare & Medicaid Services が基礎標準（電子処方箋と処方薬プログラ
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ム ）を公開 

2007 年 8 月:全州で電子処方箋が法的に許可 

2008 年: Medicare Improvements for Patients and Providers Act of 2008 制定 

電子処方箋システムを使用でインセンティブ 

2015 年 8 月:全州で合法的に規制薬物を電子的に処方・調剤が可能 

2018 年: SUPPORT 法成立により、オピオイド処方の際、電子処方箋の使用が原則義務化 

 

 

電子処方箋の概要： 

医師の電子処方箋使用率は 2008 年 12 月の 7％から 2014 年 4 月には 70％まで増加し、

電子処方箋を受け入れ可能な地域の薬局は、2008 年 12 月の 76％から 2014 年 4 月には

96％に増加している 12)。また、2013 年には処方箋の約 57％が電子的に送信され、2017 年に

は処方箋の約 66％、2021 年には処方箋の約 94％まで普及している 13)。規制物質における

電子処方箋は、2013 年には 34 万件だったが、2022 年には 2 億 8740 万件に増加している

14)。また、2010 年に麻薬取締局暫定最終規則を発表し、規制物質の処方箋を電子的に扱え

るようになり 15）、規制物質に対する電子処方箋の割合では、2017 年の 17％から 2021 年には

73％となっている 13)。 

 

 

電子処方箋の概要（運用）： 

連邦規則集のパート 1306、1311 に電子処方箋に関する法規制が記載されている。 

・チェック機能 

一般的には薬物間、薬物アレルギー、薬物と疾患の相互作用などのチェックが可能となっ

ている 16,17）。また、一部の電子処方箋モジュールや臨床モジュールを使用することにより薬剤

のコスト、推奨用量のチェックなどのチェック機能を活用することが可能となる。 

・リフィル機能 

カルフォルニア州で 1951 年から行われ、州によって制度が異なる。対象患者に規制はな

く、有効期限に法的制限はないが、一般に最大２年を超えるリフィル調剤は行われない。ま

た、一部の薬剤が禁止となっている。流れとしては、患者は薬局にリフィル調剤を依頼する。調

剤後は、薬局で処方箋を保管する。リフィル調剤時には、薬局で保管している処方箋情報を

基に行っている。異なる薬局でリフィル調剤も可能で薬局間で処方箋の移動を行っている。 

 電子処方箋については、全米をカバーする民間会社が提供するシステムがあり、医師が PC 
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から処方情報を送ると、当該事業者を経由して薬局へ処方情報が送られる。2014 年には、リ

フィル・服薬管理サービスにより医師が１日あたり 20～30 分の時間の節約が得られるとの報告

18）もある。 

 

 

電処方箋の導入効果： 

電子処方箋のメリットとして、患者の安全性向上、費用の軽減、処方箋情報へのアクセスの

しやすさなどがあり、臨床効果向上についても報告されている。 

電子処方箋の導入は投薬ミスや投与ミスを減少させ 17,19）、患者の転帰の改善と通院減少に

よるコスト削減は、電子処方箋導入した診療所では 10 年間で 1,400 億ドルから 2,400 億ドル

と推定され 17）、投薬ミスや投与ミスまた、電子処方箋の患者は手動の処方箋の患者より LDL

目標を達成する可能性が 59％高い 20）との報告もある。 

 

 

電子処方箋の概要（課題）： 

電子処方箋の障壁として、導入時のコストやシステムエラー17,21）などがあげられます。情報

漏れ、指示漏れに伴う処方者への連絡 22）や選択するシステムによっては手書き処方箋の過

誤率と変わらない 23）などが電子処方箋の課題として報告されている。 

 

 

電子処方箋による医薬品の調剤の流れ： 

米国の大手医療情報ネットワークである Surescripts を例に示す。Surescripts は、システム

内の関係者が通信してデータを交換できる電子処方箋ネットワークである。Surescripts は分散

型の電子処方箋ネットワークで、ネットワーク内はピアツーピアにより相互に通信できる。

Surescripts は、患者の薬歴、処方箋、加入している保険会社および薬剤給付管理(PBMs)情

報を処方者に提供する 24）。図 1 に Surescripts システムの主な機能、図 2 に従来と

Surescripts システムの患者の健康保険への事前承認プロセスを示す。また、電子処方箋はシ

ステムを通じて追跡が可能で、リフィル対応も簡便にする 25）。 
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図 1.Surescripts システムの主な機能 

図 2. 従来と Surescripts システムの患者の健康保険への事前承認プロセス 

  



- 104 - 

 

アメリカにおける医療情報に関連する団体等 

 名称 機能 

行政機関 食品医薬品局  

Food and Drug 

Administration’s 

(FDA)  

アメリカ合衆国に安全で効果的な医療製品を提供

し、食品の安全を保ち、規制されている製品による

害を軽減するすることで、公衆衛生を保護し、進歩

させる 

https://www.fda.gov/ 

 メディケアおよびメディ

ケイド サービス センタ

ー 

(CMS.gov) 

メディケア、メディケイド、児童健康保険プログラム、

健康保険市場を通じて 1 億 6,000 万人以上に医

療保険を提供する連邦機関 

https://www.cms.gov/ 

医療を支える

団体・企業 

surescripts. 

 

医療情報システムの開発会社 

https://surescripts.com/ 

開業医を代表

するステークホ

ルダー 

米国医師会 

American Medical 

Association (AMA) 

190 以上の州および専門の医学会およびその他の

重要な関係者を招集する最大にして唯一の全国的

な協会 

https://www.ama-assn.org/ 

薬事に関する

主なステーク

ホルダー 

米国薬剤師会

American Pharmacists 

Association (APhA） 

薬局の専門職全体を推進する唯一の組織 

https://www.pharmacist.com/ 
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【１０．カナダ】 

国の概要： 

面積：998.5 万平方キロメートル（ロシアに次ぐ世界第 2 位、日本の約 27 倍） 

人口：約 3,699 万人（2021 年カナダ統計局推計） 

首都：オタワ 

言語：英語、フランス語が公用語 

通貨：1 加ドル＝108 円（2022 年 10 月、日本銀行） 

（外務省 カナダ基礎データ https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/canada/data.html） 

 

 

医療制度の概要： 

・医療事情 1,2) 

カナダの医療制度は国民皆保険制度を採用しており、原則として患者の自己負担はなく、

全てを税財源で公的に負担している。全ての国民は皆保険を取得できますが、移民や留学生

（ワーキングホリデイを含む）の加入条件は州ごとに異なり、一部の州では加入までの期間や

加入できない場合の医療費が有料になる。また、歯科診療、処方薬剤（ただし入院中は無

料）、リハビリ治療などは全額個人負担となる。 

医療事情で最大の問題点は、医療機関へのアクセスの悪さと待ち時間の長さにある。一般

に医療機関を利用するには地域の家庭医を受診する必要があるが、新規の患者を受け付け

ていない場合や予約が 1-2 週間後ということもある。また、専門医については家庭医の紹介な

くして受診できないシステムになっているため、数か月先にしか予約がとれない状況もある。 

家庭医のない患者が受診できるのは、ウォークインクリニックだが、常に混雑している。また、

ウォークインクリニックには、レントゲン検査機器、簡易血液検査機器、超音波検査機器などの

基本設備を設置していないところがほとんどである。 

このような弊害を少なくするため、民間医療機関（プライベートクリニック、検査機関等）が一

部の州で解禁されている。カナダの国民保険を有しない人々や、待ち時間を短縮したい富裕

層にとって民間医療機関は有用であり、利用者が増えている。こうした施設では自己負担での

医療が制限付きで（入院設備は伴わない等）行われているが、数が少なく全体としては数パー

セントを占めているにすぎないのが現状である。 

 

・医療保険制度 3,4) 

メディケアとして一般に知られている医療制度が、国の公的資金による包括的な医療保険
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システムとして存在する。1984 年に採択されたカナダ保険法に基づき、医療上必要と判断さ

れ、かかりつけ医が提供する医療サービス、治療、処置に対しては自己負担なしで受けること

ができる。この医療制度を円滑に運営し続けるために連邦政府、州政府それぞれに役割と責

任がある。連保政府はカナダ保健法による医療制度の国家基準の設定と管理を行い、カナダ

保健法は 10 州と 3 準州がそれぞれの保険プランに関して満たすべき条件を指定し、各州は

連邦政府から Canada Health Transfer の拠出金を受け取ることができる。 

 

 

紙処方箋の運用方法： 

処方箋の種類として、手書きや印字されたもの、FAX されたものや電話での口頭処方箋な

どがある。そのため、処方箋の様式はなく、電話越しで必要事項を伝えられ薬剤師が記載した

ものも処方箋として認められる。 

家庭やウォークインクリニックなどでもらった処方箋を薬局に提出した際の流れとしては、処

方者や患者の詳細、医療保険の適用範囲の詳細などの入力とチェックを行う。次に、投与量

や相互作用など処方箋の治療が適しているかのチェックが行われる。チェックが終わると、調

剤が行われ、患者に薬を渡し、使用方法などの指導を行う 5）。 

 

 

電子処方箋導入のきっかけ・経緯 6-8)： 

1998 年：薬局規制当局が電子処方箋に関する一般的な推奨事項を作成 

2003 年：e-Prescribing Principles document（初版） 

2006 年：National e-Pharmacy Task Force (NePTF)がチェーンドラッグ ストア協会と薬剤師協

会で共同設立 

2007 年 12 月：電子処方箋の導入に規制を修正する必要はないと判断したとカナダ保健省の

政策声明 

2009 年：NePTF がカナダにおける電子処方箋の導入に関する推奨事項を発表 

2013 年：カナダ医師会とカナダ薬剤師会が電子処方に関する共同声明 

2017 年 9 月：PrescribeIT での最初の電子処方箋発行 

2023 年 5 月：PrescribeIT を病院で初めて導入 

 

 

電子処方箋の概要： 

薬局で受け取った電子処方箋の割合は、2016 年の 1％から 2022 年の 8％に増加している
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9）。また、国民への調査では、紙の処方箋なしで医師から薬局へ直接送付することに 82％が

関心があり、処方箋の更新を電子的に行うことに 75％が関心を持っている 10）。 

 

 

電子処方箋の概要（運用）：  

電子処方箋の技術により、処方を意思決定支援ツールと組み合わせることが可能になり、薬の

選択を提案したり、患者記録のデータを参照して、相互作用、アレルギーなどを警告したりす

ることができる。さらに、コミュニケーションネットワークの構築により、介護者は患者の薬歴など

の臨床データを共有することができる。 

・マスタ登録：カナダ臨床医薬品データセット (Canadian Clinical Drug Data Set：CCDD)12) 

CCDD は、保健省により公開と継続的なメンテナンスが行われる。CCDD は医薬品と一部

の医療機器の同定と命名に一貫したアプローチを提供している。デジタルヘルスソリューショ

ンや設計アプリケーションで自由に使用でき、投薬記録、投薬調整、分析などに使用される。 

・リフィル機能 

慢性疾患の患者を対象とし、有効期限は 6 か月又は 12 か月となっている。流れとしては、

薬局に保管して薬剤師と相談しながら、２か月～３か月分の薬を調剤してもらうことができる。 

 

 

電処方箋の導入効果： 

電子処方箋のメリットとして、投薬ミスの減少、紙処方箋の使用削減、不正行為の削減、国

民の健康状態改善の促進などがあげられる。また、知識の普及や仲介者の排除などによる情

報の質の向上する 13）との報告がある。 

 

 

電子処方箋の概要（課題）： 

電子処方箋の障壁として、システム品質の問題や電子処方箋の研修不足 14）、ネットワーク

使用率の低さ 15,16）などの報告がある。 

 

 

電子処方箋による医薬品の調剤の流れ 17）： 

カナダの政府が設立した電子処方箋システムが PrescribeIT になる。PrescribeIT の電子処

方箋はこれまでの臨床ワークフローに影響を与えないように処方者と薬局の間で処方箋を送
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信する。処方箋情報は患者が選択した薬局に処方者から暗号化されて送信される。さらにセ

キュリティ面では、システムへのアクセス制御も備わっている。また、システムに患者の処方箋

情報を保存することで処方箋の監査を支援する。図 1 に PrescritbeIT の全体的な構造、図 2

に処方 IT の将来の機能を示す。 

 

図 1.PrescritbeIT の全体的な構造 

 

 

図 2.処方 IT の将来の機能 
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カナダにおける医療情報に関連する団体等 

 名称 機能 

行政機関 カナダ保健省 

Health Canada 

 

カナダ人の健康の維持と向上を支援する責任を負

う。質の高い医療サービスを確実に利用できるよう

にし、健康リスクの軽減に努める。 

https://www.canada.ca/en/health-canada.html 

医療を支える

団体・企業 

Canada Health Infoway 

(Infoway) 

政府、医療機関、臨床医、患者と協力して医療をよ

りデジタル化し、より迅速でシームレスかつ安全な情

報共有を促進する連邦政府から資金提供を受けて

いる独立した非営利団体 

https://www.infoway-inforoute.ca/en/ 

開業医を代表

するステークホ

ルダー 

カナダ医師会 

Canadian Medical 

Association (CMA)  

 

健康のより良い未来を信じる医師たちの全国的な

運動を主導 

https://www.cma.ca/about-us 

薬事に関する

主なステーク

ホルダー 

カナダ薬剤師会 

Canadian Pharmacists 

Association（CPhA ） 

カナダの薬剤師の国民の代弁者として薬局の世界

におけるあらゆる主要な発展の方向性を示す 

www.pharmacists.ca 
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【１１．オーストラリア】 

国の概要： 

面積：769 万 2,024 平方キロメートル（日本の約 20 倍、アラスカを除く米とほぼ同じ）（出典：ジ

オサイエンス・オーストラリア） 

人口：約 2,626 万人（2022 年 12 月時点。出典：豪州統計局） 

首都：キャンベラ 

言語：英語 

通貨：1 豪州ドル=94.29 円=0.6407 米ドル（2023 年 9 月 11 日時点、出典：豪州準備銀行） 

（外務省 オーストラリア基礎データ 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/australia/data.html） 

 

 

医療制度の概要： 

オーストラリアの医療制度は、全国民を対象に広くアクセスが保障されている。公的医療制

度と民間医療保険が並立しているのが特徴である。Medicare は 1984 年から施行されたオー

ストラリアの公的医療保険制度であり、これにより多くの医療費が公的に補助されるが、一部の

サービスや特定の状況では患者が自己負担を支払う必要がある。特に歯科、眼科、救急搬送

は完全に自己負担となる場合が多い。一般医（General Practitioner, GP)がプライマリケアの

中心であり、専門医への紹介なども行う。薬剤費用に関しては、オーストラリアでは、

Pharmaceutical Benefit Scheme (PBS)と呼ばれる公的医薬品給付・償還システムがあり、この

制度により人々が医薬品を手頃な価格でアクセスできるよう保証している。 

 

 

紙処方箋の運用方法： 

GP および専門医の診察を受けた後、患者は紙処方箋か電子処方箋のどちらかを希望する

ことができる。一般的に、紙処方箋はパソコンで必要事項を入力して発行されるが、手書きで

記載して発行されるケースもある。紙処方箋の運用方法は、患者が薬局へ処方箋を提示し、

薬局側が調剤して用法用量や使用上の注意を説明して渡すという点において、日本の運用

方法と同様である。 

なお、近年の動向で特筆すべきは最大処方日数の変更である。薬によって異なるが、従来

まで処方日数の上限は最大 30 日までであったが、2023 年 9 月 1 日から、PBS に収載されて

いる約 100 品目の医薬品に対して、60 日分を処方することが可能となった。患者が調剤を受

けた際に薬局で支払う自己負担額には上限（通常は＄30 ドル）が設定されているため、これま

で自己負担額の上限である 30 ドルを上回っていた患者の場合、30 日分の費用で 60 日分の
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薬を受け取ることができる。また、この変更により、処方箋の更新やリフィル調剤のために診療

所や薬局に出向く回数が半減する。つまり、30 日処方から 60 日処方への変更により、多くの

患者が 1 回の処方料金で 2 倍の薬を受け取ることができるようになったのである。この処方日

数の延長は、2023 年 9 月から 12 ヶ月間で 3 段階に分けて行われおり、2024 年 9 月 1 日に

完了すると、300 品目以上の医薬品が 60 日処方の対象となる。対象医薬品のリストは下記の

リンクから閲覧可能である(https://www.health.gov.au/our-work/60-day-

prescriptions#:~:text=From%201%20September%202023%2C%20nearly,with%20an%20ongoing%2

0health%20condition) 

 

 

電子処方箋導入のきっかけ・経緯： 

電子処方箋の導入は、COVID-19 の影響で非対面診療が増加したことが大きな要因となっ

ている 1)。以前は、処方者が署名した紙処方箋のみが法的に有効な形式であった。コロナウイ

ルス対策（特に、人口密度が低い地方や遠隔地に住む人々が、テレヘルスを利用した遠隔医

療相談後、医薬品へアクセスすることを容易にするため）として、2019 年 10 月 31 日に連邦法

の改正が開始されて電子処方箋が認められた。その後、オーストラリア政府の Australian 

Digital Health Agency は、電子処方箋をサポートする技術的枠組みを開発し、薬局と処方者

のソフトウェアのアップグレードが実施され、2020 年 5 月 6 日にビクトリア州アングルシーでオ

ーストラリア初のプライマリケアにおける電子処方箋の送信に成功した 2)。 

なお、電子処方箋がスタートする前の一時的な措置として、処方箋のデジタル画像(image-

based prescribing)の運用も検討され、2020 年 3 月 26 日より、処方者から電子メール、SMS、

ファクシミリ、その他の電子的方法で送信された処方箋のデジタル画像を用いて、処方箋医薬

品（スケジュール 8 に該当する麻薬・向精神薬を除く）を調剤することが可能となった。 

デジタル画像を用いて調剤する際には、以下のようなルールであった。 

-処方者は、処方箋のデジタル画像を薬局に直接送信しなければならず、患者から薬局

に送信された処方箋は無効。 

-処方箋のデジタル画像は、処方者が送信した薬局においてのみ調剤が可能。リフィル

処方箋の場合は、初回に調剤した薬局でその後のすべての調剤を実施する必要があ

る。 

地域医療(community setting)におけるこの特別措置の運用は 2022 年 3 月 31 日に終了して

おり、病院(hospital setting)における運用も 2024 年 3 月 31 日に終了することが決定している

3)。 
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電子処方箋の概要： 

電子処方箋を運用するために必要なソフトウェアは処方者側、薬局側ともにオーストラリア

全土で利用可能になりつつあり、電子処方箋の普及は完了に近づいている。電子処方箋が

利用可能となった 2020 年 5 月以降、2023 年 8 月時点で 1 億 6,000 万枚以上の電子処方箋

が、6 万 6,000 人以上の処方者（GP やナースプラクティショナー）によって発行されている。オ

ーストラリア政府は、2023-24 年度予算から、電子処方箋交付のインフラとサービスを提供する

ために、4 年間で 1 億 1180 万ドル（および継続的に 2420 万ドル）の資金を提供することを発

表している。これにより、処方者と薬局の間で毎年約 3 億枚の処方箋のやりとり可能となる。本

調査のために実施した医師・薬剤師へのインタビューによると、電子処方箋の普及率は過疎

地・都心部で異なるものの、3 割程度の患者は紙処方箋ではなく電子処方箋を利用していると

のことであった。 

 

患者に対する取り組み 

電子処方箋の普及に向けた患者への啓発活動が行われている。具体的には、患者自身が

この新システムに興味を持って積極的に利用するよう、オーストラリアデジタルヘルス庁

（Australian Digital Health Agency）のウェブサイト内に以下に示す内容に関するオンライン学

習モジュールが用意されている 4)。 

-電子処方箋と ASL の仕組み  

-どのような利点があるのか 

-電子処方箋で医薬品を管理するための簡単なヒント  

-電子処方箋および ASL の利用方法 

 

医療従事者に対する取り組み 

オーストラリア政府は、薬局 5)と処方者 6)が電子処方箋の運用方法について学ぶことを奨励

している。具体的には、オーストラリアデジタルヘルス庁（Australian Digital Health Agency）の

ウェブサイト内に無料の Continuing professional development(CPD)認定オンライントレーニン

グとして、以下に示す内容に関するオンライン学習モジュールが用意されている 

•電子処方箋とは何か 

•ASL とは何か 

•どのように処方され、調剤されるのか 
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•患者、医療従事者、医療システムにとっての電子処方箋と ASL の利点 

•電子処方箋をサポートする政策と法律 

 

継続的専門能力開発（CPD）とは： 

継続的専門能力開発（CPD）とは、医療従事者が自身の知識、専門性、能力を維持、改

善、拡大し、職業生活を通じて必要とされる個人的、専門的資質を開発する方法である。オー

ストラリアでは医師、看護師、薬剤師をはじめ、全ての医療従事者が 1 年間に決められた単位

数・ポイント数・時間数の CPD を実施し、オーストラリア全土における国家登録・認定制度の実

施を担当する国家組織であるオーストラリア医療従事者規制庁(The Australian Health 

Practitioner Regulation Agency, AHPRA)へ報告することが義務付けられている。 

 

環境整備：重複のため記載なし 

 

 

電子処方箋の概要（運用）： 

規制の枠組み 

オーストラリア政府は、PBS 医薬品の電子処方を合法化するために法律を改正した。国民

保健（医薬品給付）規則 2017（the National Health (Pharmaceutical Benefits) Regulations 

2017）の変更により、PBS での電子処方箋の使用が可能になった 7)。 

この規則に基いた上で、以下に示す 4 つの文書が電子処方箋の要件を定義している。 

-電子処方箋の様式 2019（The Form of the Electronic Prescription 2019）：PBS 処方者

が電子処方箋を書く際に必要な情報フィールドを定義している 8)。 

-電子処方箋情報技術要件 2019（The Electronic Prescriptions Information Technology 

Requirements 2019）：電子処方箋を運用するためのシステム要件を詳述している 9)。 

-病院用投薬カルテフォーム（The Form of the PBS Hospital Medication Chart）：病院内

で使用する紙および電子形式の投薬カルテの要件を詳述している 10) 

-介護施設用投薬カルテフォーム（The Form of the National Residential Medication 

Chart）：介護施設で使用するための紙および電子形式の投薬カルテの要件を詳述して

いる 11)。 

その後、各州は、それぞれの管轄区域で電子処方を可能にするための法的枠組みの変更を

行った。例えば、電子処方箋がニューサウスウェールズ州で法的に有効な調剤となるために

は、以下の詳細が含まれていなければならない 12)。 
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 処方箋の作成に使用されたシステムの適合性 ID 

 処方箋が発行された診療所または組織の医療提供者識別子-組織（HPI-O） 

 処方者の医療提供者識別子-個人（Healthcare Provider Identifier-Individual , 

HPII） 

 処方箋に固有の処方箋番号 

 処方者名、診療所の住所および電話番号 

 発行日時 

 患者のフルネーム 

 患者の住所（または電子メールアドレスまたは携帯電話番号） 

※例えば、処方箋が患者のパートナーのクラミジア治療のたにアジスロマイシンが処方される

場合、住所の代わりにパートナーのメールアドレスまたは携帯電話番号の記載が認められる。 

 患者の生年月日 

 医薬品の名称、剤形、用法、用量および数量（場合に応じて投与経路） 

 リフィルの回数 

 リフィル調剤が許される間隔日数（特定の医薬品を処方する場合に限る） 

 NSW 承認参照番号または処方者の専門医資格（特定の毒物・劇物に該当する

医薬品を処方する場合に限る） 

 

電子処方箋の導入に必要な準備 

ソフトウェアベンダー 

ソフトウェアベンダーが電子処方に参入するためには、Australian Digital Health Agency

（ADHA）が開発した Electronic Prescribing Conformance Profile の要件を満たす必要がある。

ADHA は、ベンダ向けに電子処方適合プロセスに関する情報を公表している 13)。  

 

一般医（ＧＰ） 

オーストラリアデジタルヘルス庁（Australian Digital Health Agency）は、処方医向けの専用

ウェブサイトを開設し、電子処方箋の導入プロセスについて説明した専用ウェブサイトを公開し

ている 6)。 

また、後述する Primary Health Networks（PHNs）の Web サイト内において、ＧＰが電子処方

箋を導入するための準備事項について以下のように挙げている。 

-自身の診療所が医療提供者識別子（Healthcare Provider Identifier-Organisation, HPI-

O）を持っていることを確認する。 

-HI サービス（患者固有の医療識別子へのアクセスができる）へのアクセスに NASH また

はメディケアの PKI 証明書が必要かどうかをソフトウェアプロバイダーに確認し、それを
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HPI-O にリンクする。 

※ NASH（National Authentication Service for Health）certificate および Medicare Public Key 

Infrastructure  (PKI) certificate は、オーストラリアの医療提供者が患者の健康情報を適切に

保護しながら、電子的な情報の送受信を支援する認証メカニズムを指す。 

-自身の診療所が eRx Script Exchange や MediSecure などの電子処方箋送受信サービスに

接続されていることを確認する。 

-最新のソフトウェアをインストールし、HPI-O、医療提供者識別子-個人（Healthcare 

Provider Identifier-Individual , HPII）を入力し、患者のヘルスケア識別子の妥当性を確

認する。 

-システム内の患者および介護者の連絡先詳細（携帯電話番号／E メール）を更新する。 

-州の関連法規の最新情報を入手する。 

-診療に適したワークフローについてスタッフと話し合う。 

-最寄りの薬局と連絡を取り、患者の電子処方箋の調剤が可能かどうかを確認する。 

 

薬局 

オーストラリアデジタルヘルス庁（Australian Digital Health Agency）は、薬局向けの専用ウェ

ブサイトを開設し、電子処方箋の導入プロセスについて説明した専用ウェブサイトを公開して

いる。5) 

また、後述する Primary Health Networks（PHNs）の Web サイト内において、薬局が電子処方

箋を応需するための準備事項について以下のように挙げている。 

-薬局が HPI-O を持っていることを確認する。 

-HI サービスへのアクセスに NASH またはメディケアの PKI 証明書が必要かどうかをソフ

トウェアプロバイダーに確認し、それを HPI-O にリンクする。 

-薬局が eRx Script Exchange や MediSecure などの電子処方箋送受信サービスに接続

されていることを確認する。 

-最新のソフトウェアをインストールし、HPI-O、医療提供者識別子-個人（Healthcare 

Provider Identifier-Individual , HPII）を入力し、患者のヘルスケア識別子の妥当性を確

認する。 

-システム内の患者および介護者の連絡先詳細（携帯電話番号／E メール）を更新する。 

-州の関連法規の最新情報を入手する。 

-診療に適したワークフローについてスタッフと話し合う。 

-薬局が互換性のあるスキャナーを使用していることを確認する 
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-地域の処方医や一般診療所と連絡を取り、自身の薬局が電子処方箋を調剤する準備

ができていることを知らせる。 

 

※Primary Health Networks（PHNs） 

PHN は、2015 年に設立された組織であり、オーストラリアの連邦保健省によって資金提供さ

れている。その主要な目的は、連邦政府の保健政策の実施をサポートし、地域レベルでの健

康サービスの効果的な提供を促進することにある。 

 

 

電子処方箋の導入効果： 

電子処方箋の導入から 12 ヵ月後に実施したニューサウスウェールズ（NSW）州の GP およ

び薬剤師へのインタビューでは、電子処方箋の導入効果として以下の 3 点が述べられてい

る。14) 

⚫ 効率的な処方と調剤 

➢ 電子処方箋は、処方と調剤のプロセス全体を改善し、手書き文字の解釈や紙原稿

の紛失などの問題を軽減する。また電子処方箋による調剤時間の短縮は、患者の

利便性をさらに高める。 

⚫ 患者の服薬アドヒアランスの向上 

➢ 処方箋へのアクセスが改善されることで、服薬アドヒアランスの向上が期待できる。特

に、遠隔医療を利用することで、地方や田舎に住む人々の処方へのアクセスが改善

されることで服薬アドヒアランスの低下を防ぐことができた。 

⚫ 安全性とセキュリティの強化 

➢ 電子処方箋は、処方箋の誤用リスクを減らす可能性がある。また、電子処方箋にな

ると薬剤師が処方箋を追跡できるため、スケジュール 8 に該当する麻薬・向精神薬

が記載された処方箋が盗まれる可能性が低下する。 

その他、電子処方箋の導入効果として期待されていることを以下に示す。 

✓ 患者が処方者や薬局を選択できるようにする。 

✓ 非接触方式により、住民や医療提供者を感染症（例：COVID-19）への暴露から守る。 

✓ 患者のプライバシーと個人情報の完全性を維持する。 

なお、これまでにこれらを実証した量的研究はないため、実際の導入効果は不明である。 

 

 

電子処方情報の活用： 

記載情報なし 
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電子処方箋の概要（課題）： 

電子処方箋の導入から 12 ヵ月後に実施したニューサウスウェールズ（NSW）州の GP およ

び薬剤師へのインタビューでは、電子処方箋の課題として以下の 5 点が述べられている。14) 

⚫ 安全性やセキュリティ上の問題 

➢ 潜在的な問題として、システム上のミスや不具合により処方ミスや調剤ミスのリスクが

ある。インターネットやサーバーエラーにより、電子処方箋へのアクセスができるなく

なる恐れがある。スケジュール 8 に該当する麻薬・向精神薬が記載された電子処方

箋が何らかの方法で改ざんされてしまう可能性がある。 

⚫ 継続的コスト 

➢ オーストラリアでは年間 3 億の処方箋（紙媒体と電子媒体含む）が発行されており、

SMS 上でのやりとり（1 テキスト 15 セント）にかかるコストを誰が負担すべきかに関す

る懸念がある。 なお、診療所が SMS 経由で送信するトークンのコストと、薬局の調剤

システムで生成されるリフィル処方箋のトークンのコストは保健省が負担している 15)。 

⚫ 仕事量の増加  

➢ 電子処方箋へのアクセス方法や使用方法について患者やスタッフを教育する必要

があり、これには多大な時間を要する。システム上のアップデートがある度に、その

内容を全員に伝える必要がある。 

⚫ 変化に対する利用者の問題 

➢ 特に、最新技術に詳しくない高齢の利用者は、患者であれ医療従事者であれ、紙

処方箋から電子処方箋への変化に対応することを拒む。調剤を行う薬剤師にとって、

電子処方箋を調剤するとコンピュータの中以外には何の記録も残されていないため、

薬局での保管プロセスを再考する必要がある。 

⚫ トークンの有効性 

➢ 薬剤師は、患者またはその委任を受けた代理人から提示されたトークンが不正に入

手または改ざんされていないことを確信しなければならない。薬剤師が懸念を抱く場

合は、患者またはその代理人の身分証明書（写真付き運転免許証など）の確認や、

処方者に連絡すること必要がある。これは紙処方箋から電子処方箋になっても変わ

らない課題である。スケジュール 8 に該当する麻薬・向精神薬が記載された電子処

方箋のトークンが改ざんされた、または不正に入手された場合は、トークンを無効に

する措置をとれるようにすべきである。 

 

 

電子処方箋による医薬品の調剤：  

電子処方箋の運用方法 
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診察中 

前述した通り、GP および専門医の診察を受けた後、患者は紙処方箋か電子処方箋のどち

らかを希望することができる。患者が電子処方箋を希望した場合、医師から患者の携帯電話

の SMS またはメールアドレスへメールが送信される。このメールには、処方情報が記載された

「トークン」へのリンクが含まれている。トークン自体は処方箋ではなく、ロックされている電子処

方箋へのアクセスを解除するための鍵である。患者はこのトークンを薬局に提示することで、調

剤を受けることができる。このトークンは処方された薬ごとに発行される。患者は、診察が終わ

る前に、全てのトークンが自身の SMS またはメールアドレスに届いていることを確認する必要

がある。また、処方者は患者の同意を得て、患者が希望する薬局にトークンを直接ファックス

／電子メールで送ることもできる。さらに、後述するアクティブスクリプトリスト（ASL）に登録して

いる患者は、トークンを直接 ASL に送信するよう医師に依頼することもできる。 

  

写真 1．電子処方箋にアクセスするために必要となるトークン 16) 

 

薬局での調剤 

医療機関での診察後、トークンを入手した患者は、希望の薬局でトークンを提示する。薬局

側はトークンをスキャンすることで、電子処方箋にアクセスすることが可能となる。1 つのトーク
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ンを使って複数回調剤される不正利用を防止するため、トークンを利用した電子処方箋のダウ

ンロードは一度しかできない。そのため、不正利用のリスクは大幅に軽減される。時間節約の

ため、患者はトークンを薬局に転送し、時間をおいて薬を受け取ることもできる他、普段利用し

ている薬局が配達サービスを実施している場合は、来局せずに医薬品を自宅で受け取ること

ができる。トークンが記載された SMS または E メールを誤って紛失または削除してしまった場

合は、送信元（処方者または薬局）に再送信を依頼する必要がある。 

処方箋がリフィル処方箋で、リフィルの回数が残っている場合は、調剤後に薬局から新しい

トークンが SMS または E メールで送信される。そのため、2 回目以降の調剤を受ける際、初回

とは別の薬局に新しく発行されたトークンを提示することで調剤を受けることが可能となる。 

患者が ASL（後述）に登録している場合、患者は自身が ASL に登録していることを薬局側へ

伝え、薬局が患者の ASL にアクセスすることに関して、薬局から患者へ送られる email または

SMS に同意することで、電子処方箋のトークンを薬局へ提示することなく調剤を受けることがで

きる。また、ASL に家族や介護者の氏名等を事前に登録することで、患者以外の者が調剤さ

れた薬を薬局で受け取ることができる。なお、大手薬局グループは、独自のモバイルアプリを

開発し、そのアプリ内で電子処方箋を管理してその利便性を患者に訴求することで、患者の

囲い込みを図っている。 

 

アクティブスクリプトリスト（ASL） 

ASL はトークン管理システムで、患者の処方箋のリストを保管している。ASL は、処方者およ

び薬剤師が患者の ASL にアクセスするたびに、現在有効なバーコード付きの紙処方箋およ

び電子処方箋のすべてを表示する機能を備えています。患者は、どの処方箋を自分の ASL

に送信するか、またどの処方者や薬局が自分の ASL を閲覧できるかを決めることができる。 

ASL への登録は携帯から可能であり、登録時に身分証明が必要となる。身分証明は一次

資料（運転免許証・パスポート・オーストラリア市民権証明書）および二次資料（メディケアカー

ド、銀行口座情報、光熱費の支払い書等）からそれぞれ 1 種類以上を提示する。一度登録す

れば、電子処方箋のトークンは自動で ASL に送られるため、患者は各電子処方箋のトークン

を個別に管理する必要がなくなる。また、ASL 内で管理したくない薬がある場合は、処方者に

その旨を伝えることで、特定の薬のみ ASL 外で管理することもできる。 

2023 年 9 月時点で、オーストラリア全土の 85％の薬局が ASL にアクセス可能となってい

る。ASL は患者の電子処方箋を一元管理できるため、医療機関や薬局にとってもメリットがあ

る。患者が一度登録した薬局に対する ASL へのアクセス権限を削除したり、ASL の使用自体

を中止したりする場合は、オーストラリアの電子処方箋を運営する Medication Knowledge Pty 
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Ltd（eRx Script Exchange と MediSecure のジョイントベンチャーである）の窓口

(info@medicationknowledge.com.au) へ電子メールを送信する必要がある。 

 なお、2017 年国民保健（薬事給付）規則に基づく電子処方箋の様式 2019 では、電子処方

箋を発行するためのシステム要件として、電子処方箋には法令で定められた情報を含めること

ができること、調剤ソフトウェアによりデータがダウンロードされるまで暗号化されることや処方

箋転送時の暗号・復号などの技術的内容も示されている。さらに、患者の電子トークンの取り

扱いに関する内容とともに、電子処方箋の記載事項として可読可能な形で患者に以下を提示

できることとある 17）。 

 (i) 患者の氏名 

 (ii) 処方箋が書かれた日付 

 (iii) 供給される医薬品の名称 

 (iv) 医薬品の力価 

 (V) 処方箋を反復する場合には、その反復回数 

 (vi)処方者の氏名、住所及び連絡先番号 

 (vii) 支払いおよびサービスの評価・管理のためにオーストラリア政府が個人情報を

収集することに関するプライバシー通知で、メディケア最高責任者が承認した様式。 

さらにこれら規定に沿って作成されたソフトウェアは、ソフトウェア開発者が政府の法律に準

拠したソフトウェアを作成していることを確認し、医療提供者やベンダーがどのソフトウェア会社

が準拠しているかを理解できるように、準拠ソフトウェア製品の登録簿（電子処方箋適合登録

簿）に掲載・公開されている 18）。 

 なお、my.gov では My Health Record として処方箋と調剤情報の概要が保管され、登録した

ID でのログインにより処方・調剤された薬のリストを閲覧することが可能となっている 19）。この登

録 ID は個人医療識別子 (Individual Healthcare Identifier:IHI) と呼ばれ、医療目的で個人を

識別するために使用される固有の番号である 20）。これにより、ケアを受ける時点で適切な情報

が適切な個人に関連付けることができる。この ID は、メディケア カードや DVA（Department 

of Veterans' Affairs：退役軍人省） カードを持っていれば発行される。 

 

 

その他：入院中の薬剤情報の取り扱い 

オーストラリアの病院において、高齢者ケア施設(aged care facility)等に対して、患者の医薬品

の管理と追跡を支援するために、medication chart（薬物投与表）を送信することはあるが、電

子処方箋を送受信することは皆無である。 



124 

 

オーストラリアにおける医療情報に関連する団体等 

 名称 機能 

行政機関 保健・高齢者介護省 

（Department of 

Health and Aged 

Care） 

私たちは政策やプログラムを開発、提供し、健康、高

齢者ケア、スポーツに関してオーストラリア政府にアド

バイスを行う。すべてのオーストラリア国民のより良い健

康を確保するために、幅広い関係者と協力。 

https://www.health.gov.au/ 

 オーストラリア・デジタ

ルヘルス庁 

（Australian Digital 

Health Agency） 

Australian Digital Health Agency (オーストラリア デジ

タル ヘルス庁) は、2016 年公共ガバナンス、パフォ

ーマンスおよび説明責任 (オーストラリア デジタル ヘ

ルス庁の設立) 規則によって設立された連邦法人 

コネクテッド・ヘルスケアを通じてオーストラリア人のより

健康な未来をビジョンに活動 

https://www.digitalhealth.gov.au/ 

医師を代表

するステーク

ホルダー 

オーストラリア医師協

会 

Australian Medical 

Association （AMA） 

オーストラリアの医師の最高の専門機関 

https://www.ama.com.au/ 

 

薬事に関す

る主なステー

クホルダー 

オーストラリア薬学会 

Pharmaceutical 

Society of Australia 

（PSA） 

オーストラリア政府が認めた唯一の全国的専門薬局組

織であり、あらゆる部門およびあらゆる場所で働くオー

ストラリアの 37,000 人以上の薬剤師全員の代表 

https://www.psa.org.au/ 

 

インタビュー協力者 

-Bonnie Liu: Staff Specialist Geriatrician, Royal North Shore Hospital 

-Nashwa Masnoon: Pharmacist, medication safety manager, Royal North Shore Hospital 
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【１２．韓国（大韓民国）】 

国の概要： 

面積：約 10 万平方キロメートル（朝鮮半島全体の 45％、日本の約 4 分の 1） 

人口：約 5,156 万人（出典：2023 年、韓国統計庁） 

首都：ソウル 

公用語：韓国語 

通貨：ウォン 100 円＝885.76 ウォン（出典：2024 年 2 月末、韓国銀行） 

（外務省 韓国基礎データ https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/korea/data.html） 

 

 

医療制度の概要： 

 1963 年に医療保険法が制定され、1989 年からは非賃金所得者の加入が導入されたことで国民

皆保険制度が構築された。さらに、これらの保険者は段階的に統一され、2000 年から国民健康保

険公団にまとめられている。 

医療施設では、一次機関として医院（33,912 か所）、病院（1,397 か所）、二次機関として総合

病院（319 か所）、三次機関として上級総合病院（45 か所）がある。基本的には、下位の医療機関

から紹介を受けたうえで上位機関を受診するしくみとなっている。この他、療養病院（1,464 か所）、

韓方医院（1 万 4,526 か所）、韓方病院（479 か所）、歯科医院（1 万 8,589 か所）、歯科病院

（234 か所）、薬局（23,773 か所）等がある。（2021 年時点）。 

一方、これらに従事する医療従事者は、「医療法」により規定された医師、歯科医師、韓方医、

看護師及び助産師、「薬剤師法」に規定された薬剤師や、「医療技師等に関する法律」に規定され

た医療技師等がある。2021 年時点で、医師 132,013 名、歯科医師 33,031 名、韓方医 26,788 

名、看護師 457,849 名、助産師 8,194 名、薬剤師 73,978 名、医療技師 348,602 名となって

いる１）。また、医療法施行規則では、韓国における処方箋の記載内容として、以下を示している２）。 

1. 患者の氏名及び住民登録番号 

2. 医療機関の名称、電話番号及びファックス番号 

3. 疾病分類記号 

4. 医療人の氏名・免許の種類及び番号 

5.処方医薬品の名称（一般名称、製品名や「薬事法」 第 51 条による大韓民国薬前で定めた名

称をいう）・分量・用法及び用量 

6. 処方箋発行年月日及び使用期間 

7. 医薬品調製時の注意事項 

など 
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さらに、韓国の健康ポータルサイトでは処方箋に記載された事項の説明も掲載されている。この中

では国民向けの確認事項なども説明も行われている。以下、ポータルサイトからの引用である３）（図

１）。 

 

＜処方箋の内容＞ 

(1)「薬局発行用」か「患者保管用」か？ 

大きな病院ではだいたい 2 枚の処方箋、つまり「薬国外発送用」と「患者保管用」の 2 枚を患者

に渡すが、一部の病院では 1 枚しか渡さないところもある。[薬国外送出用」は処方箋を受け取るた

めに必ず提出しなければならないため、1 枚しかもらえなかった場合、自分の処方箋は持てない。 

処方箋には様々な重要な情報が記載されているため、患者保管用の処方箋を病院に依頼する

か、薬国外送出用しかもらえなかった場合は、スマートフォンで写真を撮って保存しておくことが勧

められている。 

(2)私の処方箋は正しいか？ 

 患者氏名、住民番号を見て自分の処方箋であることを確認する必要がある。 

(3) 自分の病気は？ 

 処方箋には疾病分類記号が入る。記号なので、病名はすぐには分からないが、疾病分類情報セ

ンターや疾病分類記号で検索すれば、自分がどんな病気で薬をもらったのか知ることができる。 

(4) 自分が飲んでいる薬は何ですか？ 

 現在自分が飲んでいる薬の種類や名前を知ることは、いろいろな意味で重要である。自分が飲

んでいる薬の種類は、審査評価院の「医薬品情報照会」で確認できる。健康保険審査評価院にア

クセスした後、「医薬品情報照会」を検索すると情報を知ることができる。 

(5) 薬の 1 回投与量、1 日投与回数、総投薬日数は？ 

1 回投与量とは、それぞれの薬を一度に何個飲むべきか、1 日投与回数とは、1 日に何回飲む

べきかである。 また、総投薬日数は、何日間薬を飲まなければならないかということである。 これ

らの情報をよく読むことができれば、薬が服用単位でよく包装されているかどうかを確認できる。 

(6) 薬の飲み方は？ 

文字通り、薬の飲み方。 薬を食後や食前に飲むのか、何時間間隔で飲むのかなどの説明。 

(7) 処方箋の使用期間は？ 

 処方箋には使用期限がある。時間が経つにつれて患者さんの状態が変化する可能性があるた

めである。 お薬はその日のうちにもらうのが良いが、どんなに遅くても使用期間内には薬を飲まな

ければならない。 
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電子処方箋導入のきっかけ・経緯： 

韓国では 2002 年 3 月に医療法を改正し、電子処方箋の発行が可能な法制度としている 4）。こ

の法律では、医師や歯科医師が「電子署名法」による電子署名が記載された電子文書の形で作成

した処方箋を電子処方箋として薬局に送信することが認められている。しかし、全国的に統一され

た仕組みではなく地域単位でサービスが前提であり、全国的な展開が進んでいない。そのため相

互作用等の一元的な確認ができずリスクがあると指摘され、国家主導でのシステム構築も求められ

ている。 

一方で、民間企業による電子処方箋サービスは稼働しており、電子処方箋の導入が少しずつ進

んでいるともみられるが、契約した病院および薬局のみでの運用である。 いわば日本における処

方箋画像の送信サービスと同様のものであり、処方箋制度の改革とはいえない。 大きな病院には

図１：処方箋の記載内容 
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情報を薬局に送信するキオスク端末が設置されている。 これは日本で言う薬局への FAX 送信に

相当するが、紙を使わない点で電子化が進んでいる。 しかしながら、統一された電子処方箋の運

用には至っていないのが現状である。 

さらに韓国薬剤師会は、会員の権利保護も含め自ら開発した「公的処方伝達システム

「공적처방전달시스템(Public Prescription Delivery System, PPDS)」の展開を進めている５）。 

特に韓国薬剤師会では他国の調査を実施しており調査の結果、政府主導の公的電子処方箋

伝達システムを導入するにあたり、健康保険審査評価院の DUR(Drug Utilization Review)サービス

を利用する案を提案している 6）。さらに 2023 年 7 月には韓国薬剤師コミュニケーションとコミュニテ

ィケア学会にて「国民安心処方伝達体制導入のための国会政策討論会」が開催され、今後の韓国

国内での電子処方箋の展開についての議論が行われた７）。 

 

 

電子処方箋の概要（運用）： 

2021 年現在の電子処方箋の普及率は国の統計で 0.8%である。しかし、処方箋の様式としては

前述の通り紙の処方箋においても、1 薬品 1 レコードから構成され、医薬品のマスタは ATC 分類

で構成されていることがわかった。 また、医薬品の処方理由の記載は、制度として定められてお

り、疾病分類記号を記載することになっているが、患者の要求で不記載とすることもある。一方、国

民には個別の患者識別 ID が割り当てられ、医薬品識別には国際標準である ATC コードが採用さ

れているなど、国際基準に対応している面もある。 

また、韓国ではホームページを通じて自身の健康管理を確認できる８）。このサービスは国民健康

保険公団により提供されており、診療および投薬情報や医療の利用状況などが閲覧できるようで

ある。 

 

 

その他の電子処方箋に関する事項： 

 韓国でも電子処方箋を含め、医療の情報が進められており、2021 年にはマイヘルスウェイ（（仮

称）健康情報ハイウェイ）構築が提示されるなど、情報の一次・二次利用について検討されている

９）。現在、健康福祉省 医療情報政策課では、この構想のもとマイヘルスウェイ（健康情報ハイウェ

イ）が構築されている 10) （図２）。この健康情報ハイウェイには、診療情報（最近 1 年）、投薬情報

（最近 1 年）、予防接種履歴（全期間）、健康診断情報（最近 10 年）、健康管理データ（歩数、睡眠

時間など）のデータとともに、本稼動となった 2023 年 9 月からは、86 病院の詳細な医療情報（診

断内訳、薬物処方、診断・病理検査、手術内訳など 12 種 113 項目を最近 3 年分）なども閲覧でき

る世になっている。この健康情報ハイウェイは「私の健康記録アプリ」でも閲覧できる 11）。なお、この

健康情報ハイウェイは個人の医療情報を保存するプラットフォームではなく中継プラットフォームと
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なっている。2024 年には健康情報ハイウェイ関連予算として、参加医療機関の拡大のために 122

億ウォンが計上されている。 

 

 一方、健康医療データ振興課では保健医療分野公共データ連携・活用でデジタルヘルスケア研

究支援強化するため、これらを連携・結合・仮名処理して公共目的の研究に活用できるよう研究者

に開放するシステム を構築し、データ活用の申請等を受け付けている１２) （図３）。この事業には、

医療機関や健康保険公団、統計庁など９つの領域の団体が情報を提供しており、研究者等への

情報提供を行っている。 

 

図２：健康情報ハイウェイ 

図３：健康医療ビッグデータ統合プラットフォームガバナンス構成１３) 
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韓国における医療情報に関連する団体等 

 名称 機能 

行政機関 健康福祉省 

보건복지 

国内の医療政策を実施 

医療情報政策課（의료정보정책과）、健康医療

データ振興課（보건의료데이터진흥과）にて医

療関連の情報か施策を実施 

https://www.mohw.go.kr/kor/ 

 国民健康保険公団 

국민건강보험공단 

社会保障中枢機関として 

国民の健康を守り、生活の質を高めるために努力

https://www.nhis.or.kr/nhis/index.do 

 法務情報センター 

국가법령정보센 

韓国の法制度に関する情報を提供 

https://www.law.go.kr/ 

開業医を代

表するステー

クホルダー 

大韓医師協会 

대한의사협회 
韓国の医師を代表する機関 

http://www.kmpra.org/ 

薬事に関す

る主なステー

クホルダー 

韓国薬剤師会 

대한약사회 

 

韓国の薬剤師を代表する機関 

https://www.kpanet.or.kr/ 

その他の医

療関連団体 

健康情報高速道路 

건강정보 고속도로 

健康情報に関する国民ポータルサイト

https://www.myhealthway.go.kr/portal/ 

 健康情報ポータルサイト 

국가건강정보포털의 

良質の健康・疾病情報を統合的・体系的に提供

する公共ポータルサイト

https://health.kdca.go.kr/healthinfo/ 

 

参考文献： 

１） 厚生労働省,大韓民国,社会保障施

策,[https://www.mhlw.go.jp/content/001105071.pdf(cited 2024-Apr-10)] 

２） 국가법령정보센터,의료법 

시행규칙,[https://www.law.go.kr/LSW//lumLsLinkPop.do?lspttninfSeq=61675&amp;chr

ClsCd=010202(cited 2024-Apr-10)] 

３） 국가건강정보포털의,처방전과 약설명서 읽는 방법! 

알려드리겠습니다!,[https://health.kdca.go.kr/healthinfo/biz/health/gnrlzHealthInfo/g

nrlzHealthInfo/gnrlzHealthInfoView.do?cntnts_sn=3607 

４） 법제처,의료법,[https://www.law.go.kr/LSW/LsiJoLinkP.do?docType=JO&lsNm=%EC%9

D%98%EB%A3%8C%EB%B2%95&joNo=001700000&languageType=KO&paras=1#(cited 

2024-Apr-10)] 

５） 팜뉴스,비대면진료 완화에…약사회, 공적처방전달시스템 확대로 

'방어',[https://www.pharmnews.com/news/articleView.html?idxno=236794#:~:text=%EA

%B3%B5%EC%A0%81%EC%B2%98%EB%B0%A9%EC%A0%84%EB%8B%AC%EC%8B%9C%EC%8A

%A4%ED%85%9C%EC%9D%80,%EB%8C%80%EC%9D%91%ED%95%98%EA%B8%B0%20%EC%9C
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%84%ED%95%B4%20%EC%A0%9C%EC%9E%91%EB%90%90%EB%8B%A4. 

６） 대한약사회,비대면 방식 진료 관련 합리적 개선 

방안,[https://www.health.kr/Menu.PharmReview/_uploadfiles/Social%20Pharmacy%20Per

spectives_%EB%B9%84%EB%8C%80%EB%A9%B4%20%EB%B0%A9%EC%8B%9D%20%EC%A7%84

%EB%A3%8C%20%EA%B4%80%EB%A0%A8%20%ED%95%A9%EB%A6%AC%EC%A0%81%20%EA%

B0%9C%EC%84%A0%20%EB%B0%A9%EC%95%88.pdf(cited 2024-Apr-10)] 

７） 한국약사커뮤니케이션과 커뮤니티케어학회,2023년 7월 13일 오후 2시 국민 

안심 처방 전달체계 도입을 위한 국회 

정책토론회,[https://www.phccc.or.kr/notice/?,[=YToyOntzOjEyOiJrZXl3b3JkX3R5cG

UiO3M6MzoiYWxsIjtzOjQ6InBhZ2UiO2k6Mjt9&bmode=view&idx=15688087&t=board(cit

ed 2024-Apr-10)] 

８） 국민건강보험공단,나의건강관리 

안내,[https://www.nhis.or.kr/nhis/healthin/retrieveMyHealthCareInfo.do(cited 2024-

Apr-10)] 

９） 보건복지부,마이 헬스웨이((가칭)건강정보 고속도로) 구축 

시작,[https://www.mohw.go.kr/board.es?mid=a10503010100&bid=0027&act=view&list_n

o=363763&tag=&nPage=1(cited 2024-Apr-10)] 

１０） 평생을 함께할 의료정보 플랫폼, ‘건강정보 고속도로’ 본격 

가동,[https://www.mohw.go.kr/board.es?mid=a10503010100&bid=0027&cg_code=(cited 

2024-Apr-10)] 

１１） 건강정보 고속도로,전체메뉴,건강정보 

고속도로[https://www.myhealthway.go.kr/portal/(cited 2024-Apr-10)] 

１２） 보건복지부,보건의료 분야 공공데이터 연계·활용으로 디지털 헬스케어 연구 

지원 

강화,[https://www.mohw.go.kr/board.es?mid=a10503010100&bid=0027&cg_code=(cited 

2024-Apr-10)] 

１３） 보건 의료,빅 데이터 통합 플랫폼,사업 

소개,[https://hcdl.mohw.go.kr/static/info/introBusiness#:~:text=%EB%B3%B4%EA%B1%B

4%EC%9D%98%EB%A3%8C%20%EB%B9%85%EB%8D%B0%EC%9D%B4%ED%84%B0%20%EC%82

%AC%EC%97%85,%EC%97%90%EA%B2%8C%20%EA%B0%9C%EB%B0%A9%ED%95%98%EB%8A

%94%20%EC%82%AC%EC%97%85%EC%9E%85%EB%8B%88%EB%8B%A4.&text=%EB%B6%84%E

C%84%9D%20%EA%B2%B0%EA%B3%BC%EB%A7%8C%EC%9D%84%20%EC%A0%9C%EA%B3%B

5%ED%95%A9%EB%8B%88%EB%8B%A4.(cited 2024-Apr-10)] 
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【１３．台湾】 

地域の概要： 

面積：3 万 6 千平方キロメートル（九州よりやや小さい） 

人口：約 2,342 万人（2024 年 1 月） 

主要都市：台北、台中、高雄 

言語：中国語、台湾語、客家語等 

通貨：新台湾ドル 1 米ドル＝30.73 新台湾ドル（2023 年末時点、台湾中央銀行） 

（外務省 台湾基礎データ https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/korea/data.html） 

 

 

医療制度の概要： 

 台湾（中華民国）の医療施設の数は 2022 年現在で、医院が 480 施設、公立病院が 82、非公立

病院が 398 となっている。 診療所は 23,098 施設あり、その中で公立のものは 421、非公立は

22,677 である。 医療施設は病院・診療所の区別だけでなく、西洋医学と伝統中医、歯科の区分も

あり、西洋病院 475（内、総合病院 152）、西洋診療所 11,998、歯科病院 1、歯科診療所 6,969、

中病院 4、中診療所 4,131 から構成されている。 

なお、診療所と薬局が同一医療法人による経営が認められている点が特徴的である。 

医療制度についての 4 つの特徴は以下の通りである。 

1.医療保険制度の改革に早くから取り組み医療保険制度を一つに統合 

 1995 年に国民皆保険が導入され、2004 年末には国民の 99%がこの保険に加入 

 この制度は自己負担額が少なく、毎日平均の外来数が 100 万人に達する 

2.単一支払者制度（single-payer）を導入し、単一保険者が医療保険を一元管理 

 医療の電子化を効率的に進める基盤 

3.政府が医療機関への IT 化を強力に推進 

 IT 投資の大半を政府が負担し、医療機関へのインセンティブを提供 

 IT 化施策は 3 つの柱からなる 

➢ 「E-Hospital (Electronic)」では、病院におけるコンピュータ技術の活用を推進。 

➢ 「M-Hospital (Mobile)」では、病院内での携帯読取端末の積極的利用を促進。 

➢ 「U-Hospital (Ubiquitous)」では、いつでも、誰でも、どこからでも医療を受けら

れる体制を目指す。これには緊急医療や患者の高齢化対策も含まれる 

4.2001 年に導入された全民健康保険（National Health Insurance）は、「自然人憑證」という身

分証の番号と、運転免許証の番号とその体系が統一されている。 
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  医師が処方箋を処方する場合には、処方箋に 1. 医師の名前、2. 患者の氏名、年齢、薬剤

名、用量、量、用法、処方年月日を記載し、署名または押印しなければならないことが医師法に示

されている 1）。一方、薬剤師法にも、処方箋を受け取った薬剤師は、年・月・日・患者名・性別・年

齢・薬品名・用法・用量・医師の署名または捺印に注意し、疑義があれば、調剤前に処方元の医師

に確認を求めることが示されている２）。 

 また訪問調査から台湾では、医療環境として日本のように院外処方箋を推進していることはな

く、院内調剤を行う病院も多い。国民皆保険（保険者は単一）のもと、国民には健康カードと呼

ばれる医療保険カードが発行されている（図１）。後述するが、病院やクリニックからの処方、血

液検査、手術歴、過敏薬の情報を国のクラウドシステムにアップロードしているため、薬局から

は、患者のカード提示のもと（薬剤師の電子資格カードでのログインが必要）処方内容など、

患者に関する医療情報を確認することができる。なお、台湾国民はこのカードとは別に自然人

カードと呼ばれる ID カードが発行されており、銀行口座の作成等においては本カードが必要

となる。本システムは専用の VPN ネットワークであり、各薬局で導入している（3000-6000 元程

度の投資が必要だが補助もあった）。したがって薬局等での診察券の概念はない。薬剤師の

資格確認では、薬剤師の登録後、国から薬剤師カードが発行される。さらに電子システムを利

用する際には、国への申請により前述の薬剤師の電子資格カードが発行される。 

 台湾では日本のような病院と薬局に関する制限がないため、クリニックと薬局の情報システム

を連携することが可能である。そのため薬局では近隣のクリニックと連携しており、医師がクリニ

ックで処方箋を登録すると薬局では薬袋が発行され調剤を開始する。調剤は日本と同様のシ

ート調剤だが、1 箱が 12 日単位パッケージになっているものもあり、箱で払い出すこともある。

また一包化や散薬調剤も実施されている。 

医薬品へのバーコード表示は義務ではなく（海外製の医薬品には表示されているものもあ

る）、箱へのバーコード表示は JAN コードが印字されている。また台湾では全ての医薬品を国

内で製造できないため、保険番号（医薬品のコード）も国内製造と国外製造の変えている

（AC：台湾、BC：海外）。また、漢方薬については保険適応されていない。処方箋への医薬品

のコードは、ATC コード連携したと保険用のコードを活用している。用法は、QID（１日４回）や

TID（１日３回）のように記号を処方箋に印字している。一方、薬袋では自然言語で表現れてお

り、標準化が浸透していると考えられた。なお、食事の影響のあるものなどは別途コメント記載

するようである。 

 処方箋調剤の診療報酬は、1 枚の処方箋を受け付けて 100 元（約 470 円）であり、保険と自

費の医薬品を 1 枚の処方箋に記載可能となっている。また、薬局では患者の来局後、処方箋

を受け取り、調剤を実施する。しかし、先述のように処方情報が予め共有されている施設もある
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ことから、患者の来院前に調剤をすることもあり、患者の待ち時間軽減に寄与している。健康カ

ードにより過去の薬歴確認後、当該処方箋の払い出し登録（チェック）を行う。薬局の調剤情

報のアップロードや服薬指導の記録などは行われていない。一部の医薬品はリフィルが可能

となっており、医師の指示により最大４回までリフィル可能である。 

 

電子処方箋導入のきっかけ・経緯： 

  訪問調査でも、コロナ禍では、オンライン診療の実施により、処方箋を薬局にメール送信す

る特例があり、薬局で調剤後、患者宅まで配送することが行われていた。具体的には、処方箋

を発行しクラウドシステムにアップロード、患者の同意にもと患者が指定する薬局にメールを送

信する。メールを受信した薬局は、その指示にしたがいリンク先より処方内容をダウンロード

（PDF）する。PDF ファイルは暗号化されており、別途復号用のコードが送信される。ただし現

在は特例が終了したため、これら運用は行われていない。 

 

一般用医薬品の販売              医療用医薬品の調剤 

医療用医薬品の調剤棚 

図１：台湾の薬局の状況 
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電子処方情報の活用： 

IT を活用したスマートヘルスケアサービスとして国民健康保険では、医療機関を対象に個人の

プライバシーを守りながら、20 年以上蓄積してきた患者の健康保険申請データをもとに「「健康保

険クラウド薬歴システム」を 2013 年に構築し、2016 年に「健康保険医療情報クラウド照会システム」

にアップグレードした３）。これにより医療スタッフが診断や治療および処方の参考に患者の最近の

施設横断的な病歴を照会できるようになっている。 

以下にそのメリットを示す。 

・医療スタッフの臨床管理と専門的判断 

・必要な医療資源の重複を減らし 

・より質の高い医療を患者に提供 

・画像の複製費用や移動時間を節約 

・繰り返し検査を受けることによる潜在的な健康リスクを軽減 

さらに 2023 年 1 月に新しくアップグレードされ、「ヘルスケア情報クラウド照会システム 2.0」として、

より使いやすいインターフェースと可視化機能を提供している。 

一方で、2014 年には、個人向けクラウドサービス「健康通帳」システムが構築されている。このサ

ービスでは、フィルタリングや分類機能により、一目で視覚化された情報グラフを提供しており、国

民は自分の最近の診療記録や検査結果などを素早く把握することができる。2023 年現在、健康手

帳の利用者数は約 1,143 万人、累計利用者数は 3 億 8,320 万人となっている（図２）。 

図２：健康手帳アプリ 
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2013 年 7 月に医療従事者向けにリリースされた NHI MediCloud System を構築し、日々の業務

で確認している医療従事者が 89.1%に達している 4)。国民が診療所で受診する際に保険証を挿入

すると、国民健康保険課の専用カードリーダーと医師または薬剤師の医療従事者カードを介して、

医師または薬剤師は最新の患者情報を閲覧することができる。外来診療記録、投薬記録、検査結

果、手術記録などの情報を 15 秒以内に表示する。 

閲覧可能な記録 

（西洋医学の服薬記録、漢方薬の服薬記録、検査記録、検査結果（CT、MRI、胃カメラ、大

腸内視鏡、超音波、X 線等の医用画像を含む）、手術記録、歯科治療・手術記録、アレル

ギー投薬記録、特定管理薬物投薬記録、特定凝固因子投薬記録、リハビリテーション医療

記録、退院医療記録概要、疾病管理局の予防接種等） 

さらに、保険・医療情報クラウド照会システムでは「一括ダウンロード」システムもあり、患者の書

面による同意を得た後、記録と検査および検査結果を収集し、そのデータを病院の医療情報シス

テムと組み合わせて、患者の処方箋や薬物アレルギー履歴、副作用の記録などを照会し、より効

果的な医療や投薬ができるようになる。患者が登録予約をすると、病院は患者が受診する 2 日前

までに患者 ID、診療日、同意書の有効期限を集計し、国民健康保険部の保険診療にアップロー

ド、情報クラウド照会システムにより病院はデータを照合後、患者の薬歴や検査結果情報を一括ダ

ウンロードできるようになる（図３）。 

台湾でも電子処方箋への取り組みは行われているものの、医薬分業が進んでいない点、既に処

方情報を政府が運営するクラウドシステムで集約されている点などから普及は進んでいない 5）。 

 

  

図３：健康保険・医療情報オンライン照会クラウド照会システム運用方法 
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台湾における医療情報に関連する団体等 

 名称 機能 

行政機関 衛生福利部 

 

健康福祉政策を実施する行政機関 

https://www.mohw.gov.tw/mp-

1.html 

 衛生福利部中央健康

保險署 

 

行政機関として健康保険に関する事

業方針、政策ガイドライン、政策計画

および目標の策定などを行う

https://www.nhi.gov.tw/ch/mp-

1.html 

開業医を代

表するステー

クホルダー 

台湾医師会 

（臺灣醫學會） 

 

台湾の医師団体として、医学研究の

推進や医師への継続的な教育、国

内外の医学学会や専門学会との連

携などを行う。  

http://www.fma.org.tw/ 

薬事に関す

る主なステー

クホルダー 

中華民国薬剤師会 

（中華民國藥師公會

全國聯合會） 

全国の薬剤師を団結させ、薬学の

学術を強化、製薬産業の発展、政府

のる法律と社会サービス実施を支

援、会員の権利と利益を保護、共通

の利益を促進する 

https://www.taiwan-pharma.org.tw/ 

 

参考文献： 

１） 全國法規資料庫,醫師

法,[https://law.moj.gov.tw/LawClass/LawAll.aspx?PCode=L0020001(cited 2024-Apr-

10)] 

２） 全國法規資料庫,藥師

法,[https://law.moj.gov.tw/LawClass/LawAll.aspx?PCode=L0030066(cited 2024-Apr-

10)] 

３） 行政院,民健康保險,[https://www.ey.gov.tw/state/A01F61B9E9A9758D/fa06e0d2-

413f-401e-b694-20c2db86f404(cited 2024-Apr-10)] 

４） 衛生福利部中央健康保険署,健保醫療資訊雲端查詢系

統,[https://www.nhi.gov.tw/ch/np-2721-1.html(cited 2024-Apr-10)] 

５） 衛生福利部中央健康保険署,居家輕量化方案,[https://www.nhi.gov.tw/ch/cp-1576-

f5934-3186-1.html(cited 2024-Apr-10)] 

 



付録.II：各国および地域の電子処方箋関連の状況一覧表



各国および地域の電子処方箋関連の状況一覧表

スウェーデン デンマーク エストニア オランダ ノルウェー イギリス ドイツ アメリカ カナダ オーストラリア 韓国 台湾

医療機関数

外来薬局：1,400以上

オンライン薬局：10

病院薬局病院薬局：36

薬局：522（オンライン薬

局： 2 ）

病院：27

一般薬局：476

病院薬局：23

病院：691

薬局：1,975

薬局：約1000（大手3

チェーン）
地域薬局：11,414軒 薬局：17,571軒

病院：6,129

薬局・ドラッグストア：

45,311軒

病院：706

薬局数：12162軒（地域薬

局：11712、病院達局

371、その他：79）

公立病院：697

私立病院：657

薬局：5,900以上

診療所：27,469か所

病院：1,315

医院：480施設

診療所：23,098施設

処方箋の電子化に関する法制度 あり あり あり あり あり あり あり あり なし あり あり あり

上記の備考
2021年5月より原則、電子

処方
2020年より原則、電子処方 2010年より義務化 2023年に規定発効

2008年に電子処方箋の規定

発効
2001年制度制定 2024年健康保険は義務化

2003年メディケア近代化

法

・電子処方箋の導入に規制

を修正する必要はないと判

断（カナダ保健省の政策声

明；2007年12月）

2017 年の国民健康（医

薬品給付）規則により可

能に

2002年医療法改正

2013年7月からクラウド技

術を用いてNHI MediCloud

Systemが構築

処方情報の電子的送信 あり あり あり あり あり あり あり あり あり あり 一部あり あり

電子化率 98% 99% 99% 50% 93% 90% ー 94% 8% 25％（調査会社） 0.50%

システムの構成 中央集中型 中央集中型 中央集中型 分散型 中央集中型 中央集中型 中央集中型 分散型 中央集中型 中央集中型＋トークン 中央集中型 中央集中型

患者識別ID あり あり あり あり あり あり あり あり あり
あり（個人医療識別子

(IHI)）
あり（住民登録番号） あり

医薬品識別ID あり あり あり あり あり あり あり あり ー ー あり あり

上記の備考
EES – Elektroniskt expertst

öd

Lægemiddelstyrelsenより

秀吾作用マスタは提供

Inxbase - Riskbase データ

ベース

※データはMedbase Ltd

(フィンランド) 利用

G-Standard（Z-index社よ

り購入）
ー dm+d Pharma Zentral Nummer Surescripts PrescribeIT ー NTIN

各施設でATCコードメンテ

ナンス

電子処方箋システムによる警告に

よる意思決定支援

重複投与、相互作用、高齢

者、投与量

※重複・相互作用のアラー

トの受信には患者の同意が

必要

ー

（FMKオンラインでは推奨

用量提示、デンマーク医薬

品庁から情報提供）

相互作用
ー

（各医療機関で実施）
ー ー

ー

（各医療機関で実施：

ABDAデータバンクと

Lauer‐Taxe）

ー

（各医療機関で実施）

薬物相互作用、電子処方箋

のステータスと処方者への

警告

ー ー 重複投与

患者ごとの医薬品履歴の登録 あり あり あり 医療機関ごとに保管 あり あり ー なし 医療機関ごとに保管 あり なし あり

患者ポータルサイト 1177.com 等 sundhed.dk terviseportaal.ee 医療機関ごとに構築 helsenorge NHS ー ベンダーごとに構築 PrescribeIT my.gov ー ー

以下の文献および各国のWebサイトの情報より作成

Digital Health in Physicians' and

※－：調査では確認できなかった

2024年4月作成（ただし、情報収集は2023年度実施のため、内容が最新でないこともある）



付録.III：各国および地域の電子処方箋メリット一覧



スペインにおける電子処方箋（ER）のメリットとデメリット①
患者にとって

医療従事者にとって

Añel Rodríguez RM,et al.[Electronic medical record and prescription: risks and benefits detected since its 
implementation. Safe designing, rollout and use].Aten Primaria. 2021 Dec;53 Suppl 1(Suppl 1):102220. doi: 
10.1016/j.aprim.2021.102220.
Tabla 3より筆者翻訳し作成

利点 欠点

不必要な外出を避けることができる。
難民の場合、州によりERの特徴が異なるため、特定の
治療へのアクセスに問題が生じることがある。

より簡単に薬を入手することができる。
一部の自治州では、対面での診察でないと処方を受け
られない場合がある。

医療機関に行く必要がない。
国内のどこでも利用可能。

利点 欠点

事務的負担を軽減できる。
不適切な処方や誤った処方をそのまま更新する可能性
がある。

異なる医師により処方された医薬品を表示すること
ができる。

異なる医師が同時に処方や修正を行うことができるた
め、重複処方や相互作用の発生などにつながる可能性
がある。

処方支援ツールの組み込みが可能：相互作用、重複
などに関する警告や注意喚起

異なる医療機関で処方されるため、互いの薬物治療に
関連する作業負荷が増加する。

患者の治療アドヒアランスに関する情報提供が可能
になる。
定期的なレビューを行うことで、投与量、レジメン、
治療期間の誤り、不適切な処方の修正などの発見に
つながる。



医療システムにとって

薬剤師にとって

スペインにおける電子処方箋（ER）のメリットとデメリット②

利点 欠点

処方内容の判読ミスが減少する。
薬剤師による患者への介入に関するデータを記録すること
ができない。

処方箋や患者データ、治療に関する医師の指示へ
のリモートアクセスが可能になる。

臨床データや患者情報（アレルギー、副作用、相互作用、
妊娠、授乳、腎不全、肝不全など）へのアクセスができな
い。

治療へのアドヒアランスを向上させるためのモニ
タリングや介入の可能性が高まる。

薬局で発見されたインシデントの伝達や原因究明が困難：
不明確な指示や投与量・投与期間・指示の誤りなど。

医療サービスの請求プロセスが容易になる。

利点 欠点
請求書の発行プロセスが簡素化できる。 完全な相互運用性の確保ができず管理体制も不十分である。

処理コストを削減できる。
誤った処方や不適切な処方が継続し有害事象を発生させる。
その結果、医療安全や経済的な損害をもたらすリスクが増
大する。

家庭内での不必要な医薬品の保管が避けられ、服
薬ミスを減らすことで、継続的に管理された調剤
が可能になる。

保守、管理、改善の実施に伴うコストが発生する。

薬物療法の評価と医薬品開発が容易になる。
臨床実践ガイドラインに基づいた診断により、医
療の質の確保および臨床指標の作成を容易にする。

Añel Rodríguez RM,et al.[Electronic medical record and prescription: risks and benefits detected since its 
implementation. Safe designing, rollout and use].Aten Primaria. 2021 Dec;53 Suppl 1(Suppl 1):102220. doi: 
10.1016/j.aprim.2021.102220. Tabla 3より筆者翻訳し作成



オランダにおける医療情報連携の
メリット

PGO.nl.Wat is een PGO? .[https://www.pgo.nl/(cited 2024-Apr-10)]

Norsk helsennett.[https://www.nhn.no/tjenester/e-resept/om-e-resept(cited 
2024-Apr-10)]

ノルウェーにおける電子処方箋の
メリット

⚫ 医療データの確実な交換
⚫ より良い情報によるより良い迅速なケア
⚫ 安全でプライバシーを尊重する仕組み
⚫ 法律の順守
⚫ 個人の同意に関する手続き
⚫ 医療データの閲覧ログを確認する

•申請者や他の医療従事者が処方箋エージェントから情
報を入手すると、患者の総薬物使用量の概要をより正
確に把握できるようになります。
•電子処方箋により、注文や調剤のミスのリスクが軽減さ
れ、患者の安全性の向上に貢献します。
•電子処方箋は紙の処方箋より偽造が難しい
•電子処方箋により、患者は希望する薬局で薬やその他
の処方箋製品を受け取ることができます。
•患者は、helsenorge.no で自分の薬の概要を確認できま
す。

EES導入メリット（2007年の処方箋データを用いた研究結果）

・救急外来受診の減少および治療の必要性の減少
・プライマリ・ケアへの負担が軽減と病気休暇の必要性の減少
・年間約10億クローネの直接医薬品コストを削減
※誤投薬による社会的損失：年間150億から200億クローネ

（スウェーデンの医薬品費総額の約半分に相当）

スウェーデンにおける電子処方箋の
メリット

ehalsomyndigheten
Webbutbildning Elektroniskt expertstöd (EES)
[https://elektronisktexpertstod.se/ (cited 2024-Apr-10)]



処方者にとってのEPSの利点

EPSとeRDを利用する患者のメリット

イギリスにおける電子処方箋のメリット①

NHS England.Electronic Prescription 
Service.[https://digital.nhs.uk/services/electronic-prescription-
service(cited 2024-Apr-10)]
より筆者抜粋し翻訳作成

電子処方箋サービス（EPS）：
・処方箋をGPなどから選択した薬局に電子的に送信するもの

電子リピート調剤（eRD）サービス：
・定期的に同じ薬を処方されるもの
・主治医が薬局に一連の処方箋を調剤する許可を与える
・リピート処方を手配する必要がなく、必要な時に薬局に薬を
受け取りに行くだけで済む

NHS England. Electronic prescriptions for 
prescribers.[https://digital.nhs.uk/services/electronic-prescription-
service/prescribers#benefits-of-electronic-prescriptions(cited 2024-Apr-10)]
より筆者抜粋し翻訳作成

• NHSが毎年数百万ポンドを節約できる
• 無料、簡単、時間の節約
• 信頼性、安全性、機密性が高い

• 個別または複数の処方箋に電子的に署名する。

• 対面、電話、またはビデオ診察の際、処方箋を患者の指定する薬局に

送ることができ、患者が薬局で処方箋を受け取るため、処方者への訪

問がが減る。

• 処方箋を郵送する必要がなく、時間を節約できる。

• 処方箋が間違った調剤薬局に届いたり、紛失したりする可能性が減る。

処方箋がより効率的に処理される

• 標準化された処方箋情報により、調剤薬局からの問い合わせが減る。

• 処方箋の正確性が向上することで、患者が間違った薬を受け取る可能

性が減る。

• 電子処方箋は紛失することがないため、重複する処方箋が作成される

リスクが減少する。

• 処方箋を受け取るための準備や仕分けが不要になる。

処方箋を扱う時間が減る

• 処方箋は、調剤されるまでいつでもキャンセルすることができ、電子

的に代替品を送ることができる。

処方箋をより詳細に管理



• 電子処方箋には患者の処方情報が含まれるため、調剤システムに入力する手間が省ける。

• 処方者は、標準化された薬剤辞書を使用して電子処方箋を作成するため、処方の正確性が向上し、患者が誤った薬剤を受け取る

リスクが減少する。

• 償還に関する問い合わせが減少する。

• 電子処方箋は紛失することがないため、重複処方のリスクが減少する。

処方箋がより効率的に処理される

• 月末の処方箋提出時にNHS Business Services Authorityに送る必要があるのは、署名されたトークンのみとなる。

• GPと紙の処方箋をやり取りする必要がない。

• 紙の処方箋が郵便で届くのを待つ必要がない。

ペーパーワークの削減

• 患者が到着する前に電子処方箋にアクセスすることで、在庫切れの商品を注文することができる。

• 電子処方箋を在庫管理モジュールと統合することで、在庫管理の軽減が可能になる。

より良い在庫管理

• 電子処方箋では、事前に処方箋を注文して準備することができるため、患者の待ち時間を短縮し、在庫を確保することができる。

• 電子処方箋にメモを追加し、処方者からのメッセージを患者に伝えることができる。

患者満足度の向上

調剤薬局にとってのEPSのメリット

イギリスにおける電子処方箋のメリット②
NHS England. Electronic prescriptions for 
dispensers.[https://digital.nhs.uk/services/electronic-prescription-
service/dispensers#benefits-of-electronic-prescriptions(cited 2024-Apr-10)]
より筆者抜粋し翻訳作成



The Australian Digital Health Agency (2020) Electronic
Prescribing (EP), アクセス日2023年9月22日, 
https://developer.digitalhealth.gov.au/resources/services/
electronic-prescribing-ep

オーストラリアにおける
電子処方箋のメリット

• 効率的な処方と調剤

• 患者の服薬アドヒアランスの向上

• 安全性とセキュリティの強化

電子処方箋の導入効果

• 安全性やセキュリティ上の問題

• 継続的コスト

• 仕事量の増加

• 変化に対する利用者の問題

• トークンの有効性

電子処方箋の課題

医師・歯科医師のメリット

⚫診療プロセスの効率化

⚫フォローアップ処方箋をデジタル送信

⚫シームレスな文書化により、最善の治療が可能

⚫医薬品の安全性向上

⚫遠隔地での治療のデジタル化

薬局のメリット

⚫プロセスの簡素化

⚫エラーの減少

⚫薬剤カウンセリングの時間の増加

⚫患者との距離の短縮

ドイツにおける電子処方箋の
メリット

Gematik,E-Rezept,[https://www.gematik.de/anwendungen/e-rezept(cited 2024-Apr-10)]



アメリカにおける電子処方箋のメリット

NTEREXY,The In-Depth Guide To E-Prescription App Development | 
Everything You Need To Know,[https://interexy.com/the-in-depth-guide-to-
e-prescription-app-development-everything-you-need-to-know/(cited 2024-
Apr-10)]

臨床医にとっての電子処方ソフトウェアの利点

ICANotes,What Is E-Prescribing and How Does It 
Work?,[https://www.icanotes.com/2019/11/21/what-is-e-
prescribing-and-how-does-it-work/(cited 2024-Apr-10)]

医療システム関連会社INTEREXYが示す
電子処方箋のメリットおよび機能

電子処方箋アプリの利点

• ヒューマンエラーの削減

• 臨床アラート

• 調剤完了の追跡

• 再入院の減少

• コスト削減

電子処方アプリの必須機能

• ユーザーダッシュボード

• 治療管理

• 医薬品処方箋の作成と提出

• 処方箋発送の追跡

• 有害な相互作用の防止

• 投薬歴

・処方ミスの防止
・投与量、経路、強度、頻度に関する自動化され
た臨床意思決定支援
・投薬リストの迅速な照合
・薬物相互作用、処方箋の重複、または患者のア
レルギーの迅速な通知
・処方箋の履行の追跡
・より良い規制物質モニタリング



原則 

以下の原則は、すべての管轄区域で電子処方機能を構築するた
めの私たちの集団的努力の指針となるべきものである：
- 患者の機密性と安全性は維持されなければならない
- 患者の選択は保護されなければならない
- 臨床医はベストプラクティス情報、薬剤費、処方データにアクセ
スできなければならない
- 作業プロセスは合理化されなければならない
- 電子処方システムは、臨床および診療管理ソフトウェアや医薬
品情報システムと統合できなければならない
- 医療従事者間のデータ共有、およびその他のデータの使用や
開示に関するガイドラインが整備されていなければならない
- 処方箋の真正性と正確性が検証可能でなければならない
- 処方箋の偽造や横流しを防止するプロセスでなければならない
- 電子署名について、カナダ全土での標準が設定されなければ
ならない

患者：
- 患者の安全性と医療全体の質の向上
- 新規および再処方箋の調剤の利便性が向上
- 協力的なチーム医療をサポート
医療提供者：
- 時代遅れの電話、ファックス、紙ベースの処方箋に代わる、より
安全で効率的な処方とリフィルの承認方法をサポート
- ポイントオブケアで処方箋が一度だけ書かれるため、再処方が
なくなり、エラーや法的責任のリスクが減少
- 医療提供者間の電子的なコミュニケーションをサポートし、説明
のための薬局との電話やコールバックを減少
- 処方の時点で警告とアラートシステムを提供し、潜在的な禁忌、
薬物相互作用、アレルギーへの臨床医の対応をサポート
- 薬歴、薬剤、治療法、処方、コストに関する情報を処方時に利用
できるようにすることで、情報に基づいた意思決定を促進
医療システム： 
- 薬物療法の処方、調剤、モニタリングの効率と安全性を向上
- 共通の包括的な薬剤プロファイルへのアクセスをサポートし、臨
床上の意思決定と患者の服薬アドヒアランスを向上
- エビデンスに基づく処方、処方順守、薬剤費に関する認識、服
薬管理の改善を通じて、費用対効果の高い薬剤使用を増加
- 報告と薬剤使用評価の改善

電子処方箋に必要な機能

Canadian Medical Association & Canadian Pharmacists Association,e-Prescribing Joint 
Statement,[https://www.pharmacists.ca/cpha-
ca/assets/File/ePrescribingStatementENG2013.pdf(cited 2024-Apr-10)]

カナダ医師協会およびカナダ薬剤師協会

「電子処方に関する共同声明」 2012年2月

電子処方箋導入による各種メリット



法的枠組み：
・プライバシーを守りつつ、情報へのアクセスを容易にするために処方プロバイダ
規則を改正する。
・処方者の役割に関する規制の理解を明確にする。

知識の共有と啓発活動：
・出版物、講演会、情報キャンペーンを実施し、医師の認識向上に貢献する。

研修： 

・電子処方箋の品質に関する研修や情報を、依頼者に直接提供する。
・推奨される慣行、ポケットマニュアル、e-ラーニングを含む研修パッケージを準
備する。

EHRシステムの機能改善：
・EHR供給業者に対する要求仕様の変更、EHR供給業者によるユーザー研修および
電子処方箋やケア記録を統合した仕様の改善を行う。

電子処方箋の品質 2017における提言：ノルウェー

Kvalitet i e-resept Forprosjektrapport. Kvalitet i e resept 2017.
電子処方箋の品質 2017における提言 抜粋筆者翻訳



⚫ 正しい患者の識別する機能
⚫ 正しい薬剤の選択する機能
⚫ 転記を無くすためのデータ転送を行う機能
⚫ 適切な処方医へのアラート機能（過剰なアラートはユーザーの注意を低下させる）
⚫ コンピュータの投薬支援（投与量の計算）機能
⚫ ユーザー教育、患者教育などのトレーニング教材などの情報提供
⚫ セキュリティ管理およびプライバシーの保護機能
⚫ 処方時のリマインド、フィードバック、処方提案などの機能
⚫ 正確な患者の投薬履歴の確認機能
⚫ 診療の意思決定支援機能
⚫ 情報システムの透明性と説明責任ができること
⚫ 保険償還可能な薬品を事前承認できる機能
⚫ 相互運用性の確保と標準規格の採用

電子処方システムを改善するための推奨事項
（電子処方箋スコーピング・レビュー文献より）

Vejdani M,et al.Electronic prescription system requirements: a scoping review.BMC Med 
Inform Decis Mak. 2022 Sep 3;22(1):231. doi: 10.1186/s12911-022-01948-w.
Fig.2より筆者翻訳作成



付録.III：各国および地域の電子処方箋メリット一覧
スペイン文献
Añel Rodríguez RM,et al.[Electronic medical record and 
prescription: risks and benefits detected since its implementation. 
Safe designing, rollout and use].Aten Primaria. 2021 Dec;53 Suppl 
1(Suppl 1):102220. doi: 10.1016/j.aprim.2021.102220.

オランダ
PGO.nl.Wat is een PGO? .[https://www.pgo.nl/(cited 2024-Apr-10)]

ノルウェー
Norsk helsennett.[https://www.nhn.no/tjenester/e-resept/om-e-
resept(cited 2024-Apr-10)]

スウェーデン
ehalsomyndigheten,Webbutbildning Elektroniskt expertstöd (EES)
[https://elektronisktexpertstod.se/ (cited 2024-Apr-10)]

イギリス
NHS England.Electronic Prescription 
Service.[https://digital.nhs.uk/services/electronic-prescription-
service(cited 2024-Apr-10)]

オーストラリア
The Australian Digital Health Agency (2020) Electronic
Prescribing (EP), アクセス日2023年9月22日, 
https://developer.digitalhealth.gov.au/resources/services/elect
ronic-prescribing-ep

電子処方箋文献のスコーピング・レビュー
Vejdani M,et al.Electronic prescription system requirements: a scoping 
review.BMC Med Inform Decis Mak. 2022 Sep 3;22(1):231. doi: 
10.1186/s12911-022-01948-w.
Fig.2より筆者翻訳作成

カナダ 電子処方箋に関する声明
Canadian Medical Association & Canadian Pharmacists Association,e-
Prescribing Joint Statement,[https://www.pharmacists.ca/cpha-
ca/assets/File/ePrescribingStatementENG2013.pdf(cited 2024-Apr-10)]

ノルウェー
Kvalitet i e-resept Forprosjektrapport. Kvalitet i e resept 2017.
電子処方箋の品質 2017における提言 抜粋

ドイツ
Gematik,E-Rezept,[https://www.gematik.de/anwendungen/e-rezept(cited
2024-Apr-10)]

アメリカ
ICANotes,What Is E-Prescribing and How Does It 
Work?,[https://www.icanotes.com/2019/11/21/what-is-e-prescribing-
and-how-does-it-work/(cited 2024-Apr-10)]
NTEREXY,The In-Depth Guide To E-Prescription App Development | 
Everything You Need To Know,[https://interexy.com/the-in-depth-
guide-to-e-prescription-app-development-everything-you-need-to-
know/(cited 2024-Apr-10)]



付録.Ⅳ：本邦における電子処方箋ならびに
医療DXに関する提言



本邦における電子処方箋ならびに医療DXに関する提言

(ア)処方箋の在り方
身長・体重・腎機能・その他検査値

医薬品の処方理由

１薬品１レコード

(イ)マスタ関連
薬品マスタ

用法マスタ

単位・コメント

(ウ)メリットの比較

(エ)相互接続性の事前確認
コネクタソンの実施

第３者認証

(オ)チェック機能の充実

(カ)医療情報システム関連費用の補助

(キ)国民IDへの医療資格紐づけ

(ク)診療報酬での対応

(ア)活用喚起

(イ)利用方法

(ウ)医療専門サイト
患者向けサイト
医療従事者向けサイト

１，電子処方箋管理サービス ２，国民・医療者への普及推進 ３，データ活用基盤

(ア)法制度
(イ)処方の在り方（短期的）
(ウ)標準化の推進

４，医療DXの推進

【処方時に必要な情報の観点】
 医薬品名：成分のみ指定し剤型（錠剤か散剤か）は調剤時に確認
 服用（使用）方法：回数のみを指定し調剤時に確認
 用量：成分量で指定し調剤時に確認

(ア)医療専用ID

(イ)データヘﾙス専門機関
(ウ)診療報酬の制度改定
(エ)処方の在り方
(オ)調剤方式の見直し（バラ錠の販売包装単位での払い出し）
(カ)医薬品とレーザビリティの確保（ロット・シリアル管理）
(キ)API連携・薬局のFHIR仕様
(ク)オンライン環境における薬剤師の役割
(ケ)患者同意の在り方



付録.Ⅴ：本邦における電子処方箋ならびに医療DXに
関する提言 －処方時に必要な情報－



現在の状況：処方オーダ・調剤結果
処方 調剤 服薬

ロキソニン錠60ｍｇ 2錠
1日2回朝・夕食後 14日分

ロキソプロフェンNa錠
60mg「トーワ」 2錠
1日2回朝・夕食後 14日分

ロキソプロフェンNa錠
60mg「トーワ」 2錠
1日2回朝・夕食後 14日分

医科
レセ
プト

支払基金（レセプト）

電子処方箋管理サービス

調剤
結果

電子
処方
箋

YJコード・標準用法

調剤
レセ
プト

レセプト電算
コード

（薬品・用法）

先発医薬品・一般名 後先発医薬品…

電子版お薬手帳

レセプト電算
コード
（薬品）

電子
版お
薬手
帳QR

薬品：ｺｰﾄﾞなし,ﾚｾ電ｺｰﾄﾞ,厚労
省ｺｰﾄﾞ,YJ ｺｰﾄﾞ,HOT ｺｰﾄﾞ 
用法：ｺｰﾄﾞなし,JAMI 用法ｺｰﾄﾞ,
その他



本邦における電子処方箋ならびに医療DXに関する提言
－処方時に必要な情報とは－

処方（治療計画） 調剤 服薬

ロキソプロフェンNa 120㎎
1日2回 14日分
2025年3月末まで継続

（詳細は薬剤師と相談）

ロキソプロフェンNa錠
60mg「トーワ」 2錠
1日2回朝・夕食後 14日分

ロキソプロフェンNa錠
60mg「トーワ」 2錠
1日2回朝・夕食後 14日分

支払基金（レセプト）

国民医薬品リスト
（治療計画/購入リスト）

調剤
結果

電子
処方
箋

薬品：GS1コード（ロット）
用法：回数・患者の用法

成分名・成分量
服用回数

医薬品特定（GS1）
服用タイミング

電子版お薬手帳

薬品：成分名・成分量
用法：回数（＋特記）

API連携

レセ電コード



厚生労働科学研究費厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 
（分担）研究報告書 

 
各国の電子処方箋の制度及び医療DXの実態の把握のための研究 

研究分担者 青柳 吉博 国立がん研究センター東病院 医療情報部 部長 
課題２）現地視察による状況の調査 

 
 

研究要旨 

本研究は、先進国における電子処方箋の実装状況と効果について現地視察を通じて調査したものである。対

象国はヨーロッパとアジア圏の中で電子処方箋の導入や運用が進んでいると考えられる国である。具体的に

は、５つの国と地域である。現地視察では、電子処方箋の仕様や制度面の違い、導入効果や重複投薬の削減効

果、普及のための取り組み方策などについて関係者へのインタビューを行った。その結果、各国では電子処方

箋の目的や背景、利用範囲や対象者、データ形式やセキュリティ、ガバナンスや財政面などに大きな差異があ

ることが明らかになった。また、電子処方箋の導入により医療品質や患者満足度の向上、医薬品コストや事務

負担の削減、公衆衛生管理や研究開発の促進などの効果が得られていることが確認された。 

 

目的 

 

現在、各国における医療制度の概略、医療情報基盤

の運営主体、電子処方箋の実施有無（処方チェック

の有無）は明らかになっているが、①導入効果・重

複投薬の削減効果、②普及のための取組方策、③電

子処方箋サービスの仕様や制度面の違い等は十分

に明らかになっていない。各国の電子処方箋実装

状況はインターネットなど用いた文献資料により

調査するが、十分な情報が公開されているとはい

えない。特に各国での社会背景や医療制度、それら

に関連する情報のやり取りなどの運用上の仕組み

に関して各国において十分に整理されたものは報

告されていない。そこで特に先進的な取り組みを

行っている国と地域は、ヨーロッパ、およびアジア

圏を対象とした。現地調査には研究代表者および

研究分担者１名および研究協力者にて行った。 
 

対象とする諸外国について 

 本研究では、以下の国々と対象とした。また、
訪問の施設および日程は以下のとおりである。 
⚫ ヨーロッパ 

➢ スウェーデン 
訪問先: スウェーデン薬局協会 
日時：２０２３年１０月１６日（月）
９:００-１１：００ 
 
訪問先：スウェーデン eHealth 庁（S
wedish eHealth Agency） 
日時：２０２３年１０月１６日（月）
１４：３０-１６：４５ 
 
訪問先：アポテケット社（Apotek Hjä
rtat AB）Apotek Hjärtat Odenplan, 
Stockholm 
日時：２０２３年１０月１６日（月）
１７：００-１８：３０ 
 
訪問先：国営アポテケット社（Apotek

et AB） オレブロ分包センター 
日時：２０２３年１０月１７日（火）
９：００-１１：００ 
 

➢ エストニア 
訪問先：ヴィルデ薬局（Vilde Apote
k） 
日時：２０２３年１０月１８日（水）
９：００-１２：００ 

 
➢ デンマーク 

訪問先：ソンデルブロ薬局（Sønderbr
o Apotek） 
日時：２０２３年１０月１９日（木）
１２：００-１４：００ 

 
➢ オランダ 

訪問先：オランダ王立薬剤師協会（de 
Koninklijke Nederlandse Maatschap
pij ter bevordering der Pharmacie, 
KNMP） 
日時：２０２３年１０月２０日（金）
９：００-１４：３０  
 
訪問先：Nicitz 
日時：２０２３年１０月２０日（金）
１５：００-１７：３０  

 
⚫ アジア 

➢ 台湾 
日時：２０２４年１月２３日(火）〜１月
２６日（木） 
訪問先：微笑藥師藥局、国立台湾大学病
院、艾米力薬師薬局 

 

訪問結果の概要 

スウェーデン 

欧州で電子処方箋を発行する比率が最も高い国で

あるスウェーデンは、電子処方箋を広く使うように

なった経緯やその際に直面した課題等を理解するの

に適した対象である。今回は、電子処方箋を応需す

る調剤薬局および医薬品を服用回ごとに小分けする



分包センターに訪問した。また、電子処方箋を統括

する政府機関を訪問した。スウェーデンの薬局業界

は、自由市場の国として分類され、薬局は民間が

参入し、４つの大手グループがほとんどのシェア

を占めている。これらのグループは、薬局の数や

規模、サービス内容などによって差別化を図って

おり、激しい競争が続いている。スウェーデンの

薬局は、顧客の満足度が高く、薬剤師に対する信

頼も高い。薬局は、プライマリケアの役割を担

い、薬局への患者訪問数は年間約 1 億 3,000 万回

である。薬局では、処方箋医薬品の調剤だけでな

く、一般用医薬品（Over the Counter drugs, 

OTC）の販売やワクチン接種、オンライン医療相

談などのサービスも提供している。スウェーデン

では、オンライン薬局が認められており、電子商

取引の割合は業界の売上高の 20％となっている。

オンライン薬局では、処方箋薬のほかに、OTCや

生活物品なども販売している。オンライン薬局の

利用者は、自宅や宅配ボックスなどに医薬品を届

けてもらえるほか、スマートフォンアプリで自分

の薬歴や医薬品費の自己負担などの情報を確認で

きる。オンライン薬局の収益構造としては、処方

箋薬が 50%、OTC9％、その他 40%であり、生活

物品の販売割合が高い。スウェーデンでは、処方

箋の 99％以上が電子処方箋である。電子処方箋は

1998 年にシステム化され、eHealth 庁が管理し

ている。電子処方箋は、医師、薬剤師、患者の三

者が共有できる仕組みである。医師は、スウェー

デンで広く普及されているバンク IDでログイン

し、個人を認証した後に電子処方箋を発行する。

薬剤師は、免許証やバンク IDなどで本人確認を

行い、電子処方箋を受け付ける。患者は、

eHealth 庁のWeb サイトや医療ポータルサイ

ト、薬局アプリなどで自分の電子処方箋の情報を

閲覧できる。電子処方箋は、処方箋の有効期間は

１年間、５年間の薬歴が本システムで確認できる

ようである。電子処方箋の課題としては、配送方

法による価格の違い、医薬品の紛失や誤配送、本

人確認の必要性などがある。また、各地域の医療

情報の共有化ができていないことも問題となって

いる。スウェーデンでは、一包化調剤も行われて

おり、国営アポテケット社のオレブロ分包センタ

ーでは、約 10 万人分の一包化調剤を担ってい

る。一包化調剤は、各地域の行政と契約し、老健

施設や在宅の患者に対して提供している。一包化

調剤は、２週間分を１回に払い出し、処方箋の変

更や中止がない限り定期的に届け続ける。一包化

調剤の運用には、錠剤自動分包機や錠剤鑑査機な

どの機器が導入されており、薬剤師は処方内容の

確認や最終チェックを行っている。薬品の取り揃

えやぶんぽう作業自体は非薬剤師が行っている。

スウェーデンでは、毎月一番安い医薬品を調剤す

るよう政府から求められている。また、医薬品に

は EU指令によりシリアル番号管理がされており

偽薬防止などの観点で調剤時にシリアル番号の確

認を行う必要がある。 

 

エストニア 

エストニアでは実診療から調剤および薬剤の提

供に至るまでの現状を把握するため、主に調剤薬

局および家庭医（General Practitioner, GP）施

設を訪問した。エストニアの薬局は、以前は医薬

品卸により経営されている薬局が多かったが、

2020 年から薬局の適切な機能を保つためには医

薬品卸の経営では無く薬剤師による経営のみに移

行している。エストニアでは病院やクリニックは

全て公立機関であるが、薬局は私的機関として位

置付けられている。薬局の業務は、処方箋による

調剤と OTCの販売であり、当該薬局では一部先

進的な取り組みとして、老健施設に対し一包化調

剤の提供を行っている。患者への服薬指導などは

無料で実施されており、薬局サービスとして、服

薬に関する患者への指導を医師にフィードバック

するサービスを試験的に実施しているとのことで

あった。電子処方箋の受付は、国民 IDカードの

提示により行い、薬剤師も患者情報を閲覧するこ

とができる。医療記録はナショナルデータベース

として記録されており、GP施設や一部の薬剤師

が閲覧可能となっている。処方箋はジェネリック

名で記載されており、薬剤師は、調剤時に一番安

い医薬品を提供しなければならない。処方箋の有

効期間は６カ月であり、処方時には薬品ごとに処

方理由の入力が必要である。訪問した GP施設は

医師 4名、看護師 6人、助産師、セラピストなど

よって構成されていた。エストニアの医療制度で

は、国民は全て公的保険に加入しており、医薬品

については疾患により負担率が異なる。GPの診

察を受けるには、看護師に連絡し医師の診察が必

要かを確認したうえで必要と認められれば GPの

診察を受けることができる。また、GPが認めた

場合のみ専門医を受診できるようになっており、

病院へは容易に受診できない。GPは、国民 IDカ

ードにより患者情報を閲覧し、処方箋を発行する

システムを使っている。処方箋は、医薬品の種類

により２カ月処方または６カ月処方が発行でき

る。患者は自身の医療記録を確認することがで

き、本人のほか、18歳までの子供の医療記録は親

も閲覧可能となっている。エストニアでは、国境

を越えた電子処方箋の流通が可能であり、ノルウ

ェー、スペイン、ポルトガルの処方箋がエストニ

アで調剤できる。このシステムは、2005 年から



ステップごとに導入されており、10年以上の年月

を経て現在に至っている。 

 

デンマーク 

デンマークでは調剤薬局を訪問し、薬剤師事業

の開発プロジェクトや、薬局における ITやサー

ビスの開発に関する説明を受けた。訪問先薬局で

は、これまでに薬剤師事業の開発に従事し、薬学

を専攻する大学と協力して薬局のネットワークを

構築したり、病院の薬剤部門と薬局の協力体制に

取り組んだりしてきた。さらに、また、薬局の現

場を知る薬剤師として、国民医療カード（FMK）

や電子処方箋の事業にも関わっていた。デンマー

クの医療の電子化に関連して、FMKや電子処方

箋、医薬品の流通や価格に関する仕組みなどの説

明を受けた。デンマークでは、社会保障番号をも

とに患者の医療記録を集中管理し、医師や薬剤師

などが閲覧できるようになっている。また、処方

箋は 100％電子化されており、医師は手書き処方

を禁止されている。さらに、医薬品の流通や価格

については、後発医薬品を推進し、製薬企業が売

値を決め、国が薬局のマージンを決めている。薬

価は 2週間ごとに変更されるため、薬局では在庫

管理を徹底して改定へ対応している。薬局では、

政府が提供するシステムと連動した薬局独自のシ

ステムを利用し、患者の IDカードを読み込んで

処方箋や医薬品の履歴を確認可能である。処方デ

ータは在庫システムとも連動しており、薬局地下

にある薬剤の自動払い出し機で医薬品を自動的に

ピックアップし、薬局のブースに搬送していた。

薬剤師は、医薬品のシリアル番号を読み取り、

EUのシステムに登録し、患者に服用方法を示し

たラベルを貼り付けて渡していた。さらに、市か

ら依頼されたホームケア患者の医薬品の一包化調

剤や配送のサービスについても行っていた。この

薬局では、7,500 人の患者の一包化調剤を行い、1

日約 150 人分の医薬品を配達していた。一包化調

剤は、2 週間サイクルで払い出し、錠剤自動分包

機 5 台で調剤していた。デンマークでは慢性疾患

の継続処方を対象として薬剤師が 1 回に限り処方

可能となっており、医療機関と連携しながら患者

のニーズに対応できる制度が存在した。将来的な

展望として AIの活用について議論した。電子処

方箋データや医療記録等を AIで解析し、薬剤師

の関与が必要か患者の状態を自動で判別できるよ

うになれば、薬剤師が患者により適切な情報提

供・指導等が行える可能性があると思われた。 

 

オランダ 

オランダでは、オランダ王立薬剤師協会（KNMP）

および国家インフラに関連する医療情報システム

の開発を手掛ける Nictiz を訪問した。オランダの

医療制度では、GPがゲートキーパーとなり、地域

の薬剤師と緊密に連携していた。薬剤師は、電子処

方箋を受け取り、薬の相互作用や投与量などをチ

ェックし、必要に応じて医師や他の薬剤師と連絡

を取っていた。薬局は、調剤薬局や病院内の調剤薬

局など、約 2,000 軒があり、患者は自由に選択でき

るが、80%の患者は同じ薬局に通っているという。

オランダ王立薬剤師協会は、薬剤師のみが会員と

なる組織で、14 の部門に分かれて活動していた。

広報や研修のほか、院内製剤の品質テストや G-

Standardと呼ばれる医薬品データベースの作成な

ども行っていた。G-Standard は各薬局で基本的に

利用されており、医薬品関連用語・コードの統一が

図られていた。 

Nictizは、医療情報の標準化に努める機関で、政

府からの資金提供を受けながら、政府から独立し

た立場で活動している。Nictizは、医療機関、統括

組織、ICTサプライヤー、政策立案者などのネット

ワークを構築し、医療データの交換や相互運用性

に関する標準を開発・保守していた。Nictiz は、

LSP（Landelijk Schakelpunt）という国家インフ

ラの開発にも関与しており、これは医療提供者間

で医療情報を安全に交換するためのシステムであ

る。Nictiz の現在の活動目標は、「Medication 

overview」というプロジェクトであり、これは患者

の薬歴やアレルギーなどの情報を一元的に閲覧で

きるようにするものであった。このプロジェクト

は、医療ミスによる意図しない入院を防ぐために

重要であり、50 以上の団体と協力して 10 のステ

ップに分けて開発されていた。Nictiz におけるシ

ステムの開発は FHIR を利用したものであるがシ

ステム開発する際には常に HL7 International と

のコミュニケーションをとりながら進められてお

り、システムの設計から、仕様の公開、実装および

テストに至るまで、国際的なプロセスで行われて

いた。自ら開発するものが常にオランダの独自仕

様とならないよう常にグローバル組織と整理しな

がら進められていた。 

 

台湾 

今回は、台北市にある微笑藥師藥局、国立台湾大

学病院、艾米力薬師薬局の 3 か所を訪問した。微笑

藥師藥局は、台湾では珍しい面薬局と呼ばれる形

態の薬局である。日本の薬局と同等の広さで、月

3,000 枚の処方箋を受け付けている。処方箋調剤の

診療報酬は 100 元（約 470 円）であり、売り上げ

の多くは OTCの売り上げである。薬剤師は薬局シ

ステムに情報を取り込み、情報管理を行っている。

薬品は英名アルファベット順に並べられ、約 1 万

品目の薬品を保管している。国立台湾大学病院は、

台湾最大の医療機関であり、1890 年代に日本統治

下で設立された歴史ある病院である。本院は 2,570

床を有し、外来処方は院内で調剤され約 8,000 枚

の処方箋を調剤している。薬剤師は 250 名で、セ



クション別に業務を行っている。医薬品の品質確

認には HPLC などの分析機器を活用し、年間 600

回程度の成分量の確認などを行っている。在庫管

理システムを導入し、自動搬送設備を利用して調

剤薬を交付している。処方情報の管理は、国のクラ

ウドシステムからの薬剤情報および病院の薬剤情

報をもとに作成されている。医薬品コードとして

は ATC分類を基本として管理されている。艾米力

薬師薬局は、耳鼻科クリニックの隣に併設された

薬局であり、台湾では一般的な形態である。在庫品

目数は約 170 品目で、毎日 60〜120 枚の処方箋を

受け付けている。処方箋の 99%は隣接のクリニッ

クからであり、クリニックと薬局の情報システム

は連携している。患者は薬局で処方箋と健康カー

ドを提出し、国のクラウドシステムにアクセスし

て調剤薬を交付する。会計はクリニックで済まし

ている。 
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令和６年２月１日 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名  公立大学法人奈良県立医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名 細井 裕司                   
 

   次の職員の令和５年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名   厚生労働科学特別研究事業                           

２．研究課題名   各国の電子処方箋の制度及び医療 DX の実態把握のための研究（23CA2006）    

３．研究者名  （所属部署・職名）  薬剤部・薬剤部長                       

    （氏名・フリガナ）  池田 和之・イケダ カズユキ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024年03月28日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                         機関名 国立研究開発法人国立がん研究センター 

 
                  所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                             氏 名 中釜 斉                
 

   次の職員の（令和）５年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等

の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名   厚生労働科学特別研究事業                            

２．研究課題名   各国の電子処方箋の制度及び医療 DX の実態の把握のための研究          

３．研究者名  （所属部署・職名）  医療情報部 医療情報システム運用管理室長            

    （氏名・フリガナ）  青柳 吉博 （アオヤギ ヨシヒロ）                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


